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○ 大学の概要

（１）現況
① 大学名

国立大学法人山形大学
② 所在地

キャンパス名 所在地 学部等名
小白川キャンパス 山形県山形市 事務局、人文学部・社会文化シス

テム研究科、地域教育文化学部・
地域教育文化研究科、理学部・理
工学研究科（理学系 、教育実践）
研究科、基盤教育院、小白川図書
館、保健管理センター、地域教育
文化学部附属教職研究総合センタ
ー、附属博物館、情報ネットワー
クセンター、高等教育研究企画セ
ンター

飯田キャンパス 山形県山形市 医学部・医学系研究科、医学部附
属病院、医学部図書館、医学部遺

、 、伝子実験施設 環境保全センター
附属特別支援学校

（ ）、米沢キャンパス 山形県米沢市 工学部・理工学研究科 工学系
工学部図書館、国際事業化研究セ
ンター

鶴岡キャンパス 山形県鶴岡市 農学部・農学研究科、農学部図書
館、農学部附属やまがたフィール
ド科学センター

松波キャンパス 山形県山形市 附属幼稚園、附属小学校、附属中
学校

③ 役員の状況
仙道富士郎（学長 （平成13年９月１日～平成19年８月31日））
結 城 章 夫（学長 （平成19年９月１日～平成23年８月31日））

理事数 ５人
監事数 ２人（うち非常勤１人）

④ 学部等の構成
人文学部

学 地域教育文化学部
理学部

部 医学部
工学部
農学部
社会文化システム研究科

研 地域教育文化研究科
医学系研究科

究 理工学研究科
農学研究科

科 教育実践研究科
岩手大学大学院連合農学研究科(*)

そ 基盤教育院、附属図書館（小白川図書館、医学部図書館、工
学部図書館、農学部図書館 、医学部附属病院、農学部附属や）

の まがたフィールド科学センター、保健管理センター、地域教

育文化学部附属教職研究総合センター、医学部遺伝子実験施
他 設、環境保全センター、国際事業化研究センター、附属博物

、 、 、館 情報ネットワークセンター 高等教育研究企画センター
附属幼稚園、附属小学校、附属中学校、附属特別支援学校

(*) 岩手大学を基幹大学とし、山形大学、弘前大学及び帯広畜産大
学を参加大学とする連合大学院。

⑤ 学生数及び教職員数（平成21年５月１日現在）
学生数 ９，３６４人（うち留学生数１４２人）

学 部 ７，９３３人
（うち夜間主コース４３０人）

大学院 １，２９３人
修士課程 １，０１０人
博士課程 ２６２人
専門職学位課程 ２１人

別 科 ４２人
科目等履修生等 ９６人

附属学校児童・生徒等数 １，３８４人
教員数（本務者） ８８６人
職員数（本務者） １，０３６人

（２）大学の基本的な目標等
（中期目標の前文）

大学の理念：
「自然と人間の共生」を21世紀のテーマとし、教育・研究・地域貢献

に真摯に取り組み、次世代を担う人材の育成、知の探求・継承・発展、
及び豊かな地域社会の実現に努め、もって人類全体の幸福と国際社会の
平和的・持続的発展に貢献する。

大学の使命：
１．学部（学士課程）教育を重視した人材養成

学部教育を重視した人材養成を最優先の使命と捉え、教養教育で
は幅広く創造的な知性と豊かな人間性を必須の素養として育み、専
門教育では大学院教育との接続も見据え、優れた専門性を養うとと
もに、特に課題発見・解決能力に優れた人材を養成する。さらに大
学院では、実践面を重視した教育課程により、専門分野に強いスペ
シャリストを養成する。

２．総合大学の利点を活かした研究の推進
先端的研究については重点的に取り組み、世界水準の研究推進と

それに支えられた先端的大学院プログラムを展開するとともに、長
期的・基礎的研究分野の持続的発展を図る。

３．開かれた学術・教育の地域拠点の形成
、 、東北地区有数の総合大学として 地域や社会に広く門戸を開放し

様々な学習機会の提供、社会人・留学生の積極的な受け入れ、産官
民との広範な連携を推進するとともに、アジアと日本を結ぶ教育・
研究の拠点として学術・文化の発信、及び国際交流の充実・強化を
図る。

（３）大学の機構図
※次頁に記載

山形大学



大学の機構図（平成２１年１月１日現在） 山形大学
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大学の機構図（平成２１年１０月１日現在） 山形大学
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○ 全体的な状況

山形大学は東日本でも有数の総合大学として６学部・６研究科を中心とした教 ④ 新たにライデン大学（オランダ 、青島農業大学（中国 、サンアンドレス） ）
育研究組織を有し 「自然と人間の共生」をテーマに、何よりも学生を大切にす 大学（ボリビア 、マンチェスター大学人文科学学部（イギリス）等と協定、 ）
る大学を目指し、教育及び学生支援に重点を置いた取組を推進するとともに、山 を締結し、大学間交流は17か国・31大学１機関となった。
形大学の特徴を活かした優れた研究の育成及び地域や社会との活発な連携活動に
取り組んでいる。 ⑤ 平成17年度から進めている附属病院再整備事業について、７月から東病棟

また、着実に第１期中期目標・中期計画を実行し、人材育成、社会との連携強 の供用を開始し、先進医療を提供する体制を整備した。具体的には、ＩＣＵ
化、評価結果の活用、事務機構改革等を推進してきた。 の増床（４床から６床 、ＨＣＵの設置（14床 、ＮＩＣＵ設置（６床）によ） ）

中でも、以下の事項は、特に重要な取組として上げられる。 り、急性期病院としての機能を高めるとともに、小児医療の向上を図った。
また、高次脳機能科と脳神経外科との診療連携及び消化器内科と消化器外科
の混合病棟設置により連携を進め、脳卒中センター及び消化器病センターを【平成16～21事業年度】

① 10年後の山形大学のあるべき姿を念頭に置き、経営の方向性について検討 設置した。西病棟については改修が完了し、平成22年４月から開院すること
を進め、平成20年10月に｢山形大学の将来構想｣を策定し、５つの基本理念と となった。
今後の進むべき方向を定めた。

⑥ 教育実践研究科（教職大学院）及び地域教育文化研究科を設置し、高度専
② 学長行動指針「結城プラン」で策定した課題について、各理事を中心に改 門職業人の養成を開始した。

革・改善に取組んだ。また、大学改革を継続的・計画的に実行するために、
毎年１月に新たな「結城プラン」を策定し公表した。 なお、以下に、業務運営等の事項別に全体の状況を説明する。

１ 業務運営の改善及び効率化③ 平成20年度から教養教育の在り方について検討を進め、これまでの教養教
育を、学生が「学士力」の中心となる知識・技能や課題探求能力を確実に修 学長のリーダーシップの下、経営方針を明確にするとともに、戦略的かつ柔軟
得するよう、その目的と位置づけを明確にした教養教育として再構築し、平 な運営体制の確立を推進した。
成22年度から新たな教養教育 基盤教育 を実施することとし 基盤教育 教（ ） 、 （

【平成16～21事業年度】養教育）プログラムの整備など、実施に向けた準備を進めた。
(1) 経営方針の明確化

④ ＹＵ－ＣＯＥ（山形大学先進的研究拠点）として、医学部の「分子疫学に ① 10年後の山形大学のあるべき姿を念頭に置き、経営の方向性について検討
関する研究 、工学部の「有機ＥＬに関する研究 、理学部の「核子スピンに を進め、平成20年10月に｢山形大学の将来構想｣を策定し、５つの基本理念と」 」
関する研究」への支援を行った。 今後の進むべき方向を定めた。

② 学長行動指針「結城プラン」で策定した課題について、各理事を中心に改
⑤ 平成17年度から進めている附属病院再整備事業について、平成20年７月か 革・改善に取組んだ。また、大学改革を継続的・計画的に実行するために、

ら新病棟での診療を開始し、救急部や手術部の拡充や先端医療設備の導入に 毎年１月に新たな「結城プラン」を策定し公表した。
(2) 機動的な執行体制より、先進医療を提供する体制の整備を推進した。平成21年度には、東・西

病棟の改修工事が完了した。 ① 毎朝役員ミーティングを行うとともに、役員会を毎週開催し意志決定の迅
速化を図った。

② 理事と事務局各部とのラインを見直し、理事を中心としたより機動的な運【平成21事業年度】
① 平成21年10月に基盤教育院を設置し、新たな教養教育として「学士力」と 営体制とした。また、理事の業務を補佐するために「理事付スタッフ制」を

「人間力」を兼ね備えた質の高い人材を育成するための基盤教育プログラム 導入した。
の準備を進め、平成22年度から実施することとした。 ③ 決裁権限を業務の実態に応じて見直し、意志決定の迅速化や業務執行の効

率化を図った。
(3) キャンパスの特性を活かした運営体制の確立② 本学独自のＹＵ－ＣＯＥ（山形大学先進的研究拠点）の整備（分子疫学、

有機ＥＬ、核子スピン）について、引き続き、本学の重点事項として国際的 事務の効率化及び学生サービスの強化の観点から、事務組織を再編し、事務
に通用する高い水準の研究を推進した。また、更なる充実に向け、山形大学 局のスリム化を図るとともに、小白川キャンパスでは、新たに共通事務の一元
ＹＵ－ＣＯＥ推進本部を設置し 次世代の先進的研究拠点の選定に着手した 化のために｢小白川事務部｣を設置するなど、各キャンパスに配置する事務職員、 。

を増員した。
(4) 外部有識者の活用③ 新たに、教育機関との連携協力協定（高等学校１校、高等専門学校７校）

や各種機関との連携協力協定 新庄信用金庫 山形県庄内総合支庁 長井市 ① ｢山形大学の将来構想｣策定や｢組織評価｣の実施などに経営協議会の学外委（ 、 、 、
山形交響楽協会、ＮＰＯ法人山形国際ドキュメンタリー映画祭）を締結し、 員を積極的に活用した。
地域の教育研究や社会・文化活動を支援するなど 社会との連携を推進した ② 本学が行う運営・教育・研究の発展及び地域貢献の推進を図るための施策、 。

について、学長に対し専門的見地から助言等を行うため、新たに山形県内か

山形大学
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ら有識者を「顧問」として委嘱した。 平成21年度予算について、キャンパスごとの戦略的な運営を可能にするため
に、これまでの部局単位の予算配分からキャンパス単位で予算を配分した。(5) 人事の活性化

(3) 男女共同参画の推進に向けた取組① 個別契約任期付教員制度を拡充して競争的資金等による多様な職種の任期
付職員の採用を可能にし、グローバルＣＯＥ等の重要施策への戦略的な教員 本学の教職員や大学院生等への支援の一環として、保育士と山形大学託児サ
配置を行った。 ポーター研修を修了した本学の学生が、満１歳から小学校６年生までの子ども

② 教員については、各部局において評価指針及び各部局で定めた評価基準に を一時的に預かる「託児サポーター」制度を設け、支援を行った。
基づき教員評価を実施した。また、事務職員については、人事評価実施規程

２ 財務内容の充実に基づき人事評価を実施した。
研究資金確保、経費削減、資金運用の効率化など多様な側面から財務内容の改(6) 各種会議・全学的委員会等の見直し、簡素化による教職員の負担軽減

① 教育研究評議会構成人数の変更や副学部長制の導入を行ったほか、全学各 善を図った。
種委員会の統廃合を実施し、効率的で機動的な運営を行った。

【平成16～21事業年度】② 審議機関としての全学委員会については、すべて３年以内の時限を付し、
(1) 外部資金確保の取組設置意義、審議内容、委員構成等を見直した。

① 研究プロジェクト戦略室及び各部局が連携して、大型の外部資金の獲得に(7)教育研究組織の見直し等
① 平成16年度 努め、グローバルＣＯＥプログラム、科学技術振興調整費などの採択を受け

・医学系研究科生命環境医科学専攻(M・D)設置、医学専攻の入学定員減 た。
・理工学研究科機能高分子工学専攻(M)、物質化学工学専攻(M)、電気電子工 ② 科学研究費補助金申請に係る支援策として、｢科学研究費補助金に関する若
学専攻(M)、情報科学専攻(M)、応用生命システム工学専攻(M)設置（物質工学 手教員研究助成｣及び｢科学研究費補助金計画書に関するアドバイザー制度｣を
専攻(M)、電子情報工学専攻(M)を改組） 導入し、申請件数の増加につながった。

(2) 経費削減の取組② 平成17年度
・地域教育文化学部設置（教育学部を改組） ① 効率化減に対応した年次計画に基づき、7.7％の人件費を削減した。また、
・理工学研究科ものづくり技術経営学専攻(M)設置 機能高分子工学専攻(M) 役員の基本給月額を７％以上引き下げた。、 、
物質化学工学専攻(M)、機械システム工学専攻(M)、電気電子工学専攻(M)、情 ② 電子メールの活用や日常的に使用する業務データの共有化、ホームページ
報科学専攻(M)、応用生命システム工学専攻(M)の入学定員減 を利用した教室・会議室・公用車等の利用状況の確認や予約管理システムに

③ 平成18年度 より、経費削減に努めた。
(3) 資金の安定的な運用・人文学部法経政策学科設置（総合政策科学科を改組、人間文化学科の入学

定員増） 資金の安定的運用・管理に努め、従来の金利入札による資金運用に加え短期
④ 平成19年度 間での資金運用を行うなど運用額の拡大を図った。

(4) 財務面から見た本学の運営状況の公表・工学部夜間主コース（機能高分子工学科、物質化学工学科、機械システム
工学科、電気電子工学科、情報科学科、応用生命システム工学科）の入学定 利害関係者に対し財務面から見た本学の運営状況を公表するため 「財務レ、
員減 ポート」及び「アニュアルレポート」を作成し、ホームページで公表した。
・医学系研究科看護学専攻(D)設置

【平成21事業年度】・理工学研究科有機デバイス工学専攻(M・D)、ものづくり技術経営学専攻(D)
(1) 経費削減の取組設置、物質化学工学専攻(M)、機械システム工学専攻(M)、電気電子工学専攻

(M)、情報科学専攻(M)、応用生命システム工学専攻(M)、ものづくり技術経営 ① 電子複写機利用サービスの複数年契約を実施し、経費削減を進めた。
学専攻(M)の入学定員増、生体センシング機能工学専攻(D)の入学定員減 ② 人件費削減については、教員４人、事務職員５人、専門職員１人の合計10

⑤ 平成20年度 人の削減を実施した。その結果、基準額（平成17年度人件費予算相当額）に
・医学部医学科の入学定員増 対し7.7％の人件費を削減した。

(2) 外部資金確保の取組⑥ 平成21年度
・地域教育文化研究科(M)、教育実践研究科(P)設置 ① 「先端有機エレクトロニクス国際研究拠点形成プロジェクト」が地域卓越
・医学部医学科の入学定員増 研究者戦略的結集プログラムに採択された。
・理工学研究科ものづくり技術経営学専攻(M)の入学定員増 ② 「社会的知性を備えた卓越した若手研究者育成プログラム」が若手研究者
・基盤教育院設置、学内共同教育研究施設等を関連する学部等に移管 の自立的研究環境整備促進事業に採択された。

③ 「山形ワークライフバランス・イノベーションプログラム」が女性研究者
【 支援モデル育成事業に採択された。平成21事業年度】
(1) 経営方針の明確化 (3) 資金の安定的な運用

学長行動指針「結城プラン2009」で策定した課題について、各理事を中心に 金利入札による資金運用に際して新たに日繰表を作成した結果、資金運用に
改革・改善に取り組み、達成済みとなったものは全体の88％となった。また、 係る延べ預け入れ日数は1,480日となり、平成20年度より倍増した。

(4) 財務面から見た本学の運営状況の公表大学改革を継続して推進するために、新たに「結城プラン2010」を策定し、年
頭に学内外に公表した。 「財務レポート2009」及び「アニュアルレポート2009」を作成し、ホームペ

ージで公表した。(2) キャンパスの特性を活かした運営体制の確立・推進

山形大学
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３ 評価制度の充実と情報提供の推進 【平成16～21事業年度】
(1) 施設整備の取組資源配分を含む総合的な組織評価システムの整備を推進するとともに、積極的

な情報発信や多様な広報媒体の活用を図った。 ① 平成16年度に策定した主要４キャンパス整備計画を踏まえ、学生の意見を
取り入れたキャンパス整備を実施した。また、医学部、工学部等の校舎改修
工事において、ユニバーサルデザインの概念を導入したバリアフリー整備を【平成16～21事業年度】
実施した。(1) 組織評価等の推進

① 各部局が行う自己評価に基づき、平成18年度から経営協議会学外委員によ ② 耐震診断の結果に基づき、緊急度の高い医学部附属病院や工学部等の校舎
る外部評価を取り入れた「組織評価」を毎年度実施し、その結果を各部局へ について、計画的に耐震化工事を実施した。
のインセンティブ経費の配分に反映した。平成20年度からは、評価のための ③ 学際的研究、プロジェクト研究及び若手研究者のスペース確保のため、外
教職員の負担を考慮し評価項目等を見直すとともに、より実質的な評価を行 部研究施設を購入し「山形大学総合研究所」として設置したことや、既存施
うため 新たに経営協議会による部局長からのヒアリングを実施した また 設の改修工事に伴い共用スペースを確保したことにより、全建物面積の10.1、 。 、
インセンティブ経費を増額し、教育研究の質の向上及び部局運営の活性化を ％まで共有化を進めた。

(2) 環境保全対策の取組推進した。
② 平成18年度に、大学評価・学位授与機構による大学機関別認証評価を受審 ① 国立大学法人では初めて平成17年度に「ＥＳＣＯ事業」を導入し、平成18

し、すべての基準において「基準を満たしている」との評価を得た。 年度には新エネルギー・産業技術総合開発機構のエネルギー使用合理化事業
また、医学部附属病院では、取得しているＩＳＯ９００１の維持審査・３ 者支援事業の採択を受けた。

年ごとの再認証審査や病院機能評価のVer.５への更新審査を受審し、病院機 ② 「環境報告書」をホームページ上で公開し、この取組と情報公開に対する
能の更なる充実を図るなど、各部局においても外部評価等の充実に努め、教 姿勢が評価され 「環境goo大賞奨励賞」を平成18・19年度に２年連続受賞し、
育研究活動及び管理運営の質の向上に反映させた。 た（大学では国公私含め全国唯一 。）

③ 本学独自の方式として、部局予算による省エネ事業等に対し全学予算から(2) 情報発信に向けた取組
① 本学の情報発信の核として、学長定例記者会見を月２回開催し、大学の諸 補助金を交付する「エコキャンパス整備支援事業」によって自然共生型キャ

活動についての情報発信を行うとともに、記者会見の内容はホームページで ンパスの整備を促進した。
(3) 危機管理体制の確立も公開した。また、小白川キャンパスに、専任職員を配置したインフォメー

ションセンターを新設し、来学者が気軽に大学情報に接することができるよ ① 新たに「国立大学法人山形大学危機管理規程」を制定し、危機管理対応指
うにした。 針及び危機管理マニュアルなどの整備により、総合的な危機管理体制・シス

② 「みどり樹」を始めとする広報誌について、地域社会に有用な情報発信と テムを構築した。
読みやすい紙面作りに努めた。また、大学ホームページを更に見やすいもの ② Ｑ＆Ａ方式の実例集について、学内で発生した事故事例やヒヤリハット事
とするため、トップページの整理・刷新を行い、最新情報を機能的に発信で 例を収集・整理し、実例を増補して内容を充実した。
きるようにした。 ③ 医学部附属病院では、｢医療事故防止マニュアル｣の改訂を行うとともに相

③ 大学の教育・研究活動の情報発信のために「山形大学出版会」を平成19年 互点検機能を強化した。
(4) 研究費の不正使用防止５月に設立し、在来作物に係る研究書や基盤教育に係る教育書など、これま

で９冊を刊行した。 「国立大学法人山形大学における競争的資金等の不正使用防止等に関する規
程」を制定し、ガイドライン・マニュアルの整備、検収センターの設置などに

、 、 。【平成21事業年度】 より 公的研究費の使用ルールの徹底を図り 研究費の不正使用防止に努めた
(1) 教員個人評価の取組

【平成21事業年度】平成17年度に策定した教員の個人評価指針及び各部局で定めた評価基準に基
(1) 環境保全対策の取組づき、各部局で教員の自己評価を実施するとともに、平成18年度から平成20年

度までの３年分の業績について、一括して評価を実施した。評価結果は、各部 全国の大学環境系サークルが加盟する「全国青年環境連盟（エコ・リーグ 」）
局において平成21年12月期の勤勉手当を査定する際の資料や、改善に関する指 において、全国国立大学法人で初となるＥＳＣＯ事業（省エネルギーサービス

） 、 。導・助言の資料等として活用した。 事業 の導入などの環境に配慮した大学運営が評価され 全国第３位となった
(2) 情報発信に向けた取組 (2) 危機管理体制の確立

本学の情報発信の核として学長定例記者会見を月２回開催し、内容をホーム 「山形大学における情報セキュリティ対策に関する基本方針」等を策定し、
ページで公開した。また、学長行動指針「結城プラン2010」を策定し、年頭の 情報セキュリティ対策を確立した。
学長定例記者会見において、地域のマスコミを通して公表した。

５ 教育に関する取組
本学の使命である「学部（学士課程）教育を重視した人材養成」を遂行するた４ 施設設備の充実、安全管理の推進

施設設備については、既存施設の有効活用推進、省エネ設備導入促進等を行う め、教養教育及び専門教育の充実並びに学生支援の充実に取り組んだ。また、大
とともに、安全性・ユニバーサルデザイン重視の施設改修、地域住民の利用も考 学院については、教育研究の高度化を目指して組織改革を推進した。
慮したキャンパス内環境整備等を推進した。

【平成16～21事業年度】また、危機管理や科学研究費補助金の不正防止のために体制整備を推進した。
(1) 教育方法等の改善
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① 平成20年度から教養教育の再構築について検討を進め、新たな教養教育と ・科学研究費補助金計画書に関するアドバイザー制度
して平成22年度から基盤教育を実施することを決定し、平成21年10月に設置 ・女性教員の国際学会への旅費支援制度
した基盤教育院において、基盤教育プログラムの整備を進めた。 ・新任教員のスタートアップ支援制度

(3) 研究活動の推進② 教養教育ワークショップ、教養教育ＦＤ合宿セミナー、公開授業・公開検
討会などの学内ＦＤ活動を継続して実施し、教員の資質の向上に努めた。 ① 独創的・萌芽的研究推進のために「１学部・部門１プロジェクト」を実施

し、世界遺産「ナスカの地上絵」における新たな地上絵の発見につながり、(2) 学生支援の充実
① 全国に先駆けて構築した「ＹＵサポーティングシステム」により、アドバ また、星空案内人（星のソムリエ）資格認定制度が全国規模の事業へと成長

イザー教員によるＧＰＡ制度を活用した修学相談や学習サポート教員による した。
学習サポートルームでの学習相談を実施した。 ② 本学独自の制度であるバーチャル研究所として「総合スピン科学研究所」

② ｢山形大学未来基金｣を創設し優秀な学業成績を修めた高年次学生に対して など８つの研究所を設置し、それぞれの研究所に各学部の教員が参加して共
奨学金を支給するなど、大学独自の奨学金制度を充実させた。 同研究を進めている。

③ 就職相談員による就職相談コーナーの充実など、就職環境の悪化に即応し
【平成21事業年度】て、就職支援体制の強化を図った。
(1) 先進的研究拠点の整備④ ｢アドミニストレイティブ・アシスタント｣制度を設け、学生支援などの業

務に、修学に支障のない範囲において本学の学生を参画させ、学生支援業務 ＹＵ－ＣＯＥ（山形大学先進的研究拠点）の更なる充実に向け、学長を本部
等の充実と学生の就業意識の向上を図った。 長とする「山形大学ＹＵ－ＣＯＥ推進本部」を設置し、次世代の先進的研究拠

点の選定に着手した。(3) 新たな教育への取組
(2) 研究支援体制の充実のための組織的取組山形県内で唯一高等教育機関が設置されていない最上地域全体を山形大学の

キャンパスと見なす、ソフト型キャンパス構想として、平成16年度に「エリア 平成21年度文部科学省科学技術振興調整費による「社会的知性を備えた卓越
キャンパスもがみ」を設置し、現地体験型授業「フィールドワーク 共生の森 した若手研究者育成プログラム」を展開し、テニュア・トラック教員を採用し
もがみ」を展開した。 て、研究チームを強力なリーダーシップで牽引していく先導的思考を持った若

手リーダーを育成した。
また、科学研究費補助金に関する若手教員研究助成制度や女性教員の国際学【平成21事業年度】

会への旅費支援制度などを実施し、若手教員及び女性教員の育成を図った。(1) 教育研究組織の整備
(3) 研究活動の推進教育実践研究科（教職大学院）及び地域教育文化研究科を設置し、高度専門

職業人の養成を開始した。 高機能樹脂事業を展開する帝人化成株式会社からの寄附を受け、工学部に寄
附講座「高分子ナノ構造制御工学講座」を開設し、技術開発に関する研究を進(2) 教育方法の改善

平成20年３月に結成した「ＦＤネットワーク”つばさ 」において、学生Ｆ めた。”
Ｄ会議、ＦＤシンポジウム、統一フォーマットによる「授業評価アンケート」

７ 社会連携及び国際交流に関する取組などを実施し、その成果を「ＦＤネットワーク”つばさ”研究年報」に取りま
とめた。 県内全域での社会連携活動を推進するとともに、国際的な大学間連携に取り組

み31大学１機関との協定締結など大きな成果をあげた。(3) 学生支援の充実
① アドミニストレイティブ・アシスタント制度を活用し延べ393人の学生を雇

【平成16～21事業年度】用して就業意識の向上を図った。
(1) 社会連携の推進② 文化放送キャリアパートナーズ社と連携協定を締結し、首都圏で就職活動

を行う学生を支援するために「山形大学キャリアサポートルーム浜松町」を ① 山形県内の各種機関（山形県議会、鶴岡市、山形県立山形工業高校、鶴岡
開設した。 工業高等専門学校、山形県新企業懇話会、蔵王温泉観光協会等）と連携協定

を締結し、社会連携の推進を図った。
② 理科学習の普及活動を促進する「やまがた未来科学プロジェクト」の実施６ 研究に関する取組

基礎的研究、先進的研究の支援及びその成果の社会還元を推進するとともに、 のために、｢山形大学ＳＣＩＴＡセンター」を設置するとともに、各地での出
学際的課題発掘及び学内研究連携を推進した。 前実験講座で必要な機材運搬のため 「サイエンスカー」を導入した。、

(2) 産学官連携の推進
① 本学の知的シーズと中小企業のニーズとのマッチングを図るための金融機【平成16～21事業年度】

関職員を対象とした「産学金連携コーディネーター」制度、文部科学省「産(1) 先進的研究拠点の整備
本学が重点的に取り組んでいるグローバルＣＯＥプログラムに採択された｢分 学官連携戦略展開事業」に基づく産学官連携コーディネーター（ 地域の知「

子疫学の国際教育研究ネットワークの構築｣、｢有機ＥＬに関する研究｣、｢核子 の拠点再生」担当）の配置及び産学連携の拠点形成事業促進のための「産学
スピンに関する研究｣の３つのプロジェクトについて、ＹＵ－ＣＯＥ（山形大学 連携教授」の採用などにより、産学官連携を推進した。
先進的研究拠点）として整備し支援を行った。 ② 文部科学省の産学官連携戦略展開事業｢知的財産活動基盤の強化」の採択を

受け、知的財産に関する専門家として、知財マネージャー及び知財創出リー(2) 若手教員及び女性教員の育成
若手教員及び女性教員育成のために以下の支援制度を実施した。 ダーを採用した。また、研究の進捗に応じて必要となる知的財産サポートの
・科学研究費補助金に関する若手教員研究助成制度 業務を一元的に行うために、地域共同研究センター内に新たに「知的財産実
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践機構」を設置した。 し、医師を目指す医学生としての自覚、心構え、医療に携わる人間としての
責任感や使命感を再認識させるとともに、社会及び患者に対し、その者の医(3) 国際交流の推進

① 海外の大学との協定締結を積極的に進め、大学間交流協定締結校は17か国 療行為を大学が保証する制度を開始した。
実習開始前ＣＢＴ、ＯＳＣＥ、クリニカルクラークシップの成果・31大学１機関となった。また、学術交流をさらに進めるため、海外サテラ ② 臨床

として、医師国家試験合格率は平成19年度に全国国立大学で１位となるイトオフィスの開設にも努め、ベトナムのハノイ・中国のハルビンに設置し
98.0％となった。た。

② 山形県との連携による「外国人留学生と県内企業のマッチング事業」を展 ③ 「卒後臨床研修センター」では、研修プログラムを常時見直し、履修内容
開し、インターンシップ事業の拡大や、県内企業合同説明会などの開催によ の強化に努めており、外科系で脳外科を選択できるようにしたり、より自由
り、県内における留学生の就職支援を行った。 度の大きいＢプログラム「大学病院・協力病院自由選択コース」を設けた。

なお、全国に先駆けて、大学病院と地域医療機関間での人材養成と地域医療(4) 大学間連携の推進
① 本学が中心となって山形県内高等教育機関等で構成する｢大学コンソーシア の向上を目的として設置した「山形大学蔵王協議会」や「山形大学関連病院

ムやまがた｣において、最上川学教育プロジェクト事業等を展開した。 会」と連携強化に努めた結果、マッチング数は平成19年度25人、平成20年度
② 立命館大学と包括的協力協定を締結し、学長の相互訪問、学生交流、ＳＤ 27人（２年連続で東北地区最多 、平成21年度40人（北海道・東北地区で最）

研修を実施した。 多）となった。
④ 平成16年度に現代ＧＰ「生涯医学教育拠点形成プログラム－包括的地域医

療支援機構創設－」が採択され 「総合医学教育センター」を設置した。ま【平成21事業年度】 、
た、同センターに専任教授を配置し、医学教育から生涯教育までの一貫した(1) 社会連携の推進

① 山形交響楽協会、ＮＰＯ法人山形国際ドキュメンタリー映画祭とそれぞれ 教育支援体制の充実を図り、専門医等の再教育への支援や女性医師等の復帰
相互協力協定を締結し実習機関としての学生受入やボランティアスタッフの 支援のために「医学部リフレッシュ教育プログラム」を実施し研修生を受け
派遣、附属図書館のドキュメンタリー映画ライブラリーの充実と上映会の開 入れた。
催等を行い、地域の教育・文化の発展に貢献するための組織的、有機的連携 ⑤ 看護師については、院内での研修に加え、資格取得などのキャリアアップ
を強化した。 支援体制を整えて、５人が認定看護師の資格を取得した。

② 首都圏での産学連携や広報活動を目的に、東京では３番目となる「荒川サ ⑥ 医学生や若手医師らの診療技能のトレーニングシステム「メディカルスキ
テライト」を設置して各種講座やイベント等を開催したほか、米沢市の中心 ルアップラボラトリー」を開設して医療事故を防ぐための訓練を開始した。

(2) 研究の質の向上について地に産学官金の集う地域産業の拠点として、米沢街中サテライト「ものづく
り・人づくりキャンパス」を設置し、地域イノベーションの創成と街中の活 ① 本院の高水準・先進的医療を提供するために高度先進医療の開発と実用化
性化を図るなど社会との連携拠点の整備を進めた。 を推進するため高度先進医療推進プロジェクトチームを設置しており 「神、

経変性疾患のＤＮＡ診断」及び「難治性眼疾患に対する羊膜移植術」の２件(2) 産学官連携の推進
① 高機能樹脂事業を展開する帝人化成株式会社からの寄付を受け、工学部で （平成20年度現在）が承認された。

は初の寄附講座「高分子ナノ構造制御工学講座」を開設した。 ② 予防医療における遺伝子診断の実用化を目指した21世紀ＣＯＥプログラム
② 「最上夜学 （最上サテライト 「山形の食セミナー （大田サテライト 、 「地域特性を生かした分子疫学研究」の成果を活かし、糖尿病とパーキンソ」 ）、 」 ）

「産学連携道場 （大田区産業プラザ）の開催など、サテライトを活用した ン病について国際特許を申請中であり、パーキンソン病の創薬に向けて遺伝」
産学官連携を積極的に推進した。 子改変動物を作成した。

③ 知的財産に関する専門家による若手研究者を対象とした知財に関する啓発 ③ 21世紀ＣＯＥプログラムの成果を踏まえた「分子疫学の国際教育研究ネッ
活動として「特許寺子屋」を計13回開催したほか、新たに新品種の活用を図 トワークの構築」が、グローバルＣＯＥプログラムに採択され、分子疫学研
るため、農業分野に特化した知的財産アシスタント１人を採用し、体制の充 究の拠点形成に向けた取組を開始した。また、本プログラムにおいて優秀な
実を図った。 人材を育成するために「先端分子疫学研究所」を設置した。

④ 眼科では、地元企業との共同研究で、光を使った断面測定法による眼底検(3) 国際交流の推進
① 協定校からの短期留学生の受入促進のため、留学生支援交流制度（短期受 査装置を開発した。

入）における単位互換型奨学金を活用した生活・修学支援を行い、37人を採 ⑤ 平成16年度に寄附講座「眼細胞工学講座」を設置し、研究を推進した。
(3) 医療提供体制の整備状況用した。

② 英語・中国語・韓国語に加え、新たにベトナム語によるポスター、入試概 ① 急性期病院としての機能を積極的に高め、かつ患者中心の質の高い医療を
要パンフレットや国際交流状況についてのパンフレットを作成し、留学フェ 提供するため病院再整備事業を推進した。また、患者に分り易い診療内容を
ア、進学説明会及び日本語学校等において配布した。 提示するため臓器別診療科の体制を整えるとともに、診療科の枠を超え「循

環器病センター 「呼吸器病センター」を設置するなど患者本位の医療の実」、
践に努めた。さらに、救急部機能充実の一環として、救急科を創設し、中毒８ 附属病院に関する取組

質の高い医療人の育成を図るとともに 地域への高度な医療の提供を推進した ・重症やけどを治療対象として診療の高度化を図った。、 。
② 平成17年度に、生体肝移植に係る院内体制を整備し、脳死臓器移植に対応
するためのマニュアルを改訂し、以下の医療を行った。【平成16～21事業年度】
・日本国内では第二番目となる幹細胞移植（第二内科）(1) 教育の質の向上について

① クリニカルクラークシップに参加する医学生を「Student Doctor」と認定 ・山形県内初となる生体肝移植（第一外科）



- 9 -

山形大学

・角膜移植・羊膜移植の実施 によりこれまで困難だった箇所のがんも内視鏡による切除が可能となり、患者
③ 病院再整備に合わせ、新たに高次脳機能科及び腫瘍内科の臓器別診療科を の体にかかる負担が大きく軽減された。

(3) 医療人の育成創設するとともに、先進医療の実践に向けて、高次脳機能科は脳神経外科と
の診療の連携体制を構築した。また、病床再配分を行い、９階病棟に消化器 Student Doctor制度の形成的評価や実習の改善のために、指導教員及び学生
内科（第二内科）と消化器外科（第一外科）の混合病棟を設置し、協力して を対象にアンケートを実施し、医学部学生の臨床実習の更なる改善に向け取り
診療を行う体制を整えた。 組んだ。

④ 高度医療の提供、医療安全への対応、患者サービスの向上のために、７対
９ 附属学校に関する取組１看護体制に移行した。

⑤ 平成17年度に日本の国立大学医学部で初めて がんセンター を設置した 附属幼稚園、附属小学校、附属中学校及び附属特別支援学校の四附属学校園に「 」 。
また、がん患者登録システムを構築するとともに、がん化学療法センターに おいて、学校教育の研究及びその実証並びに教育実習の実施を推進した。
放射線治療を専門とする教授を迎え、がん診療のレベルアップを図った。な

【平成16～21事業年度】お、平成18年度に厚生労働省がん診療連携拠点病院の指定を受けた。
(1) 共同研究の推進⑥ がんセンター内に「がん臨床センター」を設置し、地域の関連病院とのネ

ットワーク化を図り、がん診療の均てん化を目指し、がん患者登録を開始し 大学教員と附属学校園教員が連携して共同研究を実施し、各附属学校園の研
た また 患者や家族からのがんに関する不安や悩みを相談する窓口として 究テーマの設定や、各附属学校が開催する公開研究会、公開授業等に反映させ。 、 、
「がん患者相談室」を開設するとともに、キャンサートリートメントボード た。

(2) 教育実習の実施を設置した。
⑦ 地域がん医療のレベルアップを図るため 「東北がんＥＢＭ事業」により、 附属学校園全体で、学部・大学院の教育実習、介護等体験、栄養教諭の教育、

地域がん医療リーダー育成及びｅ－ラーニングによるがんＥＢＭ教育を開始 実習を実施した。また、やまがた教育振興財団の委嘱を受け 「実践的指導力、
した。また、東北大学、福島県立医科大学及び南東北の22の病院が連携し、 を高めるための教育実習の調査研究」に四附属学校園で取り組み 「教育実習、
がん専門医療者を養成する大学・地域一体の包括的教育プログラム「東北が の手引き （指導者用）を作成した。」

(3) 新たな運営体制の構築んプロフェッショナル養成プラン」も開始した。
平成17年度に、教育学部を地域教育文化学部に改組したことに伴い、附属学(4) 管理運営体制の整備状況

附属病院長のリーダーシップを強化するため、医療安全・感染対策などの重 校を教育学部附属から大学附属とし、新たな運営体制を構築した。また、平成
要な部門を病院長直轄とした。また、健全な病院経営確保のために、平成16年 21年度から４つの附属学校園を統括する附属学校運営部の新設、校長の専任化
度に経営企画部を設置し財務運営状況の分析を開始した。平成18年度には、物 等を実施した。

(4) 少人数教育の実施流管理の効率化のために「物流センター 、高度医療機器の一元管理のために」
「ＭＥセンター」を設置した。さらに、病院運営委員会を始め附属病院戦略策 附属中学校では、文部科学省の研究委託事業「附属学校における少人数教育
定委員会を毎月定例で開催し重要事項を決定するとともに、副病院長や臨床系 の教育的効果について」を受け、少人数指導を実施し、平成18年度にその成果
の教授、看護部等との連携を強化した。 を報告書にまとめた。また、平成19年度文部科学省研究委託「新教育システム

開発プログラム」研究成果報告書『附属学校における少人数学級に関する調査(5) 外部評価の実施及び評価結果を踏まえた取組状況
平成16年度にＩＳＯ９００１を認証取得し、以後定期的な維持審査・３年ご 研究－学級規模と教育効果の相関に関する研究－』をまとめた。この成果を踏

との再認証審査を受審し病院業務の定期的見直しに役立てている。また、平成 まえつつ、附属学校では、少人数学級（指導）の導入を含めた附属学校将来計
20年度に財団法人日本医療機能評価機構による病院機能評価（Ver.5.0）の訪問 画の検討を行い、平成22年度から幼稚園及び小学校において少人数教育を実施
審査を受審し、平成25年１月までの期間の認定を受けている。 することとした。

(6) 経営分析やそれに基づく戦略の策定・実施状況
【平成21事業年度】経営企画部及び医療情報部では 共同で病院の財務運営状況を把握・分析し、 、
(1) 教育実習の実施定期的な経営ヒアリングを開催してきめ細やかな経営分析を実施した。その際

に、現状分析情報、財務上の問題点とその対処法を必ず用意して診療科・診療 教育実践研究科（教職大学院）の教育実習を「教職専門実習Ⅰ」として３週
部門に提示した これにより診療単価の上昇 診療報酬請求増加効果を上げた 間実施し、附属小学校及び附属中学校で同研究科のすべての大学院生を受け入。 、 。

れた。
【平成21事業年度】 (2) 新たな運営体制の構築

附属学校運営部長１人、運営副部長２人（実習担当、研究担当）を配置する(1) 附属病院再整備事業
平成17年度から進めている附属病院再整備事業について、平成21年度には東 とともに、附属学校運営会議を設置し、附属学校全体を運営する体制を確立し

病棟が完成し、先進医療を提供する体制を整備した。具体的には、ＩＣＵの増 た。また、附属小学校・中学校・特別支援学校において従来の副校長を校長と
床（４床から６床 、ＨＣＵ設置（14床 、ＮＩＣＵ設置（６床）により、急性 し、校長の専任化を図り権限を強化した。なお、附属幼稚園については平成22） ）
期病院としての機能を高めるとともに、小児医療の向上を図った。 年度から実施することとした。

(2) がん医療の推進
地域がん医療レベルアップのため 「がん臨床センター」でがん患者登録シ、

ステムを構築した。
また、内視鏡と３次元画像を用いた新たな肺がんの手術法を開発した。これ
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項 目 別 の 状 況

業務運営・財務内容等の状況Ⅰ
業務運営の改善及び効率化(1)
運営体制の改善に関する目標①

１．役員会、経営協議会及び教育研究評議会の効果的な運営を基礎に、学長を中心とした戦略的かつ機動的な大学運営を推進する。中
２．開かれた大学を目指し、地域社会の意見を積極的に反映させる大学運営を推進する。期
３．大学運営の適切な評価に基づき、学内資源の効果的な活用を推進する。目

標

ｳｪｲﾄ進捗
中期計画 平成21年度計画 判断理由（計画の実施状況等）状況

中 年中 年

期 度期 度

（平成20年度の実施状況概略）Ⅱ 業務運営の改善及び効率化
Ⅳ ・学長の下で、各理事が戦略的に大学運営を行う体制に基づき、学長行動指針に関する目標を達成するために

「結城プラン2008」で策定した課題について、各理事を中心に改革・改善に取とるべき措置
り組み、達成済みとなったものは全体の８割を超えた。また、大学改革を継続１ 運営体制の改善に関する目
して推進するために、新たに「結城プラン2009」を策定した。標を達成するための措置

【1-1】 ・教育研究評議会構成人数の削減（26人から20人）をはじめ、役員会の毎週開
学長の補佐体制を整備し、大 催及び経営協議会の開催回数増（４回から６回）により、効率的で機動的な大

学運営の戦略的な企画・立案機 学運営を推進した。
能の向上を図る。 ・本学が行う運営・教育・研究の発展及び地域貢献の推進を図るための施策に

ついて、学長に対し専門的見地から助言等を行うため、新たに山形県内から有
識者を「顧問」として委嘱した。

（平成21年度の実施状況）【1-1】
・学長の下で、各理事が戦略的に大学運 Ⅳ ・学長行動指針「結城プラン2009」で策定した課題について、各理事を中心に
営を行う体制に基づき、行動指針「結城 改革・改善に取り組み、達成済みとなったものは全体の88％となった。また、
プラン２００９」の実現に向けて、教育 大学改革を継続して推進するために、新たに「結城プラン2010」を策定した。
研究、社会連携、業務運営等の改革・改 ・ 山形大学顧問会議 （県内の有識者16人を委嘱）を２回開催し、学生教育、「 」
善に取り組む。 研究支援、地元企業等との連携強化などについて助言が行われた。

（平成20年度の実施状況概略）【1-2】
全学各種委員会を全面的に見 Ⅳ ・全学各種委員会について、役割を明確化し効率的な審議を可能とするため、

直し、統廃合を積極的に進める 全面的に見直し、整理・統廃合（70から46）を行った。また、引き続き、全学
とともに、担当役員を中心とし 委員会において、理事が委員長を務める体制により、機動的な運営を図った。
た機動的な運営を図る。 ・ 国立大学法人山形大学文書決裁規程」を大幅に改正し、決裁権限を見直す「

ことにより、意志決定の迅速化を図った。

（平成21年度の実施状況）【1-2】
・理事が学内各種委員会の委員長を務め Ⅳ ・引き続き、役員会の毎週開催や理事が全学的委員会の委員長を務める体制に
る体制を継続し、役員を中心とした効率 より、役員を中心とした効率的でかつ機動的な運営を行った。
的でかつ機動的な運営・強化を図る。

山形大学
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（平成20年度の実施状況概略）【1-3】
大学運営全般に係る業務処理 Ⅳ ・事務組織を再編し、事務局を法人業務及び全体業務に特化することにより、

の見直しを行い、迅速かつ効率 事務局のスリム化（６部体制から４部体制）を図った。また、教養教育の実施
的な運営体制の整備を図る。 及び人文学部・地域教育文化学部・理学部が所在する小白川キャンパスにおい

ては、新たに共通事務の一元化のために「小白川事務部」を設置した。
・大学運営に係る意志決定の迅速化・事務手続きの簡素化・合理化のために、
全学委員会の見直し、決裁権限の見直しに加え、学内諸規則の見直しを行い、
学内諸規則の体系を大幅に見直すとともに、制定手続きの明確化を図った。ま
、 、 。 、た 学内諸規則のマニュアルを策定し 法規関係事務の標準化を図った なお

すべての学内諸規則は、原則としてホームページで公開することとした。

（平成21年度の実施状況）【1-3】
・平成20年度に実施した事務局のスリム Ⅳ ・平成20年度に実施した事務局のスリム化及び小白川事務部の設置に伴う業務
化及び小白川事務部の設置に伴う業務処 処理のフォロー・アップを行い、給与及び契約関係事務組織の見直し・改善を
理のフォロー・アップを行う。 実施した。

・意志決定が迅速にできるよう、学内共同教育研究施設を関連する学部等に移
管する組織の見直しを行った。
・業務運営等の改革・改善に関し 「意志決定のスピードアップ」について、、
各種委員会の見直しのための調査を実施した。

（平成20年度の実施状況概略）【1-4】
教員と事務職員等とが一体と Ⅲ ・教員と事務職員等が一体となった委員会運営体制を継続するとともに、新た

なった運営体制を構築し、大学 に教職協働の運営組織として「評価分析室目標計画専門部 「教養教育企画」、
運営に係る戦略的企画力の向上 室 「大学連携推進室 「男女共同参画推進室」を設置し、大学運営の企画」、 」、
を図る。 力・実行力の向上に努めた。

（平成21年度の実施状況）【1-4】
・これまでに整備した全学各種委員会や Ⅲ ・教員と事務職員等が一体となった委員会運営体制を継続するとともに、新た
評価分析室など、教員と事務職員等とが に教職協働の運営組織として教育ＧＰ関係を推進することを目的とした「教育
一体となった運営体制に基づき、戦略的 企画室」を設置し、大学運営の企画力・実行力の向上に努めた。
な大学運営を行う。

（平成20年度の実施状況概略）【2-1】
分散キャンパスの特性を積極 Ⅲ ・引き続き、各キャンパスにおいて地域連携機能充実に向けた取組を行った。

的に活かした運営システムを構 主な取組は、以下のとおりである。
築する。 ① 小白川キャンパス（ ＳＣＩＴＡセンター」等を活用した高大連携・理「

科教育等の推進）
② 飯田キャンパス（ 東北がんＥＢＭ事業」に基づく、地域がん医療リー「

ダー育成・がんＥＢＭ教育の実施）
③ 米沢キャンパス（ とうほくものづくり国際人財育成プログラム」によ「

る地元企業・地方自治体とのコンソーシアム設立）
④ 鶴岡キャンパス（鶴岡市及び鶴岡工業高等専門学校と連携協定締結）

・各キャンパス図書館では 「文殊菩薩騎獅像（山形市指定文化財 「世界、 ）」、
遺産登録を目指す＜最上川舟運展＞｣などの特色ある展示企画を実施して一般
公開したほか、オープンギャラリーの設置や学内刊行物の配置などインフォメ
ーションセンター的機能を整備した。

（平成21年度の実施状況）【2-1】
、 。・地域における教育研究活動の拠点とし Ⅲ ・引き続き 各キャンパスにおいて地域連携機能の充実に向けた取組を行った

て、各キャンパスにおける地域連携機能 主な取組は、以下のとおりである。
を充実させる。 ① 小白川キャンパス（ＳＣＩＴＡセンターを活用した科学実験等を通じた

理科教育の推進）

山形大学
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山形大学

② 飯田キャンパス（ 東北がんＥＢＭ事業」に基づく地域がん医療リーダ「
ー育成・がんＥＢＭ教育の実施）

③ 米沢キャンパス（とうほくものづくり国際人財育成プログラムによる地
元企業・地方自治体とのコンソーシアム活動）

④ 鶴岡キャンパス（ 農学の夕べ」の毎週開催など農学に関する公開講座「
の実施）

（平成20年度の実施状況概略）【2-2】
教育・研究、組織運営、人事 Ⅲ ・引き続き、ホームページ、インフォメーションセンター、大学広報誌、各種

及び財務など大学運営全般にわ メディア等において、大学運営全般の情報を積極的に公開した。また、財務情
たって情報を公開し、社会、と 報の公開については、新たに利害関係者への財務面から見た本学の運営状況の

「 」 、 。りわけ地域社会からの意見を大 広報資料として アニュアルレポート を作成し ホームページ等で公表した
学運営に反映させるシステムを ・教職員が主体となって地方自治体や企業等を訪問し、地域社会のニーズを把
構築する。 握するための情報を収集するとともに、学内ホームページ等で情報の共有化も

図った。

（平成21年度の実施状況）【2-2】
・教育・研究、組織運営、人事及び財務 Ⅲ ・引き続き、ホームページ、インフォメーションセンター、大学広報誌、各種
など大学運営全般の情報をホームページ メディア等において、大学運営全般の情報を積極的に公開した。また、財務面
や広報誌で積極的に公開する。また、ホ から見た本学の運営状況の広報資料として「アニュアルレポート2009」を作成
ームページでのアンケートや各種広報誌 し公表した。
での意見募集を継続して実施する。 ・ホームページでのアンケートや各種広報誌での意見募集、関係機関との懇談

会等を継続して実施し、大学運営の改善に活用した。

（平成20年度の実施状況概略）【3-1】
大学運営の適切な評価システ Ⅳ ・組織評価システムの検証を行い、部局の自己点検・評価に費やす負担軽減化

ムを構築し、これに基づく効果 のために、評価項目・評価基準を見直すとともに、より実質的な評価の実現の
的な組織運営や戦略的な学内資 ために、新たに経営協議会による部局長からのヒアリングを実施した。また、
源の活用を推進する。 評価結果に基づくインセンティブ経費の総額を2,000万円から5,000万円に増額

し、より傾斜を付けて配分することにより、教育研究の質の向上及び部局運営
の活性化を推進した。

（平成21年度の実施状況）【3-1】
・平成18年度から実施している組織評価 Ⅳ ・引き続き、経営協議会学外委員による外部評価を取り入れた組織評価を実施

、 、に基づき、評価結果に応じたインセンテ し 評価結果に基づき総額4,000万円のインセンティブ経費を各部局に配分し
ィブ経費を配分する。 教育研究の質の向上及び部局運営の活性化を図った。

ウェイト小計
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業務運営・財務内容等の状況Ⅰ
業務運営の改善及び効率化(1)

教育研究組織の見直しに関する目標②

１．教育・研究の進展状況や社会的要請あるいは種々の評価を踏まえ、教育研究組織の在り方を見直す。中
期
目
標

ｳｪｲﾄ進捗
中期計画 平成21年度計画 判断理由（計画の実施状況等）状況

中 年中 年

期 度期 度

（平成20年度の実施状況概略）２ 教育研究組織の見直しに関
Ⅳ ・高等教育研究企画センターを中心に関係委員会と連携を図り、授業改善アンする目標を達成するための措置

【1-1】 ケート、公開授業、ワークショップ等のＦＤ活動を継続して実施した。また、
新たな組織体制（ 高等教育 平成20年度文部科学省 質の高い大学教育推進プログラム 教育ＧＰ に 学「 「 （ ）」 「

研究企画センター ）の下、関 生主体型授業開発共有化ＦＤプロジェクト」が採択され、学生主体型授業の調」
係委員会と連携し、大学教育や 査・研究を進めた。
ＦＤ活動の推進・支援・評価を

（平成21年度の実施状況）踏まえ、本学における教育体制 【1-1】
の改善・充実を図る。 ・本学における教育体制の改善・充実を Ⅳ ・引き続き、教養教育及び各学部・研究科において、授業改善アンケート・公

図るため、教養教育や各学部におけるＦ 開授業・ワークショップ等のＦＤ活動を実施した。
Ｄ活動を継続して実施する。 また、平成20年度に採択された教育ＧＰ「学生主体型授業開発共有化ＦＤプ

ロジェクト」について、学生主体型授業の調査・研究を進め、パイロット授業
を実施した。

（平成20年度の実施状況概略）【1-2】
学問の動向や新たな社会的要 Ⅳ ・ 山形大学教育研究組織改編等に関する規程」に基づき、教育学系大学院の「

請に適切に対応するために、既 組織改編に取り組み、高度専門職業人養成を目指す｢教育実践研究科｣（教職大
存の学問分野を基盤に、学部・ 学院）及び地域教育文化学部を基盤とする新たな大学院修士課程｢地域教育文
学科や研究科・専攻を横断した 化研究科｣の平成21年４月からの開設準備を進め、認可された。
柔軟な教育研究組織が編成でき

（平成21年度の実施状況）る仕組みを構築する。 【1-2】
・ 山形大学教育研究組織改編等に関す Ⅳ ・ 山形大学教育研究組織改編等に関する規程」に基づき、各部局等の検討状「 「

、 、 。る規程」に基づき、各部局等の検討状況 況を掌握し 理学部の講座制の廃止など 柔軟な教育研究組織編成を推進した
を掌握し、柔軟な教育研究組織編成を推 ・上記規程に基づき、平成21年４月に、高度専門職業人養成を目指す｢教育実
進する。 践研究科｣（教職大学院）及び地域教育文化学部を基盤とする新たな大学院修

士課程｢地域教育文化研究科｣を設置し、入学定員を満たす学生を受入れた。
・社会のニーズ等に対応するため、工学部（バイオ化学工学科及び夜間主コー

）、 （ 、スの見直しによるシステム創成工学科の設置 農学部 ３学科の壁を解消し
学生が２年次から選択する６つの教育コースから成る食料生命環境学科の設
置）及び理工学研究科（修士課程にバイオ化学工学専攻の設置及び博士課程の
全専攻見直し）などで平成22年４月からの学科・専攻の改組が認められ、学生
募集を行った。
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（平成20年度の実施状況概略）【1-3】
新たな時代に要請される包括 Ⅳ ・ 小白川キャンパス大学院将来構想ＷＧ」において、小白川キャンパスにお「

的な地域医療システムを構築す ける新たな大学院の設置の検討を進めてきた結果 「教育実践研究科 （教職、 」
るため、大学院の教育・研究課 大学院）及び「地域教育文化研究科」の平成21年４月からの開設準備を進め、
程の高度化を図る。また、他の 認可された。
教育研究分野においても、新た

（平成21年度の実施状況）な時代に要請される高度職業人 【1-3】
（ ）等を養成するため、大学院の教 ・引き続き、大学院の教育・研究課程の Ⅳ ・平成21年４月に高度専門職業人養成を目指す｢教育実践研究科｣ 教職大学院

育・研究課程の高度化を推進す 高度化を推進する。 及び地域教育文化学部を基盤とする新たな大学院修士課程｢地域教育文化研究
る。 科｣を設置し、入学定員を満たす学生を受入れた。

、 、・社会のニーズ等に対応し 大学院の教育・研究課程の高度化を推進するため
理工学研究科修士課程にバイオ化学工学専攻の設置や博士課程の全専攻を見直
しての専攻の設置・改組が平成22年４月から認められ、学生募集を行った。

（平成20年度の実施状況概略）【1-4】
教育・研究活動全般にわたる Ⅳ ・山形大学を中心とした「大学コンソーシアムやまがた」において、参加機関

高度情報化とネットワーク化さ の各図書館が連携協力し、相互利用による利用者サービスの向上や「ゆうキャ
れたサイバーキャンパスを実現 ンパスリポジトリ」による紀要等掲載論文の電子化を推進した。
するため、情報メディア基盤の ・附属図書館において、日本最大級の情報データベース「Japan Knowledge」
整備・充実を図る。また、附属 やオンライン国語辞典「日国オンライン」の導入等、ネットワーク対応電子資
図書館や既存の学内共同教育研 料の整備充実に努めたほか、医・農学部分館内に利用者用パソコンを設置する
究施設及び学内共同利用施設等 などの情報メディア基盤の充実を図った。
の整備・充実も併せて進める。 ・附属博物館において、引き続き、博物館所蔵の学術資料データベース化を推

進するとともに、ホームページにおいて公開した。

（平成21年度の実施状況）【1-4】
・引き続き情報メディア基盤の整備・充 Ⅳ ・附属図書館において、従来型の図書館機能と多面的に使用可能なＩＴ機器や
実に努める。 電子コンテンツを整備した近未来型図書館機能の双方を備えた図書館を目指

、 、 、し 本年度は学生用パソコン約200台 電子ブック約3,000タイトルを整備して
学生が主体的に学べるハイブリッド図書館サービスを開始した。また、Web of
Science、朝日新聞記事データベース聞藏Ⅱビジュアル、Japan Knowledge、

日国オンライン等の契約を継続し利用の向上に努めた。
・国立情報学研究所の学術認証フェデレーションを活用し、電子ジャーナルの
リモートアクセスを開始した。
・平成20・21年度の国立情報学研究所支援事業（ＣＳＩ）による経費配分を受
け、山形大学機関リポジトリの構築を推進するとともに 「大学コンソーシア、
ムやまがた」参加機関の研究者向けに、リポジトリ利用ガイドを1,800部作成
し配布した。

（平成20年度の実施状況概略）【1-5】
学内共同教育研究施設教員の Ⅲ ・引き続き、学内共同教育研究施設等の教員が積極的に学部・大学院や教養教

学部・大学院教育への積極的参 育の授業を担当した。
加をすすめ、教育組織の充実を

（平成21年度の実施状況）図る。 【1-5】
・引き続き、教養教育や学部・大学院教 Ⅲ ・教養教育や学部・大学院教育に学内共同教育研究施設等の教員の参加を継続
育への学内共同教育研究施設等教員の参 して進めた。
加を進める。

（平成20年度の実施状況概略）【1-6】
平成17年4月から 「教育学 Ⅳ ・地域教育文化学部では、学則に定めた人材育成の目的に沿って教育を行い、、

部」を「地域教育文化学部（地 平成17年度に改組してから初めての卒業生を輩出した。なお、卒業生の就職率
域教育学科、文化創造学科、生 は100％に達した。

山形大学
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活総合学科 」に改組する。）
地域教育学科においては 学 学科 卒業生 学位、「

） （ ）士（教育学 」の学位、文化創 地域教育学科 75人 学士 教育学
造学科及び生活総合学科におい 文化創造学科 76人 学士（学術）
ては「学士（学術 」の学位を 生活総合学科 80人 学士（学術））
授与する。

（平成21年度の実施状況）【1-6】
（平成20年度に実施済みのため、平成21 （達成済）
年度は年度計画なし）

ウェイト小計
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業務運営・財務内容等の状況Ⅰ
業務運営の改善及び効率化(1)

人事の適正化に関する目標③

（１）教員について中
１）人事方針期

１．教員の人事に当たっては、水準の高い教育研究活動の推進や社会貢献を果たすため、多彩な人材が確保できる人事制度を構築する。目
２）評価体制標

１．教員の教育・研究活動を適切に評価する体制を整備し、教員の能力や業績が適正に反映される給与制度を検討する。
（２）事務職員等について

１）人事方針
１．事務職員等の採用に当たっては、広く人材を求め、採用の公平性が保たれる人事制度を構築する。

２）評価体制
１．事務職員等の業務遂行能力を適切に評価する体制を整備し、事務職員等の能力や業務実績が適正に反映される給与制度を検討する。

３）交流と育成
１．事務職員等の専門性等を向上させるため、必要な研修機会を確保するとともに、他大学等との人事交流に配慮する。

ｳｪｲﾄ進捗
中期計画 平成21年度計画 判断理由（計画の実施状況等）状況

中 年中 年

期 度期 度

（平成20年度の実施状況概略）３ 教職員の人事の適正化に関
Ⅳ ・引き続き 「国立大学法人山形大学教員選考規程」に基づき、公募制を原則する目標を達成するための措置 、

（１）教員について とした教員選考を行い、優秀な人材の確保に努めるとともに、平成18年度から
1)人事方針 実施している個別契約任期付教員制度の拡充（新たに競争的資金等による研究
【1-1】 プロジェクト教員の採用制度を整備）や新たに導入した教員ポイント制を活用

各学部それぞれの学問領域の し、各部局の特性、理念及び目標に応じた柔軟な人事制度を構築した。
特徴に配慮した上で、優秀な人

（平成21年度の実施状況）材を確保する人事制度を構築す 【1-1】
る。 ・これまでに構築した個別契約任期付教 Ⅳ ・平成18年度から実施している個別契約任期付教員制度や、平成20年度に導入

員制度、ポイント制などの制度を活用し した研究プロジェクト職員制度を活用するとともに、ポイント制による弾力的
優秀な人材を確保する。 ・戦略的な教員配置を行い、優秀な人材の確保を図った。

（平成20年度の実施状況概略）【1-2】
人事制度を構築するに当たっ Ⅲ ・ 国立大学法人山形大学教員選考規程」に基づき、教員選考に当たっての公「

ては、教員選考の公平性・透明 平性・透明性を確保するために、引き続き、選考基準・結果をホームページ等
性を確保する。 により公表した。

（平成21年度の実施状況）【1-2】
・教職員の選考過程の公平性・透明性を Ⅲ ・選考の公平性・透明性を確保するため、引き続き 「国立大学法人山形大学、
より高めるため、引き続き、選考基準・ 教員選考規程」に基づき、選考基準及び選考結果を本学ホームページ等で学内
選考結果をホームページ又は文書により 外に公表した。
学内外に公表する。

（平成20年度の実施状況概略）【1-3】
教員の流動性を向上させるた Ⅲ ・引き続き 「国立大学法人山形大学教員選考規程」に基づき、公募制を原則、
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め、公募制を原則とした教員選 とした教員選考を行い、流動性の促進を図った。
考を行う。

（平成21年度の実施状況）【1-3】
・引き続き公募制を原則とした教員選考 Ⅲ ・引き続き 「国立大学法人山形大学教員選考規程」に基づき、公募制を原則、
を行う。 とした教員選考を行い、流動性の促進を図った。

（平成20年度の実施状況概略）【1-4】
教員構成の多様化を推進する Ⅲ ・引き続き、女性教員及び外国人教員の採用を進めた結果、女性教員94人及び

。 、 、ため、外国人・女性等の積極的 外国人教員18人を配置した また 各部局の特徴に応じて実務家教員を登用し
な採用や実務家教員の登用の在 知的財産や法律関係部門の実務家等を配置するとともに、平成21年度から開設
り方について検討し実現を図 する教育実践研究科（教職大学院）に実務家教員６人を配置することとした。
る。 ・国内外の優秀な教員の受入れを促進するために、個別契約任期付教員制度の

拡充（新たに競争的資金等による研究プロジェクト教員の採用制度を整備）を
図り、年俸制や給与の特例措置等、個別の状況に応じて柔軟に対応できる体制
を整備した。

（平成21年度の実施状況）【1-4】
・各部局の教員配置構想に基づき、引き Ⅲ ・引き続き、女性教員及び外国人教員の採用を進めた結果、女性教員110人及
続き外国人・女性等の積極的な採用や実 び外国人教員19人を配置している。
務家教員の登用を進める。 また、各学部・研究科の特徴に応じて実務家教員を登用し、教育実践研究科

（教職大学院）の６人をはじめ、知的財産や法律関係部門の実務家等を配置し
た。

（平成20年度の実施状況概略）【1-5】
教員に関する任期制について Ⅲ ・平成16年度から任期制を採用している医学部では、これまでの２度の中間審

は、教育研究の活性化等の観点 査を経て、導入後初の再任審査を実施した。
から、学問分野に応じ効果的な ・個別契約任期付教員制度を拡充（新たに競争的資金等による研究プロジェク
運用を図る。 ト教員の採用制度を整備）することにより、本学の重要施策に沿った戦略的な

教員等の配置を可能にした。なお、本年度の本制度適用者は、文部科学省グロ
ーバルＣＯＥプログラム実施のためのプロジェクト教員をはじめとする18人で
あり、昨年度より11人増加した。

（平成21年度の実施状況）【1-5】
・既に任期制を採用している部局におい Ⅲ ・任期制未導入の部局に対し任期制導入の検討を促すとともに、平成16年度か
ては、より一層効果的な運用を図るとと ら任期制を採用している医学部で、これまで実施した中間審査や再任審査を踏
もに、個別契約により任期を定めて雇用 まえ、引き続き任期制の円滑な運用に努めた。
する教員の適用範囲を拡大し、その雇用 ・個別契約任期付教員制度については、競争的外部資金による教員採用にとど
を促すことにより教育研究の一層の活性 まらず、本学の重要な事業に従事する教員の採用についても積極的に活用した
化を図る。 ほか、平成20年度に導入した研究プロジェクト職員の採用制度も活用した雇用

により、教育研究の一層の活性化を図った。

（平成20年度の実施状況概略）2)評価体制
【1-1】 Ⅲ ・平成17年度に策定した「教員の個人評価指針」に基づき、引き続き、各部局

人事評価は、各部局が行うこ で教員の自己評価を実施した。また、各部局では、評価指針を踏まえ、原則と
とを基本とする。 して平成18年度から平成20年度までの３年分の業績について、一括して平成21

年度に評価することとし、その準備を進めた。
・医学部では、任期制の一環として実施することとしており、教員の自己評価
に基づき、再任審査を実施した。

（平成21年度の実施状況）【1-1】
・全学的に構築した教員の個人評価指針 Ⅲ ・平成17年度に策定した教員の個人評価指針及び各部局で定めた評価基準に基
及び各部局が定めた評価基準に基づき人 づき、引き続き、各部局で教員の自己評価を実施するとともに、平成18年度か

山形大学
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事評価を適切に実施する。 ら平成20年度までの３年分の業績について、一括して評価を実施した。評価結
果は、各部局において平成21年12月期の勤勉手当を査定する際の資料や、改善
に関する指導・助言の資料等として活用した。

（平成20年度の実施状況概略）【1-2】
人事評価のために、各学部に Ⅲ ・評価基準が未整備であった部局でも評価基準を確定し、全部局で評価体制を

おける教員の多様な教育研究活 確立した。
動に対応した多面的かつ公正な

（平成21年度の実施状況）評価体制の構築と評価基準の策 【1-2】
定を行う。 （平成20年度に実施済みのため、平成21 （達成済）

年度は年度計画なし）

（平成20年度の実施状況概略）【1-3】
評価の結果を教職員の昇進・ Ⅲ ・ 教員の個人評価検証ＷＧ」において、評価結果の活用方策について検討を「

昇格に反映させるとともに、本 進め、適用範囲、適用時期及び適用方法に関する全学的指針を定めた。
人の能力評価や業績評価が給与

（平成21年度の実施状況）に適正に反映される制度につい 【1-3】
て具体化を図る。 ・平成20年度に定めた基本方針に基づき Ⅲ ・各部局で実施した教員の個人評価の評価結果は、各部局において平成21年12

評価結果の活用について具体的運用を開 月期の勤勉手当を査定する際の資料や、改善に関する指導・助言の資料として
始する。 活用した。

（平成20年度の実施状況概略）（２）事務職員等について
1)人事方針 Ⅲ ・東北地区国立大学法人等職員採用試験合格者から、一般事務、図書系及び技
【1-1】 術系の職員を10人採用した。

事務職員等の採用に当たって ・専門的知識能力を必要とする職種の選考採用については、図書系・医療系職
は、国立大学協会で実施する統 員を８人採用した。また、新たに、本学の卒業者を対象に外国語能力又は情報
一試験を基本としつつも 医療 処理能力に優れた職員を採用する独自の制度を設け、６人を採用することとし、 、
情報及び国際交流等の専門性を た。
要する事務系及び技術系職員に ・個別契約により任期を定めて雇用する職員の採用制度を設け、文部科学省グ
ついては、選考採用も活用し必 ローバルＣＯＥプログラムの運営のために、医療に関する専門的知識能力を有
要な人材を確保する。 する者を選考により１人採用した。

（平成21年度の実施状況）【1-1】
・東北地区国立大学法人等職員採用試験 Ⅲ ・東北地区国立大学法人等職員採用試験合格者から、一般事務、図書系及び技
実施委員会による統一採用試験合格者か 術系の職員を10人採用した。
ら継続して採用する。 ・外国語、情報処理及び医療等に関する専門的知識能力を有する者や、特に優
・外国語、情報処理、医療等専門的知識 れた活動歴を有する者を選考により６人採用した。
能力が必要となる職種については、選考
により人材の確保を図る。

（平成20年度の実施状況概略）2)評価体制
【1-1】 Ⅲ ・平成18年度及び平成19年度に実施した人事評価の試行を踏まえ、新たに「国

人事評価を行うに当たって 立大学法人山形大学事務職員等の人事評価実施規程」を制定するとともに、人
は、各部署における事務職員等 事評価実施マニュアルを作成し、10月から人事評価の本格実施を開始した。ま
の多様な業務活動に対応した多 た、評価者を対象とした人事評価研修を２回開催し、制度理解の浸透と公平か
面的かつ公正な評価体制の構築 つ適正な能力評価や業績評価ができるよう知識の涵養に努めた。
と評価基準を策定する。

（平成21年度の実施状況）【1-1】
・平成20年度に定めた評価体制及び評価 Ⅲ ・ 山形大学事務職員等の人事評価実施規程」及び「人事評価マニュアル」に「
基準により 人事評価を適切に実施する より、初めての人事評価(平成20年10月から平成21年９月までの期間を対象)を、 。

実施した。
・２回目の人事評価実施に向けて、評価者である管理者を対象に、人事評価運
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用の要点及び評価結果を業務改善と遂行に反映させるため、外部講師によるセ
ミナーを実施した。

（平成20年度の実施状況概略）【1-2】
評価は定量的に行うことと Ⅲ ・平成18年度及び平成19年度に実施した人事評価の試行を踏まえ 10月から 国、 「

し、この評価の結果を昇進、昇 立大学法人山形大学事務職員等の人事評価実施規程」に基づき、人事評価の本
。 、 、給の際に反映させるシステムを 格実施を開始した また 評価結果を処遇に適正に反映するシステムについて

構築する。 引き続き、検討を行った。

（平成21年度の実施状況）【1-2】
・職員の能力評価や業績評価を給与に適 Ⅲ ・評価結果を反映するシステムを策定し、１回目の人事評価の結果に基づき、
正に反映する評価システムを策定する。 給与等処遇の一つとして勤勉手当などに適正に反映させた。

（平成20年度の実施状況概略）3)交流と育成
【1-1】 Ⅲ ・平成17年度に構築した「キャリアアップ制度」に基づき、引き続き、計画的

事務職員等の多様な研修機会 に研修を実施した （学内研修に約120人、学外研修に約110人が受講）特に、。
を積極的に活用するとともに、 「ＳＤ研修」については、本年度包括的協力協定を締結した立命館大学及び本
学内研修制度を整備し、業務に 学の若手職員を対象に、両大学が共通して抱える課題の解決のため、共同の作
ついての専門性の向上を図り、 業グループを編成して検討を行い、学長に改善提案を行った。
教員との連携を強化する。

（平成21年度の実施状況）【1-1】
・キャリアアップ制度に基づく研修を継 Ⅲ ・引き続き、キャリアアップ制度に基づき、計画的に研修を実施した （学内。
続して計画的に実施し、幅広い視野と専 研修に約360人参加、学外研修に約100人参加）
門的な能力の涵養を図る。 また、昨年度に引き続き、ＳＤ研修の一環として立命館大学との協力協定に

基づき中堅・若手職員による職員交流を実施した。

（平成20年度の実施状況概略）【1-2】
大学間の人事交流の推進を図 Ⅲ ・ ジョブローテーション制度」による総合性と専門性を持つ職員の育成を念「

、 、 、る。 頭に 本人からの意向聴取 ヒアリングによる各学部からの意見聴取等を行い
円滑な組織運営に向けた計画的な人事管理を行った。
・引き続き、大学、地方公共団体、教育関係機関等と人事交流を行った。主な
実績は、以下のとおりである。

①岩手大学、東北大学、鶴岡高専（16人）
②東京大学、放送大学（３人）
③文部科学省所管独立行政法人等（４人）
④山形県庁、東北中央病院（３人）

（平成21年度の実施状況）【1-2】
・ジョブローテーション制度に基づき、 Ⅲ ・ジョブローテーション制度による総合性と専門性を持つ職員の育成を念頭
総合性と専門性を持つ職員の育成と計画 に、本人からの意向聴取、ヒアリングによる各学部からの意見聴取等を行い、
的な人事管理を行う。 円滑な組織運営に向けた計画的な人事管理を行った。
・同制度の一環として、東北地区の大学 ・引き続き、他大学、地方公共団体、教育関係機関及び民間等との人事交流を
地方公共団体、教育関係機関等を対象に 行った。なお、人事交流に当たっては、早期の昇任を視野に入れた検討を行う

、 。 、積極的な人事交流を継続する。 など 人事交流者へのインセンティブ付与について配慮している 主な実績は
以下のとおりである。

①岩手大学、東北大学、鶴岡高専（19人)
②東京大学、千葉大学、放送大学（４人)
③文部科学省所管独立行政法人等（５人)
④山形県庁、東北中央病院、荘内銀行（５人)

ウェイト小計
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業務運営・財務内容等の状況Ⅰ
業務運営の改善及び効率化(1)

事務等の効率化・合理化に関する目標④

１．法人化後の大学運営に適切に対応できる事務体制の整備を図る。中
２．業務の見直しを推進し、事務の効率化と合理化を図る。期
３．効率的かつ機能的な職員配置を行うとともに、事務職員の資質向上を図る。目

標

ｳｪｲﾄ進捗
中期計画 平成21年度計画 判断理由（計画の実施状況等）状況

中 年中 年

期 度期 度

（平成20年度の実施状況概略）４ 事務等の効率化・合理化に
Ⅳ ・事務組織を再編し、事務局のスリム化（６部体制から４部体制）を図るとと関する目標を達成するための措

もに、全学の企画機能の一元化を図った。また 「大学コンソーシアムやまが置 、
【1-1】 た 、立命館大学との包括的協力協定などの大学間の協力関係を強化・推進す」

大学運営の企画立案等に積極 るために 「大学連携推進室」を設置した。、
的に参画し、大学運営組織を直 ・教養教育の実施及び人文学部・地域教育文化学部・理学部が所在する小白川
接支える専門職能集団として機 キャンパスにおいては、新たに共通事務の一元化のために「小白川事務部」を
能する事務体制を構築する。 設置し、３学部の事務ユニットと連携した運営を行った。

（平成21年度の実施状況）【1-1】
・大学運営に適切に対応するため、事務 Ⅳ ・10月に学内共同教育研究施設を関連する学部等に移管したことに伴い、事務
体制を更に整備する。 組織の改編を行い、事務体制の整備を進めた。

・教育ＧＰに採択された「到達目標を明確にした自己実現学習システム」の実
施や教育改革を推進するため 「教育企画室」を設置した。、

（平成20年度の実施状況概略）【1-2】
分散キャンパス間の連携を密 Ⅲ ・事務の効率化及び学生サービスの強化の観点から、事務組織を再編し、事務

にする事務機構の一体化を図る 局のスリム化（６部体制から４部体制）を図るとともに、各キャンパスに配置
、 。 、とともに、各キャンパスごとの する事務職員の人数を増やし 各キャンパスの運営体制の強化を図った 特に

特性を踏まえた事務体制を構築 教養教育の実施及び人文学部・地域教育文化学部・理学部が所在する小白川キ
する。 ャンパスにおいては、新たに共通事務の一元化のために「小白川事務部」を設

なお、附属病院については、 置し、３学部の事務ユニットと連携した運営を行った。
病院業務に適した事務体制を整 ・附属病院では、引き続き、病院業務に適した事務体制の整備に努めた。
備する。

（平成21年度の実施状況）【1-2】
・各キャンパスの特性を活かした事務体 Ⅲ ・10月に学内共同教育研究施設を関連する学部等に移管したことに伴い、事務
制の充実を図る。 組織の改編を行い、産学連携及び知的財産に関する事務部門を工学部に再配置

するなど、引き続き各キャンパスの運営体制の強化を図るため、事務体制の整
備を進めた。
・附属病院では、引き続き、病院業務に適した事務体制の整備に努めた。

（平成20年度の実施状況概略）【2-1】
各業務の見直しを行うととも Ⅲ ・電子複写機に係る契約について、平成21年度から、これまでのメーカーごと
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に、業務のアウトソーシングを の賃貸借・保守契約を廃止し、全学分を一括した複数年契約による電子複写サ
推進し、事務の効率化、迅速化 ービス請負契約に変更することとした。
及び合理化を図る。 ・附属病院における医療材料の管理業務（ＳＰＤ）の委託について、平成19年

度に約700品目を追加したところであるが、さらに約850品目を追加し、診療経
費の削減及び業務の効率化を図った。

（平成21年度の実施状況）【2-1】
・引き続き、各業務の見直しを行うとと Ⅲ ・会計業務の効率化・迅速化を図るため、新財務会計システムを導入し、平成
もに、事務の効率化、迅速化及び合理化 22年度から稼働することとした。
を進める。 ・附属病院における医療材料の管理業務（ＳＰＤ）の委託について、489の医

療材料の品目を追加し、業務の効率化を図った。また、引き続き警備業務、清
掃業務等を外部委託するなど、事務の効率化・合理化を図った。
・全学分を一括した複数年契約による電子複写機サービス請負契約により会計
業務の効率化・迅速化を図った。

（平成20年度の実施状況概略）【2-2】
事務の電算化を推進するとと Ⅲ ・統合文書管理システムの利用により、引き続き、学内の情報伝達の推進を図

もに、ＩＴ（情報技術）を活用 るとともに、懸案となっていた情報公開システムを更新し、文書管理システム
した事務処理の簡素化、迅速化 と連携させることにより、文書登録から情報公開まで一体化した運用を進め、
を図る。 文書管理機能の合理化を図った。

（平成21年度の実施状況）【2-2】
・引き続き、事務の電算化を推進すると Ⅲ ・引き続き、統合文書管理システムの活用により、文書管理事務の合理化を推
ともに、ＩＴ（情報技術）を活用した事 進するとともに、電子メールの活用や日常的に使用する業務データの共有化、
務の迅速化を図る。 ホームページを利用した教室・会議室・公用車等の利用状況の確認や予約等に

より、事務処理の簡素化・迅速化を図った。
・新財務会計システムを導入し、平成22年度から稼働することとした。

（平成20年度の実施状況概略）【3-1】
従来の定期的な人事異動を基 Ⅲ ・ ジョブローテーション制度」に基づき、総合性と専門性を持つ職員の育成「

本に、若手職員には多様な職務 を念頭に、若手職員の適正な配置に努めた。また、年１回、職員個々からの書
経験を積ませ、幅広い視野の涵 面による意向聴取を行い、併せて各部局からのヒアリングによる意向聴取を行
養を図る。また、職員配置に当 うことで、職員の専門的知識、技能、意向及び特性の把握に努め、計画的な人
たっては 適材適所の観点から 事管理を図った。、 、
各職員の持つ専門的な知識、技

（平成21年度の実施状況）能、職員の意向、特性等を十分 【3-1】
考慮する。 ・ジョブローテーション制度の円滑な運 Ⅲ ・ジョブローテーション制度に基づき、総合性と専門性を持つ職員の育成を念

用を図る。 頭に、若手職員の適正な配置に努めた。
また、年１回、職員個々からの書面による意向聴取を行い、併せて各部局か

らのヒアリングによる意見聴取を行うことで、職員個々の適性の把握に努め、
計画的な人事管理を行った。

（平成20年度の実施状況概略）【3-2】
事務職員等に対する研修を推 Ⅲ ・引き続き 「キャリアアップ制度」に基づき、計画的に研修を実施した （学、 。

、 ） 、「 」 、進し、資質の向上を図る。 内研修に約120人 学外研修に約100人が受講 特に ＳＤ研修 については
本年度包括的協力協定を締結した立命館大学及び本学の若手職員を対象に、両
大学が共通して抱える課題の解決のため、共同の作業グループを編成して検討
を行い、学長に改善提案を行った。

（平成21年度の実施状況）【3-2】
・資質の向上を図るため、事務職員等に Ⅲ ・引き続き、キャリアアップ制度に基づき、計画的に研修を実施した （学内。
対する研修を推進する。 研修に約360人参加、学外研修に約100人参加）

山形大学
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また、昨年度に引き続き、ＳＤ研修の一環として立命館大学との協力協定に
基づく中堅・若手職員による職員交流を実施した。

ウェイト小計
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業務運営の改善及び効率化に関する特記事項等（１）

営改革サイクルを推進することとし、策定した課題について、各理事を中心１．特記事項
に改革・改善に取り組んだ。

○法人化のメリットを活用し 大学運営の活性化などを目指した 財政 組織 また、大学改革を継続的・計画的に実行するため、新たに「結城プラン200、 、 、 、
人事等の面での特色ある取組 9｣を策定し、｢教養教育の再構築｣や｢有機エレクトロニクス分野での世界的な

教育研究拠点整備｣などを推進した。
(1)戦略的なマネジメント体制の構築
【平成16～20事業年度】 【平成21事業年度】

・学長のリーダーシップの下、役員会を中心としたマネジメント体制を確立し ・学長行動指針「結城プラン2009」で策定した課題について、各理事を中心
た。 に改革・改善に取り組み、達成済みとなったものは全体の88％となった。
・事務局長制を廃止し、各理事が直接事務部門を担当し、マネジメントに責任 また、大学改革を継続して推進するために、新たに「結城プラン2010」を
を持つ体制にした。 策定し、平成22年の年頭に学内外に公表した。
・毎朝役員ミーティングを行うとともに、役員会を毎週開催し意志決定の迅速

3)人事の活性化化を図った。 (
【平成16～20事業年度】・理事の業務を補佐するために「理事付スタッフ制」を導入した。

①教員人事・全学の委員会等に事務職員が正規委員として参加する方式を導入するなど、
教員と事務職員の連携強化を図った。 ・公募制を原則とした教員選考を行い、優秀な人材の確保に努めた。
・大学の経営機能強化及び重要課題に対処するため、次の組織を設置した。 また、行政経験者を含む実務家教員や産学連携の拠点形成を推進するため

監査室 監査機能の充実 に、産学連携組織の立ち上げに実績のある企業の人材を「産学連携教授」と
研究プロジェクト戦略室 戦略的な研究支援の推進 して採用した。

、 、評価分析室 各種評価への対応 ・平成16年度から任期制を採用している医学部では ２度の中間審査を経て
エンロールメント・マネジメント室 入試広報の強化 導入後初の再任審査を実施した。
業務改善等推進室 事務改善を継続的に推進 ・平成18年度から実施している個別契約任期付教員制度の拡充や教員ポイン
教養教育企画室 教養教育の再構築 ト制を活用し、各部局の特性、理念及び目標に応じた柔軟な人事制度を構築
大学連携推進室 大学間連携の推進 し、本学の重要施策に沿った戦略的な教員等の配置を行った。
男女共同参画推進室 男女共同参画に関する施策実施 ・平成17年度に策定した「教員の個人評価指針」に基づき、平成18年度から

教員の個人評価の本格実施を開始し、各部局で教員の自己評価を実施した。
・教員の資質向上のため、教養教育ワークショップ、教養教育ＦＤ合宿セミ【平成21事業年度】

・大学の経営機能強化及び重要課題に対処するため、次の組織を設置した。 ナーなどのＦＤ活動を推進した。
教育企画室 平成21年度教育ＧＰに採択された「到達目標を明確にした自

②職員人事己実現学習システム」の実施と教育改革の推進
・東北地区国立大学法人等職員採用試験による採用や専門的知識能力を必要
とする職種の選考採用に加え、本学の卒業者を対象とした外国語能力又は情(2)経営方針の明確化
報処理能力に優れた職員を採用する独自の制度を設け、６人を採用した。【平成16～20事業年度】

・前学長は、平成17年９月に14項目にのぼる「これからの２年間の山形大学の ・課長級以上の幹部職員を、学内から積極的に登用した。
行動指針」を全学に示し、戦略的な大学運営を展開した。 ・地方自治体・医療機関・金融機関等との人事交流を積極的に実施した。

また、任期の残り１年間に重点的に取り組む６項目を「山形大学アクション ・ ジョブローテーション制度」による総合性と専門性を持つ職員の育成を「
デザイン」として積極的に大学改革を推進した。 念頭に置き、併せて本人からの意向聴取、ヒアリングによる各学部からの意
・学長は、平成19年９月の就任にあたり次の２点を経営の基本方針として示し 見聴取等を行い、円滑な組織運営に向けた計画的な人事管理を行った。
た。 ・平成18年度及び平成19年度に実施した人事評価の試行を踏まえ、平成20年

①何よりも学生を大切にして、学生が主役となる大学創りをする 10月から人事評価の本格実施を開始した。
②教育、特に、教養教育を充実させる ・ キャリアアップ制度」に基づき、ＳＤ研修や学費を援助する大学院利用「
また、基本方針を実行するための基盤整備として 「意志決定のスピードア 研修により３人を大学経営に関する大学院に派遣するなど、計画的に研修を、

ップ 「事務手続きの簡素化」を図った。 実施した。」、
・10年後の山形大学のあるべき姿を念頭に置き、平成20年10月に｢山形大学の
将来構想｣を策定し、５つの基本理念と今後の進むべき方向を定めた。
・山形大学の行動計画を「結城プラン2008」として取りまとめ、１年ごとの経

山形大学
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国立大学法人評価に関する評価結果【平成21事業年度】
大学機関別認証評価に関する評価結果①教員人事

・競争的外部資金による教員採用や本学の重要な事業に従事する教員の採用に ・上記評価結果を受け 「外国語教育センター」の設置、学生サービスや図、
ついて個別契約任期付教員制度を活用したほか、平成20年度に導入した研究プ 書館サービスの改善、事務組織の見直しなど教育研究活動、管理運営の質の
ロジェクト職員の採用制度も活用して、本学の重要施策に沿った戦略的な教員 向上に反映させた。
配置を行った。

【平成21事業年度】・平成17年度に策定した教員の個人評価指針及び各部局で定めた評価基準に基
づき、引き続き、各部局で教員の自己評価を実施するとともに、平成18年度か ・各種評価結果について、引き続き役員会において課題を抽出し、各担当理
ら平成20年度までの３年分の業績について、一括して評価を実施した。 事が中心となって課題解決に向けて取組を実施した。

２．共通事項に係る取組状況②職員人事
(1)戦略的な法人経営体制の確立と効果的運用が図られているか。・東北地区国立大学法人等職員採用試験合格者から、一般事務、図書系及び技
【平成16～20事業年度】術系の職員を10人採用したほか、専門的知識能力を有する者や、特に優れた活

①企画立案部門の活動状況、具体的検討結果、実施状況動歴を有する者を選考により６人採用した。
・総合性と専門性を持つ職員の育成と計画的な人事管理を行うため、他大学、 ・全学の企画立案機能を強化するために設置した企画部では、以下の活動を
教育関係機関、地方公共団体及び民間等との人事交流を行った。(転入転出者 実施した。
等33人) 経営企画ユニット 分散キャンパス問題、大学院将来構想、山形大学の将来

構想、結城プラン、第２期中期目標・中期計画（素案）
○国立大学法人の置かれている状況や条件等を踏まえた、大学運営を円滑に進 の取り纏め
めるための様々な工夫 教育企画ユニット 教養教育の再構築

研究支援ユニット 学内研究支援事業の企画
社会連携ユニット 産学官連携、社会貢献、高等教育機関連携事業等の企画(1)キャンパスの特性を活かした運営体制の確立・推進
・エンロールメント・マネジメント室では、オープンキャンパスや入試直前【平成16～20事業年度】

・大学の地域連携の窓口として、社会連携課及びインフォメーションセンター 相談会などの様々な入試広報についての企画を実施した。
を設置し、地域連携機能を強化した。

②法令や内部規則に基づいた手続きにしたがって意志決定されているか・地域共同研究センター、サテライトオフィス（県内３か所・福島１か所・東
京３か所）及び産学連携横町（産学連携リエゾンオフィス）を活用し、地域の ・国立大学法人法に基づき、学内諸規程を整備した。
多様な意見を汲み上げ、大学運営にフィードバックした。 ・役員会、経営協議会及び教育研究評議会において、法令及び学内規程によ
・山形県や山形県議会をはじめとし、地方自治体、地域の金融機関、県内高等 る手続きに従った意志決定を行った。
学校等と協定を締結した。 ・監事は、役員会、経営協議会、教育研究評議会をはじめとした学内の主要
・平成20年７月に事務組織を再編し、事務局のスリム化（６部体制から４部体 な会議における意志決定過程を監査した。
制）を図るとともに、各キャンパスに配置する事務職員の人数を増やし、各キ

【平成21事業年度】ャンパスの運営体制の強化を図った。
また、教養教育の実施及び人文学部・地域教育文化学部・理学部が所在する ・学内諸規則整備ワーキンググループにおける主要規則の在り方等について

小白川キャンパスにおいては、新たに共通事務の一元化のために「小白川事務 の検討を踏まえ、これまでの通則、学則及び大学院規則を見直し、それぞれ
部」を設置し、３学部の各事務部と連携した運営を行った。 基本組織規則、学部規則及び大学院規則に改め、規定内容についても整理し

た。
【平成21事業年度】

(2)法人としての総合的な観点から戦略的・効果的な資源配分が行われている・平成21年度予算について、キャンパスごとの戦略的な運営を可能にするため
か。に、これまでの部局単位の予算配分からキャンパス単位で予算を配分した。

【平成16～20事業年度】
(2)各種評価結果の大学運営への反映 ①法人の経営戦略に基づく学長裁量経費・人員枠やその他の戦略的配分経費

の措置状況【平成16～20事業年度】
・各種評価結果について、役員会において課題を抽出し、各担当理事が中心と ・学長裁量経費として、平成16～19年度総額8,200万円、平成20年度総額１億
なって課題解決に向けて取組を実施した。 1,000万円を予算措置した。

、 、 、 、（大学運営に活用した調査結果等） ・学長裁量定員として 平成16年度32人 平成17年度38人 平成18年度37人
学生生活実態調査結果 平成19年度37人、平成20年度37人を措置した。
教育効果・広報に関するアンケート調査結果 ・平成18年度予算編成方針において、人件費と物件費の積算額を総枠として
監事監査報告書 配分する「総枠配分方式」を実施し、各セグメントにおいて、弾力的な執行

山形大学
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を可能とした。 し、設置意義、審議内容、委員構成等を見直すこととした。
・入試緊急対策を実行するために、入試緊急対策経費として平成19年度5,000 ・分散キャンパスにおける各種会議についての、教職員の負担軽減を図るた
万円、平成20年度3,000万円を予算措置した。 め、ＴＶ会議の原則化及びＷｅｂ会議の活用を進めた。

【平成21事業年度】②上記の資源配分による事業の実施状況
・学長裁量経費については 「自然と人間の共生プロジェクト 「１学部・部 次のような業務運営の合理化を行った。、 」
門１プロジェクト 「山形大学総合研究所 「業務改善の推進 「学長オフィス ・電子複写機に係る契約について、これまでのメーカー毎の賃貸借・保守契」 」 」
アワーによる学生からの意見への対応」｢結城プラン2008の実現｣「山形大学総 約を廃止し、全学部分を一括した複数年契約による電子複写サービス請負契
合研究所の整備 「飯田・鶴岡キャンパスのサークル部室新設 「山形駅・学 約に変更した。」 」
生寮と小白川キャンパス間の山形大学専用シャトルバスの運行経費」等の大学 ・会計業務の効率化・迅速化を図るため、新財務会計制度を導入し、平成22
全体で取り組む戦略的事業へ重点配分した。 年４月から稼働させることを決定し、スムーズな移行に向けて関係職員等に
・組織評価の結果をもとに、部局に平成18年度計1,000万円、平成19年度計2,0 対して操作説明会等を開催した。
00万円、平成20年度計5,000万円の傾斜配分を行い、教育研究の質の向上及び

(4)収容定員を適切に充足した教育活動が行われているか。部局運営の活性化を図った。
【平成16～20事業年度】・学長裁量定員は、全学的な戦略構想の推進及び先進的研究支援のための学内

①学士・修士・博士課程ごとに収容定員の90％以上を充足させているか公募により選定した研究支援のために措置した。
・各年度の課程別の収容定員充足率は、次のとおりであり、いずれの年度も
収容定員の90％以上を充足した。【平成21事業年度】

・平成21年度予算において、本学の経営戦略の中で特に重要な「教養教育の再 年度 学士課程 修士課程 博士課程
構築 「山形大学先進的研究拠点の整備 「留学生受入の拡大を含めた国際交 平成16年度 116％ 124％ 136％」 」
流事業の充実 「地域貢献の推進」の４つの事項について、重点事項対応経費 平成17年度 114％ 126％ 121％」
として総額２億7,500万円を配分した。 平成18年度 113％ 126％ 132％

平成19年度 113％ 124％ 128％
平成20年度 112％ 118％ 122％(3)業務運営の効率化を図っているか。

【平成16～20事業年度】
【平成21事業年度】①事務組織の再編・合理化等、業務運営の合理化に向けた取組実績

・収容定員充足率は、学士課程111％、修士課程117％、博士課程113％、専門［事務組織の再編・合理化］
・ ＹＵユニット制」を導入し、階層のフラット化、意志決定の迅速化による 職学位課程105％であり、いずれも収容定員の90％以上を充たした。「
効率的運営体制の確立を図った。

(5)外部有識者の積極的活用を行っているか。・事務改善を継続的に推進していくため「業務改善等推進室」を設置し、47項
【平成16～20事業年度】目にのぼる改善事項を策定し、早期対応が可能な事項から実施した。

①外部有識者の活用状況また 「文書決裁規程」を大幅に改正し、決裁権限を見直すことにより、意、
志決定の迅速化を図った。 ・外部有識者を講師に招き「ＹＵ大学経営10回連続セミナー」を実施し、教
・平成20年７月に事務組織を再編し、事務局のスリム化（６部体制から４部体 職員の大学運営能力の向上を図った。
制）を図るとともに、各キャンパスに配置する事務職員の人数を増やし、各キ ・ 山形大学の将来構想」策定プロジェクトチームに、経営協議会の学外委「
ャンパスの運営体制の強化を図った。 員１人が参加した。

・組織評価において、経営協議会の学外委員による２次評価を実施した。［業務運営の合理化］
・医学部医事当直業務、小白川キャンパス警備業務、附属病院における医療材 また、平成20年度から、新たに経営協議会による部局長からのヒアリング
料に関する物流システムのアウトソーシングを行った。 を導入した。
・統合文書管理システムを導入し、事務処理の簡素化を図った。 ・本学が行う運営・教育・研究の発展及び地域貢献の推進を図るための施策
・物品等を教員が直接発注できる仕組みを構築した。 について、学長に対し専門的見地から助言等を行うため、山形県内から有識
・学内の大学情報の共有化による業務の効率化を図るため「ファクトブック」 者を「顧問」として委嘱した。
システムを構築した。

②経営協議会の審議状況・運営への活用状況及び関連する情報の公表状況
・経営協議会を年４回（平成20年度からは年６回）開催し、予算編成等学内②各種会議・全学的委員会等の見直し、管理運営システムのスリム化・効率化
資源の有効活用などについて学外有識者７人の意見を充分に取り入れ、大学等、管理運営の効率化に向けた取組実績

・全学各種委員会の整理・統廃合及び各理事が委員会の委員長となることによ 経営の活性化及び財政基盤の強化を図った。
り、役員会との連携により効率的かつ機動的な運営を進めた。 また、議事録をホームページで継続して公開した。

なお、審議機関としての全学委員会については、すべて３年以内の時限を付
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・医学部において、職員の子育て支援を図るために、平成18年度から24時間【平成21事業年度】
・経営協議会を６回開催し、予算編成等学内資源の有効活用などに学外有識者 の保育所を開設し運用した。また、｢短時間勤務制度｣を医師にも適用し、内
７人の意見を充分に取り入れ 大学経営の活性化及び財政基盤の強化を図った 科、麻酔科、産婦人科等の女性医師12人が利用した。さらに、平成19年度か、 。
・山形県内の有識者16人で構成する「山形大学顧問会議」を２回開催し、本学 ら実施している｢リフレッシュ医学教育事業｣において、出産・子育て・介護
の運営 教育・研究の発展及び地域貢献の推進を図るための各種施策について を終えた女性医師・看護師の再就職の支援を行った。、 、
総合的・専門的見地から助言をいただいた。

【平成21事業年度】
・平成21年度科学技術振興調整費「女性研究者支援モデル育成事業」に採択(6)監査機能の充実が図られているか。
された「山形ワークライフバランスイノベーション」プログラムを、男女共【平成16～20事業年度】
同参画推進室の専用スペースと専任スタッフ（教員３人、事務補佐員１人）①内部監査、監事監査、会計監査の実施状況及び監査結果の運営への活用状況

・学長直属の監査室を設置するとともに、専任職員を配置し、内部監査体制の で、アンケート調査や各種シンポジウム・フォーラムの開催、管理職のため
強化を図った。 の「男女共同参画」特別講演会の開催等、精力的に男女共同参画に向けた取
・監査室は、監事監査に協力するとともに、学長が指定した事項について監査 組を推進した。
を実施した。 また、本学の教職員や大学院生等への支援の一環として、保育士と保育実
・監事により各部局監査及び役員監査を実施し、学長に対して文書で意見表明 習による山形大学託児サポーター研修を修了した本学の学生とが、満１歳か

「 」 、及び改善点の指摘を行った。これを受けて、役員会において個々の課題を抽出 ら小学校６年生までの子供を一時的に預かる 託児サポーター 制度を設け
し、会議の省力化、ホームページの更新、入試対策、資金運用 「リスク管理 支援を行った。、
の基本方針」の策定など問題解決に向けた取組を実施した。

(8)教育研究組織の柔軟かつ機動的な編制・見直し等が行われているか。
【平成21事業年度】 【平成16～20事業年度】

①教育研究組織の活性化に向けた検討の機会が設けられているか・監査室では、引き続き監事監査に協力するとともに、学長が指定した事項に
ついて監査を実施した。 ・教育研究組織の見直しについては、各学部・研究科で毎年度の入学状況、
・監事監査は、各部局監査及び役員監査を実施し、学長に対して文書で意見表 社会的なニーズ及び学部・研究科の目的を踏まえた点検を行い、改編にあた
明及び改善点の指摘を行った。これを受けて、役員会において個々の課題を抽 っては、役員会及び教育研究評議会において全学的な観点から調整を行う体
出し、問題解決に向けた取組を実施した。 制となっており、以下の教育研究組織の改編を行った。

なお、教育研究組織改編手続きの明確化を図るため、平成17年度に「教育
研究組織改編等に関する規則」を制定した。(7)男女共同参画の推進に向けた取組が行われているか。

【平成16～20事業年度】
学部・研究科 地域教育文化学部（教育学部を改組）①男女共同参画に関する具体的な取組指針や計画等の策定、男女共同参画推進

医学系研究科看護学専攻博士後期課程のための組織の設置等、学内での男女共同参画推進に向けた取組状況
・男女共同参画社会基本法の理念を踏まえ、男女共同参画を一層推進するため 医学系研究科生命環境医科学専攻
に｢山形大学男女共同参画推進宣言｣を行った。 理工学研究科有機デバイス工学専攻

また、男女共同参画を推進する具体的な業務を行うため、｢男女共同参画推 理工学研究科ものづくり技術経営学専攻（ＭＯＴ）
進室｣を設置した。 工学部教員の大学院所属

（ ）・全学の男女共同参画に対しての意識改革を図るために、男女共同参画シンポ センター 学術情報基盤センター 総合情報処理センターを改組
ジウムを開催した。 高等教育研究企画センター
・男女共同参画の現状・課題の把握のため学内アンケート調査を実施した。 国際センター（留学生センターを改組）
・山形県の「男女いきいき・子育て応援宣言企業」に選定された。 教職研究総合センター

外国語教育センター
医学部がんセンター②女性教職員の採用・登用の促進に向けた取組状況

・女性研究者育成のための基盤づくりとして、女性教員が国内のみならず、国 農学部附属やまがたフィールド科学センター
際的にも活躍できる環境を整備するために 「女性教員の国際学会への旅費支 （農学部附属農場・演習林を改組）、
援制度」を創設し、米国での学会発表の旅費支援を行った。

【平成21事業年度】・女性研究者の働きやすい職場環境を構築するために、平成21年度科学技術振
興調整費「女性研究者支援モデル育成」に応募し 「山形ワークライフバラン 教育研究組織改編等に関する規則に基づき、下記のような組織見直しを行、
スイノベーション」プログラムを提出した。 った。

・理学部において講座制を廃止した。
・高度専門職業人養成を目指した教育実践研究科（教職大学院）及び地域教③仕事と育児等の両立を支援し、女性教職員が活躍できる環境づくりに向けた
育文化学部を基盤とする新たな大学院修士課程（地域教育文化研究科）を設取組状況
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山形大学

置した。 山形大学研究推進報奨規程に基づく報奨制度
・地域医療の人材養成に対する強い要請を受けて、医学部医学科の入学定員を

(10)従前の業務実績の評価結果について運営に活用しているか。10人増員して120人とした。また、同学科の平成22年度入学定員も５人増員し
【平成16～20事業年度】て125人とすることが認められた。

①評価結果の法人内での共有や活用のための方策・社会のニーズ等に対応するため、工学部（バイオ化学工学科及び夜間主コー
スの見直しによるシステム創成工学科の設置 農学部 ３学科の壁を解消し ・評価結果については、ホームページに掲載し、情報の共有化を図った。）、 （ 、
学生が２年次から選択する６つの教育コースから成る食料生命環境学科の設 また、役員会において評価結果の改善策を検討し、大学運営の改善に活用
置）及び理工学研究科（修士課程にバイオ化学工学専攻の設置及び博士課程の した。
全専攻見直し）などで平成22年４月からの学科・専攻の改組が認められ、学生

②年度評価での自己評価又は評価委員会の評価で「年度計画を十分には実施募集を行った。
していない」とした事項に係る取組の改善状況

(9)法人全体としての学術研究活動推進のための戦略的取組が行われているか。 大学院の高度化の検討（平成16年度評価結果）・
「教育研究組織改編等に関する規則」を制定し、教育研究組織の改編手続【平成16～20事業年度】

きの明確化と推進を図った。法人全体としての組織的な研究活動推進のための取組状況
経営方針の明確化（平成16年度評価結果）・本学の研究プロジェクトの調整及び国内外機関との共同研究を戦略的に推進 ・

、 。 、するために「研究プロジェクト戦略室」を設置し専任教員を配置した。 14項目からなる学長マニフェストを策定し 経営方針を明確化した また
・事務組織として「研究支援ユニット」を設置し、研究プロジェクト戦略室と 第１期中期目標期間中の中期財政計画を策定した。

教員評価基準の策定（平成19年度評価結果）連携し、全学の組織的研究を推進した。 ・
・他大学に先駆けた独創的な教育・研究を推進するための本学独自の支援プロ 教員評価基準が未整備であった部局でも評価基準を策定し、全部局で評価
ジェクトとして 「１学部・部門１プロジェクト」や「先進的研究支援のため 基準を定めた。、

統合文書管理システムの機能拡充（平成19年度評価結果）の教員配置を伴うプロジェクト」を実施して研究費を重点的に配分することに ・
より、研究活動の活性化を図った。また、中間評価を行い、研究費の再配分を 情報公開システムを更新し、統合文書管理システムと連携させることによ
行った。 り、文書登録から情報公開までの一体化した運用を進め、文書管理機能の拡
・研究活動の推進のために、以下の制度を構築し、平成20年度から研究活動の 充を図った。
更なる活性化を図った。

【平成21事業年度】科学研究費補助金に関するアドバイザー制度
①評価結果の法人内での共有や活用のための方策科学研究費補助金に関する若手教員研究助成制度

女性教員の国際学会への旅費支援制度 ・評価結果については、ホームページに掲載し、情報の共有化を図った。
新任教員のスタートアップ支援制度 また、役員会において評価結果の改善策を検討し、大学運営の改善に活用
大型の競争的外部資金獲得のための支援制度 した。

・４学部（理学部・医学部・工学部・農学部）合同の「生命・環境科学交流セ
②年度評価での自己評価又は評価委員会の評価で「年度計画を十分には実施ミナー」等を開催し、広い研究分野の交流を行った。
していない」とした事項に係る取組の改善状況・総合大学の利点を活かし、社会的要請の高い分野、学際的分野、先駆的分野

各部局での教員の個人評価の実施（平成20年度評価結果）等において学部横断的な自主的共同研究を推進するために バーチャル研究所 ・「 」
制度を構築し、平成20年度末現在８研究所が活動を行った。特に 「生命・環 平成17年度に策定した教員の個人評価指針及び各部局で定めた評価基準に、
境科学交流セミナー」の成果として、理学部・工学部・農学部・学術情報基盤 基づき、各部局で教員の自己評価を実施するとともに、平成18年度から平成
センターの教員による「総合スピン科学研究所」を設置した。 20年度までの３年分の業績について、一括して評価を実施した。

【平成21事業年度】
・研究活動の推進のため、以下の研究者支援制度等を活用して更なる研究活動
の活性化を図った。

科学研究費補助金に関するアドバイザー制度
科学研究費補助金に関する若手教員研究助成制度
女性教員の国際学会への旅費支援制度
新任教員のスタートアップ支援制度
大型の競争的外部資金獲得のための支援制度
先進的研究プロジェクトに対する任期付き教員の支援制度
戦略的研究プロジェクトに対する任期付き教員の支援制度
１学部・部門１プロジェクト支援事業
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(2) 財務内容の改善

① 外部研究資金その他の自己収入の増加に関する目標

本学の自律性を高めるため、一定の自己収入の確保とその増加を図るとともに、予算の効率的な執行に努め、適切な財務内容の実現を図る。中
なお、適切な財務内容の実現のために、各事業年度ごと、計画的な収支計画を作成し、効率的な運営に努める。期

目
１．教育・研究・社会貢献・診療等、大学における主要な業務の質の向上と遅滞ない遂行を図るため、一定の自己収入の確保とその増加に努める。標

また、科学研究費補助金や、産学官連携の推進に伴う外部資金の獲得に努める。

ｳｪｲﾄ進捗
中期計画 平成21年度計画 判断理由（計画の実施状況等）状況

中 年中 年

期 度期 度

（平成20年度の実施状況概略）１ 外部研究資金その他の自己
Ⅳ ・各学部では、引き続き、高校訪問、オープンキャンパス及びホームページ掲収入の増加に関する目標を達成

載等でアドミッション・ポリシーの周知を図るとともに、入学者選抜方法の見するための措置
1)入学者選抜方法等の改善を図 直しを行い、入学者の確保に努めた。また、入学試験会場について、引き続き
ることにより、学生納付金の確 工学部では、名古屋市で実施し、新たに農学部では、山形市で実施した。
保に努める。 ・入試広報については、オープンキャンパス、入試直前相談会、入試アドバイ
【1-1】 ザー（事務職員）による高等学校訪問に加え、新たに宮城教育大学・福島大学

〔学士課程〕アドミッション との３大学合同進学説明会を実施し、受験生の確保に努めた。
・ポリシーの一層の周知と入学 その結果、定員を超える入学者を得て、安定的な収入を確保した。
者選抜方法の見直しを行い、本

（平成21年度の実施状況）学に相応しい入学者の確保に努 【1-1】
める。 ・引き続きアドミッション・ポリシーの Ⅳ ・各学部とも、募集要項等にアドミッション・ポリシーを掲載したほか、ホー

周知を図るとともに、入学者選抜方法の ムページや学部案内冊子等で積極的に周知するとともに、入学者選抜方法を見
見直しを継続して行い、本学にふさわし 直すなどにより、それぞれの学部にふさわしい入学者の確保に努めた。
い入学者の確保に努める。 ・オープンキャンパス、高校訪問、出前講義、入試相談会への参加、ホームペ
・入試広報を中心とした広報活動等を通 ージのリニューアル、学部案内冊子のリニューアル、在学生による母校訪問等
して受験生を確保し、学生納付金による を積極的に行い、入学生の確保に努めた。
安定的な収入の確保に努める。 ・個別学力試験の試験場を、学部内の試験場のほかに、工学部では名古屋試験

場を、農学部では小白川キャンパス試験場を設定し、入学志願者の利便性の向
上を図り、入学生の確保に努めた。

その結果、定員を満たす入学者を得て、安定的な収入を確保した。

（平成20年度の実施状況概略）【1-2】
〔大学院課程〕アドミッショ Ⅲ ・各大学院研究科では、引き続き、アドミッション・ポリシー、入学者選抜方

、 、ン・ポリシーや多様な入学者選 法のホームページ掲載や関係機関への働きかけ シンポジウム等の開催により
抜方法などの情報について、そ 社会人や留学生の確保に努めた。特に、平成21年度から開設する教育実践研究
の周知方法の改善を図り、学習 科（教職大学院）については、山形県教育委員会に働きかけ、学習意欲の高い
意欲の高い社会人や留学生等の 現職教員を確保した また 理工学研究科ものづくり技術経営学専攻では と。 、 、「
入学者の確保に努める。 うほくものづくり国際人財育成プログラム（アジア人財資金構想 」事業に基）

づき、アジア地域から優秀な留学生の受け入れを開始した。

山形大学
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（平成21年度の実施状況）【1-2】
・アドミッション・ポリシーや多様な入 Ⅲ ・各研究科とも、募集要項等にアドミッション・ポリシーを掲載したほか、ホ
学者選抜方法などの情報をホームページ ームページや案内冊子等で積極的に周知し、それぞれの研究科にふさわしい入
に掲載するとともに、企業訪問などによ 学者の確保に努めるとともに、学習意欲の高い社会人や外国人留学生の入学者
り、学習意欲の高い社会人や留学生等の の確保に努めた。
入学者を確保する。 ・地域教育文化研究科及び教育実践研究科では、山形県教育委員会、一般企業

及び連携協力校に募集要項等を定期的に送付して社会人や留学生等の入学者の
確保に努め、定員の確保に成果を上げた。
・医学系研究科看護学専攻では、看護系短大、看護専門学校及び病院などの医
療機関に教員が出向き直接説明し、入学生の確保に努めた。

（平成20年度の実施状況概略）2)科学研究費補助金等の外部資
金の増加に努める。 Ⅳ ・研究プロジェクト戦略室、地域共同研究センター及び各部局が連携し、科学
【1-1】 研究費補助金や各種研究助成金等の公募情報、企業等の研究ニーズに関する情

科学研究費補助金や各種研究 報等を積極的に把握・収集し、研究助成金情報に係る本学ホームページ等を活
、 。 、 、助成金等の公募情報等を、組織 用し 迅速に情報を提供した また 研究助成金情報のホームページにおいて

として的確かつ迅速に把握・収 新たに「結城プラン2008」に基づく学内の各種研究支援制度の情報提供を開始
集し、学内への周知を図る。 した。

（平成21年度の実施状況）【1-1】
・研究プロジェクト戦略室が各部局と連 Ⅳ ・研究プロジェクト戦略室と各学部が連携し、科学研究費補助金や各種研究助
携し、科学研究費補助金や各種研究助成 成金等の公募情報や企業等の研究ニーズに関する情報等を積極的に把握・収集

、 、 。金等の公募情報や企業等の研究ニーズに し 教員に対し 電子メールやホームページを活用して迅速に情報を提供した
関する情報を積極的に把握・収集し、ホ ・初任教員を対象にした科学研究費補助金説明会を４月に、全教員を対象にし
ームページ等を活用して、迅速に情報を た学部ごとの科学研究費補助金説明会を９月と10月に、文部科学省と日本学術
提供する。 振興会主催の東北地区ブロック説明会を９月に開催した。

（平成20年度の実施状況概略）【1-2】
科学研究費補助金や各種研究 Ⅳ ・研究プロジェクト戦略室専任教員及び研究支援ユニットを中心に、科学研究

助成金等の公募申請に係る書類 費補助金や大型の各種研究助成金等への応募・申請書類作成について適切な助
作成等についての支援体制を構 言を行い、文部科学省グローバルＣＯＥプログラムや科学技術振興調整費等の
築し、適切な助言を行う。 採択に繋がった。

・昨年度科学研究費補助金に応募し不採択になった者及び若手教員研究助成に
応募する者を対象に、科学研究費補助金の応募を支援するアドバイザー制度を
導入した。本制度に、若手教員を中心に58件の応募があり、６学部17人のアド
バイザーを配置して支援を行った。

（平成21年度の実施状況）【1-2】
・研究プロジェクト戦略室専任教員及び Ⅳ ・研究プロジェクト戦略室と研究支援ユニットが中心となって、各部局と連携
研究支援ユニットを中心に各部局と連携 し、科学研究費補助金や大型の各種研究助成金等への応募・申請書類作成につ
し、科学研究費補助金や大型の各種研究 いて適切な助言を行った。特に、大型の研究助成金である「地域卓越研究者戦
助成金等への応募・申請書類の作成につ 略的結集プログラム 「若手研究者の自立的研究環境整備促進事業 「女性」、 」、
いて適切な助言・支援を行う。 研究者支援モデル育成事業」に応募し、採択された。

・科学研究費補助金に係るアドバイザー制度を導入し、各学部２人（医学部・
） 、工学部は各７人 のアドバイザーが不採択となった研究課題に対し助言を行い

科学研究費補助金獲得の強化を図った。
・各学部に、申請書作成支援職員等を配置し、科学研究費補助金や各種研究助
成金の公募に関する適切な助言を行った。
・農学部では、東北地域農林水産・食品ハイテク研究会が主催する産学官連携
共同研究検討会議を利用し、申請予定である提案課題のブラッシュアップを行
った。

山形大学
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（平成20年度の実施状況概略）【1-3】
科学研究費補助金を始めとす Ⅳ ・研究プロジェクト戦略室専任教員を中心に、科学研究費補助金の申請書作成

。（ 、 ）る各種競争的資金に対する申請 に関する学内説明会を実施した 前期は各キャンパス 後期は各学部で実施
数の更なる増加に努める。 ・昨年度科学研究費補助金に応募し不採択になった者及び若手教員研究助成に

応募する者を対象に、科学研究費補助金の応募を支援するアドバイザー制度を
導入するとともに 「科学研究費補助金に関する若手教員研究助成制度」によ、
り、科学研究費補助金に応募したが不採択になった若手教員の研究課題につい
て、次年度の採択に向けて研究費の支援も行った。その結果、平成21年度科学
研究費補助金の申請件数は751件となり、昨年度より２％増加した。
・国が実施している大型の競争的資金に応募し不採択になった研究課題につい
ても一部研究資金の支援を行う制度を設けるなど、各種競争的資金の申請数の
増加も推進した。

（平成21年度の実施状況）【1-3】
、 、・研究プロジェクト戦略室専任教員と各 Ⅳ ・科学研究費補助金の申請に当たっては 研究プロジェクト戦略室専任教員と

学部の科学研究費補助金採択経験のある 各学部の科学研究費補助金の採択経験があるアドバイザー教員とが連携をと
教員が連携をとり、申請書作成に関する り、申請書作成に関する学内説明会を開催するなど、支援体制の充実・強化を
学内説明会の開催などによる支援を継続 図った。特に、９月から10月にかけて実施した科学研究費補助金説明会におい
する。 ては、過去に審査員となったことがある教員が申請書の書き方等を中心にアド

バイスした。その結果、科学研究費補助金申請件数が昨年度に比べ51件増とな
り、過去最高の申請数となった。
・各学部でも、研究支援室が中心となり、未申請者への声がけや、重複申請の
制限を受けない種目への申請の助言等を行い、申請数の増加を図った。

（平成20年度の実施状況概略）3)附属病院における診療等の質
の向上を図ることにより、附属 Ⅲ ・呼吸器病センターや循環器病センター等による先進医療の実践により、附属
病院収入の確保 増加に努める 病院収入は２％増加した。、 。
【1-1】 ・脳卒中センターについては、平成19年度に設置した高次脳機能障害科と脳神

重粒子線治療装置の導入と既 経外科の連携体制を推進し、消化器病センターについては、消化器内科（第二
存施設の機能整備及び拡充を図 内科）と消化器外科（第一外科）の混合病棟設置により連携を図った。なお、

、 。り、高度先進医療を開発、実践 本年度に 平成21年度の新病棟移転時の両センター設置に係る計画を策定した
する。 ・重粒子線治療装置導入については、重粒子線治療装置設置推進室を中心に、

関連メーカー及び金融機関との情報交換会を実施した。

（平成21年度の実施状況）【1-1】
・疾患別センターの設置を推進し、これ Ⅲ ・附属病院では、病床再配分により、９階病棟に消化器内科（第二内科）及び
ら領域の生活習慣病の高度先進医療を実 消化器外科（第一外科）の混合病棟を設置し、連携して診療を行う体制を整え
践し収入の確保、増加に努める。 た。また、病棟再整備により、消化器病センター、循環器病センター、呼吸器
・重粒子線治療装置の導入に向けた取組 病センター、脳卒中センターといった疾患別センターを設置し、高度先進医療
を継続する。 を実践して収入の確保に努めた。

・重粒子線治療装置については、重粒子線治療装置設置推進室を中心に関連メ
ーカーとの情報交換会を行うなど、導入に向けて継続して取り組んだ。

（平成20年度の実施状況概略）【1-2】
遺伝子診療、臓器移植の積極 Ⅲ ・遺伝子診療については、第三内科において、高度先進医療の「神経変性疾患

的推進を図る。 のＤＮＡ診断」を22回実施した。また、遺伝カウンセリング室では、遺伝相談
を行っており、本年度のカウンセリング実施件数は、30件に上った。
・臓器移植については、現在までに脳死臓器移植に対応するためのマニュアル
の改訂及び生体肝移植を実施するための院内体制の整備・マニュアルの改訂を
完了しており、角膜移植を推進するための山形県アイバンク事業の支援も積極
的に行った。また、眼科において、高度先進医療の「難治性眼疾患に対する羊
膜移植術」を２回実施した。
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（平成21年度の実施状況）【1-2】
・実現可能な遺伝子診療及び臓器移植医 Ⅲ ・遺伝子治療は、第三内科において 「神経変性疾患のＤＮＡ診断」を３回実、
療を計画的に推進する。 施した。

・臓器移植については、現在までに脳死臓器移植に対応するためのマニュアル
の改訂及び生体肝移植を実施するための院内体制の整備・マニュアルの改訂を
完了しており、角膜移植を推進するための山形県アイバンク事業の支援も積極

。 、 「 」的に行っている 具体的には 眼科において 難治性眼疾患に対する羊膜移植
を実施した。

（平成20年度の実施状況概略）【1-3】
健全な病院経営確保の観点か Ⅲ ・附属病院の理念に基づき、信頼のある患者中心の医療の提供を推進した。本

らの組織改革を進め、病院経営 年度は、病院再整備事業により、病床数が落ち込んでいるにもかかわらず、附
専門職員（医療事務を含む）を 属病院収入は昨年度比２％増、診療報酬請求額2.3％増及び医療費率0.5％減と
養成する。 なり、良好な経営状態を維持した。

・事務体制については、引き続き、事務職員が「経営企画部 「医療安全管」、
理部 「患者サービス向上委員会」の構成員となり、組織の充実を図った。」、
医療安全管理部では、引き続き、カルテ検証チームにより、定期的にカルテチ
ェックを実施した。また、事務職員を国立大学病院事務専門研修会、国立大学
附属病院若手研究会及び学外で行われたＤＰＣセミナー等へ参加させ、病院経
営に必要な実務研修の充実を図った。

（平成21年度の実施状況）【1-3】
、 、・経営改善ヒアリングと検証を継続しな Ⅲ ・定期的に経営改善ヒアリングを行うとともに データ分析による検証を行い

がら、各部門と協力して業務の合理化を 各部門から収入増に関する意見を吸い上げて業務の合理化に努めた。
推進する。 ・引き続き、学内外での研修会や勉強会に積極的に参加させるなど病院経営に
・病院経営に必要な専門研修の充実を図 必要な専門研修の充実を図るとともに、近隣の総合病院との人事交流を行い、
る。 病院経営専門職員の養成に努めた。
・病歴（カルテ）検証チームによるカル ・医療安全管理部によるカルテ検証チームにより、定期的にカルテチェックを
テの定期的チェックを行うシステムを継 実施し、カルテ記載における患者説明内容の向上及びインフォームドコンセン
続する。 ト記載の向上を図った。

（平成20年度の実施状況概略）【1-4】
四半期ごとに短期的経営目標 Ⅲ ・年度当初に全体会議を行い、病院運営会議の意向を全診療科及び全診療部門

の設定を行う。また、３年ごと に伝え、年度中間に各部門の個別状況を見極めたうえ、全部門ヒアリングを行
。 、 、に診療科の病床数を見直し、そ った また 経営改善目標として掲げた手術件数増・平均在院日数減について

の適正化を図るシステムを構築 それぞれ3,841件（+36件 ・19.3日（-1.6日）となり、目標を達成した。その）
する。 結果、昨年度比2.3％増の診療報酬請求額を実現した。

（平成21年度の実施状況）【1-4】
・稼働率、在院日数、査定率、手術件数 Ⅲ ・在院日数、手術件数については、それぞれ18.17日（-1.13日 、4,162件（+）
等の各事項における目標値を設定し、院 321件）となり、経営改善目標を達成した。また、病床稼働率については、各
内全体で目標達成を図る。 診療科とのヒアリングを行い、昨年度と比べ3.2％増加し、84.1％となった。
・保険外診療の充実を図る。 ・近年の検診ニーズの変化に対応すべく、各コースの検診内容を見直し、乳が
・定期的（臨時を含む）に各科等のヒア ん検診の精度向上、採血アラカルトコースの充実、各種オプション検査の追加
リング、経営分析を行い短期的経営目標 等により、検診機能の一層の充実を図った。本年度の受診者は344人で、昨年
の設定及び評価等を行う。 度に比べ27人（8.5％）増加した。

・定期的に各部門の経営改善ヒアリングを実施し、経営状況の検証や経営目標
の設定とその達成の評価を行った。

（平成20年度の実施状況概略）4)産学官民連携を推進すること
により、受託研究費や奨学寄附 Ⅳ ・研究プロジェクト戦略室、地域共同研究センター及び各部局が連携し、研究
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金等の外部資金の獲得に努め 者と産業界等との接点を増やし産学官連携を促進した。平成20年度の外部資金
る。 受入額は、経済の急激な景気悪化の影響もあり産業界からの研究資金は減少し
【1-1】 たものの、公的機関からの資金確保に努め、昨年度とほぼ同額の約12億円を確

公的機関、産業界などからの 保した。その結果、平成15年度比で27％増加した （平成20年度は、平成15年。
多様な研究資金確保に努め、毎 度比25％増を想定）
年５％の増額を目指す。

（平成21年度の実施状況）【1-1】
・研究プロジェクト戦略室及び地域共同 Ⅳ ・引き続き、研究プロジェクト戦略室及び地域共同研究センターと各部局が連
研究センターと各部局が連携して産学官 携して研究者と産業界等との接点を増やし、産学官連携を促進した。また、多
連携を促進し、受託研究・共同研究経費 額の研究資金を獲得した教員を表彰し、更なる獲得に向けた努力を促したり、

、 。及び奨学寄附金等の研究資金の増額を目 各学部の教授会等で外部資金の受入状況を報告し 増額に向け取り組んでいる
指す。 その結果、約14億7,300万円を受け入れ、平成15年度比で56％増加した （平。

成21年度は、平成15年度比30％増を想定）

（平成20年度の実施状況概略）【1-2】
インキュベーション施設を利 Ⅳ ・産学連携横町（産学連携リエゾンオフィス）及び理工学研究科ものづくり技

用し、研究成果の実用化・製品 術経営学専攻がインキュベーション施設を利用し、地域の特産品を利用した研
化について年１件以上を目指 究開発をすすめ 「ウコギのサプリメント 「ダリア焼酎」などの製品化を行、 」、
す。 った。

（平成21年度の実施状況）【1-2】
・地域共同研究センター及びベンチャー Ⅳ ・地域共同研究センター及びベンチャー・ビジネス・ラボラトリー（ＶＢＬ）
・ビジネス・ラボラトリーを中心として を中心として構成する「産学連携横町（リエゾンオフィス 」が、インキュベ）
構成する「産学連携横町（産学連携リエ ーション施設を利用した研究成果の実用化・製品化に向けての開発研究を支援
ゾンオフィス 」が、インキュベーショ し、ｐＨメーター、有機ＥＬ置き時計、枝豆焼酎などを製品化した。）
ン施設を利用した研究成果の実用化・製
品化に向けての開発研究を支援し、年１
件以上の実用化・製品化を目指す。

（平成20年度の実施状況概略）【1-3】
民間企業との共同研究や受託 Ⅳ ・研究プロジェクト戦略室、産学連携横町（地域共同研究センター、ベンチャ

研究を推進し、件数について毎 ー・ビジネス・ラボラトリー 、東京サテライト及び各部局が連携し、共同研）
年５％以上の増加を目指す。 究、受託研究等の外部資金獲得に努めた。その結果、本年度の受入件数は、経

済の急激な景気悪化の影響もあり産業界からの受入は減少したものの、公的機
関からの受入に努め、269件（受託研究139件、共同研究130件）となり、平成
15年度比で39.4％増加した （本年度は、平成15年度比25％増を想定）。

（平成21年度の実施状況）【1-3】
・ 産学連携横町（産学連携リエゾンオ Ⅳ ・地域共同研究センター及びベンチャー・ビジネス・ラボラトリー（ＶＢＬ）「
フィス 」と各部局が連携し、外部資金 を中心として構成する「産学連携横町（リエゾンオフィス 」と各部局が連携） ）
に関する情報収集や企業等との情報交換 し、外部資金に関する情報収集や企業等との情報交換により産学官連携を強化
により産学官連携を強化し、共同研究及 し、共同研究及び受託研究の件数の増加に努めた。また、地域共同研究センタ
び受託研究の件数の増加に努める。 ーでは、専任教員、産学連携コーディネーター等が、技術シーズを持つ教員と

ともにシンポジウム、セミナー、交流会に参加し、産学官の連携が可能な企業
の開拓に努め、マッチングや共同研究の立ち上げ等を行った。その結果、本年
度は289件（受託研究151件、共同研究138件）となり、平成15年度比で49.7％
増加した （本年度は、平成15年度比30％増を想定）。

（平成20年度の実施状況概略）【1-4】
コーディネーターを配置した Ⅳ ・地域共同研究センター及びベンチャー・ビジネス・ラボラトリーを中心とし

「産学連携リエゾンオフィス」 て構成する「産学連携横町（産学連携リエゾンオフィス 」が、東京サテライ）
の設置とそれを活用した産学連 ト及び地域共同研究センター各サテライト等を活用した産学連携・研究交流会
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携のプログラムについて検討す 等を開催した。
る。 ・本学の知的シーズと中小企業のニーズとのマッチングを図るための金融機関

職員を対象とした「産学金連携コーディネーター」制度、文部科学省「産学官
連携戦略展開事業」に基づく産学官連携コーディネーター（ 地域の地の拠点「
再生」担当）の配置及び産学連携の拠点形成事業促進のために新たに「産学連
携教授」を採用するなど、産学官連携を推進した。

（平成21年度の実施状況）【1-4】
・ 産学連携横町（産学連携リエゾンオ Ⅳ ・引き続き、地域共同研究センター及びベンチャー・ビジネス・ラボラトリー「
フィス 」が中心となり、東京サテライ （ＶＢＬ）を中心として構成する「産学連携横町（リエゾンオフィス 」が、） ）
ト及び地域共同研究センター各サテライ 東京サテライト及び地域共同研究センター各サテライト等を活用して、最上夜
ト等を活用した産学連携・研究交流会等 学をはじめとして県内、福島、東京都内各サテライトで、研究交流会やセミナ
を開催し、産学官連携を推進する。 ー等を20件以上開催した。

（平成20年度の実施状況概略）【1-5】
治験管理センターの機能的管 Ⅲ ・治験受託研究の確保のため、治験の契約及び申請書式の統一化、治験手続の

理運営による新薬開発と臨床研 迅速化及び治験担当医師へのインセンティブ向上を図った。その結果、本年度
究の活性化を推進する。 の治験実施状況は、受入件数28件であり、実施率は77.3％（昨年度71.9％）に

向上した。なお、日本臨床薬理学会認定ＣＲＣは３人（昨年から１人増）とな
り、今後も研修会及び学会参加を推進し、更に資格者の増加を目指すこととし
た。
・治験に関する教育・広報活動としては、新規研修医オリエンテーションや一
般市民公開講座を開催し、広く啓蒙活動を行った。

（平成21年度の実施状況）【1-5】
・治験受託研究件数の確保と実施率の向 Ⅲ ・治験責任医師による定期的な治験進捗状況の報告や、治験手続きの迅速化、
上を図る。 治験担当医師へのインセンティブ向上を図るとともに、医薬品等受託研究審査
・市民公開講座、セミナー等の開催によ 委員長から病院運営委員会への治験受入件数・実施率向上に向けたアナウンス
り治験に関する教育・広報活動を強化す （毎月）を行った。その結果、平成21年度の治験実施状況は、受入件数25件、
る。 受入症例数120件、実施数85件であり、実施率は70.8％であった。

。 、・新規研修医オリエンテーションで治験についての教育・広報を行った また
８月に「知ろう、治そう、Ｃ型肝炎」と題した市民講座を鶴岡市を会場に開催
し、市民への啓蒙活動を行った。
・現在、日本臨床薬理学会認定ＣＲＣ取得者は３人であり、うち１人は更に認
定更新（認定期間５年間）を得た。今後も、研修会や学会参加を推進し、更に
資格者の増加を目指すこととしている。

ウェイト小計
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(2) 財務内容の改善

② 経費の抑制に関する目標

本学の自律性を高めるため、一定の自己収入の確保とその増加を図るとともに、予算の効率的な執行に努め、適切な財務内容の実現を図る。中
なお、適切な財務内容の実現のために、各事業年度ごと、計画的な収支計画を作成し、効率的な運営に努める。期

目
１．教育や研究、診療等の充実に留意しながら、業務運営の改善及び効率化を図り、経費の節減に努める。標

ｳｪｲﾄ進捗
中期計画 平成21年度計画 判断理由（計画の実施状況等）状況

中 年中 年

期 度期 度

（平成20年度の実施状況概略）２ 経費の抑制に関する目標を
Ⅳ ・効率化減に対応した年次計画に基づき、教員４人、事務職員４人、専門職員達成するための措置

1)「行政改革の重要方針 （平 ２人の合計10人の削減を実施した。その結果、基準額（平成17年度人件費予算」
成17年12月24日閣議決定）に示 相当額）に対し、９％の人件費を削減した。
された総人件費改革の実行計画

（平成21年度の実施状況）を踏まえ、平成21年度までにお 【1-1】
おむね４％の人件費の削減に努 ・効率化減に対応した検討結果を踏ま Ⅳ ・効率化減に対応した人件費の削減に対応するため、年次計画に基づき、教員
める。 え、年次計画に基づき１％以上の人件費 ４人、事務職員５人、専門職員１人の合計10人の削減を実施した。その結果、
【1-1】 削減を引き続き実施する。 基準額（平成17年度人件費予算相当額）に対し7.7％の人件費を削減した。

人件費の所要額を見直し、中
期的な人件費の削減計画を策定
する。

（平成20年度の実施状況概略）【1-2】
給与制度を見直し、給与水準 Ⅳ ・引き続き、給与構造改革を踏まえた給与制度の整備を行い、給与水準の適切

の適切性を保持するとともに、 性を保持するとともに、人件費削減を行った。一方で、産科医の勤務意欲を高
人件費の削減を図る。 めるために、新たな手当を新設するなど給与制度の見直しを行った。

（平成21年度の実施状況）【1-2】
・給与構造改革を踏まえ、給与水準の適 Ⅳ ・国家公務員の給与制度を参考に、社会情勢に適合した給与水準となるよう、
切性を保持しながら、引き続き給与制度 基本給月額や期末・勤勉手当の支給率を引き下げるなど、引き続き給与制度の
の見直しを行い、法人業務の実績をも考 見直しを行い、給与水準の適切性を保持しながら人件費の削減を推進した。
慮し人件費削減に努める。

（平成20年度の実施状況概略）【1-3】
役員報酬の基本給月額を見直 Ⅳ ・役員報酬は、引き続き、基本給月額の７％以上引き下げを維持した。

し、人件費の削減を図る。
（平成21年度の実施状況）【1-3】

・役員の報酬は、引き続き社会一般の情 Ⅳ ・役員報酬は、引き続き７％以上引き下げた基本給月額を維持し、適切な給与
勢に適合するよう努める。 水準を保持しながら人件費の削減に努めた。

（平成20年度の実施状況概略）2)業務運営の改善及び効率化を
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（ ）、 、図ることにより、経費の抑制に Ⅲ ・教育研究評議会の構成の見直し 26人から20人 全学各種委員会の見直し
努める。 学内諸規則及び決裁権限の見直しによる迅速かつ効率的な運営体制の整備を進
【1-1】 めた。また、平成21年度予算について、キャンパスごとの戦略的な運営を可能

大学運営全般に係る業務処理 にするために、これまでの部局単位の予算配分からキャンパス単位で予算を配
の見直しを行い、迅速かつ効率 分することとした。
的な運営体制の整備を図る。 ・分散キャンパスという立地条件の下で、学内の各種委員会等を効率的に行う

ために、引き続き、ＴＶ会議やＷｅｂ会議（学内ネットワークを利用した会議
） 、 、 。システム の活用を推進し 本年度は 新たに２つのＷｅｂ会議室を設置した

・事務組織を再編し、事務局を法人業務及び全体業務に特化することにより、
事務局のスリム化（６部体制から４部体制）を図った。また、教養教育の実施
及び人文学部・地域教育文化学部・理学部が所在する小白川キャンパスにおい
ては、新たに共通事務の一元化のために「小白川事務部」を設置した。

（平成21年度の実施状況）【1-1】
・引き続き、業務の合理化や効率的な運 Ⅲ ・統合文書管理システムの活用により、文書管理事務の合理化を推進するとと
営体制の整備を進める。 もに、電子メールの活用や日常的に使用する業務データの共有化、ホームペー

ジを利用した教室・会議室・公用車等の利用状況の確認や予約管理システムに
より、事務処理の簡素化・迅速化を図った。
・会計業務の効率化・迅速化を図るため、新財務会計システムを導入し、平成
22年度から稼働することとした。

（平成20年度の実施状況概略）【1-2】
各業務の見直しを行うととも Ⅲ ・電子複写機に係る契約について、平成21年度から、これまでのメーカーごと

に、業務のアウトソーシングを の賃貸借・保守契約を廃止し、全学分を一括した複数年契約による電子複写サ
推進し、事務の効率化、迅速化 ービス請負契約に変更することとした。また、附属病院における医療材料の管
及び合理化を図る。 理業務（ＳＰＤ）の委託について、平成19年度に約700品目を追加したところ

であるが、本年度はさらに約850品目を追加し、診療経費の削減及び業務の効
率化を図った。
・事務組織を再編し、事務局のスリム化（６部体制から４部体制）を図ったこ
とにより、各キャンパスに配置する事務職員の人数を増やし、各キャンパスの
運営体制の強化を図った。

（平成21年度の実施状況）【1-2】
・引き続き、各業務の見直しを行い、事 Ⅲ ・会計業務の効率化・迅速化を図るため、新財務会計システムを導入し、平成
務の効率化、迅速化及び合理化を行う。 22年度から稼働することとした。

・附属病院における医療材料の管理業務（ＳＰＤ）の委託について、489の医
療材料の品目を追加し、業務の効率化を図った。また、引き続き警備業務、清
掃業務等を外部委託するなど、事務の効率化・合理化を図った。

（平成20年度の実施状況概略）【1-3】
施設設備のエネルギー経費の Ⅳ ・引き続き、エコキャンパス整備支援事業（従来からの省エネ改修工事のほか

抑制をトップマネジメントの一 に、緑地等の環境整備事業に対しても補助金を交付する大学独自の制度）によ
環として位置付け、エネルギー って、既存建物への照明用自動センサーなどの省エネ機器の設置やエネルギー
管理体制を構築し、省エネルギ 使用量計測装置の設置などを実施した。また、環境に配慮した事業の遂行のた
ーに対する有効かつ継続的な改 め、実行すべき措置について定める行動計画として 「山形大学環境アクショ、
善の推進を図る。 ンプラン」を策定した。さらに、環境物品等の調達及び温室効果ガス等の排出

の削減に配慮した契約を推進するために「山形大学環境配慮契約推進会議」を
設置した。
・本学が国立大学で初めて導入したＥＳＣＯ事業の本格運用を開始したことに
より、導入前に比較し、約8,600万円相当の光熱水費及び約5,700t（一般家庭
約1,000世帯分）の二酸化炭素排出量の削減効果があった。
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（平成21年度の実施状況）【1-3】
・エコキャンパス整備支援事業等によ Ⅳ ・部局予算による省エネ事業等に対し全学予算から補助金を交付するエコキャ
り、省エネルギーを推進するとともに、 ンパス整備支援事業によって、既存建物への電気室電力計測装置や網戸の設置
「エネルギーの使用の合理化に関する法 等を実施し、エネルギー管理を推進した。
律」の改正に対応したエネルギー管理を ・引き続き、全国国立大学法人で初となるＥＳＣＯ事業（省エネルギーサービ
推進する。 ス事業）に取り組み、全国の大学環境系サークルが加盟する「全国青年環境連
・ＥＳＣＯ事業の適切な運用により、省 盟（エコ・リーグ 」において環境に配慮した大学運営が評価され、全国第３）
エネルギーの推進と環境負荷の低減を図 位となった。
る。 ・各学部において、引き続き、ＧＨＰエアコンを集中制御するなどにより、ガ

ス使用量の低減を図っている。

（平成20年度の実施状況概略）【1-4】
、 、事務量の軽減化や会議に係る Ⅲ ・情報公開システムの更新を行い 文書管理システムと連携させることにより

、 。経費の削減を図るため、学内事 文書登録から情報公開まで一体化した運用を進め 文書管理の合理化を図った
務分掌の見直し、会計事務手続 ・平成18年度に導入した、学内ネットワークを活用した全学情報の共有化を図
きの簡素化、情報ネットワーク るための「ファクトブック」システムを更新し、更なる情報の共有化を促進し
化、文書の電子化等を行う。 た。

・事務組織を再編し、事務局を法人業務及び全体業務に特化することにより、
事務局のスリム化（６部体制から４部体制）を図った。また、教養教育の実施
及び人文学部・地域教育文化学部・理学部が所在する小白川キャンパスにおい
ては、新たに共通事務の一元化のために「小白川事務部」を設置した。

（平成21年度の実施状況）【1-4】
・引き続き、業務の合理化や電子化を推 Ⅲ ・引き続き、電子メールの活用や日常的に使用する業務データの共有化、ホー
進して経費の抑制に努める。 ムページを利用した教室・会議室・公用車等の利用状況の確認や予約管理シス

テムにより、事務処理の簡素化・迅速化を図り、経費の抑制に努めた。
・各学部において、委員会の統廃合を行うとともに、委員会を隔月開催するな
ど、事務量の軽減や経費の削減を図った。

（平成20年度の実施状況概略）【1-5】
各地区におけるエネルギー使 Ⅳ ・省エネルギーに関する全学的情報の学内ホームページに加え、工学部では独

用状況を一元的に把握・管理 自のサイトを作成し各エネルギー使用量の現状と推移や分析などの情報提供や
し エネルギー使用の比較評価 意識啓発を推進した。また、エネルギー使用状況の実状や環境負荷の詳細を記、 、
情報公開を行うことにより、使 載した｢環境報告書｣を継続して公開し、環境負荷の低減とともにコスト節減に
用者のコスト縮減に関する意識 対する関心を高めた。さらに、財団法人省エネルギーセンターによる省エネル
啓発を促し、効果的なエネルギ ギー診断の結果に基づき、教職員に対する説明会を実施した。
ー経費の節減を図る。 ・本学が国立大学で初めて導入したＥＳＣＯ事業の本格運用を開始したことに

より、導入前に比較し、約8,600万円相当の光熱水費及び約5,700t（一般家庭
約1,000世帯分）の二酸化炭素排出量の削減効果があった。

（平成21年度の実施状況）【1-5】
・施設使用者に対するエネルギー使用の Ⅳ ・引き続き、省エネルギーに関する全学的情報を学内ホームページに掲載し、
情報提供を充実し、省エネルギーへの意 意識啓発を推進した。
識啓発を促すことにより、エネルギー経 ・エネルギー使用状況の実状や環境負荷の詳細を記載した「環境報告書」を継
費の節減を推進する。 続して公開し、環境負荷の低減とともにコスト削減に関する関心を高めた。
・ＥＳＣＯ事業の適切な運用により、省 ・引き続き、全国国立大学法人で初となるＥＳＣＯ事業（省エネルギーサービ
エネルギーの推進と環境負荷の低減を図 ス事業）に取り組み、全国の大学環境系サークルが加盟する「全国青年環境連
る。 盟（エコ・リーグ 」において環境に配慮した大学運営が評価され、全国第３）

位となった。
・各学部において、引き続き、ＧＨＰエアコンを集中制御するなどにより、ガ
ス使用量の抑制を図っている。
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（平成20年度の実施状況概略）【1-6】
、「 」 、事務の合理化及び情報化の推 Ⅲ ・文書管理機能の合理化 ファクトブック システムを活用した情報共有化

進、効率的な施設運営によりコ 施設管理システムを活用した効率的施設運営、事務組織再編による事務合理化
ストの低廉化を図る。 などにより、行政コストの低廉化に努めた。

（平成21年度の実施状況）【1-6】
・引き続き、事務の合理化や電子化を促 Ⅲ ・引き続き、電子メールの活用や日常的に使用する業務データの共有化、ホー
進して行政コストの低廉化に努める。 ムページを利用した教室・会議室・公用車等の利用状況の確認や予約管理シス

、 、 。テムにより 事務処理の簡素化・迅速化を図り 行政コストの低廉化に努めた

（平成20年度の実施状況概略）【1-7】
図書・雑誌の重複購入を抑制 Ⅲ ・図書･雑誌の自･他館における所蔵状況を確認し重複購入の抑制に努め、発注

するように努める。 図書の約８％の重複購入を抑止した。
・図書館デリバリー･サービスの活用により、キャンパス間の図書の相互利用
を促進した （貸出255冊、借受253冊、返却のみ108冊）。

（平成21年度の実施状況）【1-7】
・図書・雑誌の購入及び配置の効率化を Ⅲ ・本学における図書･雑誌の所蔵状況を確認し、引き続き重複購入の抑制に努
図り、全学的な図書・雑誌の重複購入を めた。また、重複図書の整理を行い、効率的な配架を進めた。
抑制するように努める。 ・図書館デリバリー･サービスの活用により、キャンパス間の図書の有効利用
・キャンパス間の相互利用サービスによ を促進し、利用件数は昨年度比較で、貸出・借受とも25％、返却のみは78％増
り、学内所蔵資料の有効利用を図る。 加した。

（平成20年度の実施状況概略）【1-8】
、 、電子ジャーナル購入に当たっ Ⅲ ・国立大学図書館協会等の電子ジャーナルコンソーシアムに参加し 引き続き

ては、他大学とのコンソーシア 全タイトルを一般購入価格よりも低い価格での利用を図った。
ムを形成して安価な導入を図

（平成21年度の実施状況）る。 【1-8】
・引き続き、国立大学図書館協会等の電 Ⅲ ・国立大学図書館協会等の電子ジャーナルコンソーシアムに参加し、引き続き
子ジャーナルコンソーシアムに参加する 安価な導入を図った。
ことにより、電子ジャーナルの費用対効 ・国立大学図書館協会、文部科学省、国立大学協会等と協力し、電子ジャーナ
果の高い導入に努める。 ルの効率的な整備に関するプランを作成し、国立大学協会を通して、科学技術

・学術審議会の学術情報基盤作業部会等に提案した。また、韓国のKESLIコン
ソーシアム、忠南大学及び延世大学を訪問し、他国のコンソーシアム等の状況
を調査した。

（平成20年度の実施状況概略）【1-9】
共通的物品の一括購入、廃品 Ⅲ ・東北大学、宮城教育大学との重油の共同購入、全学共通の消耗品の単価契約

の分別収集の推進により経費の 又は一括購入を継続するとともに、不用物品の有効活用やファィル等の再利用
軽減を図る。 により、経費削減を図った。

（平成21年度の実施状況）【1-9】
・引き続き、物品の一括購入等により経 Ⅲ ・東北大学、宮城教育大学との重油の共同購入、全学におけるコピー用紙、ト
費の軽減を図る。 イレットペーパーの単価契約、複写機利用サービスの複数年契約及び封筒印刷

物などの一括購入を実施するとともに、不用物品の有効活用やファイル等の再
利用により、経費削減を図った。
・引き続き分別回収及び細分化を進め、リサイクルを徹底した。

ウェイト小計
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(2) 財務内容の改善

③ 資産の運用管理の改善に関する目標

本学の自律性を高めるため、一定の自己収入の確保とその増加を図るとともに、予算の効率的な執行に努め、適切な財務内容の実現を図る。中
なお、適切な財務内容の実現のために、各事業年度ごと、計画的な収支計画を作成し、効率的な運営に努める。期

目
１．資産の効率的・効果的運用管理を図り、教育や研究、診療等のために、充実したキャンパス環境の整備に努める。標

ｳｪｲﾄ進捗
中期計画 平成21年度計画 判断理由（計画の実施状況等）状況

中 年中 年

期 度期 度

（平成20年度の実施状況概略）３ 資産の運用管理の改善に関
Ⅲ ・平成16年度に策定した主要４キャンパス整備計画を踏まえ、学生の意見を取する目標を達成するための措置

1)施設等の有効活用及び適切な り入れたキャンパス整備を行った。小白川キャンパスでは、駐輪場の整備やキ
維持管理等を行うことにより、 ャンパス景観に配慮した緑地整備、農学部キャンパスでは、学生も参加したキ
資産の効率的・効果的運用管理 ャンパス緑化整備など、キャンパス環境の向上を推進した。
を図る。

（平成21年度の実施状況）【1-1】 【1-1】
施設設備の整備や管理・運営 ・主要４キャンパス整備計画を踏まえ、 Ⅲ ・昨年度に実施した現況調査を踏まえ、キャンパスプランの課題整理を行い、

。 、 、に係る方策を全学的・総合的に 学生のキャンパスライフに配慮した学生 立案から策定に至る全学的な整備計画を検討した また 鶴岡地区については
検討し、キャンパスごとの基本 の視点からのキャンパス整備を計画す キャンパス整備計画に基づく環境整備に着手した。
方針等を整理した整備計画を策 る。 ・小白川キャンパス及び工学部キャンパスにサークル棟を新設した。
定する。

（平成20年度の実施状況概略）【1-2】
ホームページを活用した施設 Ⅲ ・施設使用に関する学内ホームページについて、停電・断水情報や施設の点検

管理を行い、施設等の利用状況 情報などを掲示し、安全安心の施設利用のための情報提供を充実させた。
を的確に把握し、効率的に運用 ・施設管理システムを活用し 小白川キャンパスにおける施設使用実態調査 居、 （
する。 室の使用用途・講義室等の稼働率等）を実施し、その結果に基づき施設の効率

的運用を図ることとした。

（平成21年度の実施状況）【1-2】
・学内ホームページの施設管理関連情報 Ⅲ ・施設使用に関する学内ホームページの内容について、停電・断水情報や施設

、 。や施設管理システムにより、引き続き施 の点検情報などを掲示し 安全安心の施設利用のための情報提供を充実させた
設の効率的な運用を図る。 ・引き続き、ホームページを利用した教室・会議室・公用車等の利用状況の確

認や予約管理システムにより、事務処理の簡素化・迅速化を図った。

（平成20年度の実施状況概略）【1-3】
点検・評価に基づく全学的か Ⅲ ・引き続き、各部局との情報交換を踏まえた施設の総合的な調査・点検を実施

つ経営的視点に立った計画的・ し、その結果に基づき「施設マネジメント年度計画」を策定した。
効率的な機能保全、維持管理及

（平成21年度の実施状況）び予防的な施設の保守・点検等 【1-3】
を実施する。 ・定期的な施設の点検を引き続き行い、 Ⅲ ・施設の総合的な調査・点検及び各部局との施設整備・維持管理に関する情報
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それを踏まえた保全維持管理計画を効率 交換を実施した。それらの結果に基づいた検討を行い、施設保全に関する「施
的に実施する。 設マネジメント年度計画」を策定し維持保全を実施した。

（平成20年度の実施状況概略）【1-4】
ペイオフ対策の充実を図り、 Ⅲ ・月別収支予定額の把握に努め、資金運用計画を作成することにより資金の安

安全確実な利回りの下での外部 定的な運用・管理を行った。また、金利入札による資金運用に加え、短期間で
研究資金等の安定的運用管理を の資金運用も行った。その結果、本年度の資金運用益は、約3,200万円となっ
図る。 た。

（平成21年度の実施状況）【1-4】
・引き続き、余裕資金の適切な把握に努 Ⅲ ・適時、適切な収支予定額の把握に努め、資金運用計画を作成することにより
め、安全かつ効果的な資金運用を図る。 資金の安定的な運用・管理を行った。また、金利入札による資金運用に際して

は新たに日繰表を作成した結果、資金運用に係る延べ預け入れ日数は1,480日
を超えて昨年度より倍増し、運用総額は458億円となった。

ウェイト小計
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財務内容の改善に関する特記事項等（２）

戦略的予算配分１．特記事項
【平成16～20事業年度】

○法人化のメリットを活用し 大学運営の活性化などを目指した 財政 組織 平成18年度から、以下の予算編成方針のとおり、戦略的・効果的に予算配、 、 、 、
人事等の面での特色ある取組 分を行った。

①人件費と物件費の積算額を総枠として配分し、各セグメントにおいて、
合規性、合理性を踏まえた弾力的な執行を可能とした。授業料収入等確保の取組

【人件費】【平成16～20事業年度】
・効率化対応方針による定員削減計画［入学者の確保］

・平成18年度に「エンロールメント・マネジメント室」を設置し、入学者確保 ・人事院勧告を踏まえた給与月額の引き下げ
のために入学者の調査・分析を開始した。 ・非常勤給与の見直し
・平成18年度に学長に答申した「入試緊急対策」に基づき、オープンキャンパ 【物件費】
ス、入試直前相談会、入試アドバイザー（事務職員）等による高校訪問など積 経費の目的や性格を勘案した区分整理を行った。特に、｢裁量的なもの｣
極的な入試広報に努めた。 で｢継続性の高いもの｣以外に区分されたもののうち｢年度限りの事業｣及び
・平成19年度の一般選抜試験会場を名古屋に設置した （工学部） ｢金額の変動が見込まれる事業｣については、スクラップ＆ビルドができる。
・平成20年度入学試験から産学官連携による人材育成制度として 「山形県内 ように｢見直し事業・新規事業等対応経費｣の区分の予算事項を新たに設け、
高校生を対象とした地域特別枠ＡＯ入試」を実施した （工学部） た。このことにより、毎事業年度予算の配分見直しを可能とし、それらの。

縮減額を財源とした新規・拡充事業への対応を可能とした。［学生支援の充実］
・授業料の月払い制度を導入した。 ②各部局の収入・支出予算項目の関連付けを強め、以下のインセンティブ
・本学独自の様々な奨学金制度を導入し、学生の経済的支援を充実させた。 を付与する仕組みを取り入れた。

山形大学山澤進奨学金「山形俊才育成プロジェクト」 ・実定員・退学者防止状況を勘案したインセンティブ付与
山形大学学生支援基金奨学金 ・収入予算の増減を支出予算に反映させる仕組み
金融機関との連携による奨学ローン

また、本学受験者の志願倍率の低下を緊急の課題と捉え、｢入試緊急対策経
費｣を措置するとともに、組織評価に基づくインセンティブ経費を毎年増額す【平成21事業年度】
るなど、大学運営上の課題について戦略的に資源配分を行った。［外部資金の確保］

、 、・研究プロジェクト戦略室と研究支援ユニットが中心となり 各部局と連携し
【平成21事業年度】科学研究費補助金や大型の各種研究助成金等への応募・申請書類作成について

適切な助言を行った。その結果、大型の研究助成金であるＪＳＴ地域卓越研究 平成20年10月に策定した「山形大学の将来構想 、第１期中期目標・中期」
「 」 、者戦略的結集プログラムや若手研究者の自立的研究環境整備促進事業、女性研 計画及び学長行動指針 結城プラン の実現及び喫緊の課題に対応するため

究者支援モデル育成事業に採択された。 学長のリーダーシップの下、戦略的な平成21年度予算を編成した。
・科学研究費補助金等の獲得のために、次のような取組みを行った。 具体的には、本学の経営戦略の中で特に重要な「教養教育の再構築 「山」

①国が実施している大型の競争的資金に応募したが不採択になった研究課題 形大学先進的研究拠点の整備 「留学生受入の拡大を含めた国際交流事業の」
に対して、次年度以降の採択に向け、研究費を補助する「大型の競争的外部 充実 「地域貢献の推進」の４つの事項について、重点事項対応経費として」
資金獲得のための支援制度」を実施した。 総額２億7,500万円を配分した。
②科学研究費補助金に応募したが不採択となった研究課題に対して、次年度 その他、医師不足対策等社会的ニーズが高く本学に要請されている課題に
以降の採択に向け計画書の「書き方」を中心にアドバイスする「科学研究費 対応するための社会的課題等対応経費や設備マスタープランに基づく教育研
補助金計画書に関するアドバイザー制度」を実施した。 究設備更新のための設備整備費を新たに措置した。
③科学研究費補助金に応募したが不採択となった研究課題に対して、次年度

２．共通事項に係る取組状況以降の採択に向け、その研究経費の一部を支援し研究環境の充実を図ること
(1)財務内容の改善・充実が図られているか。を目的とした「科学研究費補助金に関する若手教員研究助成制度」を実施し
【平成16～20事業年度】た。

①経費節減、自己収入の増加、資金の運用に向けた取組状況
［経費節減の取組］

○国立大学法人の置かれている状況や条件等を踏まえた、大学運営を円滑に進 ・中期計画における平成21年度までの４％の人件費削減、年度計画における
めるための様々な工夫 １％以上の定員削減を伴う人件費削減を実行するために、中期財政計画及び

効率化減に対応した年次計画を策定し、基準額に対し９％の人件費削減を実

山形大学
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施した。 ・ 結城プラン2008」に基づく科学研究費補助金支援制度として 「科学研究「 、
平成18年度 教員４人、事務職員４人、専門職員１人の合計９人 費補助金に関する若手教員研究助成 「科学研究費補助金計画書に関するア」
平成19年度 教員５人、事務職員４人、専門職員１人の合計10人 ドバイザー制度」を実施した。その結果、平成21年度科学研究費補助金の申
平成20年度 教員４人、事務職員４人、専門職員２人の合計10人 請件数は751件となり、前年より２％増加した。

・役員の基本給月額を７％以上引き下げた （現給補償なし） ・産学連携の拠点形成を推進するために、産学連携組織の立ち上げに実績の。
・非常勤講師手当額の縮減目標の設定・非常勤講師手当の単一化を実施した。 ある企業の人材を「産学連携教授」として採用した。
・医学部医事当直業務、小白川キャンパス警備業務のアウトソーシングを実施

［附属病院の取組］した。
○先端医療の提供・ 山形大学エコキャンパス整備支援事業｣によって既存建物への照明用自動「

センサー・電力使用量監視計測装置など省エネ機器の設置及び省エネ診断を実 ・平成17年度に日本の大学医学部で初めて「がんセンター」を設置した。ま
施した。 た、平成18年度に厚生労働省がん診療連携拠点病院の指定を受けた。
・平成17年度に国立大学法人で初めて、ＥＳＣＯ事業を導入した。本事業は、 ・遺伝子診療・臓器移植の積極的推進を図り、以下の先端医療等を行った。
独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（ＮＥＤＯ）の平成18年度 国内２番目となる幹細胞移植
エネルギー使用合理化事業者支援事業に採択されるとともに 平成19年度に 省 県内初となる生体肝移植、 「
エネ・ＣＯ2排出削減量証書」により省エネ効果等の公的な証明を得た。 遺伝子コプロポルフィリン症のＤＮＡ診断、神経変成疾患の遺伝子技術
・ＥＳＣＯ事業の本格運用を開始したことにより、導入前に比較し、約8,600 難治性眼疾患に対する羊膜移植術
万円相当の光熱水費及び約5,700t（一般家庭約 1,000世帯分）の二酸化炭素排 ・平成19年度に高次脳機能障害科及び腫瘍内科の臓器別診療科を創設した。

、 、出量の削減効果があった。 ・附属病院再整備事業に基づき 平成20年７月から新病棟での診療を開始し
・平成18年度から東北大学、宮城教育大学との重油の共同購入を実施した。 救急部の拡充（面積４倍 、手術室の拡充（９室から12室 、先端医療設備の） ）
・事務改善を継続的に推進していくために 「業務改善等推進室」を設置し、 導入（術中ＭＲＩ設置など）により、先進医療を提供する体制の整備を推進、
47項目にのぼる改善事項を策定し、早期対応が可能な事項から実施した。 した。
・電子複写機に係る契約について、平成21年度から、これまでのメーカーごと

○健全な病院経営の賃貸借・保守契約を廃止し、全学分を一括した複数年契約による電子複写サ
ービス請負契約に変更することとした。 ・平成16年度に経営企画部を設置し、医療情報部と共同で病院の財務運営状
・図書・雑誌の重複購入の抑制に努め、発注図書の約８％の重複購入を抑止す 況を把握・分析し、経営ヒアリングを実施した。その際、現状分析情報、財
るとともに、図書館デリバリー・サービス（キャンパス間相互利用サービス） 務上の問題点の発掘、その対処法を必ず用意して診療科・診療部門に提示し

。 、 。の活用により、学内所蔵図書の有効利用を促進した。 た これにより診療単価の上昇 診療報酬請求額の増加などの効果があった
・平成18年度に「物流センター」を設置し、医療材料に関する物流システム
の外注化（ＳＰＤ）を実施し、診療経費の削減及び業務の効率化を図った。［外部資金の確保］

、 、・科学研究費補助金の更なる獲得を目指し、平成20年度から「科学研究費補助 平成19年度には新たに約700品目 平成20年度には新たに約850品目を追加し
金アドバイザー制度 「科学研究費補助金に関する若手教員研究助成制度」を 更なる診療経費の削減及び業務の効率化を図った。」

「 」 。実施した。その結果、教員１人１件相当の申請件数に達した。 ・平成18年度に ＭＥセンター を設置し高度医療機器の管理を一元化した
・研究プロジェクト戦略室、地域共同研究センター及び各部局が連携して、産 ・平成16年度から人間ドックを開始し、増収を図った。
学官連携を促進した結果 平成20年度の外部資金の受入額は 約12億円であり ・平成19年５月から「７：１看護体制」へ移行し、自己収入の増加を図り、、 、 、
法人化前の平成15年度に比較して27％増加した。 休止病床に伴う収入減をカバーした。
・グローバルＣＯＥプログラムとして 「分子疫学の国際教育研究ネットワー ・平成16年度から開始した人間ドックについて、各コースの検診内容を見直、
ク構築」が採択された。 すなど検診機能の一層の充実を図ることにより受診者数が増加した。
・山形県と包括協定を締結しての連携プロジェクト｢『食農の匠』育成プログ ・附属病院再整備事業による病棟整備により、病床数が落ち込んでいるにも
ラム｣が、科学技術振興調整費｢地域再生人材創出拠点の形成｣事業に採択され かかわらず、附属病院の平成20年度収入は、前年度比２％増、診療報酬請求
た。 額2.3％増及び医療費率0.5％減となり、良好な経営状態を維持した。また、
・上記以外にも、代表的なものとして以下の競争的資金を獲得した。 経営改善目標として掲げた手術件数増・平均在院日数減についても、それぞ

文部科学省 21世紀ＣＯＥプログラム、戦略的創造研究推進事業、 れ3,841件（+36件 、19.3日（-1.6日）となり目標を達成した。）
重点地域研究開発推進事業

［資金の安定的な有効活用］経済産業省 産業技術研究助成事業、アジア人財資金構想
地域新生コンソーシアム研究開発事業 ・ 資金運用の取扱い」及び「資金管理マニュアル」を策定し、外部資金等「

厚生労働省 厚生労働科学研究費補助金 の安定的運用・管理を図った。
・ペイオフ対策に係る普通預金の決済用預金への切り替えを行った。
・月別収支予定額の把握に努め、資金運用計画を作成することにより資金の
安定的運用・管理に努め、金利入札による資金運用に加え短期間での資金運

山形大学
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用を行った結果、資金運用益は大幅に増加した。 携をとり、申請書作成に関する学内説明会を開催するなど、支援体制の充実
平成17年度 約 180万円 ・強化を図った。特に、過去に審査員となったことがある教員が申請書の書
平成18年度 約1,560万円 き方等を中心にアドバイスを行った結果、申請件数が前年度に比べ51件増と
平成19年度 約3,560万円 なり、過去最高の申請数となった
平成20年度 約3,200万円

［附属病院の取組］・目的積立金の活用の一環として｢学内設備バンク｣を創設し、部局へ学内設備
購入資金を貸し付ける制度を構築した。 ・附属病院については、在院日数が18.17日（前年度比-1.16日 、手術件数）

が4,162件（前年度比+321件）となり、当初の目標を達成した。
・附属病院では、病床再配分により、９階病棟に消化器内科（第二内科）及②財務情報に基づく財務分析の実施とその分析結果の活用状況

・平成17年度に、経営改革担当理事を中心として、運営費交付金効率化係数や び消化器外科（第一外科）の混合病棟を設置し、連携して診療を行う体制を
総人件費改革などを反映させた第１期中期目標期間中の「中期財政計画」を策 整えた。また、病棟再整備により、消化器病センター、循環器病センター、
定し、決算や補正予算を踏まえ随時改訂を行った。 呼吸器病センター、脳卒中センターといった疾患別センターを設置し、高度
・平成18年度に、財務分析ユニットを設置し、本学の財務内容の改善・充実を 先進医療を実践して収入の確保に努めた。
目指して、財務状況の分析を開始した。

［資金の安定的な有効活用］・財務の安定性や教育研究経費及び管理経費の水準の妥当性を判断するため
に、財務データの経年での比較や本学と同規模の大学間の財務データの比較分 ・適切な収支予定額の把握に努め、資金運用計画を作成することにより、資
析を行った。 金の安定的な運用・管理を行った。また、金利入札による資金運用に際して
・財務指標については、経年比較等、財務項目や非財務面から他大学との比較 新たに日繰表を作成した結果、資金運用に係る延べ預け入れ日数は1,480日と
を行い、本学の特徴的な項目や趨勢について分析を行った。 なり、前年度より倍増した。
・分析結果を執行部において共有し、総人件費改革への対応を踏まえた人件費

②財務情報に基づく財務分析の実施とその分析結果の活用状況の削減や外部資金獲得の励行等に活用した。また、附属病院に係る中期的な収
支計画を示し、再整備に伴う借入返済金の財源確保計画に活用した。 ・財務面から見た運営状況をまとめた「財務レポート2009」と、本学の教育
・平成17年度の決算分から本学の財務状況について、当該年度に実施した事業 や研究等の事業の進捗状況と最新の財務状況をまとめた「山形大学アニュア
内容とあわせてわかり易く解説を加えた｢財務レポート｣を作成し、ホームペー ルレポート2009」を発行し、本学の財務状況を把握している。これらから得

、ジで公表した。 られる財務データを基に経年での比較分析や他大学との比較分析などを行い
・平成20年度からは、さらに本学の教育や研究等の事業の進展状況と最新の財 人件費の削減策の検討や外部資金獲得の励行など、本学の運営に活用してい
務状況をとりまとめた「山形大学アニュアルレポート」を作成し、冊子体及び る。

、 、 、ホームページで公表した。 ・財務内容の改善に資するため 運営資金の執行状況 外部資金の獲得状況
附属病院の財務状況を定期的に作成し、執行部においてその情報を共有して
本学の運営に活用している。【平成21事業年度】

①経費節減、自己収入の増加、資金の運用に向けた取組状況
［経費節減の取組］

(2)人件費等の必要額を見通した財政計画の策定や適切な人員管理計画の策定等・他大学との重油の共同購入、全学におけるコピー用紙、トイレットペーパー
を通じて、人件費削減に向けた取組が行われているか。の単価契約等に加え、平成21年度は電子複写機利用サービスの複数年契約を実

施し、経費削減に努めた。
中期計画において設定された人件費削減目標値の達成に向けた人件費削減の

［外部資金の確保］ 取組状況
【平成16～20事業年度】・ 先端有機エレクトロニクス国際研究拠点形成プロジェクト」が地域卓越研「

究者戦略的結集プログラムに採択され、研究開発の高度化・加速化を図るとと ・中期計画における平成21年度までの４％人件費削減、年度計画における１
もに、製品の実用化を目指した。 ％以上の定員削減を伴う人件費削減を実行するために、中期財政計画及び効
「 、 （ ）・ 社会的知性を備えた卓越した若手研究者育成プログラム」が若手研究者の 率化減に対応した年次計画を策定し 基準額 平成17年度人件費予算相当額

自立的研究環境整備促進事業に採択され、テニュア・トラック教員を採用し、 に対し９％（平成20年度時点）の人件費削減を実施した。
研究チームを強力なリーダーシップで牽引していく先導的思考を持った若手リ 平成18年度 教員４人、事務職員４人、専門職員１人の合計９人
ーダーの育成に取り組んでいる。 平成19年度 教員５人、事務職員４人、専門職員１人の合計10人
・ 山形ワークライフバランス・イノベーションプログラム」が女性研究者支 平成20年度 教員４人、事務職員４人、専門職員２人の合計10人「
援モデル育成事業に採択され、女性研究者が研究と出産・育児等を両立し、研

【平成21事業年度】究活動を継続できる仕組みの構築に取り組んでいる。
・科学研究費補助金の申請に当たっては、研究プロジェクト戦略室専任教員と ・平成21年度までに平成17年度人件費予算相当額に対し４％の人件費を削減
各学部に配置した科学研究費補助金の採択経験があるアドバイザー教員とが連 するために、中期財政計画及び効率化減に対応した年次計画を策定し、今年
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度は、教員４人、事務職員５人、専門職員１人の合計10人の削減を実施した。
その結果、基準額（平成17年度人件費予算相当額）に対し7.7％の人件費を削
減した。

(3)従前の業務実績の評価結果について運営に活用しているか。
【平成16～20事業年度】

①評価結果の法人内での共有や活用のための方策
・評価結果については、ホームページに掲載し、情報の共有化を図った。

また、役員会において評価結果の改善策を検討し、大学運営の改善に活用し
た。

②具体的指摘事項に関する対応状況
人件費を含む長期的財務運営の検討（平成16年度評価結果）・

平成17年度に経営改革担当理事を中心に、運営費交付金効率化係数や総人
件費改革などを反映させた第１期中期目標期間中の「中期財政計画」を策定
し、本予算や補正予算を踏まえ随時改訂を行った。
外部研究資金獲得額の毎年度５％増（平成16年度評価結果）・

平成17年度に、研究プロジェクト戦略室、地域共同研究センターが連携し
て、産学官連携を推進した結果、平成16年度比6.8％の外部資金（受託研究
・共同研究・奨学寄附金）を獲得した。

【平成21事業年度】
①評価結果の法人内での共有や活用のための方策
・評価結果については、ホームページに掲載し、情報の共有化を図った。

②具体的指摘事項に関する対応状況
・該当なし
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(3) 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供

① 評価の充実に関する目標

国から財源措置を受ける国立大学法人として、総合大学にふさわしい教育・研究を展開して目標を達成し、その達成度を公表することによって社会に対して説中
明責任を果たす。期
１）点検と評価目

１．目標・計画策定及び点検・評価システムを構築する。標
２．学識経験者等からなる中立的第三者評価を積極的に受け入れる。

２）公表・説明・発信
１．大学の諸活動及び貢献についての説明責任を具体化するために情報提供を行う。

ｳｪｲﾄ進捗
中期計画 平成21年度計画 判断理由（計画の実施状況等）状況

中 年中 年

期 度期 度

（平成20年度の実施状況概略）１ 評価の充実に関する目標を
Ⅳ ・評価分析室において、第１期中期目標・中期計画及び平成20年度計画の進捗達成するための措置

1)点検と評価 状況の点検・分析を踏まえ、平成21年度計画の策定を行った。
【1-1】 ・中期目標期間に係る評価のため 「平成19事業年度に係る業務の実績及び中、

目標・計画策定及び点検・評 期目標期間に係る業務の実績に関する報告書」及び「中期目標の達成状況報告
価のために、基本構想委員会と 書」のとりまとめを行った。
自己評価委員会を統合して新た

（平成21年度の実施状況）な基本構想委員会に改組し、こ 【1-1】
の下に目標・計画及び大学評価 ・評価分析室において、教育、研究、管 Ⅳ ・評価分析室において、第１期中期目標・中期計画の進捗状況の点検・分析を
の各専門委員会を設置する。各 理・運営、社会貢献等についての目標・ 踏まえ、第２期中期目標・中期計画の策定を行い、文部科学大臣から中期計画
専門委員会は、教育、研究、管 計画を策定し、点検・評価を実施する。 が認可された。それらを踏まえ、平成22年度計画の策定を行い、文部科学大臣
理・運営、社会貢献等について に届出した。
の目標・計画を策定し、点検・ ・平成20年度に係る評価のため 「平成20事業年度に係る業務の実績に関する、
評価を実施する。 報告書」のとりまとめを行った。

・平成20・21年度の評価（確定評価）に向けて 「第１期中期計画及び平成21、
年度計画の進捗状況」の点検を行った。

（平成20年度の実施状況概略）【1-2】
点検・評価の結果は、教育・ Ⅳ ・国立大学法人評価委員会による評価結果を踏まえ、工学部及び農学部では組

研究活動、管理・運営並びに社 織の見直しを行い学科改組に着手した。また、指摘事項については、早急に対
会貢献の質の向上・改善への取 応し、全部局での教員個人評価基準の確定及び統合文書管理システムの機能拡
組みに反映させる。 充を図った。

・組織評価（部局業務実績評価）を継続して実施し、優れた活動を行った部局
にインセンティブ経費を配分することにより、教育研究活動の質の向上及び部
局運営の活性化を推進した。

（平成21年度の実施状況）【1-2】
・国立大学法人評価、組織評価等の結果 Ⅳ ・国立大学法人評価委員会による評価結果を踏まえ、工学部・農学部及び理工
を教育、研究活動、管理・運営、社会連 学研究科で組織の見直しを行い、平成22年度に学科・専攻の改組を実施するこ

山形大学
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携等の質の向上に反映させる。 ととした。
・組織評価（部局業務実績評価）を引き続き実施し、優れた活動を行った部局
にインセンティブ経費を配分することにより、教育研究活動の質の向上及び部
局運営の活性化を推進した。
・平成17年度に策定した教員の個人評価指針及び各部局で定めた評価基準に基
づき、引き続き、各部局で教員の自己評価を実施するとともに、平成18年度か
ら平成20年度までの３年分の業績について、一括して評価を実施した。評価結
果については、各部局において平成21年12月期の勤勉手当を査定する際の資料
や、改善に関する指導・助言の資料等として活用した。

（平成20年度の実施状況概略）【1-3】
目標・計画の策定及び点検・ Ⅲ ・評価分析室において 「平成21年度計画 「平成19事業年度に係る業務の実、 」、

評価を行うために、評価分析室 績及び中期目標期間に係る業務の実績に関する報告書」及び「中期目標の達成
を設置する。 状況報告書」の原案を作成した。

・評価分析室の下に「目標計画専門部」を設置し、第１期中期目標・中期計画
の達成状況及び現状分析を踏まえ、第２期中期目標・中期計画の素案を作成し
た。

（平成21年度の実施状況）【1-3】
（平成20年度に実施済みのため、平成21 （達成済）
年度は年度計画なし）

（平成20年度の実施状況概略）【2-1】
基本構想委員会が行った調査 Ⅲ ・第三者評価の基礎評価として平成18年度から毎年実施している組織評価（部

及び評価の適正さの点検を第三 局業務実績評価）について、自己評価書を作成する教員の負担を考慮し、評価
者評価機関に付託する。 項目やデータの記載を見直すとともに、自己評価書自体の分量を減らした。ま

た、新たに経営協議会による部局長からのヒアリングを導入することにより、
より実質的な評価を実現した。

（平成21年度の実施状況）【2-1】
（平成20年度に実施済みのため、平成21 （達成済）
年度は年度計画なし）

（平成20年度の実施状況概略）【2-2】
各部局はそれぞれ学外の学識 Ⅲ ・工学部では、ＪＡＢＥＥについて、新規１コース・継続４コースの申請を行

経験者等からなる中立的第三者 ったほか、理学部でも認定に向けたプログラムを開始した。
評価の導入を図る。 ・人文学部及び地域教育文化学部では、次回の外部評価の実施に向け、自己点

検・評価等を実施した。
・医学部附属病院では、ＩＳＯ９００１について、引き続き維持審査を受審し
た。病院機能評価については、昨年度にVer.5.0の訪問審査を受審し、本年度
５月に認定された。
・農学部では、引き続き、地域連携推進協議会を開催し、地域の有識者からの
外部評価を実施した。

（平成21年度の実施状況）【2-2】
・各部局は学外の学識経験者等からなる Ⅲ ・人文学部では、学外の有識者に外部評価委員を委嘱し外部評価を実施した。

、 。第三者評価の実施を継続する。 ・理学部では 学外識者５人による視察を実施し改善に資する意見を聴取した
・医学部附属病院では、ＩＳＯ９００１について、３年ごとの再認証審査を受
審し、認証された。
・工学部では、引き続きＪＡＢＥＥ（日本技術者教育認定機構）認定の維持向
上に努めるとともに、運営諮問会議で外部委員から提言された「工学教育の実
質化」について改善に努めた。

山形大学
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・農学部では、地域連携推進協議会を開催し地域の有識者からの外部評価を実
施した。
・地域教育文化学部では、学問的・教育的・経営的識見を有する中立的第三者
による外部評価の在り方について検討を行い、学部に対する第三者評価実施に
向けた準備を行った。

（平成20年度の実施状況概略）2)公表・説明・発信
【1-1】 Ⅲ ・本学の教育・研究等に関する情報について、引き続き、ホームページで迅速

大学の教育・研究、管理運営 に公表した。
及び社会貢献の状況を、ホーム ・学長行動指針「結城プラン」を作成し、学長定例記者会見で発表するととも
ページ、刊行物、地域との懇談 に、ホームページ上で公開した。
会などで公開する。 ・学長は、山形県高等学校60周年記念式典の記念講演をはじめ、県内外で月２

回程度講演を行い、本学の教育研究等に関する成果の発信に努めた。
・インフォメーションセンターにおいて、引き続き、本学研究成果の展示に加
え、学生の卒業制作の展示や学生サークル紹介などを行った。
・大学の教育・研究活動や教職員の知的生産物を一般市民に広く頒布するため
の情報発信手段として「山形大学出版会 （平成19年５月設立）から 「ナス」 、
カ地上絵の新展開」(人文学部教員）を刊行した。
・各部局でも、引き続き、懇談会・協議会等を開催し、大学情報を発信した。

（平成21年度の実施状況）【1-1】
・引き続き、ホームページ、印刷物、地 Ⅲ ・本学の教育・研究等に関する情報について、引き続きホームページ及び広報
域との懇談会などにより本学の教育・研 誌で迅速に公表した。

、 、究等に関する成果や現状を公開する。 ・インフォメーションセンターにおいて 引き続き本学研究成果の展示に加え
学生の卒業制作の展示や学生サークル紹介などを行った。また、地元銀行の県
内各支店において、本学の各学部を代表する研究を紹介する「山形大学パネル
展」を巡回展示した。
・引き続き、大学の教育・研究活動や教職員の知的生産物を一般市民に広く頒

「 」 、「 」布するための情報発信手段として 山形大学出版会 から おしゃべりな畑
（農学部教員 「藤沢周平の山形 （基盤教育院教員）など４冊を刊行した。）、 」
・新聞の全国紙や地元紙への広告掲載など広報媒体の充実を図り、積極的な情
報発信を行った。
・連携協定を締結している「山形県新企業懇話会」との交流懇談会をはじめ、
各部局でも、引き続き懇談会・協議会等を開催し、大学情報を発信した。

（平成20年度の実施状況概略）【1-2】
大学の知的資源を広く社会に Ⅲ ・平成17年度に構築した「山形大学情報データベース」を活用して、引き続き

周知するため、大学の教員総覧 ホームページ上で教員の研究業績の公表を推進した。また、カリキュラム及び
や学部・研究科のカリキュラム シラバスは、引き続き、冊子体、ホームページ等により公表するとともに、大
及びシラバスを公表する。 学院のシラバスの掲載を推進し整備を進めた。

・研究紀要や学位論文については、｢山形大学機関リポジトリ｣に登録し、ホー
ムページで公表した。

（平成21年度の実施状況）【1-2】
・引き続き、教員総覧や大学及び大学院 Ⅲ ・ 山形大学情報データベース」を活用して、引き続きホームページ上で教員「
のカリキュラムとシラバスの改善・充実 の研究業績の公表を推進した。また、カリキュラム及びシラバスについては、
に努め、それらを含む山形大学の知的資 内容の改善・充実に努め、引き続き冊子体、ホームページ等により公表した。
源を公表する。 ・研究紀要や学位論文についても、引き続き｢山形大学機関リポジトリ｣に登録

し、ホームページで公表した。

ウェイト小計
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(3) 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供

② 情報公開等の推進に関する目標

国から財源措置を受ける国立大学法人として、総合大学にふさわしい教育・研究を展開して目標を達成し、その達成度を公表することによって社会に対して説中
明責任を果たす。期
１）情報の公開目

１．国民に支えられる大学として、説明責任を重視した社会に開かれた大学を目指すため、大学運営全般にわたる情報の社会への積極的な提供に努める。標
２）情報公開のためのシステムの構築

１．情報の受信・配信体制の整備を図り、大学と地域社会を結ぶ情報メディア基盤を確立する。
２．各種メディアの活用を図る。

ｳｪｲﾄ進捗
中期計画 平成21年度計画 判断理由（計画の実施状況等）状況

中 年中 年

期 度期 度

（平成20年度の実施状況概略）２ 情報公開等の推進に関する
Ⅲ ・役員会、経営協議会及び教育研究評議会における議事録、財務諸表等をホー目標を達成するための措置

1)情報の公開のための措置 ムページで継続して公開した。また、利害関係者への財務面から見た本学の運
【1-1】 営状況の広報資料として、新たに「アニュアルレポート」を作成し公開した。

組織運営、人事及び財務など ・学内においては、学内ネットワークを活用した「ファクトブック」システム
大学の運営全般にわたる情報を を活用し、全学情報の共有化を推進した。
ホームページ等で公開する。

（平成21年度の実施状況）【1-1】
・引き続き、役員会、経営協議会及び教 Ⅲ ・役員会、経営協議会及び教育研究評議会の議事録、財務諸表等をホームペー
育研究評議会における議事要録を始めと ジで継続して公開した。また、引き続き利害関係者への財務面から見た本学の
する大学の運営に関する情報をホームペ 運営状況の広報資料として 「アニュアルレポート2009」を作成し、冊子体及、
ージ等で公開する。 びホームページにより公開した。

・学内においては、引き続き学内ネットワークを活用した「ファクトブック」
システムを活用し、全学情報の共有化を推進した。

（平成20年度の実施状況概略）【1-2】
本学の中期目標・中期計画・ Ⅲ ・引き続き、中期目標・中期計画・年度計画及び評価結果をホームページで公

年度計画及びその評価結果を公 表した。
表する。

（平成21年度の実施状況）【1-2】
・本学の中期目標・中期計画・年度計画 Ⅲ ・中期目標・中期計画・年度計画及び評価結果をホームページで継続して公表
及びその評価結果を公表する。 した。

（平成20年度の実施状況概略）【1-3】
セクシュアル・ハラスメント Ⅲ ・キャンパス・ハラスメントの防止等に関するガイドラインや相談窓口等につ

やアカデミック・ハラスメント いて、引き続き、ホームページで周知・公表するとともに、教職員には、新規
などの防止を含め、教職員が遵 採用者研修でハラスメント防止の研修を実施したり、講演会を実施するなどの
守すべき行動規範を定め、学内 啓発活動を実施した。学生に対しては、新入生オリエンテーションにおいて、
外に周知・公表する。 全員に緊急時対応カードを配布し周知を行った。また、キャンパス・ハラスメ
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ント防止月間を設定し、ポスター掲示による周知を行った。

（平成21年度の実施状況）【1-3】
・キャンパス・ハラスメントの処理を適 Ⅲ ・キャンパス・ハラスメントの防止等に関するガイドラインや相談窓口等につ
正に行うために策定したガイドラインを いて、引き続きホームページで周知・公表した。
引き続きホームページに掲載し、学内外 ・教職員に対しては、新規採用者研修でハラスメント防止の研修や全学の教職
に周知・公表する。 員を対象とした講演会を実施し、啓発活動を行った。学生に対しては、新入生
・教職員に対しては研修等において意識 オリエンテーションにおいて、リーフレット及び緊急時対応カードを配布し周
の啓発を図り、また、学生に対してはオ 知を行った。また、キャンパス・ハラスメント防止月間を設定し、ポスター掲
リエンテーション時に緊急時対応カード 示による周知を行った。
を配布するなどにより周知を図る。

（平成20年度の実施状況概略）【1-4】
環境負荷削減に積極的に取り Ⅲ ・環境負荷削減のため、クールビズ活動等を政府の推奨する期間よりも拡大し

組み、その結果を学内外に公表 て実施するなど、学内教職員に対して具体的行動を促した。また、全学の環境
する。 に関する教育や研究の成果、環境負荷低減への取組などをまとめた「環境報告

書」をホームページ上で引き続き公表した。

（平成21年度の実施状況）【1-4】
・環境マネジメントの推進により、環境 Ⅲ ・環境負荷削減のため、学内教職員に対してクールビズ活動など具体的行動を
負荷削減のための具体的行動を促し、そ 促した。また、全学の環境に関する教育や研究の成果、環境負荷低減への取組
の結果を環境報告書により学内外に公表 などをまとめた「環境報告」をホームページで引き続き公表した。
する。

（平成20年度の実施状況概略）【1-5】
労働安全衛生法等に基づく安 Ⅲ ・労働安全衛生法に基づく作業環境測定を実施し、適正な作業環境であること

全管理に関する取り組みについ を確認し関係教職員へ周知した。
て、学内外に周知・公表する。 ・大学本部において、総合防災訓練を実施するとともに、各キャンパスにおい

ても消防署等の協力のもと学生・教職員等の積極的な参加により防火訓練を行
い、ホームページで実施状況を公表した。
・各地区事業場の安全衛生委員会の議題・議事を他地区事業場へ周知し、相互
理解と情報の共有を図った。

（平成21年度の実施状況）【1-5】
・労働安全衛生法その他安全管理に関す Ⅲ ・引き続き、労働安全衛生法に基づく作業環境測定を実施し、適正な作業環境
る具体的取組の状況、結果等を学内外に であることを確認し関係教職員へ周知した。
周知・公表する。 ・引き続き、消防署等の協力を得て、学生・教職員等の積極的な参加により防

災・防火訓練を行い実施状況を公表した。
・引き続き、各地区事業場の安全衛生委員会の議題・議事を他地区事業場へ周
知し、相互理解と情報の共有を図った。

（平成20年度の実施状況概略）2)情報公開のためのシステムの
構築 Ⅲ ・事務局の広報ユニットと各部局の広報担当の連携を密にし、特に重要な情報
【1-1】 や大学全体の情報発信として取り扱う必要があるものについては、学長定例記

「広報室」を設置し、各部局 者会見やホームページ等で積極的に取り上げた。
の広報室等と連携を図りなが

（平成21年度の実施状況）ら、学内情報を機能的に発信す 【1-1】
る。 ・広報ユニットと各部局の広報室等との Ⅲ ・学内広報担当連絡会を通じて定期的に情報交換を実施するなど、引き続き事

連携を図りながら、学内情報を機能的に 務局の広報ユニットと各部局の広報担当の連携に努めた。
発信する。 ・特に重要な情報や大学全体の情報発信として取り扱う必要があるものについ

ては、学長定例記者会見やホームページ等で積極的に取り上げた。
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（平成20年度の実施状況概略）【1-2】
各種広報誌及びホームページ Ⅲ ・広報媒体の見直しについては、教養教育関係の広報誌を統一化し重複を解消

等を定期的に見直し、常に内容 したり、インフォメーションセンターや附属図書館のカウンター等で配布する
を充実し最新情報を発信する。 ための大学紹介パンフレットを作成するなど、広報媒体の整理を図った。

・学生が運営するホームページ「山形大学マガジン 、山形大学元気プロジェ」
クトによる「イメージソング」の制作、附属博物館による「ラッピングバス」
の運行など、新しい広報媒体の導入を進め、積極的な情報発信に努めた。
・全学委員会の広報委員会を廃止し、各種広報誌の編集を広報担当理事の下に
一元化し、機動的な広報体制を構築した。

（平成21年度の実施状況）【1-2】
・各種広報誌及びホームページ等の定期 Ⅲ ・引き続き 「みどり樹」などの各種広報誌やホームページ、全国紙や地元紙、
的な見直しを行うとともに 教育・研究 への広告掲載など広報媒体の充実を図り、積極的な情報発信を行った。、 、
業務運営、学生の諸活動等の最新情報を ・引き続き、学長記者会見を月２回行い、地域のマスコミを通じて、教育・研
収集し発信する。 究、管理運営、学生の諸活動等の最新情報を発信した。

（平成20年度の実施状況概略）【1-3】
広報誌「みどり樹」及び部局 Ⅳ ・ みどり樹」を始めとする広報誌について、引き続き、地域社会に有用な情「

刊行物の内容を充実させ、地域 報発信と読みやすい紙面作りに努めた。
社会に大学の情報を定期的に配

（平成21年度の実施状況）信する。 【1-3】
・広報誌等各種刊行物の点検を行い、地 Ⅳ ・ みどり樹」を始めとする広報誌等各種刊行物の点検を実施し、引き続き地「
域社会に有用な情報発信と読みやすい紙 域社会に有用な情報発信と読みやすい紙面作りに努めた。
面づくりに努め、地域社会に大学の情報
を定期的に発信する。

（平成20年度の実施状況概略）【2-1】
ホームページの活用ルールを Ⅲ ・ 山形大学ホームページ運営要項」に基づき、引き続き、適正な情報公開を「

構築し、効率的な情報公開を推 行った。また、学内の催事情報等を広報ユニットに集約し、最新情報を機能的
進する。 に発信した。

（平成21年度の実施状況）【2-1】
・ホームページ運営要項に則り、効率的 Ⅲ ・引き続き 「山形大学ホームページ運営要項」に基づき、効率的かつ適正な、
かつ適正に情報公開を行う。 情報公開を行った。

また、学内の催事情報等を引き続き広報ユニットに集約し、最新情報を機能
的に発信した。

（平成20年度の実施状況概略）【2-2】
地域のマスコミを活用した情 Ⅳ ・本学の情報発信の核として、引き続き、学長定例記者会見を月２回開催する

報提供を行う。 とともに、本学の経営の方向性としての「山形大学の将来構想」や学長行動指
針「結城プラン」をマスコミを通して公表した。

（平成21年度の実施状況）【2-2】
・学長定例記者会見などにより、マスコ Ⅳ ・本学の情報発信の核として、引き続き学長定例記者会見を月２回開催し、大
ミを通じて大学の諸活動についての情報 学の諸活動についての情報発信を行った。また、記者会見の内容はホームペー
提供を行う。 ジでも公開した。

・学長行動指針「結城プラン2010」を策定し、年頭の学長定例記者会見におい
て、マスコミを通して公表した。
・各学部においても、記者会見やプレスリリースを通じて情報発信を行った。

ウェイト小計
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に関す（３）自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供
る特記事項等

連携」に関し外部評価を受け、改善に反映させた。１．特記事項
・農学部では、地域の教育・産業・行政のトップから成る「農学部地域連携【平成16～20事業年度】
推進協議会」を発足させ、これによる外部評価を実施した。①組織評価の取組

・各部局が行う自己点検・評価に基づき、経営協議会の学外委員による外部評 ・ベンチャー・ビジネス・ラボラトリー（ＶＢＬ）では、平成16年度に中立
価を含めた「組織評価システム」を構築し、平成18年度から実施した。 的第三者による外部評価を実施した。

本システムは、各部局における前年度の業務実績等を総合的に評価し、その
④評価組織の充実結果を予算配分に反映させる仕組みとなっており、平成18年度は、各部局へ総

、 、額1,000万円を傾斜配分した。 ・平成16年度に 大学の将来計画及び各種評価に関する事項を審議するため
・平成19年度には、前年度の検証を行い、評価項目・評価基準を再構築して実 基本構想委員会を設置し、その下に目標計画の策定や点検評価・分析を行う
施した。 「目標評価専門委員会」及び教員の個人評価指針を策定するため「教育研究

評価結果に基づき、役員会において改善方針を打ち出すとともに、各部局に 評価専門委員会」を設置した。
対し総額2,000万円のインセンティブ経費を配分した。また、各部局における また、新たに総務部企画課を設置し、目標評価専門委員会と連携して本学
定員削減に反映させた。 の評価分析室として機能させることとした。
・平成20年度には、自己評価書を作成する教員の負担を考慮し、評価項目やデ ・平成17年度には 「目標評価専門委員会」を発展的に解消し、新たに評価、
ータの記載を見直すとともに自己評価書自体の分量を減らした。また、従来か 担当理事を室長とする「評価分析室」を設置し、事務部門と連携して教育・
ら、経営協議会の学外委員が２次評価者（書面審査）として参加していたが、 研究・社会連携・管理運営等の全学的な自己点検・評価体制を構築した。
より実質的な評価を行うため、新たに経営協議会委員が一堂に会しての部局長 ・平成19年度には、事務組織における企画部門を強化するため、総務部企画
からのヒアリングを実施した。 課から企画部経営企画ユニットに組織改編し、引き続き評価分析室と連携し

評価結果に基づくインセンティブ経費の総額を5,000万円に増額し、より傾 て全学的な評価業務を推進した。
斜を付けて配分することにより、教育研究の質の向上及び部局運営の活性化を また、全学各種委員会の整理・統廃合により、基本構想委員会を廃止し、
推進した。 当該委員会の所掌事項を教育研究評議会が担当することとし、計画・評価に

評価の際に取りまとめた各部局の特色的な取組及び評価の実施状況を本学ホ 係る意志決定の迅速化を図った。
ームページで公開した。

【平成21事業年度】
②認証評価への対応 ①組織評価の取組

・平成18年度に 大学評価・学位授与機構による大学機関別認証評価を受審し ・経営協議会学外委員による外部評価を取り入れた組織評価を引き続き実施、 、
、 、すべての基準において「基準を満たしている」との評価を得た。 し 評価結果に基づき総額4,000万円のインセンティブ経費を各部局に配分し

教育研究の質の向上及び部局運営の活性化を推進した。また、評価の際に取
りまとめた各部局の特色的な取組及び評価の実施状況を本学ホームページで③各部局による各種評価

1)各部局では、自己点検・評価のための委員会を設置し、全学の点検評価体制 公開した。
に対応させている。

②教員評価の実施2)第三者評価の主な導入状況は、次のとおりである。
・人文学部では、平成18年度に教授会構成員に公開で外部評価を実施した。平 ・平成17年度に策定した教員の個人評価指針及び各部局で定めた評価基準に
成19年度には、学外委員３人による外部評価を実施し、その評価記録を作成し 基づき、引き続き各部局で教員の自己評価を実施するとともに、平成18年度
た。 から平成20年度までの３年分の業績について、一括して評価を実施した。評
・地域教育文化学部では、平成18年度に自己点検・評価報告書を作成し、外部 価結果については、各部局において平成21年12月期の勤勉手当を査定する際
評価を実施した。 の資料や、改善に関する指導・助言の資料等として活用した。
・理学部では、平成19年度に「地域貢献活動」に関して６人の学外委員による

③各部局による各種評価外部評価を実施した。
・医学部附属病院では、ＩＳＯ９００１の維持審査や３年ごとの再認証審査を 1)各部局では、引き続き自己点検・評価のための委員会を設置し、全学の点
受審するとともに、平成19年度には、病院機能評価のVer.５への更新審査を受 検評価体制に対応させている。
審し平成20年５月に認定され、病院機能の更なる充実を図った。 2)第三者評価の主な導入状況は、次のとおりである。

、 。・工学部では、ＪＡＢＥＥ（日本技術者教育認定機構）認定の維持向上に努め ・人文学部では 学外の有識者に外部評価委員を委嘱し外部評価を実施した
た。また、平成16年度及び平成18年度に外部委員で組織する「運営諮問会議」 ・理学部では、学外識者５人による視察を実施し改善に資する意見を聴取し
において自己点検・評価の外部評価を受けるとともに、平成19年度には「社会 た。

山形大学
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・医学部附属病院では、ＩＳＯ９００１について、３年ごとの再認証審査を受 開した。また、本学の経営の方向性としての「山形大学の将来構想」や学長
審し、認証された。 行動指針「結城プラン」をマスコミを通して公表した。
・工学部では、引き続きＪＡＢＥＥ（日本技術者教育認定機構）認定の維持向 ・ みどり樹」を始めとする広報誌について、地域社会に有用な情報発信と「
上に努めるとともに、運営諮問会議で外部委員から提言された「工学教育の実 読みやすい紙面作りに努めた。
質化」について改善に努めた。 ・学内催事情報等を広報ユニットに集約し、ホームページで最新情報を機能
・農学部では、地域連携推進協議会を開催し地域の有識者からの外部評価を実 的に発信した。また 「大学・学部の理念 「アドミッション・ポリシー 、、 」、 」
施した。 「沿革 「公開講座」等の情報は大学のトップページと部局のページをリン」、
・地域教育文化学部では、学問的・教育的・経営的識見を有する中立的第三者 クさせ効率的・効果的な情報発信を図った。
による外部評価の在り方について検討を行い、学部に対する第三者評価実施に ・平成19年度には、大学ホームページを更に見やすいものとするため、トッ

。 、 、向けた準備を行った。 プページの整理・刷新を行った 主な項目は 学長定例記者会見資料の公表
研究者情報（教員紹介）の表示様式の改善、学内外からのホームページに対
する意見要望を汲み上げるためのバナーの追加等である。また、平成20年度２．共通事項に係る取組状況
から学内規則をホームページで公表した。(1)中期計画・年度計画の進捗管理や自己点検・評価の作業の効率化が図られて
・ 山形大学情報データベース」を活用して、ホームページ上で教員の研究いるか。 「
業績の公表を推進した。また、研究紀要や学位論文についても、｢山形大学機【平成16～20事業年度】
関リポジトリ｣に登録し、ホームページで公表した。・ＩＴの有効活用等による中期計画・年度計画の進捗状況管理等自己点検・評価
・利害関係者への財務面から見た本学の運営状況の広報資料として、新たにの作業の効率化に向けた取組状況

・中期計画・年度計画の進捗状況管理のため、平成17年度から学内ウェブサイ 「アニュアルレポート」を作成し冊子体及びホームページで公表した。
トを利用し、各部局の評価担当者が直接アクセスできるシステムを構築し、評 ・平成18年度から「環境報告書」をホームページ上で公開したことに対する
価作業の効率化を図った。 姿勢が評価され 環境goo大賞奨励賞 を平成18・19年度と２年連続受賞 大、「 」 （

また、毎年度、本システムを利用して、全学の業務実績データをもとに、年 学では国公私含め全国唯一）した。
度中間での進捗状況の分析を行い、その結果を踏まえて、翌年度の年度計画に ・学内においては、学内ネットワークを活用した「ファクトブック」システ
反映した。 ムを活用し、全学情報の共有化を推進した。

なお、評価分析室では、学内ネットワーク環境を利用した「ＷＥＢ会議シス
［新たな広報媒体の活用］テム」を活用し、キャンパスが離れていても、各種打合せや室員間の情報共有

が効率的に行えるようにした。 ・ 駅構内」や「まちなかサテライト」等を活用して、パネル展示等により「
大学の教育研究・社会貢献等の取組の具体的内容を公開した。また 「ラッ、
ピングバス」の運行を行った。【平成21事業年度】
・大学の教育・研究活動や教職員の知的生産物を一般市民に広く頒布するた・ＩＴの有効活用等による中期計画・年度計画の進捗状況管理等自己点検・評価
めの情報発信手段として「山形大学出版会」を平成19年５月に設立し 「どの作業の効率化に向けた取組状況 、

・引き続き、平成17年度に構築した中期計画・年度計画の進捗状況管理のため こかの畑の片すみで」(農学部教員の在来作物に係る研究成果書）など平成19
の学内ウェブサイトを利用し、評価作業の効率化を図るとともに、年度中間で 年度４冊、平成20年度１冊を刊行した。
の進捗状況の分析や第２期中期目標・中期計画及び平成22年度年度計画の策 ・学生自らが運営するホームページ「山形大学マガジン」の立ち上げを支援
定、平成20・21年度評価（確定評価）の評価作業に活用した。 した。また、学生の課外活動の活性化を図るために実施している｢山形大学元

また 「ＷＥＢ会議システム」を活用し、評価分析室会議や室員間の情報共 気プロジェクト｣において、｢大学イメージソングの作製｣プロジェクトを採択、
有を行った。 し、学生の手によるイメージソング制作を支援した。

(2)情報公開の促進が図られているか。 [個人情報保護法への対応]
・個人情報保護法への対応として、各部局保存の個人情報を再点検し、個人【平成16～20事業年度】
情報ファイル簿の作成・情報提供の在り方の検討を行い、個人情報保護ポリ・情報発信に向けた取組
シー及び学内諸規則を制定した。[情報公開体制の強化]

・広報担当理事を中心に、総務部広報ユニット及び各部局の広報担当が連携し ・ホームページのルールを明確にするため、山形大学ホームページ運営要項
て、機動的な広報体制を整備した。 及び個人情報保護ポリシーを大学ホームページのトップページに掲載した。
・小白川キャンパスに、専任職員を配置したインフォメーションセンターを新

【平成21事業年度】設し、来学者が気軽に大学情報に接することができるようにした。
・情報発信に向けた取組

[情報公開の推進] [情報公開の推進]
・本学の情報発信の核として、学長定例記者会見を月２回開催し、大学の諸活 ・本学の情報発信の核として、引き続き学長定例記者会見を月２回開催し、
動についての情報発信を行うとともに、記者会見の内容はホームページでも公 大学の諸活動についての情報発信を行うとともに、記者会見の内容はホーム

山形大学
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山形大学

ページでも公開した。また、学長行動指針「結城プラン2010」を策定し、年頭 学院を教育・研究の基盤とする重点化（理工学研究科（工学系 ）を図った。）
の学長定例記者会見において、地域のマスコミを通して公表した。

②平成17年度評価結果に対する改善に向けた取組・ みどり樹」を始めとする広報誌等各種刊行物の点検を実施し、引き続き地「
事件・事故、薬品管理等に関する全学的なマニュアルの作成域社会に有用な情報発信と読みやすい紙面作りに努めた。 ・
全学的・総合的な危機管理体制の確立・引き続き、学内催事情報等を広報ユニットに集約し、最新情報を機能的に発 ・

信するなど、ホームページを充実した。 1)安全衛生管理委員会の下に新たにワーキンググループを設置し、平成19
・ 山形大学情報データベース」を活用して、引き続きホームページ上で教員 年９月を目途に自然災害に対する危機管理システムを構築するための作業「
の研究業績の公表を推進した。また、研究紀要や学位論文についても、｢山形 スケジュールを作成し、防災規則・組織体制について検討した。
大学機関リポジトリ｣に登録し、ホームページで公表した。 2)防災マニュアルについては、作成コンセプトを決め既設学内規則等との
・利害関係者への財務面から見た本学の運営状況の広報資料として、引き続き 整合を図りながら策定の検討を行った。
「アニュアルレポート2009」を作成し、冊子体及びホームページにより公開し 3)緊急時の対応等を記載した「安全の手引き」の改訂版を策定し、ホーム
た。 ページに掲載した。
・学内においては、引き続き学内ネットワークを活用した「ファクトブック」 4)事故情報をまとめ、各事業場へ報告するとともにヒヤリハットの事例を
システムを活用し、全学情報の共有化を推進した。 収集し、事故発生の防止を図った。

5)平成19年度から学長直属の組織として、｢業務改善等推進室｣を設置し、
、 。[新たな広報媒体の活用］ 全学的な危機管理 コンプライアンス等の体制整備を検討することとした

・大学の教育・研究活動や教職員の知的生産物を一般市民に広く頒布するため 6)環境保全センターでは「施設の概要と廃液取扱の手引2006年改訂版」を
の情報発信手段として「山形大学出版会」から 「おしゃべりな畑 （農学部 配布し、廃液の安全な取扱いを周知・促進した。、 」
教員 「藤沢周平の山形 （基盤教育院教員）など４冊を刊行した。 7)学術情報基盤センターと理学部安全衛生委員会が協力し、薬品・廃液管）、 」
・新聞の全国紙や地元紙への広告掲載など広報媒体の充実を図り、積極的な情 理のシステム（通称"TULIP"）の試験運用を推進し、本実施の準備を完了し
報発信を行った。 た。

(3)従前の業務実績の評価結果について運営に活用しているか。 ③平成19年度評価結果に対する改善に向けた取組
・教員評価基準の策定【平成16～20事業年度】

評価結果については、ホームページに掲載し、情報の共有化を図った。 教員評価基準が未整備であった部局でも評価基準を策定し、全部局で評価
また 役員会において評価結果の改善策を検討し 大学運営の改善に活用した 基準を定めた。、 、 。

①平成16年度評価結果に対する改善に向けた取組 統合文書管理システムの機能の拡充・
・ 情報公開システムを更新し、統合文書管理システムと連携させることによ人件費を含む長期的財務運営の検討

経営改革担当理事を中心に、運営費交付金効率化係数や総人件費改革などを り、文書登録から情報公開までの一体化した運用を進め、文書管理機能の拡
反映させた第一期中期目標期間中の「中期財政計画」を策定し、以後、適宜数 充を図った。
値の見直しや、新たな学内財政目標の設定などを行うこととした。

【平成21事業年度】・外部研究資金獲得額の毎年度５％増
平成17年度は、1,014,886千円（前年比6.8％増 、982件の受託研究・共同 評価結果については、引き続きホームページに掲載し、情報の共有化を図っ）

研究及び奨学寄附金を獲得した。また、外部資金獲得に向けて 「部局横断的 た。また、役員会において評価結果の改善策を検討し、大学運営の改善に活用、
プロジェクト研究」として新たに８件のプロジェクト研究をスタートさせた。 した。

大学運営評価システムの整備 平成20年度評価結果に対する改善に向けた取組・ ・
各部局での教員の個人評価の実施各部局が行う自己点検・評価に基づく外部評価を含めた組織評価システムを ・

策定し、平成18年度から実施した。本システムは、各部局における前年度の事 平成17年度に策定した教員の個人評価指針及び各部局で定めた評価基準に
業実績等をトータルで評価し その結果を予算配分に反映させる仕組みとした 基づき、各部局で教員の自己評価を実施するとともに、平成18年度から平成、 。
・ 20年度までの３年分の業績について、一括して評価を実施した。全学的な経営方針の策定

平成17年９月に学長により全学に示された「これから２年間の山形大学の行
動指針 （学長マニフェスト）の中で14項目の重点施策を提示し、新たに同月」
から就任した経営改革担当理事の下で、人件費を含む財務運営について、検討
し、第一期中期目標期間中の「中期財政計画」を策定した。

大学院の高度化（大学院の教育・研究課題の高度化）への取組・
学長マニフェストを受けて、学長が委員長として主導する基本構想委員会に

おいて「山形大学教育研究組織改編等に関する規則」及び「教育研究組織の改
編手続きフローチャート」を策定し、教育研究組織の改編手続きの明確化と推
進を図った。これに基づき、看護学専攻博士課程の設置（医学系研究科 、大）
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(4) その他業務運営に関する重要目標

① 施設設備の整備・活用等に関する目標

分散キャンパスであることを踏まえ、総合大学としての特性・機能を最大限に引き出すために、施設設備を有効活用し、機能保全・維持管理を図り、連携の取中
れた自然共生型のキャンパス環境を整備する。期

． 、 。目 １ キャンパス全体について総合的かつ長期的視点に立った施設マネジメントを導入することにより 学内外に向けてキャンパスの魅力を総合的に向上させる
． 、 、 。標 ２ 全学的視野に立った施設設備の有効活用を図るため 施設の使用実態と使用者のニーズを的確に把握し 教育研究活動に応じ弾力的にスペース配分を行う

３．教育研究活動の進展に対応した適切な施設水準を確保するため、施設設備を効率的に維持管理し、良好で安全な状態に保つ。

ｳｪｲﾄ進捗
中期計画 平成21年度計画 判断理由（計画の実施状況等）状況

中 年中 年

期 度期 度

（平成20年度の実施状況概略）Ⅴ その他業務運営に関する重
Ⅲ ・平成16年度に策定した主要４キャンパス整備計画を踏まえ、学生の意見を取要事項を達成するためにとるべ

り入れたキャンパス整備を行った。小白川キャンパスでは、駐輪場の整備やキき措置
ャンパス景観に配慮した緑地整備、鶴岡キャンパスでは、学生も参加したキャ１ 施設設備の整備等に関する
ンパス緑化整備など、キャンパス環境の向上を推進した。目標を達成するための措置

【1-1】
（平成21年度の実施状況）施設設備の整備や管理・運営 【1-1】

に係る方策を全学的・総合的に ・主要４キャンパス整備計画を踏まえ、 Ⅲ ・昨年度実施した現況調査を踏まえ、キャンパスプランの課題整理を行い、立
検討し、キャンパスごとの基本 学生のキャンパスライフに配慮した学生 案から策定に至る全学的な整備計画を検討した。また、農学部キャンパスにつ
方針等を整理した整備計画を策 の視点からのキャンパス整備を計画す いては、キャンパス整備計画に基づく環境整備に着手した。
定する。 る。 ・小白川キャンパス及び工学部キャンパスにサークル棟を新設した。

（平成20年度の実施状況概略）【1-2】
広場・緑地の確保に努め、豊 Ⅳ ・引き続き、エコキャンパス整備支援事業（従来からの省エネ改修工事のほか

かなキャンパスライフや教育研 に、緑地等の環境整備事業に対しても補助金を交付する大学独自の制度）によ
究が展開される自然共生型の環 って、既存建物への照明用自動センサーなどの省エネ機器の設置やエネルギー

、 。境を整備する。 使用量計測装置の設置などを実施し 自然共生型キャンパスの整備を促進した
・定期的なキャンパスクリーン活動の実施などキャンパスの自然環境保全に努
めた結果、キャンパス内を流れる水路に清流の指標と呼ばれる梅花藻やホタル
の生息が継続して確認された。また、市内小学生の環境教育の一環として、山
形市との協同により餌の放流などホタルの生息環境保全活動を実施した。
・キャンパス景観に配慮した緑地や広場などを整備し、ゆとりと潤いのあるキ
ャンパス空間の創成を推進した。

（平成21年度の実施状況）【1-2】
・エコキャンパス整備支援事業等によ Ⅳ ・部局予算による省エネ事業等に対し全学予算から補助金を交付するエコキャ
り、広場・緑地整備や自然エネルギー利 ンパス整備支援事業によって、既存建物への電気室電力計測装置や網戸の設置
用等の自然共生型キャンパス環境整備の 等を実施し、エネルギー管理を推進した。

「 （ ）」計画と実施を推進する。 ・全国の大学環境系サークルが加盟する 全国青年環境連盟 エコ・リーグ
において、全国国立大学法人で初となるＥＳＣＯ事業（省エネルギーサービス

） 、 。事業 の導入などの環境に配慮した大学運営が評価され 全国第３位となった

山形大学
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（平成20年度の実施状況概略）【1-3】
人・車・サービス動線、利便 Ⅲ ・山形駅・学生寮と小白川キャンパスの間に山形大学専用シャトルバスを運行

性及び安全性を検討し、地域住 するため、バスの乗り入れができるよう正門周辺を整備し、キャンパス内にバ
民の憩いの場としての機能や通 ス停留所を設置した。
行にも配慮する。 ・中央図書館の改修を行い 「ライブラリープラザ」として広く機能的な空間、

にリニューアルすることにより、多様化する学習機能に対応するとともに、地
域との連携事業にも活用できるようにした。

（平成21年度の実施状況）【1-3】
・キャンパスの将来計画や地域開放の在 Ⅲ ・農学部キャンパスにおいて、キャンパス緑化整備を行い、キャンパス環境の
り方及び整備の現状・特性・要望を踏ま 向上を推進した。
えた整備事業計画に基づき整備を実施す ・旧附属農場跡地に学生と地域住民の交流農園の整備を行い、市民を対象に平
る。 成22年度から貸し出しを開始することとした。

（平成20年度の実施状況概略）【1-4】
キャンパス内は、身体に障害 Ⅲ ・工学部６号館、医学部基礎校舎等の校舎改修工事において、玄関スロープの

を有する者や高齢者等にも配慮 整備、車いす対応エレベーターの設置、身障者用トイレなどのユニバーサルデ
したユニバーサルデザインとす ザインの概念を導入したバリアフリー整備を実施した。
る。

（平成21年度の実施状況）【1-4】
・誰もが利用できることを想定した施設 Ⅲ ・教養教育２号館、医学部基礎校舎及び工学部６号館の改修整備において、段
のユニバーサルデザインに沿った計画と 差解消のスロープや車イス対応エレベータを設置するなど、ユニバーサルデザ
整備の実施を推進する。 インの概念を導入したバリアフリー整備を実施した。

（平成20年度の実施状況概略）【1-5】
病院施設の機能向上を実現す Ⅳ ・病院再整備計画のうち、増築棟（南棟）が完成し、７月に新病棟での診療を

るために、病院再整備計画の推 開始した。また、年次計画に基づき、既存病棟等の改修整備に着手した。
進に努める。

（平成21年度の実施状況）【1-5】
・病院再整備計画に基づき、引き続き既 Ⅳ ・引き続き、病院再整備計画に基づき既存棟の改修工事を進め、東・西病棟の
存棟の改修整備を進める。 整備を完了した。

（平成20年度の実施状況概略）【2-1】
ホームページを活用した施設 Ⅲ ・施設使用に関する学内ホームページについて、停電・断水情報や施設の点検

管理を行い、施設等の利用状況 情報などを掲示し、安全安心の施設利用のための情報提供を充実させた。
を的確に把握することにより、 ・施設管理システムを活用し 小白川キャンパスにおける施設使用実態調査 居、 （
施設等を効率的に運用する。 室の使用用途・講義室等の稼働率等）を実施し、その結果に基づき、施設の効

率的運用を図ることとした。

（平成21年度の実施状況）【2-1】
・学内ホームページの施設管理関連情報 Ⅲ ・施設使用に関する学内ホームページの内容について、停電・断水情報や施設
や施設管理システムにより、引き続き施 の点検情報などを掲示し、安全安心の施設利用のための情報提供を充実した。
設の効率的な運用を図る。 ・引き続き、ホームページを利用した教室・会議室・公用車等の利用状況の確

認や予約管理システムにより、施設の効率的な運用を図った。

（平成20年度の実施状況概略）【2-2】
施設の整備時に共同利用スペ Ⅳ ・本年度予算等による施設整備事業において、各キャンパスの現状調査に基づ

ースを捻出し、流動的・弾力的 き、スペース共有化を実施し、全建物面積の9.0％の研究スペース共有化を進
利用のできる教育研究スペース めた。
を確保する。 ・医学部基礎校舎等の改修に伴い、学部建物の使用状況を見直すことにより、

時限的・弾力的使用のための共同利用スペースを整備した。また、工学部６号

山形大学
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館の改修に伴い、学生用ラウンジやリフレッシュスペース等の共同利用スペー
スの拡充整備を行った。
・学内資金により購入した約3,000㎡の外部研究施設（山形大学総合研究所）
について、学際的研究やプロジェクト研究、若手研究者のスペース確保のため
運用を開始した。

（平成21年度の実施状況）【2-2】
・施設の改修時や増築時に各学部等の状 Ⅳ ・医学部基礎校舎や工学部６号館の改修整備に伴い、学部建物の使用状況を見
況に合わせた共同利用スペースを捻出 直すことにより、時限的・弾力的使用のための共同利用スペースを整備し、平
し、流動的かつ弾力的に利用する。 成21年度末現在、全建物面積の10.1％の共有化に至った。

（平成20年度の実施状況概略）【3-1】
点検・評価に基づく全学的か Ⅲ ・引き続き、各部局との情報交換を踏まえた施設の総合的な調査・点検を実施

つ経営的視点に立った計画的・ し、その結果に基づき「施設マネジメント年度計画」を策定した。
効率的な機能保全、維持管理及

（平成21年度の実施状況）び予防的な施設の保守・点検等 【3-1】
を実施する。 ・定期的な施設の点検を引き続き行い、 Ⅲ ・施設の総合的な調査・点検及び各部局との施設整備・維持管理に関する情報

それを踏まえた保全維持管理計画を効率 交換を実施した。それらの結果に基づいた検討を行い、施設保全に関する「施
的に実施する。 設マネジメント年度計画」を策定し維持保全を実施した。

（平成20年度の実施状況概略）【3-2】
耐震改修促進法に基づき、既 Ⅲ ・耐震診断の結果に基づき、緊急度の高い医学部附属病院、工学部６号館及び

存施設の耐震診断を実施し、耐 医学部基礎校舎について、計画的に耐震化工事を実施した。また、医学部及び
震性能の確保を図る。これによ 工学部での工事範囲を拡大し、耐震化事業の迅速化を図った。
り、災害時における地域の避難

（平成21年度の実施状況）場所としての機能も持たせる。 【3-2】
・施設の安全・安心の向上を早急に確保 Ⅲ ・耐震診断の結果により、耐震性能の向上が必要と判断した教養教育２号館、
するため、耐震診断の結果に基づく整備 地域教育文化学部実習工場、医学部基礎校舎、医学部附属病院及び工学部６号
を推進する。 館について計画的に耐震化工事を実施した。

ウェイト小計
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(4) その他業務運営に関する重要目標

② 安全管理に関する目標

１． 安全管理の啓発中
２． 危機管理システムの構築期

目
標

ｳｪｲﾄ進捗
中期計画 平成21年度計画 判断理由（計画の実施状況等）状況

中 年中 年

期 度期 度

（平成20年度の実施状況概略）２ 安全管理に関する目標を達
Ⅲ ・ 安全への手引き」に基づき、学生への安全教育を行うとともに、実験・研成するための措置 「

【1-1】 究室の安全対策を実施した。
「安全への手引き」の内容を ・危機管理対応指針及び危機管理規程を策定し、緊急時の組織体制の整備を行

見直し、随時改訂する。学生、 った。
職員及び地域住民に配慮し、更

（平成21年度の実施状況）に充実した安全対策を検討す 【1-1】
る。 ・ 安全への手引き」を基に、引き続き Ⅲ ・ 安全への手引き」に基づき、引き続き学生への安全教育を行うとともに、「 「

学生、教職員及び地域住民に配慮した安 実験・研究室の安全対策を講じた。
全管理に努める。

（平成20年度の実施状況概略）【1-2】
安全性確保を目的とした実例 Ⅲ ・Ｑ＆Ａ方式の実例集について、学内で発生した事故事例やヒヤリハット事例

集をＱ＆Ａ方式で作成する。 を収集・整理し、実例を増補して内容を充実した。
・｢安全への手引き｣等のマニュアルを用いた安全教育において、学生実験での
具体的な事故事例を示すことにより、安全確保の意識向上を図った。

（平成21年度の実施状況）【1-2】
・安全性確保のためのＱ＆Ａ方式による Ⅲ ・Ｑ＆Ａ方式の実例集について、引き続きヒヤリハットなどの事例の収集、整
実例集の内容を充実する。 理を行い、内容を充実した。

（平成20年度の実施状況概略）【1-3】
教職員及び学生を対象とした Ⅲ ・教職員・学生を対象とした「高圧ガス保安講習会」及び「ＡＥＤ（自動体外

危険物取扱や毒劇物に関する講 式除細動器）講習会」を実施した。
習会を実施し、安全管理意識の ・実験系学部においては、入学オリエンテーション時や実験・実習開始前に、
徹底を図る。 化学薬品や装置の取扱いなどの安全衛生教育を実施した。

（平成21年度の実施状況）【1-3】
・教職員及び学生を対象とした安全衛生 Ⅲ ・実験系学部において、教職員及び学生を対象とした安全衛生教育に関する講
講演会・講習会等を引き続き実施し、安 演会や、安全管理マニュアル等に基づく安全教育を行うなど、安全衛生意識の
全管理意識の徹底を図る。 向上及び安全管理体制の充実を図った。

・各学部等では、教職員や学生を対象に「ＡＥＤ（自動体外式除細動器）講習
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会」を実施した。

（平成20年度の実施状況概略）【1-4】
医療事故防止対策の相互点検 Ⅲ ・医学部附属病院において 「医療事故防止対策マニュアル」に基づき、相互、

及び学内各施設の危機管理の相 点検を実施した。また、病院全体の管理体制について、鹿児島大学及び徳島大
互点検を実施し、管理体制を見 学との相互点検を実施し、医療安全の確保を図った。
直す。

（平成21年度の実施状況）【1-4】
・医療事故防止対策や学内各施設の危機 Ⅲ ・ 医療事故防止対策マニュアル」に基づき、医学部附属病院で相互点検を実「
管理について 相互点検を定期的に行い 施した。、 、
事故防止に努める。 ・薬品管理体制について、年２回使用状況を調査し点検した。

（平成20年度の実施状況概略）【2-1】
労働安全衛生法に基づき、教 Ⅲ ・各地区事業場では、安全で快適な職場環境の整備・健康管理対策の推進のた

、 、 。職員の安全教育や健康管理、災 め安全衛生管理計画を策定し 職場点検・巡視の実施 防災訓練等を実施した
害防止体制の整備を行う。 ・健康管理については、キャンパス内全面禁煙、又は分煙措置を更に徹底し分

煙パトロールを実施するなど、キャンパス内での受動喫煙防止を行った。

（平成21年度の実施状況）【2-1】
、 、 、・労働安全衛生法その他安全衛生管理に Ⅲ ・毎月 各地区事業場安全衛生委員会を開催し 教職員の安全管理や健康管理

関する諸規則に基づき、引き続き、教職 災害防止体制等について検討を行い、必要な対応策を講じた。
員の安全教育や健康管理、災害防止体制
の整備を推進する。

（平成20年度の実施状況概略）【2-2】
講習会及び相互点検を実施す Ⅲ ・各地区事業場において、有資格者の充実を図るため労働安全衛生法に基づく

るため必要となる関係法令に熟 各種講習・免許の試験情報を定期的に提供し、関係教職員の派遣を促した。
知した衛生管理者等の有資格者 ・安全衛生について熟知した教職員の増員により、安全管理者・衛生管理者を
を養成するシステムの構築を図 新たに８人選任し、職場の安全衛生確保に努めた。
る。

（平成21年度の実施状況）【2-2】
・安全衛生等に関する関係法令に熟知し Ⅲ ・各地区事業場において、労働安全衛生法等に基づく各種講習・免許の試験情
た教職員の養成を図るため、学外講習会 報を提供し、関係教職員の資格取得を促進した。
へ引き続き派遣する。

（平成20年度の実施状況概略）【2-3】
種々の事故に関する情報を学 Ⅲ ・安全衛生管理委員会が各地区事業場からの事故情報を定期に取りまとめ、各

、 、 。内で共有し、発生防止を図るこ 事業場に情報提供を行い 情報の共有化を図り 類似事故の再発防止を行った
とを目的としたシステムを構築 ・各地区事業場で学生実験実習開始前に安全教育を行い、事故防止に努めると
する。 ともに、安全衛生管理委員会が中心となって、ポスター掲示、パンフレット配

布、メール等により学生及び教職員への事故防止啓発を図った。
・工学部では、安全衛生に関するホームページを作成し、情報の共有化による
事故防止を図った。

（平成21年度の実施状況）【2-3】
・危機管理・安衛対策委員会を中心に、 Ⅲ ・ヒヤリハット情報等をまとめ情報発信して情報の共有化を図り、類似事故の
種々の事故に関する情報を学内で共有 再発防止を行った。
し、事故発生の防止を図る。

（平成20年度の実施状況概略）【2-4】
廃棄物処理や化学物質処理等 Ⅲ ・安全衛生管理委員会において、半年ごとに化学薬品使用状況調査を実施し、

に対応可能な自主管理・自主監 特定化学物質及び有機溶剤の使用状況を把握するとともに、労働安全衛生法に
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査システムの構築を図る。 基づき作業環境測定を実施し、適切な管理を図った。
・理学部及び工学部において、化学薬品管理システム（電算システム）の運用
を行い、化学薬品を適切に管理した。

（平成21年度の実施状況）【2-4】
、 （ ）・自主管理・自主監査システム（電算シ Ⅲ ・理学部及び工学部において 引き続き化学薬品管理システム 電算システム

ステム）により、適切に廃棄物処理及び の運用を行い、化学薬品を適切に管理した。
化学物質処理等に対応する。

（平成20年度の実施状況概略）【2-5】
地震等の自然災害及び教育・ Ⅲ ・教職員に危機管理の意識を高める観点から、講演会を実施した。

研究・医療の現場における人災 ・危機管理・安衛対策委員会において、地震等の自然災害の発生等に加え、学
・事故等に対する危機管理シス 生・教職員や本学の財産・名誉等に被害を与えるおそれのある重大な事件・事

「 」テムの構築を図る。 故等のあらゆる事態の発生にも対応した 国立大学法人山形大学危機管理規程
を制定し、危機管理対応指針及び危機管理マニュアルなどの整備により、総合
的な危機管理体制・システムを構築した。
・非常時の連絡体制等を確認するため、本部事務局及び医学部附属病院などに
おいて、災害訓練を実施した。

（平成21年度の実施状況）【2-5】
、 、 、・危機管理・安衛対策委員会において構 Ⅲ ・危機管理規程 危機管理マニュアル等に基づき 小白川キャンパスにおいて

築した危機管理システムに基づき、安全 大規模地震を想定した防災訓練を実施した。
確保を図る。 ・医学部附属病院では、災害対策マニュアルに基づき、想定訓練を継続して実

施するとともに、緊急災害用備蓄品の整備を進めた。

ウェイト小計
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（４） に関する特記事項等その他業務運営に関する重要目標

業）の導入などの環境に配慮した大学運営が評価され、全国第３位となった。１．特記事項
・小白川キャンパス及び工学部キャンパスにサークル棟を新設した。【平成16～20事業年度】
・農学部キャンパスにおいて、キャンパス緑化整備を行い、キャンパス環境の①施設設備の整備

・平成17年度に、施設整備のほか、大学活動すべてについて環境に配慮するための基 向上を推進した。また、旧附属農場跡地に学生と地域住民の交流農園の整備を
本理念として「山形大学環境宣言」を策定し、公表した。 行い、市民を対象に平成22年度から貸し出しを開始することとした。
・平成17年度に、外部資金による省エネ改修を行う「ＥＳＣＯ事業（省エネルギ ・引き続き、病院再整備計画に基づき既存棟の改修工事を進め、東・西病棟の
ーサービス事業 」を国立大学法人で初めて導入し、平成18年度には独立行政法 整備を完了した。）
人新エネルギー・産業技術総合開発機構のエネルギー使用合理化事業者支援事業 ・引き続き、教室、会議室、公用車等の利用状況の確認や予約等をホームペー
の採択を受けた。 ジを利用して行うことにより、施設の効率的な運用を図った。
・平成18年度から「環境報告書」をホームページ上で公開したことに対する姿勢 ・医学部基礎校舎や工学部６号館の改修整備に伴い、学部建物の使用状況を見
が評価され 「環境goo大賞奨励賞」を平成18・19年度と２年連続受賞した（全 直すことにより、時限的・弾力的使用のための共同利用スペースを整備し、平、
国公私立大学で全国唯一 。 成21年度末現在、全建物面積の10.1％の共有化に至った。）
・平成18年度から山形大学独自の方式として、部局予算による省エネ事業等に対

②安全管理し全学予算から補助金を交付するエコキャンパス整備支援事業によって、緑地整
備や照明自動センサーの設置など、自然共生型キャンパスの整備を促進した。 ・各地区事業場において、労働安全衛生法等に基づく各種講習・免許の試験情
・小白川キャンパスにおいては、地域住民への憩いの場となっているキャンパス 報を提供し、関係教職員を派遣して資格取得を促進した。

、 、 、境界に沿った散策動線の「大学せせらぎ水路散歩道」を、利用者の利便性等を考 ・危機管理規程 危機管理マニュアル等に基づき 小白川キャンパスにおいて
慮して自治体の協力により更なる整備・充実を図った。自然環境保全に努めた結 大規模地震を想定した防災訓練を実施した。また、医学部附属病院では、災害
果、キャンパス内の水路に清流の指標と呼ばれる梅花藻やホタルの生息が確認さ 対策マニュアルに基づき、想定訓練を継続して実施するとともに、緊急災害用
れた。 備蓄品の整備を進めた。
・平成19年度に、学際的研究、プロジェクト研究及び若手研究者のスペース確保

２．共通事項に係る取組状況のため約3,000㎡の外部研究施設を学内資金により購入し｢山形大学総合研究所｣
(1)施設マネジメント等が適切に行われているか。を設置した。これにより、平成20年度末の時点において、全建物面積の9.0％の
【平成16～20事業年度】研究スペース共有化に至った。
①キャンパスマスタープラン等の策定や実現に向けた取組状況・病院再整備計画のうち、増築棟（南棟）が完成し、平成20年７月から新病棟で

の診療を開始した。 ・平成16年度に主要４キャンパス 小白川・米沢・鶴岡・飯田 の整備計画 マ（ ） （
・山形駅・学生寮と小白川キャンパスの間に山形大学専用シャトルバスを運行す スタープラン）を策定し、リーフレットにまとめ各部局に周知するとともに、
るため、バスの乗り入れができるよう正門周辺を整備し、キャンパス内にバス停 実施状況の変化による見直しを図った。また、学生の意見を取り入れたキャン
留所を設置した。 パス整備を実施した。
・中央図書館の改修を行い 「ライブラリープラザ」として広く機能的な空間に ・医学部、工学部等の校舎改修工事において、誰もが利用できる快適さを確保、
リニューアルすることにより、多様化する学習機能に対応するとともに、地域と したユニバーサルデザインの概念を取り入れた設計・サイン計画に従って工事
の連携事業にも活用できるようにした。 を実施した。

②安全管理 ②施設・設備の有効活用の取組状況
・安全衛生について熟知した教職員の増員を図る取組により、安全管理者・衛生 ・各キャンパスの現状調査などを行い共同利用スペースを確保し、平成20年度
管理者を新たに８人選任した。 末の時点において、全建物面積の9.0％の共有化を実現した。
・キャンパス内全面禁煙、又は分煙措置を更に徹底し分煙パトロールを実施する ・施設の利用状況を的確かつ迅速に把握するためにホームページを活用した｢施
など、キャンパス内での受動喫煙防止を行った。 設管理システム｣を導入し稼働させた。

・学際的研究、プロジェクト研究及び若手研究者のスペース確保のため約3,000
㎡の外部研究施設を学内資金により購入し｢山形大学総合研究所｣を設置し、運【平成21事業年度】
用を開始した。①施設設備の整備

・部局予算による省エネ事業等に対し全学予算から補助金を交付するエコキャン
③施設維持管理の計画的実施状況（施設維持管理計画等の策定状況）パス整備支援事業によって、既存建物への電気室電力計測装置や網戸の設置等を

実施し、エネルギー管理を推進した。 ・建物のライフサイクルコスト算出等のアセットマネジメント手法を取り入れ
・全国の大学環境系サークルが加盟する「全国青年環境連盟（エコ・リーグ 」 た検討を行い、施設保全に関する「施設マネジメント計画」を策定するととも）
において、全国国立大学法人で初となるＥＳＣＯ事業（省エネルギーサービス事 に、適切な策定・改善・実施のため、評価委員会を設置し評価・検証体制を整

山形大学
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備した。また、各部局との情報交換を踏まえた施設の総合的な調査・点検を実施
③施設維持管理の計画的実施状況（施設維持管理計画等の策定状況）し、その結果に基づき「施設マネジメント年度計画」を策定した。

施設環境整備委員会では、耐震改修促進法の改正を受け、学内全施設の耐震診 ・施設の総合的な調査・点検及び各部局との施設整備・維持管理に関する情報・
断の実施を早め、法対象外建物を含む49棟の耐震診断を実施し、その結果を公表 交換を実施した。それらの結果に基づいた検討を行い、施設保全に関する「施
した。緊急度の高い医学部附属病院や医学部、工学部の校舎について、計画的に 設マネジメント年度計画」を策定し維持保全を実施した。
耐震化工事を実施した。 ・耐震診断の結果により、耐震性能の向上が必要と判断した教養教育２号館、

地域教育文化学部実習工場、医学部基礎校舎、医学部附属病院及び工学部６号
館について計画的に耐震化工事を実施した。④省エネルギー対策等の推進や温室効果ガス排出削減等の環境保全対策の取組状

況
④省エネルギー対策等の推進や温室効果ガス排出削減等の環境保全対策の取組・ＥＳＣＯ事業の導入について、独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発
状況機構の平成18年度エネルギー使用合理化事業者支援事業の採択を受けた。また、

本学が国立大学で初めて導入したＥＳＣＯ事業の本格運用を開始したことによ ・部局予算による省エネ事業等に対し全学予算から補助金を交付するエコキャ
り、導入前に比較し、約8,600万円相当の光熱水費及び約5,700t（一般家庭約1,0 ンパス整備支援事業によって、既存建物への電気室電力計測装置や網戸の設置
00世帯分）の二酸化炭素排出量の削減効果があった。 等を実施し、省エネルギーを推進した。
・山形大学独自の方式として、部局予算による省エネ事業等に対し全学予算から ・全国の大学環境系サークルが加盟する「全国青年環境連盟（エコ・リーグ 」）
補助金を交付するエコキャンパス整備支援事業（学内の省エネ補助金事業）によ において、全国国立大学法人で初となるＥＳＣＯ事業（省エネルギーサービス

） 、 。って省エネ機器などの設置を実施し、自然共生型キャンパスの整備を促進した。 事業 の導入などの環境に配慮した大学運営が評価され 全国第３位となった
・エネルギー使用状況の実状や環境負荷の詳細を記載した｢環境報告書｣をホーム

(2)危機管理への対応策が適切に行われているか。ページ上で公開し、環境負荷の低減とともにコスト節減に対する関心を高めた。
【平成16～20事業年度】また、ホームページ上で公開した姿勢が評価され 「環境goo大賞奨励賞」を２、
①災害、事件・事故、薬品管理等に関する危機管理マニュアル等の整備・運用年連続受賞した（全国公私立大学で全国唯一 。）
状況・キャンパスの自然環境保全に努めた結果、キャンパス内を流れる水路に清流の

指標と呼ばれる梅花藻やホタルの生息域が大幅に拡大した。 ・緊急時の対応等を記載した「安全の手引き」の改訂版を策定し、ホームペー
・学生の主導によりキャンパス内において２回のキャンドルナイト（照明を消し ジに掲載した。
てロウソクの明かりを灯し、環境問題について考えるイベント）を実施し地域住 ・事故情報をまとめ、各事業場へ報告するとともに、｢ヒヤリハット｣の事例を
民も多く来場し好評を得た。 収集して各事業場に周知し、事故発生の防止を図った。
・平成17年度に策定・公表した「山形大学環境宣言」を踏まえ、環境に配慮した ・各地区事業場において、災害発生時の緊急対応を想定し、防災・防火訓練を
事業の遂行のため実行すべき措置について定める行動計画として、平成21年３月 実施した。
に 「山形大学環境アクションプラン」を策定した。 ・自然災害、特に地震発生時において、適切な行動がとれるよう基本的な対処、
・環境物品等の調達及び温室効果ガス等の排出の削減に配慮した契約を推進する 方法を記述した「防災マニュアル」を作成し、安全管理を推進した。
ため「山形大学環境配慮契約推進会議」を設置した。 ・地震等の自然災害の発生等に加え、学生・教職員や本学の財産・名誉等に被

害を与えるおそれのある重大な事件・事故等のあらゆる事態の発生にも対応し
た「国立大学法人山形大学危機管理規程」を制定し、危機管理対応指針及び危【平成21事業年度】
機管理マニュアルなどの整備により、総合的な危機管理体制・システムを構築①キャンパスマスタープラン等の策定や実現に向けた取組状況

・昨年度実施した現況調査を踏まえ、キャンパスプランの課題整理を行い、立案 した。
から策定に至る全学的な体制を検討した。

②研究費の不正使用防止のための体制・ルール等の整備・運用状況・農学部キャンパスにおいて、キャンパス緑化整備を行い、キャンパス環境の向
。 、 、 「 」上を推進した また 旧附属農場跡地に学生と地域住民の交流農園の整備を行い ・文部科学省不正対策チームの 研究活動の不正行為への対応のガイドライン

市民を対象に平成22年度から貸し出しを開始することとした。 を受け、学内規程の制定及び委員会の整備を図るとともに、その概要を公表し
・教養教育２号館、医学部基礎校舎及び工学部６号館の改修整備において、段差 た。
解消のスロープや車イス対応エレベータを設置するなど、ユニバーサルデザイン ・研究活動の不正行為及び研究費不正使用の防止対策について、学内説明会を
の概念を導入したバリアフリー整備を実施した。 通じ教職員に周知徹底を図った。

・ 研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準 （平「 ）
成19年２月15日文部科学大臣決定 」に基づき 「国立大学法人山形大学におけ②施設・設備の有効活用の取組状況 ） 、

・医学部基礎校舎や工学部６号館の改修整備に伴い、学部建物の使用状況を見直 る競争的資金等の不正使用防止等に関する規程」を制定し 「国立大学法人山、
すことにより、時限的・弾力的使用のための共同利用スペースを整備し、平成21 形大学における競争的資金等の管理・監査に関するガイドライン 「科学研究」
年度末現在、全建物面積の10.1％の共有化に至った。 費補助金等の公的研究費会計事務運用マニュアル」の整備、検収センターの設
・引き続き、教室、会議室、公用車等の利用状況の確認や予約等をホームページ 置などにより公的研究費の使用ルールの徹底を図り、研究費の不正使用防止に
を利用して行うことにより、施設の効率的な運用を図った。 努めた。

山形大学
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②具体的指摘事項に関する対応状況【平成21事業年度】
該当なし①災害、事件・事故、薬品管理等に関する危機管理マニュアル等の整備・運用状

況
・ 安全への手引き」に基づき、引き続き学生への安全教育を行うとともに、実「
験・研究室の安全対策を講じた。
・危機管理規程、危機管理マニュアル等に基づき、小白川キャンパスにおいて、
大規模地震を想定した防災訓練を実施した。また、医学部附属病院では、災害対
策マニュアルに基づき、想定訓練を継続して実施するとともに、緊急災害用備蓄
品の整備を進めた。
・ 山形大学における情報セキュリティ対策に関する基本方針」等を策定し、情「
報セキュリティ対策を確立した。

②研究費の不正使用防止のための体制・ルール等の整備・運用状況
・引き続き 「国立大学法人山形大学における競争的資金等の管理・監査に関す、
るガイドライン 「科学研究費補助金等の公的研究費会計事務運用マニュアル」」
などに基づき、競争的資金等の執行状況についてのモニタリング実施、科学研究
費補助金説明会や新任教員研修会における周知等により、公的研究費の使用ルー
ルの徹底を図り、研究費の不正使用防止に努めた。

(3)従前の業務実績の評価結果について運営に活用しているか。
【平成16～20事業年度】
①評価結果の法人内での共有や活用のための方策

評価結果については、ホームページに掲載し、情報の共有化を図った。
、 、 。また 役員会において評価結果の改善策を検討し 大学運営の改善に活用した

②具体的指摘事項に関する対応状況
平成17年度評価結果に対する改善に向けた取組・
・全学的・総合的な危機管理体制の確立

1)安全衛生管理委員会の下に新たにワーキンググループを設置し、平成19年
９月を目途に自然災害に対する危機管理システムを構築するための作業スケ
ジュールを作成し、防災規則・組織体制について検討した。
2)防災マニュアルについては、作成コンセプトを決め既設学内規則等との整
合を図りながら策定の検討を行った。
3)緊急時の対応等を記載した「安全の手引き」の改訂版を策定し、ホームペ
ージに掲載した。
4)事故情報をまとめ、各事業場へ報告するとともにヒヤリハットの事例を収
集し、事故発生の防止を図った。
5)平成19年度から学長直属の組織として、｢業務改善等推進室｣を設置し、全
学的な危機管理、コンプライアンス等の体制整備を検討することとした。
6)環境保全センターでは「施設の概要と廃液取扱の手引2006年改訂版」を配
布し、廃液の安全な取扱いを周知・促進した。
7)学術情報基盤センターと理学部安全衛生委員会が協力し、薬品・廃液管理

（ ） 、 。のシステム 通称"TULIP" の試験運用を推進し 本実施の準備を完了した

【平成21事業年度】
①評価結果の法人内での共有や活用のための方策

評価結果については、ホームページに掲載し、情報の共有化を図った。
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教育研究等の質の向上の状況Ⅱ
教育に関する目標(1)

（教育目標）中
１．教養教育と専門教育のカリキュラムの一層の充実を図り、創造性豊かな人間性と優れた専門性を育み、実社会で活躍できる知的・人間的資質を備えた人材の期

育成を行う。目
また、多様な研究成果を活かした教育を通じて、持続可能な社会の実現に向けて、地域や国際社会で貢献できる人材を育成する。標

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関す
る目標を達成するためにとるべき措置
１ 教育に関する目標を達成するための
措置
（教育目標を達成するための措置）

【教育目標】【1-1】 【1-1】
総合大学としての教育環境、人的資源 ・全学体制の下、総合大学としての教 ①・全学体制の下、引き続き各学部の教員が多様な分野で教養教育に参加し、教育

をトータルに活用し、幅広い教養教育の 育環境、人的資源をトータルに活用し、 関係委員会と各学部等が連携して教養教育を実施した。
展開を図る。 教育関係の委員会・センター及び全学部 一般教育科目では６領域（ 文化・行動 「政経・社会 「生命・環境 「数「 」、 」、 」、

が連携して教養教育を実施する。 理・物質 「健康・スポーツ 「学際・総合 ）にわたって多様な授業科目を開」、 」、 」
設し、学生の専門分野にかかわらず、幅広い学問分野を学ばせることによって、

【1-2】 【1-2】 文化や社会、自然に対する視野を広げ、学問に対する興味や科学的思考を涵養し
21世紀の諸課題に対応するため、新し ・21世紀の諸課題に対応するために開設 ている。

い視点からの研究成果を活かした授業科 してきた多くの授業科目を踏まえ、21 ②・教養教育の更なる充実について検討を進めた結果、平成22年度から新たな教養
、「 」 、目を開設する。 世紀型市民として必要な「人間力」を身 教育として基盤教育を実施することを決定し 人間力 の育成を柱と位置づけ

「 」 、 「 」、につけるためのコアとなる科目群の整備 コアとなる科目群として 基幹科目 を新たに設定し その中で 人間を考える
を検討する。 「地域社会と共生」等の「人間」と「共生」に係る科目を開講することとした。

・21世紀の諸課題への対応をテーマとした授業として 「なせばなる21世紀の大、
【1-3】 【1-3】 問題 「21世紀の国のかたちと山形 「現代社会の諸問題」などの一般教育科」、 」、

学生主体の問題解決型の授業を増や ・学生主体の問題解決型授業、積極性を 目を引き続き開講した。
す。 引き出すための創成科目を引き続き開設 ③・学生主体の問題解決型授業として、教養教育において教養セミナーを74科目開

するとともに、その充実を図る。 講した。その中で、教育ＧＰの一環として学生主体の問題解決型授業の調査研究
に基づき、パイロット授業「未来学へのアプローチ」を実施した。

【1-4】 【1-4】 また 「創成化学演習 「エンジニアリング創成 「工学システムデザイン」、 」、 」、
社会性・国際性をもたせるために体験 ・体験型授業として開講してきた「フィ 等、主体的学習のための創成科目やデザイン科目を引き続き開講した。

型授業・研修の積極的導入を図る。 ールドワーク 共生の森もがみ」や実地 ④・ フィールドワーク 共生の森もがみ」を昨年度より２プログラム増やし、実「
見学・調査等の充実を図る。 施後の発表会を行うなど、内容面で一層の充実を進めた。また 「大地の科学」、

や「やまがたフィールド科学 「Ｊリーグと地域社会」等、一般教育科目の体」、
【1-5】 【1-5】 験型授業に対して予算措置の支援を行い、一層の充実を図った。

高校生の志向や社会のニーズに機動的 ・高校生の志向や社会のニーズを踏まえ ・国際性の涵養のため、各学部において、韓国の全南大学校での「異文化コミュ
に応えることのできる教育体制を確立す た公開講座や出前講義を継続して実施す ニケーション実習 （人文学部 、台湾の銘傳大学での「アジア文化研修セミナ」 ）
る。 る。 ー （地域教育文化学部 、アメリカでの「外国地質巡検 （理学部 「国際理解」 ） 」 ）、

：ハノイ農業大学訪問 （農学部）などの研修・調査等を実施した。」
【1-6】 【1-6】 ⑤・高校生の志向や社会のニーズを踏まえ 「トワイライト開放講座 「サイエン、 」、

分散キャンパス間のネットワーク化を ・分散キャンパス間のネットワーク化を スサマースクール 「午後のサイエンス 「夏期セミナー」などの高校生の関」、 」、
進め、新しいカリキュラムの創設、教育 さらに進展させ、ｅ-ラーニングの活用 心を踏まえた開放講座や一般市民も含めた公開講座を継続して実施した。
資源・コンテンツの共有化を図る。 などにより新しいカリキュラム、教育資 ・各学部では、県内外の高校への出前講義（延べ213人の教員が、延べ104校を訪

源・コンテンツの共有化を進める。 問）を継続して実施した。ＳＣＩＴＡセンターでは、県内外でサイエンスカーに

山形大学
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よる一般向けの科学体験コーナー等を実施し、2,900人の参加を得た。
（ ） 。・高校生等による大学訪問 延べ66校から1,701人が参加 を継続して実施した

⑥・e-learningを活用した教養教育科目を前・後期合わせて13科目開講し、ＶＯＤ
（Video on Demand）方式により学内のキャンパスへ配信することにより、教育
資源コンテンツの共有化を推進した。

山形大学
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教育研究等の質の向上の状況Ⅱ
教育に関する目標(1)

① 教育の成果に関する目標

１ 「幅広い教養と豊かな人間性 「社会で活躍するために必須の基本的リテラシー（知的技法 、及び「優れた専門性」を三位一体として培い、課題発見・解中 ． 」、 ）」
決能力等応用力に秀で、社会に貢献できる人材を育成する。期

目
標

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

（１）教育の成果に関する目標を達成す
るための措置

【教育成果】【1-1】 【1-1】
人間教育重視の観点から、教養教育と ・教養教育の一般教育科目として受講可 ①・平成20年度に設置した教養教育企画室及び教養教育検討部会、平成21年度に設

専門教育を連携させた教育実施体制を充 能な専門教育科目の開講や、領域別授業 置した基盤教育実施準備会議等において、教養教育と専門教育との連携を意識し
実させる。 担当教員会議の設置による教育実施体制 つつ、教養教育を基盤とした体系的な学士課程教育を実施するための教養教育の

の充実を踏まえ、教養教育と専門教育を 在り方について検討を進め、これまでの教養教育を、学生が「学士力」の中心と
連携させた新しい学士課程教育について なる知識・技能や課題探求能力を確実に修得するよう、その目的と位置づけを明
の検討を進める。 確にした基盤教育として再構築し、平成22年度から新たな教養教育としての基盤

教育を実施することとした。
【1-2】 【1-2】 また、新たに基盤教育の実施運営を担う基盤教育院を10月に設置して教育実施

学生の職業への意識を喚起するため、 ・教養教育におけるキャリア教育の充実 体制を整備し、基盤教育実施会議を中心に基盤教育プログラムの整備など実施に
インターンシップ制度（企業等の協力に を進める。 向けた準備を進めた。
よる就業体験制度 を活用するとともに ・各学部が導入しているインターンシッ ②・教養教育では、引き続き一般教育科目の学際・総合領域でキャリア教育を実施） 、

、「 」、「 」、１年次からのキャリア教育（職業意識と プの充実を図る。 する体制をとっており 実践的キャリア教育学 21世紀の国のかたちと山形
労働意欲を啓発する教育）の実施につい ・キャリア支援のためのセミナーを、学 「自分の未来を描いてみる－キャリア形成論」の開講に加え、新たに「ウーマン
て検討し、実現を図る。 内の３つのキャンパスで継続して実施す ・オブ・ザ・ヤマガタ」を開講した。

る。 ・各学部において、引き続きインターンシップ体験報告会を実施するなど、イン
ターンシップを推進した。また、全学の就職委員会による企業訪問や合同企業

【1-3】 【1-3】 説明会等における500社を超える企業の人事担当者との面談等に基づく情報を各
教育の成果・効果を検証するため、Ｇ ・教養教育については、ＧＰＡの分布調 学部に提供し、充実に努めた。

ＰＡ分布の継続的調査や各種検定・資格 査を引き続き実施し、教養教育専門部会 ・キャリア支援事業に関しては、本年度も３つのキャンパス共通の事業として、
試験の活用を進める。 での検討資料とする。 １・２年次生向け就職セミナー、キャリア学習講座及びビジネスマナー講座を実

・英語教育においては、引き続きＴＯＥ 施し、小白川キャンパスで490人、工学部キャンパスで435人、農学部キャンパス
ＩＣの利用を進める。 で59人が参加した。

③・ＧＰＡの分布調査を引き続き実施し、教養教育専門部会での検討資料とした。
【1-4】 【1-4】 ・英語履修者全員がＴＯＥＩＣ－ＩＰテストを受験し、成績の20％に反映するこ

教養教育も含めた教育課程の成果につ ・在学生や卒業生、企業等への新たなア ととなっており、英語教育でのＴＯＥＩＣの利用が定着した。
いて、在学生や社会で活躍する卒業生及 ンケート調査の設計に基づき、対象ごと ④・全学部を対象とした在学生や卒業生に対する教育力や満足度に関するアンケー
び受け入れ企業等に対してアンケート調 にアンケート調査を開始する。 ト調査を実施し、調査結果を分析して教育改善に反映させていくこととした。
査を定期的に実施し、教育改善に反映さ ・各学部では、教育体制など個々の観点により、在学生、卒業生及びその保護者
せる。 等に対するアンケートを実施し、教育改善への反映に向けた分析を行った。
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教育研究等の質の向上の状況Ⅱ
教育に関する目標(1)

② 教育内容等に関する目標

〔学士課程〕中
１）アドミッション・ポリシーに関する基本方針期

１．入学者の選抜方法を含めたアドミッション・ポリシーを明確にし、本学の求める学生の入学を促進するために多様な入学者選抜方法を実施する。目
２）教育課程に関する基本方針標

１．幅広い教養と豊かな人間性を育み、学問の遂行に必要な基礎リテラシーを養成するため、教養教育の一層の充実を図るとともに、高校教育と大学教育が
円滑に接続するよう、カリキュラムの充実・改善を進める。

２．外国語教育の改革に取り組み、英語については確かな技量の養成を重視、その他の外国語については、語学的訓練を基盤としつつも国際的な文化理解を
重視した内容とする。

３．21世紀の市民に要求される学際的能力と世界観を育む教育課程を充実させる。
４．課題発見・解決能力を有し、大学院においても活躍できる優れた専門性を身に付けた人材の養成を推進する。

３）教育方法に関する基本方針
１．不断のＦＤ活動により質の高い効果的な教育方法の実現と教育の質の向上を図る。
２．他大学との単位互換を積極的に進め、教育課程や教育内容の充実を図る。

４）成績評価に関する基本方針
１．公正かつ厳格で教育効果の高い成績評価の実現を図る。

〔大学院課程〕
１）アドミッション・ポリシーに関する基本方針

１．各研究科の理念・教育目的に沿ったアドミッション・ポリシーを確立し、入学者選抜方法の見直しを図る。
２．社会人や留学生を含めた多様で質の高い入学者を確保する。

２）教育課程に関する基本方針
１．各研究科の教育目的の明確化を図り、入学者のニーズにも合致した教育課程へと改善を進める。

３）教育方法に関する基本方針
１．各研究科の特性に応じて、効果的な教育方法を積極的に導入する。

４）成績評価に関する基本方針
１．公正かつ厳格な成績評価を実施する。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

（２）教育内容等に関する目標を達成す
るための措置
〔学士課程〕

〔学士課程〕1)アドミッション・ポリシーに関する具
1) アドミッション・ポリシーに関する基本方針体的方策
【１．アドミッション・ポリシーの明確化、多様な入学者選抜方法実施】【1-1】 【1-1】

本学の求める学生像をａ～ｄのように （平成20年度に実施済みのため、平成21 ①・各学部において、引き続きそれぞれの教育目標に合致した分かりやすいアドミ
捉え、それを基に各学部にふさわしいア 年度は年度計画なし） ッション・ポリシーとなるよう、関係委員会で点検を行い、ホームページ等で公
ドミッション・ポリシーを明確にする。 表した。

ａ・自ら目標を定め、自ら学ぼうとす ②・各学部のアドミッション・ポリシーについて、本年度も選抜要項、募集要項等
る意欲を持った人 により積極的に広報するとともに、ホームページの「入学案内」に入試に関する

ｂ・知的好奇心が旺盛で、新しい課題 最新情報を掲載し、入試情報の充実を図った。また、オープンキャンパス、学部
に挑戦する意欲のある人 説明会、入試相談会、高等学校等への訪問等の際にもわかりやすく説明し、本学

ｃ・自然と人間の共生を真剣に考え、 の求める学生の入学促進に努めた。
実践に移そうとする人 ③・県内の主な進学校（21校）の進路指導担当教諭との入試懇談会を引き続き開催

ｄ・人間社会と文化の創造に貢献した し、種々の意見交換をもとに選抜方法の見直しについて検討した。
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いと考える人 ・オープンキャンパス、福島大学・宮城教育大学との合同進学説明会の開催や、
高等学校・業者等主催の進学相談会への積極的な参加を継続した。また、各学部

【1-2】 【1-2】 の入試関係者及び全学で組織した入試アドバイザーによる高校訪問を継続的に実
アドミッション・ポリシーを受験生や ・各学部のアドミッション・ポリシーに 施し、現場の意見の把握に努めた。

受験現場に周知徹底し、本学に相応しい ついて、引き続き選抜要項・募集要項、 ④・平成20年２月に本学の入学者選抜に関する外部評価の実施に関する要項を定
受験生を掘り起こし、本学の求める学生 各種入試関係広報誌等を利用し積極的に め、試験問題の教科・科目に対応した高等学校教諭経験者等による評価組織（平
の入学を促進する。 広報する。 成20年７月に山形県教育委員会指導主事、山形県教育センター指導主事等９人を

・ホームページ上の「入試情報」につい 依嘱）を整備し、引き続き平成21年度入学者選抜に関して、外部評価実施要項に
ては、提供内容の一層の充実を図る。 基づき、外部評価を実施した。評価結果は、外部評価報告書にまとめ関係学部に

通知し、次年度以降の入学者選抜方法及び入学試験問題の見直し・改善に向けた
【1-3】 【1-3】 検討に役立てた。

高校との連携を一層強化し、入学者選 ・大学説明会やオープンキャンパス、進
抜方法の改善に現場の適切な声を反映さ 路指導担当教諭との懇談会、県内外での
せる。 大学説明会を引き続き実施する。

・高大連携事業及び高校訪問を積極的に
行い、現場の声を入試方法の見直しに反
映させる。

【1-4】 【1-4】
入学者選抜方法や入学試験問題の見直 （平成20年度に実施済みのため、平成21

しと改善を図るため、外部委員も参加す 年度は年度計画なし）
る評価組織を構築する。

2) 教育課程に関する基本方針
【１．教養教育の一層の充実、高校教育と大学教育の円滑な接続、カリキュラムの2)教育課程に関する具体的方策

充実・改善】【1-1】 【1-1】
学習指導要領改訂（平成15年度高校入 ・補習教育の実施方法と内容の改善・充 ①・工学部及び農学部において、数学、物理等の補習授業を開講するなど、各学部

学生より適用）による入学生への影響に 実について、各学部が専門基礎教育との が必要に応じて補習教育を実施する体制をとり、適切に対応した。
ついて調査・研究し、教養教育及び専門 関連に留意しつつ、学生の状況に応じて ②・平成21年度までの教養教育における「一般教育科目」の領域と履修のあり方を
基礎教育の内容の必要な見直しを行うと 適切に対応する。 見直し、従来の一般教育科目に相当する「教養科目」と、山形大学が理念として
ともに、補習教育の実施方法及び内容の 重視する「人間」と「共生」について学ぶ基幹科目に区分して、平成22年度から
適正化を図る。 新たな教養教育として基盤教育を開始することとした。

③・平成22年度より開始する新たな教養教育としての基盤教育に、基本的リテラシ
【1-2】 【1-2】 ーを養成するための導入科目として「スタートアップセミナー」を設けることと

現行の一般教育科目の種類・内容・履 ・これまでに実施した一般教育科目の見 し、同科目で使用する全学共通テキスト「なせば成る！」を山形大学出版会から
修の在り方についての見直しを行う。 直しを踏まえ、更なる充実に向けて検討 刊行した。

を進める。 ・基本的なリテラシーの養成のための改善について検討を進めた結果、基盤教育
において「情報処理教育」を共通科目として位置づけることとした。

【1-3】 【1-3】 ④・急速に展開する学際的、複合的な学問領域への興味を惹起するため、教育委員
情報処理能力、討論・発表・文章作成 ・教養セミナーや情報処理教育科目の開 会において教養教育の一部と学部の専門教育を連携させる改善案の検討を平成17

能力など、基本的なリテラシーの養成を 講状況を踏まえ、基本的なリテラシーの 年度から行い、引き続き一般教育科目として他学部学生に受講を認める専門教育
目的として授業内容を改善し、教育課程 養成のための改善についてさらに検討を 科目を11科目開講した。
を再構築する。 進める。 なお、平成20年度から、教養教育と専門教育との連携を意識しつつ、教養教育

を基盤とした体系的な学士課程教育を実施するための教養教育の在り方について
【1-4】 【1-4】 検討を進め、これまでの教養教育を、学生が「学士力」の中心となる知識・技能

一般教育科目として他学部学生に受講 ・一般教育科目として他学部学生に受講 や課題探求能力を確実に修得するよう、その目的と位置づけを明確にした基盤教
させることのできる専門科目を拡大する させることのできる専門教育科目の増加 育として再構築し、平成22年度から新たな教養教育としての基盤教育を実施する
ことにより、教養教育と専門教育の有機 を図る。 こととし、教養教育の一層の充実を図ることとした。
的連携を強め、教養教育の充実を図る。

【２．外国語教育の改革】【2-1】 【2-1】
英語(C)〈コミュニケーション英語〉 ・英語(R)のクラスを少人数化し、英語 ①・昨年度に英語(C)と英語(R)のクラスサイズを均一化（35人を標準）した成果に

と英語(R)〈読解〉の趣旨を徹底し、英 (C)と英語(R)のクラスサイズを均一化し ついて、英語教育ＷＧにおいて点検・検証を行い、クラス分けにおける学生の混
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語(C)については少人数のクラスとし、 た成果を点検・検証し、その結果をもと 乱回避が図られ、教員にとっても教育しやすくなったことを確認した。この結果
ネイティブスピーカーの活用を図る。 に、クラス編成の方法や教育方法の改善 を踏まえ、クラス編成の方法、教育方法の改善などについて引き続き検討を行っ

について検討する。 た。
②・平成22年度からの利用マニュアル（基盤教育英語ガイドブック）を作成するな

【2-2】 【2-2】 ど、ソフトの充実に努めるとともに、Call Lab室のハード面の更新を行った。
Call Lab室のハード・ソフト面の充実 ・学外からもアクセスできるようになっ また、理学部において、カリキュラム・授業改善委員会から各学科に利用を呼

を図り、マルチメディアによる多面的な た語学教材の利用状況を調査し、Call教 びかけ、自学自習教材としての利用拡大を図った。
語学教育を提供すると同時に、学生の自 材の有効な活用法について検討する。 ③・大学間交流協定校への学生の短期派遣留学を継続し、アメリカ、エストニア、
学自習にも供する。 ラトビア、韓国、台湾の各協定校に16人派遣した。

④・昨年度に英語(C)と英語(R)のクラスサイズを均一化（35人を標準）した成果に
【2-3】 【2-3】 ついて、英語教育ＷＧにおいて点検・検証を行い、クラス分けにおける学生の混

海外での語学研修制度を整備し、異文 ・国際交流協定校への短期派遣留学を引 乱回避が図られ、教員にとっても教育しやすくなったことを確認した。
化の中で生きた外国語体験の機会を提供 き続き促進する。 ・初修外国語において、ドイツ語、フランス語、ロシア語、中国語及び韓国語の
するとともに、単位認定制度を整える。 それぞれの分野において、開講形態と教育内容の点検を行い、発展コースの継続

的開講をも含め、学生の要望に沿った改訂を加えたうえで実施した。
【2-4】 【2-4】

英語を国際語と捉えた上で、初修外国 ・英語(R)のクラスを少人数化し、英語
語教育については、教育目的を明確化す (C)と英語(R)のクラスサイズを均一化し
るとともに、選択制による発展コースの た成果を点検・検証する。
開設を図る。 ・初修外国語においては、学生が基礎的

な運用能力を修得するに相応しい開講態
勢及び教育内容に関する 検討を継続し
て行う。また、韓国語以外の外国語の発
展コースについては、より一層の継続性
が確保されるよう教育内容の点検を行い
つつ実施する。

【３．学際的能力と世界観を育む教育課程の充実】【3-1】 【3-1】
エネルギー・環境・食料・人口問題 ・教養教育の「学際・総合」領域を中心 ①・21世紀の諸課題への対応能力の養成に向けた授業として 「なせばなる21世紀、

等、21世紀の諸課題に対応できるよう学 にして、21世紀の諸課題への対応能力の の大問題 「現代社会の諸問題 「21世紀の国のかたちと山形 「食料生産と」、 」、 」、
際領域の授業科目の充実を図る。 育成を目指した授業を引き続き開講す 地球環境」等を開講した。

る。 また、人文学部では、地域の環境保全行政などを含む実践的な授業「地域づく
り特別演習」を開講した。

【3-2】 【3-2】 ②・各学部において 専門性に即した倫理観と社会認識を育む授業科目として 国、 、「
高い倫理観・社会意識を育む授業科目 ・専門教育では、専門性に即した倫理観 連大学グローバルセミナー （人文学部 「総合演習 （地域教育文化学部 「地」 ）、 」 ）、

を設ける。 と社会認識を育む授業科目を継続して開 球環境技術者倫理 （理学部 「医学医療原論 （医学部 「技術者倫理 （工学」 ）、 」 ）、 」
講する。 部 「地域から学ぶ （農学部）等を継続して開講した。）、 」
・教養教育では、引き続き、社会参加型 ・教養教育では、社会参加型・体験型授業として「フィールドワーク共生の森も
・体験型授業及びキャリア教育を通し がみ 「二代目・自分を創る 「Ｊリーグと地域社会」等、キャリア教育とし」、 」、
て、高い倫理観・社会意識を育む。 ては「実践的キャリア教育学 「21世紀の国のかたちと山形 「自分の未来を」、 」、

描いてみる－キャリア形成論 「ウーマン・オブ・ザ・ヤマガタ」等の授業を」、
開講し、高い倫理観・社会意識を育むよう努めた。

【４．優れた専門性を身に付けた人材の養成】【4-1】 【4-1】
チュートリアル教育の導入など、学生 ・学生参加型授業を継続して開講すると ①・教養教育において、学生参加型授業である教養セミナーを74科目開講した。

参加型授業の充実と質的向上を図る。 ともに、その質的向上を目指して、学生 ・教育ＧＰの一環として、学生主体の問題解決型授業の調査研究を進め、パイロ
主体型授業開発共有化ＦＤプロジェクト ット授業の開講や、山形大学ＦＤシンポジウム「学生主体型授業の探究－学生の
に取り組む。 意欲と主体性を育てる授業を考える－」を開催した。

②・各学部において、引き続き各種資格試験に対応した授業を開講した。
【4-2】 【4-2】 人文学部では、公務員対策セミナーを講義12コマ、論作文演習21コマ、集団討

各種資格試験、公務員採用試験に対応 ・各種資格試験、公務員採用試験等に対 論18コマ開講した。昨年度より開講内容を充実させた結果、受講生も88人から99
した授業を充実する。 応した教育プログラムを引き続き実施す 人に増加した。
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る。 ③・各学部において、履修状況やＧＰＡを活用したアドバイザー教員による修学指
導を継続して実施した。また、学生による授業評価の結果をもとに教育の改善等

【4-3】 【4-3】 に活用した。
単位取得状況、ＧＰＡの分布、履修状 ・ＧＰＡ等の活用による修学指導を引き ・全学部を対象とした在学生に対する満足度調査を実施し、調査結果を分析して

況、学生に対するアンケート調査などを 続き行うとともに、学生による授業評価 教育改善に反映させていくこととした。
踏まえ、教育課程の改善・充実を図る。 アンケートの結果等を教育の改善・充実 ④・各学部において、専門教育の充実や大学院進学希望者がスムーズに移行できる

のために活用する。 よう、教育内容の見直しを継続して行っている。
特に工学部及び農学部では、平成22年度の学科改組に向けた見直しを行い、専

【4-4】 【4-4】 門教育の再構築を図った。
大学院教育との接続も見据え、専門教 ・専門教育の充実を図るとともに、大学 ⑤・各学部において、卒業研究や卒業論文等の指導を通し、当該分野の専門的思考

育の充実・再構築を図る。 院進学希望者に対しては、大学院教育に を高めるとともに、個々の学生が自主的に学習して課題を把握し、主体的に解決
スムーズに移行できる学部専門教育カリ させる能力を養うため、指導教員による定期的・継続的な指導を行った。また、
キュラムを継続する。 卒業研究発表会を開催して研究内容について質疑応答を行い学修の成果を評価す

るなど、コミュニケーション能力の育成等にも努めた。
【4-5】 【4-5】

卒業研究等を通して、卒業年次学生の ・卒業研究等を通して、当該分野の専門
専門的思考や技術を高める。 的思考を高めるとともに、課題発見・解

決能力、コミュニケーション能力等の向
上を図る。

3) 教育方法に関する基本方針3)教育方法に関する具体的対策
【１．不断のＦＤ活動による質の高い効果的な教育方法実現と教育の質の向上】【1-1】 【1-1】

、 、 、教育方法の改善のための専門組織を設 ・学内ＦＤや大学間連携ＦＤ活動を継続 ①・教養教育ワークショップ 教養教育ＦＤ合宿セミナー 公開授業・公開検討会
け、教育活動の改善・充実に具体的かつ する。 平成20年度教育ＧＰ「学生主体型授業開発共有化ＦＤプロジェクト」における学
実践的に取り組む。 生主体型授業等の学内ＦＤ活動に取り組み、その成果を『教養教育授業改善の研

究と実践』及び『山形大学高等教育研究年報』に取りまとめた。
【1-2】 【1-2】 また、平成20年３月に結成したＦＤネットワーク”つばさ”において、学生Ｆ

全学部で学生による授業評価を原則と ・全学部で学生による授業評価を継続し Ｄ会議、ＦＤシンポジウム、統一フォーマットによる「授業評価アンケート」等
して毎学期行い、評価結果を教育方法の て実施し、評価結果については、各学部 の事業を実施した。
改善・充実に積極的に活用する。 で教育方法等の改善充実に活用する。 ②・全学部で学生による授業評価を継続して実施し、結果については、高等教育研

究企画センター及び各学部で分析し、教育方法の改善・充実に活用した。

【２．他大学との単位互換、教育課程や教育内容の充実】【2-1】 【2-1】
放送大学及び県内高等教育機関との単 ・ 大学コンソーシアムやまがた」加盟 ①・本学が中心となって構成する「大学コンソーシアムやまがた」加盟10機関の単「

位互換制度を確立し、国内外の高等教育 10機関における単位互換を継続して実施 位互換科目として、約2,500科目が登録された。山形大学としての実績は、受入
機関との単位互換についても検討する。 し、その充実を図る。 延べ23科目23人、派遣延べ４科目６人で、うち４人がe-learningで受講した

また、国際交流協定に基づく短期交換留学により16人を派遣、49人を受け入れ
ており、それに伴う単位互換も実施した。

4) 成績評価に関する基本方針4)成績評価に関する具体的方策
【１．公正かつ厳格で教育効果の高い成績評価の実現】【1-1】 【1-1】

成績評価の基準と方法に関して制度上 ・シラバスに明示した成績評価基準の点 ①・各学部において、シラバスに明示した成績評価基準の点検を行った。教養教育
の改善を行う。 検を行うとともに 教養教育においては においては、領域等別授業担当教員会議が、それぞれの領域等における成績評価、 、

領域等別授業担当教員会議が、各領域等 の状況を踏まえた点検活動を通し、成績評価基準の妥当性の確保を図った。
における成績評価の状況を踏まえて、更 ②・引き続き、シラバスに各授業の到達目標・評価項目・評価基準を明記した。
なる改善を進める。

【1-2】 【1-2】
各授業の到達目標と評価項目及び評価 ・授業の到達目標・評価項目・評価基準

基準をシラバスに明記する。 のシラバスへの明記を継続する。

〔大学院課程〕〔大学院課程〕
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1) アドミッション・ポリシーに関する基本方針1)アドミッション・ポリシーに関する具
【１．各研究科の理念・教育目的に沿ったアドミッション・ポリシーの確立、入学体的方策
者選抜方法の見直し】【1-1】 【1-1】

推薦入試の導入を図る。 （平成20年度に実施済みのため、平成21 ①・修士課程における推薦入学制度を継続して実施し、社会文化システム研究科２
年度は年度計画なし） 人、理工学研究科125人、農学研究科６人の平成22年度推薦入学者を決定した。

②・各研究科において、入試説明会や事前相談会を継続して実施し、大学院進学希
【1-2】 【1-2】 望者に対して事前相談の機会を提供した。

志願者との事前相談体制を確立する。 ・入試説明会の開催など、志願者に対す ③・各研究科において、学生募集に関する最新情報、教育研究に関する各種の情報
る事前相談体制の一層の充実を図る。 等を引き続きホームページに掲載し、入学志願者に提供した。また、英語版ホー

ムページを作成し、内容の充実に努めた。
【1-3】 【1-3】

「 」ホームページを充実し、学生募集要項 ・ホームページ上に公開した 入試情報
等 受験に必要な情報をすべて公開する の充実を図る。、 。

【２．社会人や留学生を含めた多様で質の高い入学者の確保】【2-1】 【2-1】
自治体、企業等を訪問し、社会人入学 ・地方自治体、企業等への訪問活動を継 ①・地方自治体や教育委員会、企業等への訪問活動を継続的に行い、社会人入学制

制度の周知を図る。 続的に行う。 度の周知に努めた。その結果、71人の社会人が入学した。
②・入学資格審査制度について引き続きホームページ上でわかりやすく説明すると

【2-2】 【2-2】 ともに、個別の問い合せに対して適切に対応ができるように、担当者に教育し徹
入学資格審査制度について周知を図 ・入学資格審査制度についてホームペー 底を図った。

る。 ジ上でわかりやすく説明し、その周知を ③・各研究科において、英語版ホームページを随時更新し、提供する情報の充実に
図る。 努めた。

【2-3】 【2-3】
日本語に加え英語のホームページを充 ・引き続き、英語版ホームページにおけ

実させ、海外への周知を図る。 る掲載内容の充実を図る。
2) 教育課程に関する基本方針
【１．各研究科の教育目的の明確化、入学者のニーズにも合致した教育課程への改2)教育課程に関する具体的方策
善】【1-1】 【1-1】

高度職業人養成に必要な実践的、実務 ・高度職業人養成に必要な実践的、実務 ①・高度専門職業人養成のための実践的、実務的科目として、引き続き 「地域・、
的科目を開講し、社会人の再教育、キャ 的科目の充実を図る。 在宅看護学特論 （医学系研究科 「市場創造特論 （理工学研究科）を開講す」 ）、 」
リアアップにも対応する。 るとともに、新たに「学校カウンセリング演習 （地域教育文化研究科 「学級」 ）、

経営とカリキュラムの開発 （教育実践研究科）を開講した。」
【1-2】 【1-2】 ②・農学研究科及び理工学研究科において、引き続き外国人非常勤講師による特別

英語でのプレゼンテーション能力の向 ・英語でのプレゼンテーション能力を向 授業を開講した。
上を図る。 上させるための授業科目を継続して開講 ・理工学研究科では、国際学会で発表する学生に対し、旅費の補助を実施した。

する。 ・英語圏を含む国際交流協定校との短期交換留学制度を活用し、学部学生を含め
・国際研究集会への参加や海外でのイン 16人を派遣した。
ターンシップ及びフィールドワークなど ③・ＲＡ（研究補助者）として、理工学研究科69人、医学系研究科34人、農学研究
を活用して英語でのプレゼンテーション 科３人の大学院学生を採用し、研究能力の養成を図った。
能力の向上を図る。 ④・各研究科において、学生や修了生、就職先等に対し授業評価等のアンケートを
・英語圏の国際交流協定締結大学間にお 継続して実施し、その分析結果を教育改善に反映させている。地域教育文化研究
ける単位互換制度の活用を推進する。 科では、11月に学部学生・大学院学生・別科学生と教員が直接語り合う「授業改

善懇談会」を開催して、アンケート結果を活用し授業改善に努めた。
【1-3】 【1-3】

ＲＡ（研究補助者）を活用した共同研 ・大学院学生をＲＡ（研究補助者）とし
究等を通じて研究能力を養成する。 て採用し、共同研究等を通じて研究能力

を高める教育を行う。

【1-4】 【1-4】
教育課程の成果について、在学生や社 ・学生による授業評価を行い、その結果

会で活躍する修了者及び受け入れ企業等 を教員にフィードバックし、授業改善に
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に対してアンケート調査を実施し教育改 反映させる。
善に反映させる。 ・在学生や修了者及び受入れ企業等に対

して実施したアンケート調査の結果を分
析し、教育改善に反映させる。

3) 教育方法に関する基本方針3)教育方法に関する具体的方策
【１．各研究科の特性に応じた効果的な教育方法の導入】【1-1】 【1-1】

修士課程 博士前期課程 については ・修士課程（博士前期課程）の授業シラ ①・各研究科において、引き続き留学生、社会人等多様な大学院学生に配慮するな（ ） 、
授業シラバスを作成する。 バスの充実を図るとともに、それに基づ どシラバスの充実に努め、教育効果の向上を図った。

いた教育効果の向上を図る。 ②・ＴＡ(教育補助者）として、社会文化システム研究科23人、地域教育文化研究
科・教育実践研究科43人、医学系研究科35人、理工学研究科402人、農学研究科

【1-2】 【1-2】 88人を採用し、学部学生の学習支援の実践に従事させることにより、大学院学生
ＴＡ（教育補助者）を活用し、学習支 ・大学院学生をＴＡ(教育補助者）とし 自らの教育能力の向上を図った。

援体制を整える。 て採用し、学部学生の学習支援を行う。 ③・理工学研究科、医学系研究科、農学研究科において、理工学セミナーと生命・
ＴＡの実践を通して、大学院学生自らの 環境科学交流セミナーを継続して開催し、各研究科間の教育交流を進めた。
教育能力の向上を図る。 ・理工学研究科では、引き続き米沢市職員や企業の社長等を講師とした講義を実

施した。
【1-3】 【1-3】 ・教育実践研究科では、地域に連携協力校を設置するなど、山形県を始め地方自

各研究科間の教育交流や社会との連携 ・ジョイントセミナーを開催し、各研究 治体との交流を進めた。
を進める。 科間の教育交流の活性化を図る。

・行政担当者等による講義を継続するな
ど、社会との連携をより充実する。

4) 成績評価に関する基本方針4)成績評価に関する具体的方策
【１．公正かつ厳格な成績評価の実施】【1-1】 【1-1】

、 、 、 、個々の授業・演習ごとに到達度を明示 ・各授業の到達目標を設定し、成績評価 ①・各研究科において 引き続きシラバスに授業の到達目標 授業概要 授業方法
し、成績評価の方法・基準を策定・実施 基準を明確化した厳格な成績評価を行 授業計画や成績評価の方法・基準等を明記し、厳正な成績評価を実施した。
する。 う。
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教育研究等の質の向上の状況Ⅱ
教育に関する目標(1)

③ 教育の実施体制等に関する目標

１．教育目標の達成と教育成果の向上のため、教員の教育業績を適切に評価し、教職員の適正な配置に努力する。中
２．教育環境の充実を図るため、教育施設の整備を進める。期
３．教育の質の向上を図るため、組織体制の整備と研究活動の充実を図る。目

標

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

３）教育の実施体制等に関する目標を（
達成するための措置

【１．教員の教育実績の適切な評価、教職員の適正な配置】【1-1】 【1-1】
教員の教育活動に関する評価手法の検 ・教員の個人評価指針及び各部局で定め ①・平成17年度に策定した教員の個人評価指針及び各部局で定めた評価基準に基づ

討を進め、教育業績の正当な評価を行う た評価基準に基づき、教員の個人評価を き、引き続き、各部局で教員の自己評価を実施するとともに、平成18年度から平
とともに、教育能力に優れた教員の採用 実施する。 成20年度までの３年分の業績について、一括して評価を実施した。評価結果は、
を進める。 ・教員採用に当たっては、研究業績だけ 各部局において平成21年12月期の勤勉手当を査定する際の資料や、改善に関する

でなく、教育に関する業績も考慮し、教 指導・助言等に活用した。
育能力に優れた教員を採用する。 ・教育能力に優れた教員の採用に当たっては 「国立大学法人山形大学教員選考、

規程」に基づき、公募制を原則としつつ教育業績や教授能力等を総合的に判断し
【1-2】 【1-2】 て優秀な教員の選考に努めている。また、特に重要な事業等の遂行に必要な場合

総合大学としての総合性を活かし、多 ・教養教育科目として履修可能な専門教 は、平成18年度に制定した「国立大学法人山形大学における個別契約任期付教員
様な教員の参加をもって教育の充実を図 育科目の提供を継続するとともに、全学 に関する規程」を活用し、教育研究能力に優れた教員の採用を進めており、本制
る。 の多様な教員の参加により、教養教育の 度適用者は41人（昨年度より18人増加）となっている。

充実を図る。 ②・教養教育科目として履修可能な専門教育科目の提供を継続し、11科目を開講し
た。また、全学体制の下、各学部の教員が多様な分野で教養教育に参加し、教育
関係委員会と各学部等が連携して教養教育を実施した。

【２．教育施設の整備】【2-1】 【2-1】
快適な教育環境の充実を図るため、教 ・引き続き教室や教育設備の改修・更新 ①・快適な教育環境の充実と安全性の確保のため、教養教育２号館を全面的に改修

室や教育設備の改修・更新を進める。 を進める。 した。また、他校舎についても、床の張替え、壁の塗り替え、エアコン設置、学
生用電子掲示板や実習用顕微鏡等教育設備の更新等を行い、快適な教育環境の充

【2-2】 【2-2】 実に努めた。
学生の自習やグループ学習を進めるた ・学生の自習やグループ学習のためのス ②・学生の自習やグループ学習に使用する教室の改善について検討し、小白川キャ

め、空き教室の活用や自習室等の整備を ペースを確保するとともに、学習環境の ンパスの教養教育棟改修計画に反映した。
図る。 充実を図る。 また、米沢キャンパスに、リフレッシュルームを増設した。

③・学生用図書購入費等により、各キャンパス図書館（４館）合計5,002点の図書･
【2-3】 【2-3】 視聴覚資料を購入したほか、医学部図書館では、医学科・看護学科両後援会の支

附属図書館における学生自習用図書や ・学習意欲を向上させる学習環境を提供 援により学生希望図書101冊の寄贈を受けた。
検索用コンピュータ端末の整備・充実を するため、学習用図書、教養図書及び専 ・利用の促進を図るため 「教職員のおススメの本」や「学生による学生のため、
進める。 門図書の充実並びに情報検索用端末等の の選書」の企画展示を実施するなど、学生用教養図書の充実に向けて取り組みを

整備を推進する。 行った。
・ハイブリッド図書館学習支援システムにより、電子ブック(約3,000タイトル)

【2-4】 【2-4】 を導入するとともに、マルチメディア工作システム（８台 、マルチメディア視）
教育施設の情報化を推進し、ＩＴ（情 ・eラーニング授業の充実及びＬＭＳ 聴システム（14台 、デスクトップパソコン（41台 、ノートパソコン（134台）） ）

報技術 、マルチメディアを活用した教 （Learning Management System）の普及 のほか、プリンター、スキャナー、コピーボード等の機器を整備し、学習環境の）
育手法の研究開発を推進する。 を推進する。 整備充実を図った。
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④・教養教育で前･後期あわせて13科目のe-learning授業を実施するとともに、Ｌ
【2-5】 【2-5】 ＭＳ利用の授業を教養教育で66科目、専門教育で37科目実施した。

分散キャンパス間の高速遠隔授業シス ・分散キャンパスの特性を活かした「21 ⑤・高機能リモート講義システムの利用を開始し、小白川キャンパスと鶴岡キャン
テムを整備する。 世紀型の教養教育 の整備の一環として パスの間で５科目を開講した。」 、

少人数教育用の高機能講義システムを整
備し、充実を図る。

【３．組織体制の整備と研究活動の充実】【3-1】 【3-1】
大学教育の在り方、授業法、ＦＤ、教 （平成20年度に実施済みのため、平成21 ①・高等教育研究企画センターにおいて、教養教育ワークショップ、教養教育ＦＤ

育評価及び大学と社会との連携教育（社 年度は年度計画なし） 合宿セミナー、公開授業・公開検討会などの学内ＦＤを継続して実施し、その成
会人教育、生涯学習、リカレント教育等 果を「教養教育授業改善の研究と実践」や「山形大学高等教育研究年報」として
も含む）等についての研究を遂行するた 刊行した。

「 、 「 」めに、新たな組織体制（ 高等教育研究 また 平成20年度の教育ＧＰに採択された 質の高い大学教育推進プログラム
」 、 。企画センター ）を設置する。 により 汎用性の高い学生主体型授業のモデル開発に向けて調査･研究を進めた

、 、 、②・教養教育ワークショップ 教養教育ＦＤ合宿セミナー 公開授業・公開検討会
【3-2】 【3-2】 平成20年度教育ＧＰ「学生主体型授業開発共有化ＦＤプロジェクト」における学

教育の質の改善について、実践や調査 ・授業改善のための研究と実践の成果に 生主体型授業などの学内ＦＤ活動に取り組み、その成果を「教養教育授業改善の
研究の成果を定期的に刊行する。 関する冊子を継続して作成する。 研究と実践 「山形大学高等教育研究年報」に取りまとめた。」、

また、平成20年３月に結成した「ＦＤネットワーク”つばさ 」において、学”
、 、 「 」【3-3】 【3-3】 生ＦＤ会議 ＦＤシンポジウム 統一フォーマットによる 授業評価アンケート

英語教育を中心とする語学教育の効果 （平成20年度に実施済みのため、平成21 などの事業を実施し、その成果を「ＦＤネットワーク”つばさ”研究年報」に取
的実施及び研究開発のための組織的基盤 年度は年度計画なし） りまとめた。
の確立に向け、全学的な検討委員会を発 ③・英語教育ＷＧにおいて、英語教育のさらなる改革について継続して検討した。
足させる。 ④・学生による授業評価を継続して実施し、評価結果を個々の教員にフィードバッ

クして、授業の改善・充実に活用した
【3-4】 【3-4】 ・教養教育において、引き続きベストティーチャー賞を設け、受賞者による公開

学生による授業評価をＦＤ活動など教 ・学生による授業評価の結果に基づき、 授業を行うなど、授業改善に役立てた。
育改善に積極的に結びつける。 教員各自の授業改善を推進する。 ⑤・シラバスの形式と内容については、引き続き教育方法等改善専門部会が点検・

・教養教育におけるベストティーチャー 評価を行った。
賞の授与を継続し、受賞者の授業を公開 ・シラバス記載の参考文献（図書）については、購入可能なものについては収集
する。 するとともに、目録所在情報を図書館ホームページでも提供した。

【3-5】 【3-5】
シラバス記載内容の質的改善を図ると ・教育方法等改善専門部会において、シ

ともに、授業の特性に合わせたシラバス ラバスの記載内容等に関する点検・評価
の在り方を検討し、学生にとって必要な を継続的に実施する。
情報を十分提供できるよう改善する。
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教育研究等の質の向上の状況Ⅱ
教育に関する目標(1)

④ 学生への支援に関する目標

１）学習支援に関する基本方針中
１．多様な学生一人一人の能力を最大限に伸ばすため、きめ細かな学習支援体制の充実を図る。期

２）学生生活支援に関する基本方針目
１．快適なキャンパス生活を実現するため、施設・環境を整備する。標
２．課外活動等の活性化と学生の地域貢献活動の促進を図る。
３．学生相談体制の充実を図る。
４．就職支援体制の一層の整備を図る。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

（４）学生への支援に関する目標を達成
するための措置

1) 学習支援に関する基本方針1)学習支援に関する具体的方策
【１．学習支援体制の充実】【1-1】 【1-1】

学業・生活・進路などについて指導・ ・ＹＵサポーティングシステム運営専門 ①・ＹＵサポーティングシステムの機能強化を図るため、学習ポートフォリオシス
助言を行うアドバイザー教員を中心に、 部会において、ＹＵサポーティングシス テムをサブシステムとする新たなＹＵサポーティングシステムの検討を行った。
学習サポート教員及び関係する部署が連 テムの更なる充実を推進する。 ②・ＧＰＡを中心にグレードポイント制度が全学部において使用されており、ＧＰ
携して学生の修学を支援する新たなシス Ａや単位修得状況等を踏まえた履修指導の改善・充実を継続して行った。
テムを実施し、目標の実現を図る。 ③・教養教育及び専門教育において延べ591人のＴＡを配置し、演習、実習、実験

等を中心にきめ細かな学習支援を行った。
【1-2】 【1-2】 ④・オフィスアワーを設定してシラバスに明記し、学生の学習指導等に活用した。

ＧＰＡを活用した機動的な修学支援を ・ＧＰＡの活用を中心とした履修指導の ・学習サポートルームを引き続き開設し、その使用状況に関して、ＹＵサポーテ
行う。 改善充実を継続して行う。 ィングシステム運営専門部会で点検・評価を行った。

⑤・学生の課外活動活性化支援事業として「山形大学・元気プロジェクト」を引き
【1-3】 【1-3】 続き実施し 「もがみ地域活性化プロジェクト」など７件を採択した。、

必要に応じて授業ごとにＴＡ（教育補 ・授業の必要に応じてＴＡを配置し、よ ・優秀な学業成績を修めた学生や課外活動において優れた成績を修めた学生団体
、 （ 、助者）を配置し、きめ細かな学習支援を りきめ細かな学習支援を実施する。 に対して学生表彰を実施し 各種活動に対する学生の意欲向上を図った ６個人

実現する。 ２団体を表彰 。また、各学部においても、優秀な学生に対して学部長表彰を実）
施した。

【1-4】 【1-4】 ・授業料免除枠を国の基準である5.8％から6.28％に拡大し、経済的に困窮した
オフィスアワーの設定及び学習サポー ・オフィスアワーの設定及び活用の促進 学生に対し、より多くの学生を支援することとした。

トルームの設置により、学生に対する相 を引き続き行う。 ・山形大学学生支援基金奨学金の貸与要件に「生活費補填」を加え、経済的に困
談体制の充実を図る。 ・学習サポートルームを引き続き実施す 窮した学生に対し、より多様な支援の実施を可能とした。

る。 ・山形大学俊才育成プロジェクトの平成22年度奨学生を募集した結果、新たに５
人の奨学生を採択した。

【1-5】 【1-5】 ・アドミニストレイティブ・アシスタント（ＡＡ）制度を継続して実施し、延べ
意欲ある学生に対する支援システムの ・学生の課外活動活性化支援事業とし 393人の学生を採用して、大学の企画・運営・社会連携等に参画させることによ

充実を図る。 て 「山形大学・元気プロジェクト」を り、学生の就業意識の向上を図った。、
継続して公募し、学生の課外活動を支援
する。
・優秀な学業成績を修めた学生や課外活
動において優れた成績を修めた学生団体
に対して行う学長表彰を継続して実施
し、学生の活動の活性化を図る。
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・平成19年度に創設した「山形大学学生
支援基金奨学金」により、一時的に経済
的に困窮した学生をより幅広く支援す
る。
・平成18年度に創設した「山形俊才育成
プロジェクト」の募集・採択を継続して
行い、学生を支援する。
・学生がスタッフの一員として大学の企
画・運営・社会連携等に参画し奨学資金
を得る「アドミニストレイティブ・アシ
スタント（ＡＡ）制度」を活用する。

2) 学生生活支援に関する基本方針2)学生生活支援に関する具体的方策
【１．施設・環境の整備】【1-1】 【1-1】

各キャンパスの福利厚生施設、特に食 ・各キャンパスの福利厚生施設の整備を ①・留学生に対する生活支援の充実を図るため、山形地区の国際交流会館に新たに
堂等の整備・充実を図る。 進める。 ４室を増室するとともに、平成22年度からさらに３室増室することとした

②・小白川キャンパス及び米沢キャンパスにサークル棟を新設し、貸与基準を整備
【1-2】 【1-2】 した小白川キャンパスでは25サークルに貸与した。

老朽化した課外活動施設を更新し、サ ・サークル部室の整備を進め、サークル ③・各キャンパスにおいて学生用ロッカーの整備に努め、年度初めのオリエンテー
ークル部室の新設を図る。 活動の活性化を図る。 ションで周知するなど、利用促進を図った。

【1-3】 【1-3】
個人ロッカーを整備し修学環境の改善 （平成20年度に実施済みのため、平成21

を図る。 年度は年度計画なし）

【２．課外活動等の活性化と学生の地域貢献活動の促進】【2-1】 【2-1】
「学生生活実態調査」を実施する。 ・学生の学業並びに生活実態を把握する ①・ 学生生活実態調査」を10月に実施し、調査結果を整理・分析して報告書を取「

とともに、学生生活支援の具体的な方策 りまとめ、学生支援の充実に活用することとした。
の参考とするため 学生生活実態調査 ②・新入生歓迎フェスティバル、八峰祭、吾妻祭、11月祭などの学生による各種行、「 」
を実施する。 事の開催に対し継続して支援を行った。

・サークルリーダー研修会を継続して実施し、学生の素養の向上を図った。
【2-2】 【2-2】 ・全国大会に出場したサークル10団体に対して遠征費用の支援を行った。

課外活動並びに大学祭等学生の諸行事 ・４キャンパスの大学祭開催及び新歓フ ③・ 山形大学・元気プロジェクト」において、最上地域活性化や地域住民も対象「
の活性化を促進する。 ェスティバルの開催を引続き支援する。 とした武道指導等、学生の地域貢献活動に関連するプロジェクトを採択・支援し

・サークルリーダー研修会を引続き実施 た。
する。 ・ボランティア関連情報を大学ホームページ等に掲載し、学生への情報提供に努
・全国レベルの大会に出場するサークル めた。
または個人を引続き支援する。

【2-3】 【2-3】
学生の地域貢献活動の促進を支援す ・学生の課外活動活性化支援事業とし

る。 て 「山形大学・元気プロジェクト」を、
継続して公募し、学生の地域貢献活動を
支援する。
・ボランティア関連のホームページを活
用し、学生に対する情報提供を充実させ
る。

【３．学生相談体制の充実】【3-1】 【3-1】
カウンセラーの配置による学生相談体 ・全学的なカウンセリングシステムの改 ①・各キャンパスの実情にあわせたカウンセラーの配置を行うとともに、キャンパ

、 。制の整備・充実を図る。 善を推進する。 ス間の連携体制を構築し 心のケアについての全学的な支援体制の強化を図った
②・学生支援担当の窓口担当者に対して、学生相談等に関する研修を継続して実施
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【3-2】 【3-2】 し、意識等の向上を図った。
学生相談に関わる教職員の研究会・研 ・学生センターと保健管理センターとが

修会等の実施により、相談機能の充実を 連携し、学生相談に関わる教職員の研究
図る。 会や研修などを実施することにより、学

生相談機能の一層の充実を図る。

【４．就職支援体制の一層の整備】【4-1】 【4-1】
企業等からの求人情報のデータベース ・引き続き、学務情報システムと連携し ①・学務情報システムと連携した就職支援情報システムを有効活用して、学生の進

（ ） 、 、 、化の充実を図り、ウェブによる就職情報 た就職支援情報システムの利活用を促進 路内定 決定 情報について 適時 教員アドバイザーに伝えて情報共有に努め
の提供を促進し、企業合同説明会等を開 する。 進路指導体制の強化を図った。
催する。 ・企業訪問を継続して実施し、就職環境 ・学生に対しては、会社説明会の情報なども含めて即時に携帯メールに情報を送

の変化に応じて最新情報を学生に提供す 信して迅速な対応を行った。
、 。 、 、 、るとともに 新たな企業開拓を推進する ・全学就職委員会では 新規訪問企業９社を含め 昨年度に引き続き首都圏14社

・大学主催による合同企業説明会を継続 山形県内21社、宮城県６社の合計41社の企業訪問を行い、収集した情報は報告書
して実施するとともに、学外での就職フ としてとりまとめるとともに、Ｗｅｂ情報として就職活動を開始する学生に迅速
ォーラム等への参加について、学生への に提供した。
支援を強化する。 ・東京サテライトにおける企業人事担当者（39社）との情報交換会に引き続き参

加した。
【4-2】 【4-2】 ・以下のような大学主催の合同企業説明会等を実施し、学生の就職を支援した。

就職セミナー、ガイダンス等の開催、 ・低学年次生に対する就職講演会や業界 (1)就職活動継続中の４年次生及び教員・公務員志望から民間企業への進路変
個別の就職相談等の実施による学生の就 研究セミナーの開催を継続し、早い時期 更を希望する学生を対象として、秋期の学内合同企業説明会（22社）
職意識の啓発及び就職試験に対する実践 からの職業意識の啓発を図る。 (2)地元新聞社との共催による県内企業を中心とする就職ガイダンス（13社）
的な指導を行い 就職支援の充実を図る ・キャリアサポーター制度の効果的な継 (3)山形市内のホテルを会場とした２日間の山形大学合同企業説明会（149社）、 。

続を図るとともに、学生の立場や要望に (4)学内での個別会社説明会（50社以上）
配慮した支援を更に充実する。 ・新しい試みとして、文化放送キャリアパートナーズ社との連携協定を行い、首
・公務員志望者や教員志望者に対する情 都圏で就職活動する学生を支援するために 「山形大学キャリアサポートルーム、
報提供を強化するとともに、模擬試験の 浜松町」を開設した。ここでは、模擬面接、エントリーシートの添削など就職相
実施など実践的な指導の充実を図る。 談から交通案内までキャリアカウンセラーが親身に対応している。

、 、②・３～４年次生向け進路就職ガイダンス 合同企業説明会等を実施するとともに
以下のような事業により、低年次学生の早い時期からの職業意識啓発を図った。

(1)１・２年次向け就職セミナー（３つのキャンパスで夏と秋の２回実施し、
延べ135人参加）

(2)１・２年次向け公務員試験対策説明会及び教員採用試験対策説明会（計144
人参加）

・学生キャリアサポーター（登録者84人）を活用した学内就職支援事業でのサポ
ートや学生目線の効果的な意見把握により、就職支援の充実が図られた。また、
新たにキャリアサポーターによる就職支援企画として、首都圏人気企業を訪問し
報告書を作成した（11社を訪問し、800部作成 。）
・公務員・教員志望者については、以下のような事業により、情報提供等を強化
し、実践的指導を充実させた。

(1)３年次対象の公務員対策説明会（３つのキャンパスで実施し、延べ245人参
加）

(2)３年次対象の教員採用試験対策説明会（90人参加）
(3)４年次対象の教員採用試験面接セミナー（延べ248人参加）
(4)山形県教育委員会から講師を招き就職指導セミナー（教職）を実施（63人
参加）

(5)公務員志望者のために仙台オープンゼミ参加無料バスを２日間運行（延べ
88人参加）

(6)山形県内公務員志望者のために、山形県・山形県警察・山形市等から人事
担当者を招き、ガイダンスを実施（延べ182人参加）

(7)全国型教員模試と解説を実施（83人受験）
(8)３年次生対象の公務員模試（42人受験）
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(9)教員採用試験対策（小学校全科）学内講座（35人受講）
(10) 年度当初に登録を済ませた３年次生に対して、民間・公務員・教員に区
別した求人情報等を配信
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Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況
(2) 研究に関する目標

① 研究水準及び研究の成果等に関する目標

研究活動の成果は、人類の平和的発展や福祉・文化の向上に寄与する一方で、人類のさまざまな営みや世界観に多大な影響を与えることを常に認識し、研究者中
としての良心と良識とに従って、持続的社会の構築を目指し、社会の信頼と期待に応える研究活動の遂行に努める。期
１．基礎研究を推進し、独創的で水準の高い研究成果を挙げる。目
２．国際的に通用する先端的研究を推進する。標
３．地域立脚型の学術研究を推進する。
４．研究水準・成果を検証する。
５．研究成果の社会への発信と還元を図る。
６．知的財産の創出、取得、管理及び活用についての方策について検討する。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

（１）研究水準及び研究の成果等に関す
る目標を達成するための措置

【１．基礎研究の推進、独創的で水準の高い研究成果】【1-1】 【1-1】
総合大学の利点を活かし、教育テーマ ・バーチャル研究所の活用をはじめ、研 ①・バーチャル研究所として「総合スピン科学研究所」を始め８つの研究所を設置

も対象とした学部横断的プロジェクト研 究プロジェクト戦略室が各部局と連携 し、それぞれの研究所に各学部の教員が参加し、引き続き研究を進めている。
究を推進するための組織を編成し、１年 し、学部横断的プロジェクト研究の推進 ・理学部・医学部・工学部・農学部の４学部が連携して「生命・環境科学交流セ
間で５件以上のプロジェクト研究を目指 を図る。 ミナー」を２回開催し、引き続き共同研究の推進を図った。また、理学部と工学
す。 部で「理工学セミナー」を２回開催し共同研究の推進を図った。

・研究プロジェクト戦略室がとりまとめ役となり「メタボ研究会」を開催した。
【1-2】 【1-2】 保健管理センターと地域教育文化学部の教員が中心となり学生のメタボリック症

優秀な人材を登用するために、原則と ・引き続き公募による優秀な人材の確保 候群を予防するための研究を進め、研究成果は今後、予防医学への貢献が期待さ
して全学部で公募制を実施する。 を図る。 れる。

②・引き続き、優秀な人材を採用するために、山形大学教員選考規程に基づき公募
。 、 、 、【1-3】 【1-3】 制を原則とした教員選考を実施した また 特に 重要な事業等の遂行のために

独創的・萌芽的研究テーマ（教育内容 ・採択課題について、引き続き１学部・ 個別契約任期付教員に関する規程に基づき公募により教育研究能力に優れた教員
も含む）を公募し、１学部（１部門）１ 部門１プロジェクトの推進を図る。 の採用を進めた。本年度の個別契約任期付教員の採用者数は41人であり、昨年度
件の採択・推進を図る。 （18人）より23人増加した。

③・独創的・萌芽的研究の推進のために導入した「１学部・部門１プロジェクト」
、 、 、【1-4】 【1-4】 において 継続課題となっている５プロジェクトの点検・評価を行い 引き続き

国内外の機関との共同研究を進める。 ・研究プロジェクト戦略室が各部局と 支援を行った。
連携し、国内外の機関等との共同研究の ・人文学部では、独創的・萌芽的研究支援経費（１件20万円）を設け、３件の支
推進を図る。 援を行った。

・工学部では、独創的研究、萌芽的研究を支援するため自治体からの奨励補助金
の導入を積極的に実施し、10件以上の若手研究、萌芽的研究、独創的研究を支援
した。また、各種助成金の申請を事務上支援するシステムを作り、若手教員の外
部資金獲得実績の改善を図っている。

また、高機能樹脂事業を展開する帝人化成株式会社からの寄附を受け、寄附講
座「高分子ナノ構造制御工学講座」を開設し、技術開発に関する研究を進めた。

、 「 」・農学部では 学部教員研究経費により新たに創設した 育成研究プロジェクト
に９件を採択し、独創的・萌芽的研究を推進した。

④・研究プロジェクト戦略室、地域共同研究センター及び各学部が連携して共同研
究の推進を図り、138件（うち国外１件）の共同研究を実施した。

山形大学
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・各学部において、海外の大学等との共同研究の実施、国際学会発表のための海
外渡航支援経費の創設、高等専門学校と連携協定の締結などにより、共同研究を
推進した。

【２．国際的に通用する先端的研究の推進】【2-1】 【2-1】
重点的に取り組む世界的な研究を選定 ・山形大学先進的教育研究拠点（ＹＵ－ ①・引き続き、ＹＵ－ＣＯＥ（山形大学先進的研究拠点）として、医学部の「分子

し、学内研究プロジェクトとして全学で ＣＯＥ）の充実に向けた取組を行う。 疫学に関する研究 、工学部の「有機ＥＬに関する研究」及び理学部の「核子ス」
支援する制度を整備する。 ピンに関する研究」への支援を行った。さらにＹＵ－ＣＯＥのさらなる充実に向

け、学長を本部長とする「山形大学ＹＵ－ＣＯＥ推進本部」を設置し、次世代の
【2-2】 【2-2】 先進的研究拠点の選定に着手した。

重点研究を推進するための研究スペー ・引き続き研究スペースの共有化を推進 ②・監査室と施設部が連携し実地調査を行い、施設の使用実態を把握した。また、
スとして全建物面積の５％の共有化を目 する 校舎改修整備の際に20％の共用スペースの捻出を促し、全建物面積の10.1％の共
指す。 有化に至った。

・工学部では、学部内に共同研究スペースとして20％を確保し共同研究グループ
【2-3】 【2-3】 などに貸し出し流動的な施設使用を推進している。

国際的に通用するプロジェクト研究に ・各学部における国際的に通用するプロ ・農学部では、研究スペース６室（446㎡）を流動的に運用した。
ついて各学部で１件以上の実施を目指 ジェクト研究の支援を継続して行う。 ③・引き続き、ＹＵ－ＣＯＥとして分子疫学研究、有機ＥＬ研究及び核子スピン研
す。 究への支援を継続して行った。

・有機エレクトロニクスの拠点形成のため、有機デバイス研究施設の建設を着工
した
・人文学部では、個別契約任期付教員を採用し、ナスカの地上絵に関する研究を
支援した。
・理学部では 「ガス電子増殖による新型光検出器の開発」がＪＳＴの先端計測、
分析技術・機器開発事業「要素技術プログラム」に採択され、開発を進めた。
・農学部では、熱帯アジアに分布する泥炭地の有効利用に関する研究などに重点
的に取り組んだ。
・図書館では、国際的に通用するプロジェクト研究に資するため、国際的電子ジ
ャーナル6,343タイトルを提供した。

【３．地域立脚型の学術研究の推進】【3-1】 【3-1】
地域社会が直面している諸課題につい ・地域共同研究センター等を中心に、大 ①・各学部の教員がそれぞれの研究分野と関連する学外各種委員会の委員等を務

て、毎年200件以上の適切な提言・助言 学に対する地域社会の要望を課題別、分 め、政策提言や助言、調査等を行い、地域に貢献した。
を行う。 野別に把握・分析して、適切な提言・助 ・地域共同研究センター及びベンチャー・ビジネス・ラボラトリー（ＶＢＬ）の

言・協力支援などの多様な総合的貢献を 教員、産学官連携コーディネーター、リエゾンアドバイザー、連携戦略研究員、
継続して行う。 共同研究員等で構成する「産学連携横町（リエゾンオフィス 」を中心に、社会）

連携ユニット及び各部局が連携し、企業訪問、各種会議、交流会及び技術相談に
【3-2】 【3-2】 より、地域社会の様々な要望に対し500件以上の適切な助言・提言をした。

地域に根ざした研究を通じて、プロジ ・地方自治体、教育委員会、ＮＰＯ、産 ・上記以外の特筆すべき取組を例示すると、次のとおりである。
ェクト型共同研究を推進するとともに、 業界、農業団体などと連携したプロジェ 1)人文学部及び社会文化システム研究科では、長井市、上山市等の自治体の地
普遍性を有する真理の探究を行う。 クト型共同研究を推進し、普遍性を有す 域再生に関する取組みへの協力を行った。また、蔵王温泉観光協会と連携協定

る科学研究の展開を図る。 を締結し、外国人観光客の宿泊統計の整備・分析を行った。
、 「 」2)山形県からの寄附を受け 平成22年度から寄附講座 地域医療システム講座

を開設し、県内の医師確保と定着を図る総合的な仕組み等に関する研究等を進
めることとした。
3)工学部では、専門技術室による技術講習会を２回開催して、高度測定技術の
普及に努めた。

②・ 先端有機エレクトロニクス国際研究拠点形成プロジェクト」が地域卓越研究「
、 、者戦略的結集プログラムに採択され 研究開発の高度化・加速化を図るとともに

製品の実用化を目指した。
・高機能樹脂事業を展開する帝人化成株式会社からの寄附を受け、寄附講座「高
分子ナノ構造制御工学講座」を開設し、技術開発に関する研究を進めた。

山形大学
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・各学部とも、地方自治体、ＮＰＯ法人、産業界等と連携し、地域社会型共同研
究を推進した。

【４．研究水準・成果の検証】【4-1】 【4-1】
研究水準を維持するため、研究成果を ・ホームページ上で公開している教員の ①・引き続き、山形大学情報データベースシステムを活用し、教員個々の著書、学

組織として把握し、全教員の著書、学術 研究案内において、教員個々の研究成果 術論文等の研究成果を「研究者情報」としてホームページで公開している。
論文、学術賞、特許等の一覧を定期的に 等を継続的に公表する。 ・各学部においても、研究年報や研究シーズ集をホームページにも掲載するなど
公表する。 の方法により、研究成果を社会に周知した。

②・引き続き、平成17年度に策定した教員の個人評価指針に基づき、各部局で教員
【4-2】 【4-2】 の自己評価を実施した。本年度はさらに、平成18年度から平成20年度までの３年

学際領域や研究分野の特性を踏まえ、 ・各教員の教育研究活動等について、自 分の業績について項目別に評価を実施した。また、この評価結果については、今
学会誌等へ公表する成果の努力目標など 己点検に基づく個人評価を実施する。 後の改善方策に役立てるため、評価結果の適正さを検証した。
の自己目標を設定し、自己点検・自己評 ・教育、研究、社会連携、管理・運営等 ・引き続き、経営協議会の学外委員を評価委員に加えた全学的な組織評価（部局

） 。 、 、価を進める。さらに、外部評価及びそれ に関する外部評価結果を改善に反映させ 業務実績評価 を実施した この組織評価は 部局長からのヒアリングを実施し
を踏まえた自己目標への反映システムを る。 より実質的な評価の実現に努めるとともに、インセンティブ経費として4,000万
構築する。 円を評価結果により配分することにより、教育研究の質の向上及び部局運営の活

性化を図った。

【５．研究成果の社会への発信と還元】【5-1】 【5-1】
研究成果の実用化・製品化を図る。 ・研究成果の実用化・製品化に結びつく ①・各部局において、産学官連携コーディネーターを活用するなどして、社会的ニ

研究開発を行い、地域や産業界への成果 ーズに適用する共同研究を戦略的に推進するとともに、新たな分野での研究成果
公開を促進する。また、インキュベーシ の活用に向けた支援を行った。
ョン施設及び産学連携コーディネーター ・ＪＳＴとＮＥＤＯの共催により開催された「イノベーション・ジャパン2009－
の積極的な活用を図る。 大学見本市」に５つの研究テーマが選定された。この展示会には40,000人を超え

る来場者があり、後日、企業から多くの相談を受け、企業ニーズとのマッチング
【5-2】 【5-2】 を進めることができた。

自治体等や学協会等の公的活動へ積極 ・地方自治体の各種審議会や学協会等の ・地域共同研究センター及び大学院ベンチャー・ビジネス・ラボラトリー（ＶＢ
的に参加し、研究成果に支えられた専門 公的活動への参画を推奨するとともに、 Ｌ）では 「最上夜学」や地域力連携拠点事業等各種セミナーの開催し、また、、
的貢献を行う。 各自の研究成果に基づいた専門的貢献の 他機関主催のシンポジウム・交流会等に積極的に参加し、研究成果に支えられた

推進を継続する。 専門的知見等の提案を行った。
②・引き続き、地方自治体の各種審議会等の公的活動への参画状況をホームページ

【5-3】 【5-3】 で公開するなどにより積極的な参画を推奨した。その結果、各学部とも積極的に
本学が有する多様な広報媒体を通じ ・学長の定例記者会見等を通して研究業 地方自治体の各種審議会等の委員を務め、政策提言、助言等を行い地域に貢献し

て 研究成果を学外に発信するとともに 績の社会的周知を図る。 た。また、学会等の役員に就任しており、社会貢献している。、 、
マスコミ等を活用して卓越した研究業績 ・研究シーズ等の学術・研究情報をホー ③・学長の定例記者会見を月２回開催し、本学の研究業績を積極的に社会に周知し
の社会的周知を図る。 ムページ、研究年報等で恒常的に提供す た。

る。 ・各学部とも、教員の研究テーマや研究業績をホームページに掲載したり、研究
シーズ集や広報誌で紹介したり、地元新聞に研究紹介シリーズを毎週掲載するな

【5-4】 【5-4】 どにより社会に周知した。
学位論文要旨及び科学研究費補助金報 ・国立情報学研究所と連携して科学研究 ・地域共同研究センターでは、各種シンポジウム等に25件以上参加（一部は企画

告書を電子化し公開する。 費補助金報告書の公開を継続するととも 実施）し、大学の研究シーズに関する情報発信を行った。
に 学位論文要旨の電子化を推進し 山 ④・科学研究費補助金の実績報告書については、教員からの報告書をとりまとめ、、 、「
形大学機関リポジトリ」を通じて学内外 国立情報学研究所の科学研究費補助金データベースのサイトとリンクし、本学ホ
に公開する。 ームページで公開した。

・学位論文要旨については、山形大学機関リポジトリにより、著作権処理済みの
学位論文要旨51点の電子化したデータを本学ホームページで公開している。

【６．知的財産の創出、取得、管理及び活用についての方策】【6-1】 【6-1】
特許取得の推奨並びに取得状況の把握 ・平成16年度に設置した知的財産本部を ①・知的財産本部では、専門家を配置した地域共同研究センターの知的財産実践機

を行う知的財産本部を設置し、知的財産 活用し、知的財産の帰属や評価などの判 構と有機的な連携を図ることで、知的財産権の帰属や評価などの判断を適切に行
権の妥当かつ適切な管理体制を確立す 断を適切に行うことにより、大学組織及 い、大学及び研究者が不利益を被らないように調整を行った。
る。 び発明者の利益を守り、公正かつ透明性
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の高い管理を定常的に行う。



- 81 -

山形大学

Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況
(2) 研究に関する目標

② 研究実施体制等の整備に関する目標

研究活動の成果は、人類の平和的発展や福祉・文化の向上に寄与する一方で、人類のさまざまな営みや世界観に多大な影響を与えることを常に認識し、研究者中
としての良心と良識とに従って、持続的社会の構築を目指し、社会の信頼と期待に応える研究活動の遂行に努める。期

競争的研究環境を整備し、公正な評価による資源配分の仕組みを検討する。目
１．機動的な研究組織を構築する。標
２．研究支援体制を整備する。
３．研究成果公開体制、自己点検評価体制を整備する。
４．研究資金の配分方法について検討する。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

（２）研究実施体制等の整備に関する目
標を達成するための措置

【１．機動的な研究組織の構築】【1-1】 【1-1】
プロジェクト研究体制を推進するた ・平成18年度に専任教員を配置した研究 ①・平成21年度文部科学省科学振興調整費「若手研究者の自立的研究環境整備促進

め、専任教員を確保し、ポスドク等を積 プロジェクト戦略室を中心に、先進的研 事業」の一環として採択された「社会的知性を備えた卓越した若手研究者育成プ
極的に配置する。 究を推進する。また、ポスドク等を積極 ログラム」を展開している。このプログラムでは、テニュア・トラック教員を採

的に配置し、プロジェクト研究体制の推 用し、研究チームを強力なリーダーシップで牽引していく先導的思考を持った若
進・強化を継続する。 手リーダーを育成している。

・各学部では、日本学術振興会の特別研究員をはじめとする52人のポスドクを配
置し、プロジェクト研究の推進を図った。また、グローバルＣＯＥ「分子疫学の
国際教育研究ネットワークの構築」にポスドクを確保した。
・山形大学研究支援者（特別研究員）制度を創設し、研究等のさらなる高度化を
目指した。
・地域共同研究センター及びベンチャー・ビジネス・ラボラトリー（ＶＢＬ）で
は、産学官連携コーディネーター、リエゾンアドバイザー及び連携戦略研究員等
が、学部の枠を超えた流動的な支援を行い、プロジェクト研究体制を推進した。

【２．研究支援体制の整備】【2-1】 【2-1】
研究支援部門を充実させ、研究支援に ・若手教員等を海外の大学・研究機関へ ①・引き続き、大学独自の制度であるＹＵ海外研究グローイングアッププログラム

携わる専門職員及び若手研究者の育成強 派遣して 教育研究能力の向上に資する を実施し、42歳以下の若手教員４人を海外の大学・研究機関に派遣し、教育研究、 。
化を進める。 ・新任教員を対象としたスタートアップ 能力の向上を図った。

に係る研究支援を行う。 ・引き続き、新任教員のスタートアップ支援制度を実施し、若手教員の研究開始
・各種団体等が行う助成制度等の説明 時の環境整備など、スタートアップに係る研究支援を行った。
会、研修会に積極的に参加し、研究支援 ・若手研究者及び研究支援に携わる教職員の育成を図るため、研修会への積極的
に携わる教職員の育成強化を行う。 な参加を促すとともに、各種団体が開催する助成制度等の説明会に積極的に参加

し、関係情報を学内に周知した。
【2-2】 【2-2】 ②・若手研究リーダーの育成、学際新領域学問分野の創成、新事業創出等、本学に

機器分析室を設置し 研究支援を行う （平成20年度に実施済みのため、平成21 おける研究を推進し、大型機器の設置が可能な学内共有研究スペースとして、平、 。
年度は年度計画なし） 成20年10月に設置した「山形大学総合研究所」において、教育研究の共同利用、

分析機器を用いた研究開発・委託分析等を行い、本学の教育研究の進展及び地域
、 。【2-3】 【2-3】 社会における科学技術の振興に寄与するために供用することとし 整備を進めた

教員の国内外における研修や国際学会 ・国際交流事業基金や「ＹＵグローイン また 医学部キャンパスの 実験実習機器センター 工学部キャンパスの 地、 「 」、 「
における発表等を支援するための体制を グアッププログラム」に基づき、引き続 域共同研究センター 、及び農学部キャンパスの「大型機器分析室」において、」
整備する。 き教員の海外派遣の支援を実施する。 引き続き大型機器等の整備を進め、積極的に教員に対する研究支援を行った。
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③・引き続き、大学独自の制度であるＹＵ海外研究グローイングアッププログラム
・女性教員を対象に国内外で開催される を実施し、42歳以下の若手教員４人を海外の大学・研究機関に派遣し、教育研究
国際学会への旅費を支援する。 能力の向上を図った。

・引き続き、女性教員の国際学会への旅費支援制度を実施し、女性教員が国内の
【2-4】 【2-4】 みならず国際的に活躍できる環境を整備した。

産学連携コーディネーター等の活用に ・産学連携コーディネーター及びリエゾ ・各学部とも、国際学会における発表のための海外渡航支援経費を設けるなど、
より 産学連携型の共同研究を推進する ン教授等の更なる活用を図り、産学連携 海外における研究活動を支援した。、 。

型の共同研究を推進する。 ④・産学官連携コーディネーターが、大学のシーズと企業等のニーズのマッチング
を図り、ｐＨメーターなど産学官連携型の共同研究による商品化に結びついた。
・人文学部及び社会文化システム研究科では、きらやか銀行、蔵王温泉観光協会
及び長井市と協力協定を締結しており、人文社会科学の特性を活かした産学連携
プログラムを推進している。

【３．研究成果公開体制、自己点検評価体制の整備】【3-1】 【3-1】
大学全体としての自己点検評価体制の ・教育、研究、社会連携、管理・運営等 ①・引き続き、経営協議会の学外委員を評価委員に加えた全学的な組織評価（部局

） 。 、 、強化を図り、公正な学内評価及び外部評 に関する全学的な自己点検・評価に基づ 業務実績評価 を実施した この組織評価は 部局長からのヒアリングを実施し
価を行う。 き、公正な学内評価及び外部評価を継続 より実質的な評価の実現に努めるとともに、インセンティブ経費として4,000万

して実施する。 円を評価結果により配分することにより、教育研究の質の向上及び部局運営の活
性化を図った。

【3-2】 【3-2】 ②・引き続き、大学情報データベースシステムを活用し、教員個々の著書、学術論
研究成果公開のための全学的体制を整 ・ 大学情報データベースシステム」等 文等の研究成果を「研究者情報」としてホームページで公開した。「

備する。 すでに整備した体制に基づき、引き続き ・引き続き、学長の定例記者会見を月２回開催し、本学の研究業績を積極的に社
研究成果の公開を推進する。 会に周知した。また、タイムリーな情報発信のために随時プレスリリースを実施

した。
【3-3】 【3-3】 ・引き続き、ホームページや印刷物による紀要、研究年報等の公表や、インフォ

国際的サイテーションのデータベース ・国際的サイテーションのデータベース メーションセンターでの展示、講演会の開催等により、研究成果を公開した。
を整備する。 を継続して全学に提供する。 ③・引き続き、国際的サイテーション・データベースとして高い評価を得ている

「Web of Science」の1981年から最新分までを全学に提供した。また 「Web of、
Science」の利用を促進するため、各キャンパスで利用説明会を実施した（計４
回開催、参加者合計139人)。

【４．研究資金の配分方法】【4-1】 【4-1】
基礎的研究や長期的研究などのため ・基盤的研究費の配分に加え、組織評価 ①・引き続き、経営協議会の学外委員を評価委員に加えた全学的な組織評価（部局

） 。 、 、に、一定の基盤的研究費が配分できるシ の結果に基づき、良好な部局に対しては 業務実績評価 を実施した この組織評価は 部局長からのヒアリングを実施し
ステムを構築する。 より厚い経費をインセンティブとして配 より実質的な評価の実現に努めるとともに、インセンティブ経費として4,000万

、 。分する。 円を評価結果により配分し 教育研究の質の向上及び部局運営の活性化を図った
・引き続き、基礎研究を推進するため 「科学研究費補助金に関する若手教員研、

【4-2】 【4-2】 究助成制度」及び「新任教員のスタートアップ支援制度」を実施した。
重点的に取り組む研究については、研 ・先進的研究支援プロジェクト及び戦略 ・各学部とも、基礎的・長期的研究に対して基盤的研究費を配分した。

究費を重点配分できるシステムを構築す 的研究プロジェクトの採択課題につい ②・引き続き、先進的研究プロジェクト及び戦略的研究プロジェクトの採択課題に
る。 て、引き続き支援する。 ついて、教員配置に伴う人件費の支援をした。

・１学部・部門１プロジェクトの採択課 ・引き続き、３件のＹＵ－ＣＯＥを支援をした。
題について 研究費配分を継続して行う ・独創的・萌芽的研究の推進のために導入した「１学部・部門１プロジェクト」、 。

、 、 、において 継続課題となっている５プロジェクトの点検・評価を行い 引き続き
【4-3】 【4-3】 研究費を配分した。

研究費の配分に当たっては、中長期的 ・平成18年度から実施している組織評価 ③・引き続き、経営協議会の学外委員を評価委員に加えた全学的な組織評価（部局
） 。 、 、視点に立って、第三者による評価も十分 を引き続き実施する。 業務実績評価 を実施した この組織評価は 部局長からのヒアリングを実施し

考慮した上、公正かつ妥当で信頼のおけ より実質的な評価の実現に努めるとともに、インセンティブ経費として4,000万
、 。る評価システムを導入する。 円を評価結果により配分し 教育研究の質の向上及び部局運営の活性化を図った

・農学部では、地域の有識者から成る「地域連携推進協議会」において、研究状
況や成果を発表し第三者評価を実施した。
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(3) その他の目標

① 社会との連携、国際交流等に関する目標

ａ 社会との連携中
地域に基盤を持つ大学として、地域社会等へ教育・研究成果を積極的に公開するとともに、地域連携窓口を充実させ、地域社会の抱える課題の把握と解決に期

貢献し、地域社会の発展に貢献する。目
１）地域文化の振興と発展標

１．本学の教育研究活動に関する情報や成果を集積し、積極的に社会に公開・還元する。
２．地域における教育の発展に貢献する。
３．大学の諸施設を開放し、地域の教育・研究や文化活動に貢献する。

２）産学官民連携の推進
１．産学官民連携モデルを策定し、連携の推進を図る。
２．産学官民連携ネットワークを形成する。
３．総合大学の特性を活かし、全学的な地域連携体制を構築する。

３）評価の体制
１．地域貢献を正当に評価するシステムを構築する。

ｂ 国際交流等
教育・研究を通じて国際社会の平和的発展と人類福祉に貢献するとともに、国際交流を促進し、国際的な場で活躍できる人材を育成する。

１）体制の整備
１．国際交流を推進するための体制を整備する。

２）学術交流の推進
１．研究交流の推進を図る。
２．外国人研究者の受入れ体制を整備する。

３）学生交流の推進
１．学生交流の推進と受入れ体制を整備する。
２．留学生支援体制を整備する。

４）国際交流拠点形成
１．アジア地域の国々との交流拠点を形成する。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

３ その他の目標を達成するための措置
（１）社会との連携、国際交流等に関す
る目標を達成するための措置 ａ社会との連携

1) 地域文化の振興と発展ａ社会との連携
【１．本学の教育研究活動に関する情報や成果の集積、積極的な社会への公開・還1)地域文化の振興と発展

元】【1-1】 【1-1】
本学の持つ知的情報のデータベース化 ・ホームページやインフォメーションセ ①・引き続き、ホームページやインフォメーションセンター、各サテライト、定例

を推進し、大学と社会の間のインターフ ンターなどの広報システムの充実に努め 記者会見、広報誌等を通して本学の情報を積極的に発信した。
ェース機能を持った広報システムの整備 る。 ・山形大学研究者情報や各学部独自の研究情報等のデータベース化を推進し、大
を行う。 ・教員紹介データベースなど、大学情報 学の知的情報を提供した。

のデータベース化を推進し、社会の求め ②・本学が中心となって構成している「大学コンソーシアムやまがた」参加機関に
に応じて適切に情報を提供する。 よる利用者サービス向上や電子化による情報発信を目指した「ゆうキャンパス図

書館 、参加機関研究者の教育研究活動成果を発信提供するための電子書庫「ゆ」
【1-2】 【1-2】 うキャンパスリポジトリ」等により情報共有化を図るとともに、サイエンスカフ

地域の高等教育機関、企業、自治体等 ・ 大学コンソーシアムやまがた」を活 ェーなどの高大連携活動や地域づくりセミナーなど各種活動を通して情報の提供「

山形大学
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との間で、学術・研究情報の共有化を検 用するなどにより 「地域の高等教育機 ・共有化を推進した。、
討する。 関、企業、地方自治体等との間で、学術 ・各学部においても、教育委員会や地方自治体、企業等との連携を強化して学術

・研究情報を恒常的に相互提供し、情報 ・情報の共有化を推進した。
の共有化を推進する。 ③・引き続き、大学概要や全学・学部の各種広報誌を電子化し、ホームページにお

いて公開している。また、本学紀要の平成21年度出版分７編８冊に収録されてい
【1-3】 【1-3】 る著作権処理済みの論文や紀要以外の各種刊行物を電子化し、図書館ホームペー

本学で発行する大学概要、研究紀要や ・大学概要・研究紀要・広報誌などの刊 ジ上で学内外に公開した。
広報誌などの刊行物をホームページ上で 行物の電子化を継続して行い、ホームペ ④・学生の課外活動や社会活動、卒業生の就職状況を継続してホームページなどで
公開する。 ージ上で公開する。 公表した。また、卒業生の進路先調査として全学的な企業調査を平成22年度に実

施することとした。
【1-4】 【1-4】 ⑤・バーチャル研究所では、以下の取組を行い、都市づくり、街づくり、地域おこ

学生の課外活動や社会活動、卒業生の ・学生の課外活動や社会活動、卒業生の しに貢献した。
就職状況や進学状況及び社会からみた卒 就職状況や進学状況及び社会からみた卒 ・街づくり研究所、ＧＩＳ利活用研究所
業生の評価等、本学の教育成果を積極的 業生の評価等を継続してホームページな 長井市における都市づくり、街づくり、地域おこしに貢献
に公表する。 どで公表する。 ・都市・地域学研究所

「 」 、 。やまがたの魅力再発見７ をテーマとして 計３回の公開講座を開催した
【1-5】 【1-5】 山辺町出身で国際司法裁判所所長を務めた安達峰一郎氏をテーマに平成21年

バーチャル研究所を中心に、都市づく ・本学独自のシステムであるバーチャル 度プロジェクトとして 「安達峰一郎研究」の公開研究会や公開授業を３回、
り、町づくり、そして地域おこしに貢献 研究所を活用し、市民講座の開催等を通 開催した。
する。 して都市づくり、町づくり、地域おこし

に引き続き貢献する。

【２．地域における教育の発展への貢献】【2-1】 【2-1】
高大連携の充実、出前講義等、本学の ・トワイライト講座、出前講義、教育相 ①・ トワイライト開放講座」は、人文学部・地域教育文化学部・理学部の３学部「

教育能力を最大限に発揮し、地域の初等 談等を通じて、地域の初等中等教育の改 が計８講義を開講した。
中等教育の充実・発展に貢献する。 善･充実のための活動に積極的に取り組 ・教育ボランティアとして85人の学生を山形市内の小中学校に派遣した。

む。 ・出前講義については、高等教育研究企画センターが窓口となって、高等学校か
らの依頼に対して積極的に対応した。延べ104校に対し、延べ213人の教員が講義

【2-2】 【2-2】 し、高大連携教育の発展に寄与した。
公開講座、リカレント教育等、多様な ・ 大学コンソーシアムやまがた」を強 ・地域教育文化学部附属教職研究総合センターの心理教育相談室では、新規相談「

学習機会を提供し、社会人のキャリアア 化・発展させて共同事業及び大学独自の 件数39件、延べ相談回数949回、延べ相談人数1764人の相談に応じた。
ップ支援や生涯教育に貢献する。 公開講座を実施するなど、市民の生涯教 ②・ 大学コンソーシアムやまがた」の事務局を兼ねる大学連携推進室を設置して「

育のため多様な学習機会を提供する。 事務局機能の強化を図り、教育連携、地域活動の推進、図書館の連携、教職員の
交流・連携、高大連携、広報などの各種共同事業を展開し、市民への学習機会の

【2-3】 【2-3】 提供に貢献した。
ホームページ上に地域貢献のサイトを ・ホームページ上の地域連携サイト「地 ・各部局においては、18の公開講座を開催したほか、高校生向け開放講座「トワ

設け、大学主催の催しの案内・年間スケ 域の皆様へ から 公開講座 出張講義 イライト開放講座」を小白川３学部において計８講座開催した。」 、 、 、
ジュール等を掲載し、受付・募集等をイ イベントカレンダー等に情報を随時掲載 ・理学部ではサイエンス・サマースクールや、やまがた天文台の一般公開、農学
ンターネット上で行えるシステムを構築 し、学習機会の提供を継続して行う。ま 部では「森の学校 「わんぱく農業クラブ 「大学農場に行こう」等の地域にフ」 」
する。 た、受付・募集等をインターネット上で ィールドを開放した野外セミナーの実施、その他各部局で各種フォーラム、シン

行う。 ポジウムを開催するなど、市民の生涯教育のため多様な学習機会を提供した。
③・引き続き、ホームページ上の「地域の皆様へ」及び「イベント情報」により、

公開講座案内、出張講義を始めとする大学の学習機会に関わる情報を発信した。
また、オープンキャンパスの参加受付や学部主催の各種催しや案内等における

受付・募集等をインターネット上で行った。

【３．大学の諸施設開放、地域の教育・研究や文化活動への貢献】【3-1】 【3-1】
本学の諸施設（体育施設を含む ）を ・講義室等を企業等の研究者及び技術者 ①・引き続き、本学の諸施設を開放し、地域の研究機関・企業等の研究者や技術者。

開放し、地域の研究機関や企業等の研究 のために研究成果発表の場として提供す の研究成果発表、小・中・高校の生徒、教員、保護者などを対象とした理科実験
者、技術者の研究成果の発表など種々の る。 並びに各種学会、シンポジウム、講演会の開催など、種々の研究・文化活動や学

、 。文化活動や学習支援等を通じて地域に貢 ・地域の健康・スポーツ施設として本学 習支援等を通じ 学外者に対する学習機会の積極的な提供を進め地域に貢献した
献する。 の諸施設を広く開放し、地域の教育・研 ・地域に農学部附属やまがたフィールド科学センターのフィールドを開放し 森、「

山形大学
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究や文化活動に貢献する。 の学校 「わんぱく農業クラブ 「大学農場に行こう」等の野外セミナーを実施」 」
した。また、体育館、グラウンド等の施設を開放し、市民の豊かな暮らしを支援

【3-2】 【3-2】 した。
附属図書館、附属博物館、重要文化財 ・貴重資料等の企画展を開催するなど附 ②・図書館・附属博物館所蔵の貴重資料等を一般公開するため、以下の企画展を開

（旧米沢高等工業学校本館）等学内施設 属図書館、附属博物館、重要文化財（旧 催した。
の公開を更に進め、地域サービスを充実 米沢高等工業学校本館）等学内施設の公 「特別企画展 雨宮透作品展～キャンパスの風～ （５～６月）」
させる。 開を促進するとともに、図書館デリバリ 「オープンキャンパス記念 直江兼続とその時代展PartⅡ （７～８月）」

ーサービスの促進など更なる地域サービ 「附属博物館特別展 「毒地社とその時代展 （11月）」」
スの充実に努める。 「杉崎紀世彦・杉崎文子ボタニカルアート展 （９月 （日本植物学会主催）」 ）
・大学コンソーシアムやまがた学術情報 ・山形大学男女共同参画フェスタ関連所蔵文献をディスプレイにより紹介した。
部会を通じて、地域リポジトリの構築及 （本学男女共同参画推進室主催）
び地域への公開サービスを促進する。 ・小白川図書館シアタールームで上映会を合計３回実施した ： 山形大学男女。「

共同参画フェスタ映像資料紹介： プリティ・リーグ 「イン＆アウト （６月「 」 」」
・男女共同参画推進室主催 「極北のナヌーク （７月・山形ドキュメンタリー）、 」
映画祭共催）
・重要文化財(旧米沢高等工業学校本館)では、引き続き一般公開を継続し、本年
もコンサート「ルネサンスの響き’09」を開催した。
・各キャンパス図書館相互のデリバリーサービスを充実するとともに、山形県図
書館連絡協議会及び大学コンソーシアムやまがた学術情報部会において、学外機
関とのデリバリーサービス実施に向けて、引き続き検討を行った。
・大学コンソーシアムやまがた学術情報部会による、学術論文や山形県関連資料
の電子化支援事業の中心的機関として取り組み、山形大学及びコンソーシアム参
加機関の研究成果情報を電子化して学内外に発信し、地域への公開サービスを推
進した。

2) 産学官民連携の推進2)産学官民連携の推進
【１．産学官民連携モデルを策定、連携の推進】【1-1】 【1-1】

シンポジウム、交流会、技術相談会等 ・シンポジウム、交流会、技術相談会等 ①・各学部の知的資源を活かして、教育相談、各種科学実験、技術相談、交流会、
を積極的に開催し、連携推進を図る。 を積極的に開催する。 シンポジウム等を積極的に開催した。

・ 大学コンソーシアムやまがた」の機 ・ 大学コンソーシアムやまがた」の事務局を兼ねる大学連携推進室を設置して「 「
能を強化・発展させて各種フォーラム、 事務局機能を強化した。
交流会に参加し、地域高等教育機関との なお、従来のコンソーシアム事業に加え、文部科学省戦略的大学連携支援事業

、 、 、 、 、連携を推進する。 により 最上川学 連携型教育 研究環境整備・産学官連携 国際交流を実施し
地域高等教育機関との連携を強化・発展させた。

【1-2】 【1-2】 ②・地方自治体の各種審議会や委員会に積極的に参画し、政策提言や策定等に貢献
自治体等の各種審議会等へ積極的に参 ・地方自治体が主宰する各種委員会や審 した。教員が務めた代表的な審議会委員と件数は以下のとおりである。

加し、政策提言・策定等に貢献する。 議会へ積極的に参画し、政策提言・策定 人文学部 43件（山形県産業構造審議会委員など）
（ ）等に貢献する。 地域教育文化学部 41件 山形県教育委員会産業教育審議会企画部会委員など

理学部 28件(山形県環境審議会委員など）
【1-3】 【1-3】 医学部 41件(山形県医療審議会委員など）

ベンチャー相談室を設置し、起業を目 ・地域共同研究センター及びベンチャー 工学部 33件(山形県科学技術会議委員など）
指す者及びベンチャー企業への指導・助 ・ビジネス・ラボラトリーを中心として 農学部 57件(山形県農業･農村政策審議会委員など）
言を行う。 構成する「産学連携横町（産学連携リエ ③・米沢キャンパスのリエゾンオフィス「産学連携横町」が中心となり、各部局と

ゾンオフィス 」を活用して、市民、企 連携して、市民、企業等からの各種相談等500件以上に対応した。また、有機Ｅ）
業等からの各種相談などに迅速かつ的確 Ｌ関連ベンチャー企業が新たに２社設立され、キャンパス内に事務所を置くこと
に対応する。 で技術指導の強化を図っている。

【２．産学官民連携ネットワークの形成】【2-1】 【2-1】
産学官民連携の中核として地域共同研 ・地域共同研究センターに配置したリエ ①・６か所のサテライト及び連携金融機関の技術相談窓口を起点とし、専任教員、

究センターを更に充実させ、リエゾン教 ゾン教員と産学連携コーディネーターを 産学官連携コーディネーター及び山形大学認定産学金連携コーディネータの金融
員及び産学連携コーディネーターを配置 中心に共同研究を推進する。 機関職員が中心となって、本学に寄せられる技術相談を総括・把握し、共同研究
する。 の推進を図った。



- 86 -

山形大学

②・地域共同研究センターでは、プラットホーム協議会への参加や地域産業の活性
（ ） 、 、化を目的としたセミナー 最上夜学 を企画し サテライトを置く山形県の最上

、 。【2-2】 【2-2】 庄内の２総合支庁をはじめ４総合支庁と連携し 産学官連携の促進に取り組んだ
地域共同研究センターサテライトを県 ・地域共同研究センターサテライトを中 ③・ 大学コンソーシアムやまがた」の中核機関として、教育連携、地域活動の推「

内４地域（村山、置賜、庄内及び最上） 心に、県内各総合支庁等との連携を継続 進、図書館の連携、教職員の交流・連携、高大連携、広報などの各種共同事業を
に設置し、山形県の各総合支庁等との連 し 共同研究 技術相談等の推進を図る 展開し、参加機関相互の連携と交流を推進した。、 、 。
携強化を図ることにより、地域貢献支援 ・山形県産業技術振興機構との連携を強化し、共同研究等を通じて県内の産業育
センターとして機能させる。 成・振興に貢献した。

④・リエゾン教員及び産学官連携コーディネーターの人的資源を活用して、各学部
【2-3】 【2-3】 及び地域共同研究センターの各サテライトが中心となり、県内各総合支庁や福島

社会連携課を設置し地域との窓口を明 ・県内の大学、短期大学、高等専門学校 市、寒河江市、山形市等との交流会に積極的に参画するなど、地方自治体との連
確にするとともに 「山形大学地域連携 等で組織する「大学コンソーシアムやま 携活動を推進した。、
推進協議会」の強化を図り 「山形県に がた」の中核機関として事業を展開し、 ⑤・ 大学コンソーシアムやまがた」加盟機関のうち、昨年度の７機関に加え、新、 「
おける地域連携に関する連絡協議会 、 参加機関相互の連携と交流を推進する。 たに６機関にＴＶ会議システムを導入するに際し、引き続き機種選定及び設置す」
「山形県産業技術振興機構」及び「大学 ・ 山形県産業技術振興機構」等の諸組 るためのネットワーク環境について技術的アドバイスを行い、地域情報ネットワ「
コンソーシアムやまがた」との連携を強 織との連携を継続し、県内の産業育成及 ークを強化した。
化する。 び振興に貢献する。 ・学外に設置した米沢街中サテライト(米沢市）及び荒川サテライト（東京都荒

川区）のネットワーク環境整備を行い、情報機能の充実を図った。
【2-4】 【2-4】 ・大学から地域社会への教育・研究情報の提供ができるよう、ユビキタスネット

地域連携アドバイザー教員制度を活用 ・リエゾン教員及び産学連携コーディネ ワークを目指したＵＰＫＩ・大学コミュニティサービス対応認証基盤の構想をと
した新たな地域連携体制を構築する。 ーターを中心に、県内各総合支庁や地方 りまとめた。

自治体等との連携活動を推進する。 ⑥・お互いの立場を理解した産学官連携のコーディネート活動を促進するため、研
究者、事務系職員と山形県職員の人事交流を継続して実施した。

【2-5】 【2-5】 また、地域密着型の研究を推進するため、大学、各学部、地域共同研究センタ
学術情報基盤センターを地域社会にお ・学術情報に関する総合的な情報発信機 ー等が、金融機関、地方自治体等とこれまでに締結してきた連携協力協定に基づ

ける情報拠点として、その機能を更に充 能（ポータル機能）の実現を推進し、大 く事業を展開した。
実・発展させる。 学から地域社会への教育・研究情報の提

供ができるよう認証基盤の整備を進め
る。

【2-6】 【2-6】
県・市等との人事交流を推進するとと ・県と大学との人事交流など地域社会と

もに、地域に密着した研究テーマの公募 の人的交流を基盤とした連携を継続し、
と推進を図る。 地域に密着した研究テーマの公募により

研究の推進を図る。

【３．総合大学の特性を活かした全学的な地域連携体制の構築】【3-1】 【3-1】
地域分散型総合大学の特色を活かした ・分散キャンパスの特性を活かし「人づ ①・各キャンパスの特性を活かし、地域再生への取組への協力、現職教員の資質向

学際的な教育・研究及び異分野との連携 くりの拠点（小白川キャンパス 「健 上のための研修への協力(小白川キャンパス 、看護実践に関する公開講座・セ）」 ）
を促進し、産業・経済、行政を始めとす 康づくりの拠点（飯田キャンパス 「も ミナーの開催(飯田キャンパス 、有機ＥＬを始めとしたものづくり人材の育成）」 ）
る幅広い社会の要請に対応する。 のづくりの拠点（米沢キャンパス 「食 強化(米沢キャンパス) 在来野菜や機能性食品等の地域に密着した研究の展開(鶴）」 、

づくりの拠点（鶴岡キャンパス 」とし 岡キャンパス）など、地域社会の幅広い要請に応えた。）
て、地域貢献を推進する。 ・ エリアキャンパスもがみ」では、引き続き社会人の学び直しニーズ対応教育「
・山形県内で唯一高等教育機関のない最 プログラム「里地里山活動プランナー養成講座」や「もがみ活性化事業」等を実
上地域において「エリアキャンパスもが 施した。
み」の機能を活かし、地域活性化に貢献 ②・県内の主たる金融機関、地方自治体、ＮＰＯ法人、高等学校、企業等の間で締
する。 結してきた連携協力協定を基にして、事業の積極的な取り組みを通じ、地域教育

の充実や産業育成など、地域振興に貢献した。
【3-2】 【3-2】 ③・本年度も情報ネットワークを活用し 「大学コンソーシアムやまがた」の加盟、

地域の企業、地方自治体及びＮＰＯ法 ・企業、地方自治体及びＮＰＯ法人との 機関にe-learningを活用した授業として、教養教育科目を前・後期合わせて13科
人等との連携を一層推進し、 連携を継続し、地域教育、産業育成など 目配信した。
地域振興に貢献する。 の地域振興に貢献する。
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【3-3】 【3-3】
県内の高等教育機関と連携するため、 ・情報ネットワークを活用して県内高等

基幹情報ネットワークの活用を図る。 教育機関との連携を進め 「大学コンソ、
ーシアムやまがた」においてｅ－ラーニ
ングを使用した授業を継続して提供す
る。

3) 評価の体制3）評価の体制
【地域貢献を正当に評価するシステムの構築】【1-1】 【1-1】

地域貢献を教員の職務の一つとして正 ・教員の個人評価システムに基づき、社 ①・地域社会における教員の活動状況を含む社会連携活動について、引き続き「教
当に評価するためのシステムを構築す 会連携活動の評価を実施する。 員の個人評価指針」に基づき、自己評価を実施するとともに、平成18年度から平
る。 成20年度までの３年分の業績について、一括して評価を実施した。

ｂ国際交流等ｂ国際交流等
1) 体制の整備1)体制の整備
【１．国際交流を推進するための体制整備】【1-1】 【1-1】

大学間交流協定を積極的に締結し、研 ・引き続き大学間協定の締結を進めると ①・新たに、ライデン大学（オランダ 、青島農業大学（中国 、サンアンドレス） ）
究交流、学生交流を活性化する。そのた ともに、研究交流、学生交流の一層の推 大学（ボリビア 、マンチェスター大学人文科学学部（英国）等との協定締結に）
め、大学間交流協定については、６年間 進を図る。 より、17か国・31大学１機関となった。
で10件以上の締結を目指す。 ・各学部・研究科において、交換留学生制度を活用した学生の派遣・受入や教員

の相互訪問・共同研究等を実施した。
【1-2】 【1-2】 ②・山形大学国際交流事業基金奨学金貸与制度により、生活が困難な状況にある留

国際交流を推進するために、国際交流 ・国際交流事業基金の募金を継続すると 学生など４人に対して奨学金を貸与した。
基金の整備を図る。 ともに、基金を有効に活用する。 ・各学部においても、学部の国際交流基金を活用した補助を実施した。

③・引き続き、大学ホームページの英語版の充実に努めるとともに、英語版、中国
【1-3】 【1-3】 語版、韓国語版及びベトナム語版の入試要項を継続して作成し、ホームページに

情報発信のため、大学ホームページの ・海外への情報発信のため、国際センタ 掲載した。
英語版を充実する。 ーのホームページの英語版、中国語版及 ・各学部ホームページの英語版についても随時更新して一層の充実を図った。

び韓国語版の内容を更新し、更なる充実 ④・理学部において、南米のスペイン語圏から、ＪＩＣＡからの10人の研修員を13
を図る。 日間受け入れた。また、シエラレオネ共和国の国費留学生を受け入れた。

、 「 」・農学部において ＪＩＣＡ短期研修事業 仏語圏アフリカ稲収穫後処理コース
【1-4】 【1-4】 として８人の研修生を１か月受け入れた。また、大学院修士課程に「稲作を中心

開発途上国への国際協力を推進する。 ・国際協力推進のため、ＪＩＣＡ等から とした環境保全型農業の確立」コースを設けＪＩＣＡ長期研修生として２人を修
の研修員や留学生を受け入れる。 士課程に受け入れた。
・開発途上国からの留学生の受入を積極 ・都内の日本語学校２校において本学の説明を行ったほか、都内の日本語学校３
的に行うため、日本語学校との情報交換 校と情報交換を行った。
を行う。 ・昨年度のラトビア大学に引き続き、タリン大学（エストニア）に書籍を提供し

た。
・アフリカへの拠点設置に向けて、ＪＩＣＡ東北との情報交換を行うとともに、
山形・タンザニア友好協会の協力を得て、平成22年５月にタンザニアへの拠点設
置のための現地視察を行うことを決定した。

2) 学術交流の推進2)学術交流の推進
【１．研究交流の推進】【1-1】 【1-1】

毎年２件以上の国際共同研究の実施を ・若手研究者の海外研修を支援し、国際 ①・各学部において、国際学会発表のための海外渡航の支援を行うとともに、理学
目指す。 共同研究を推進する。 部では、欧州原子核研究機構（ＣＥＲＮ）に助教２人を配置するなど、国際共同

研究を進めた。
【1-2】 【1-2】 ・海外の大学等との共同研究推進のため、新たに中国黒龍江省ハルビン市内にサ

研究者レベルでの研究交流を推進す ・ＹＵ海外研究グローイングアップ・プ テライトを設置した。
る。 ログラム及び小嶋国際学術交流基金によ ②・ＹＵ海外研究グローイングアッププログラムにより教員４人、小嶋国際学術交

り若手研究者の海外研修を支援する。 流基金により教員１人の海外研修を支援した。
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・各学部において、国際学会発表のための海外渡航の支援、国際学術講演会や学
【1-3】 【1-3】 術交流セミナーの開催を行った。

招聘研究者による講演会やシンポジウ ・大学の国際支援活動を地域社会や世界 ③・協定大学であるライデン大学（オランダ）教員による講演会を開催した。
ム等を積極的に開催する。 に向けて積極的に発信するため、外国研 また、各学部においても、以下の取り組みを行った。

究機関からの受入れ教員等を講師とした ・人文学部
シンポジウムを開催する。 国際学術講演会「韓日和解への歩み 、国際学術シンポジウム「共振する東」

アジア」を実施した。
・理学部

韓国テグ大学から講師を招へいし、講演会を開催した。
・医学部

海外から研究者を招き、山形大学グローバルＣＯＥプログラム平成21年度国
際シンポジウム「山形から世界へ 先端医療は私たちが開く」を開催した。

・農学部
台日合同国際シンポジウムを開催し、台湾及びイタリアの招聘研究者による
講演及び一般市民を対象にしたシンポジウムを開催した。

【２．外国人研究者の受入れ体制整備】【2-1】 【2-1】
外国人研究者に対する研究及び生活面 ・来日研究者への研究室等、研究施設の ①・外国人研究者の研究室の確保、旅費・滞在費の支援や各キャンパス図書館の外

の支援体制を充実させる。 提供の充実を図る。 国語の日本研究文献資料の充実を図った。
・山形での生活情報を提供するための案 ・山形市国際交流協会作成の英語版、中国語版及び韓国語版の生活情報資料を購
内資料を作成し提供する。 入し活用した。

②・東南アジアからの大学院生を始めとする留学生拡大を目的として、タイでの留
【2-2】 【2-2】 学フェアに国際交流担当教職員が参加し情報提供を行った。

留学生課に国際交流部門を設置して専 ・国際センターと国際交流ユニットが一 ・各学部において、留学生やＪＩＣＡ長期研修生との懇談の場を設け、就学上及
門スタッフを配置し、留学生センターと 体となって、留学生や研究者交流の推進 び生活上の問題等について意見交換などを行った。
一体となって留学生及び研究者交流の支 を図る。
援を強化する。

3) 学生交流の推進3)学生交流の推進
【１．学生交流の推進と受入れ体制整備】【1-1】 【1-1】

短期留学制度等を活用し、留学生の受 ・短期留学生の受入促進のため、留学生 ①・協定校からの短期留学生の受入促進のため、留学生交流支援制度（短期受入）
、 。入れを促進する。 交流支援制度（短期受入）における単位 における単位互換型奨学金を活用した生活・修学支援を行い 37人が採用された

互換型奨学金枠を活用し、生活・修学支 ②・英語・中国語・韓国語に加え、新たにベトナム語によるポスター、入試概要パ
援を行う。 ンフレットや国際交流状況についてのパンフレットを作成し、留学フェア、進学

説明会及び日本語学校等において配布した。
【1-2】 【1-2】 ③・ＴＯＥＦＬ－ＩＴＰ試験を実施し13人が受験した。

学部、研究科の入学者募集要項の外国 ・外国人留学生向けの入試案内を留学フ ・11月に派遣留学についての説明会を実施するとともに、ＴＯＥＦＬ－ＩＴＰ説
版を作成し、留学を希望する外国人学生 ェア、進学説明会及び日本語学校等に配 明会において派遣留学についての説明を行ったほか、オープン・キャンパス、大
等に広く入学試験情報を提供する。これ 布する。 学祭（八峰祭）において相談コーナーを設けての説明や新入生歓迎行事での資料
により留学生の受入れを増加させる。 配布を行った。

・ 山形大学短期交換留学プログラム（ＳＴＥＰ－ＹＵ 」の紹介冊子について、「 ）
【1-3】 【1-3】 内容を改訂し発行した。

学生の外国派遣制度を確立し、交流協 ・定期的なＴＯＥＦＬ試験留学カウンセ
定大学を始めとする外国の大学への留学 リング等を実施することによって、協定
を支援する。 大学への留学を推進する。

【２．留学生支援体制整備】【2-1】 【2-1】
地域の国際交流団体との連携を強化 ・山形県留学生交流推進協議会の構成各 ①・山形県留学生交流推進協議会による異文化交流事業や地域交流事業等を通じて

し 留学生の生活支援体制を充実させる 団体と連携して、留学生の生活支援を継 留学生の生活支援を行った。、 。
続して実施する。 ・本学が中心となって構成している「大学コンソーシアムやまがた」において、

留学生の長期ホームステイの実施を念頭に、２泊３日のホームステイ事業を実施
【2-2】 【2-2】 した。
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チューターマニュアルを作成し、チュ ・これまでに蓄積された情報及び在学中 ・山形市の協力を得て、留学生が市営住宅に入居する際の連帯保証人確保の負担
ーター制度による留学生への支援を充実 の留学生の声を取り入れながら、マニュ 軽減を実現した。
させる。 アルを更新する。 ・ 山形大学留学生教育と研究（第２号 」を発行し、地域の日本語ボランティ「 ）

ア団体等に提供した。
【2-3】 【2-3】 ②・留学生との懇談やチューターとの個別の情報交換等を行い、意見等をマニュア

留学生のための学習用資料を充実させ ・引き続き、附属図書館や国際センター ル更新に活用した。
るとともに、英語能力の不十分な留学生 に英語能力の不十分な留学生用の教材を ③・各キャンパス図書館に、日本語等の語学学習や日本での生活を支援するための
への英語学習支援体制を整備する。 整備する。 資料等を新たに250冊購入し、国際情報提供コーナーの充実を図った。

④・農学研究科の修士課程留学生４人について、英語により学位を取得させるため
【2-4】 【2-4】 の指導を行った。

留学生に対する英語による講義を実施 ・留学生に対する英語による講義を引き ・各学部・研究科においても、英語による指導が適切と判断された留学生につい
する。 続き開講する。 ては、英語による講義や実験･実習の指導を行った。

⑤・山形県との連携により、留学生の県内企業でのインターンシップ事業を実施し
【2-5】 【2-5】 た。

留学生に対してインターンシップ制度 ・山形県内への就職支援のため、県に協 ・山形県と共催で県内企業による就職相談会を実施するとともに、就職情報を就
を活用した就業体験の機会を提供し、留 力して実施している「海外展開の担い手 職希望の留学生に提供した。
学生の就職支援を図る。 確保事業」を活用することによりインタ ⑥・収集済みの卒業、修了後の情報の整理を行うとともに、遡っての情報収集方法

ーンシップの機会を提供する。 を開始した。
・国内での就職希望者支援のため、国内 ・中国黒龍江省（ハルビン市）での同窓会設立に向けて、ハルビン医科大学教員
での求人情報を提供する。 に同窓会長を委嘱するなど準備を進めた。

⑦・留学生に対する日本語教育等の指導について、留学目的や日本語力を考慮して
【2-6】 【2-6】 短期留学生向けの授業（初中級用： 日本語１～３ 、上級用： 日本語８・９ ）「 」 「 」

帰国した外国人留学生との間で国際交 ・留学生の帰国後の支援や研究交流及び とそれ以外の一般留学生向けの授業（ 日本語４～７ ）とに分類し、効果的で「 」
流ネットワークを構築し、これを活用し 新たな入学者獲得のため、卒業、修了後 合理的な留学生教育を実施した。
た現役留学生向け支援体制の整備を図 の情報の収集を継続する。
る。

【2-7】 【2-7】
日本語教育、日本事情教育の見直しと ・留学生に対する日本語教育について、

充実を図る。 開講形態の点検活動を継続して行い、よ
り効果的な実施を図る。

4) 国際交流拠点形成4)国際交流拠点形成
【１．アジア地域の国々との交流拠点形成】【1-1】 【1-1】

外国人留学生の大半を占めるアジア地 ・平成20年度に設置したベトナムサテラ ①・研究交流及び学生交流を進めるため、新たに中国黒龍江省ハルビン市内にサテ
域の大学や国との交流を積極的に進め、 イトに続き、留学生交流、研究交流の活 ライトを設置した。
研究交流、学生交流の拠点を形成する。 発化のため、新たに中国東北部への拠点

設置を推進する。
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その他の目標(3)

② 附属病院に関する目標

１．人間性豊かな信頼の医療を実施する。中
２．患者本位の医療を推進する。期
３．救急医療体制を推進する。目
４．科学的根拠に基づいた医療を実施する。標
５．高度先進医療・先端医療を地域へ提供する。
６．学部学生の卒前臨床実習を充実させる。
７．卒後臨床修練を含めた医療従事者の生涯教育を充実させる。
８．臨床研修（基礎研究から高い技術水準の医療の開拓）の質の向上を図る。
９．医療提供機能強化を目指したマネジメントを実施する。
10．患者の立場に立った病院環境を整備・充実させる。
11．地域医療機関等との連携システムを整備・充実させる。
12．地域医療人の生涯教育機会を提供する。
13．病院広報等の充実・強化を図る。
14．社会への説明責任を果たすため、策定した目標等の情報提供を推進する。
15．病院全体に対する評価とその情報提供を推進する。
16．魅力ある病院を目指した人事制度を確立する。
17．国際化への対応と国際的な共同研究等を推進する。
18．病院施設の機能向上の推進を図る。

進捗
中期計画 平成21年度計画 判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ

状況

（平成20年度の実施状況概略）（２）附属病院に関する目標を Ⅳ
・インフォームド・コンセントについては、患者への説明内容を検証し、説明達成するための措置

【1-1】 文書に盛り込むためのチェックリストを利用して、各診療科で説明文書を作成
インフォームド・コンセント している。なお、その説明文書を検証し、院内カルテチェックで運用が適切で

に基づいた患者中心の医療を実 あるかどうかの確認も行っている。
施する。 また、クリニカルパスの推進のための枠組みを検討するＷＧを新たに立ち上

げ検討を開始した。

（平成21年度の実施状況）【1-1】
・患者への説明内容を検証し、説明文書 ・ＣＴ検査及びＭＲＩ検査の説明文書・同意書・問診票について、標準化及び
の見直しを適宜行う。 平易な文言の面から検討を行い、また、法的な面から顧問弁護士の助言を踏ま
・クリニカルパスの見直しを体系的に行 え、記載内容の見直しを行い、院内統一様式とした。
う。 ・紙媒体のクリニカルパス情報を、医療者（医師、看護師、技師等）がより一

層共有できるよう、クリニカルパスの電子媒体化について検討した。また、電
子化にあわせて、医師の指示出し、看護師の指示受け、患者会計への連携等に
ついて検討した。

（平成20年度の実施状況概略）【1-2】 Ⅳ
地域に開かれた医療を実施す ・地域医療機関等との連携システムを充実させるため、地域医療連携センター

る。 にソーシャルワーカー２人を含む６人の人員を配置している。
・地域がん医療のレベルアップを図るため 「東北がんＥＢＭ事業」により、、

山形大学
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地域がん医療リーダー育成及びe－ラーニングによるがんＥＢＭ教育を開始し
。 、 、 、 、た また 本学 東北大学 福島県立医科大学及び南東北の22の病院が連携し

がん専門医療者を養成する大学・地域一体の包括的教育プログラム「東北がん
プロフェッショナル養成プラン」も開始している。
・がん治療については、昨年度設置したキャンサートリートメントボードの本
格的な運用を開始し、現在12のボードを運営している。毎月約30の症例につい
て、医師・コメディカルから医学生も含め約370人が参加している。

、 、・地域医師の診療レベルアップを図るため 本年度も生涯教育セミナーを行い
地域医療人に生涯教育の機会を提供した。また、専門看護師や認定看護師等の
高度な看護職業人育成と活用促進のため、公開講座「看護師のキャリア・アッ
プを目指して」を開催した。さらに、地域の医師の教育ニーズに呼応した生涯
教育支援、医師等のリフレッシュ（再教育）への支援を行うことで、地域の医
療環境の充実等を通して地域社会の活性化を目指した （平成20年度末現在５。
人受入）

（平成21年度の実施状況）【1-2】
・地域医療機関等との連携システムを整 ・地域医療連携センターではソーシャルワーカーを２人体制として、院内の診
備・充実させる。 療支援体制及び後方病院等との連携を図った。
・医学部がんセンターの活動を通して、 ・ がん臨床センター」で患者登録システムを構築し、がん患者を登録するこ「
地域がん医療のレベルアップを図る。 とにより、地域のがん患者の発症等の実態を把握し、がん予防及びがん対策の
・がん拠点病院としての体制整備を行 推進と医療のレベルアップを図った。
う。 ・医療者におけるがん診療レベルアップのためのセミナーや講習会を年16回開
・地域医療人の生涯教育機会を提供す 催した。また 「がん患者相談室」では、がん診療に関する相談件数 年271件、
る。 のうち、本院以外の患者・家族の相談件数が161件（59％）で、地域に開かれ
・総合医学教育センターを軸として、 た医療を展開した。
地域医師の診療レベルアップを図る。 ・リフレッシュ医学教育プログラムにより延べ５人の修練医を受け入れ研修を

行った。また、看護師のリフレッシュ教育に関しては、基礎編のファンダメン
タルコースは４人、より高度な技術の獲得を目指すアドバンストコースは８人
の看護師を受け入れ研修を行った。
・県内24病院の研修協力病院及び地域保健医療に係る研修協力施設の９施設と
連携しながら多様な卒後臨床研修プログラムを実施した。

（平成20年度の実施状況概略）【1-3】 Ⅳ
最高水準の医療を提供する。 ・科学的根拠に基づいた医療（ＥＢＭ）を実践するために、各診療科、各診療

部門でクリニカルパスの作成、運用、エビデンスに基づいた診療手順の見直し
（手術室の衛生管理方針など）を行い、医療安全の推進、医療レベルの検証な
どに役立てている。

（平成21年度の実施状況）【1-3】
（ ） 、 、・科学的根拠に基づいた医療を実施す ・科学的根拠に基づいた医療 ＥＢＭ を実践するために 引き続き各診療科

る。 各診療部門でクリニカルパスの作成、運用、エビデンスに基づいた診療手順の
・新制度となった先端医療を地域へ提供 見直し（手術室の衛生管理方針など）を行い、医療安全の推進、医療レベルの
する。医学部がんセンターの活動を通し 検証などに役立てた。
て 地域がん医療のレベルアップを図る ・がん治療については、引き続きキャンサートリートメントボードを定期的に、 。

（週２回）実施し、現在12のボードを運営しており、医師・看護師・学生・コ
。 、「 」メディカルなど毎月300～400人の参加があった また 東北がんＥＢＭ事業

により地域がんリーダー育成及びｅ－ラーニングによるがんＥＢＭ教育を行
い、地域がん医療のレベルアップを図った。さらに、本学、東北大学、福島県
立医科大学及び南東北の22の病院が連携する「東北がんプロフェッショナル養
成プラン」により、①質の高いがん医療専門者の養成、②がん医療水準の均て
ん化、③がん医療水準の向上を図った。

山形大学
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（平成20年度の実施状況概略）【1-4】 Ⅳ
厳しい倫理観を持った創造的 ・医療人の育成については、医学部教務委員会において、腫瘍学や感染症の講

な医療人を育成する。 義の充実、臨床実習期間の長期化と内容の充実等、これまでカリキュラムを改
善し、臨床実習中心の卒前臨床教育内容の高度化を図り対応してきた。

また、卒後臨床研修センターでは、平成20年度から新たに自由度の大きいＢ
プログラム「大学病院・協力病院自由選択コース」を加え、高い技術水準の医
療の開拓を目指すこととした。

なお、山形大学関連病院会や山形大学蔵王協議会と連携強化に努めた結果、
本年度のマッチング数は27人（東北６大学で最多）となった。

（平成21年度の実施状況）【1-4】
・学部学生の臨床実習中心の卒前臨床実 ・医学部教務委員会では、卒前臨床教育内容の高度化を図るため、本学部で定
習のカリキュラム（医学部教務委員会制 める医行為ガイドラインの見直しを行い改善に努めた。また、平成20年度から
定）に沿った実習を行う。 導入したStudent Doctor制度の形成的評価や実習の改善のために、指導教員及
・卒後臨床修練を含めた医療従事者の生 び実習中の学生を対象にアンケート調査を実施した。

、 、涯教育を充実させる。 ・医療人の育成については 引き続き腫瘍学や感染症の講義の充実を図るなど
・県内医療機関との連携により卒後臨床 卒前・卒後臨床研修において教育内容の高度化を実施した。
研修内容の多様化を図る。 ・県内24病院の研修協力病院及び地域保健医療に係る研修協力施設の９施設と
・総合医学教育センターを軸として、地 連携しながら多様な卒後臨床研修プログラムの実施を図っている。
域医師の診療レベルアップを図る。 ・リフレッシュ医学教育プログラムにより、延べ５人の修練医を受け入れ、研
・臨床研修（基礎研究から高い技術水準 修を行った。また、看護師のリフレッシュ教育に関しては、基礎編のファンダ
の医療の開拓）の質の向上を図る。 メンタルコースは４人、より高度な技術の獲得を目指すアドバンストコースは

８人の看護師を受け入れ、研修を行った。
・卒後臨床研修センターでは、自由度の大きいＢプログラム「大学病院・協力
病院自由選択コース」を平成20年度新たに加えたことにより、引き続き高い技
術水準の医療を推進した。

（平成20年度の実施状況概略）【2-1】 Ⅳ
患者に分かりやすい医療を提 ・疾患別治療センターの充実のため、引き続き、高次脳機能障害科と脳神経外

供する。 科との診療連携及び消化器内科（第二内科）と消化器外科（第一外科）の混合
病棟設置による連携を進め、脳卒中センター及び消化器病センターの設置に向
けた取組を推進した。

（平成21年度の実施状況）【2-1】
・病院再開発の進捗にあわせて、臓器別 ・高次脳機能科と脳神経外科との診療連携、消化器内科（第二内科）と消化器
疾患・診療センター整備へ向けた体制整 外科（第一外科）の混合病棟設置による連携及びＮＩＣＵ設置による関連診療
備を図る。 科の連携を進め、脳卒中センター、消化器病センター及び周産母子センターを

設置した。

（平成20年度の実施状況概略）【2-2】 Ⅳ
患者の個別性を重視した対応 ・予防医療部では、近年の検診ニーズの変化に対応すべく、各コースの検診内

を行う。 容を見直すなど、検診機能の充実を図った。本年度の受診者は317人で、昨年
度に比べ６％増加した。

（平成21年度の実施状況）【2-2】
・予防医療部が提供する医療活動項目に ・近年の検診ニーズの変化に対応すべく、各コースの検診内容を見直し、乳が
ついて検討するとともに、人間ドックに ん検診の精度向上、採血アラカルトコースの充実、各種オプション検査の追加
よる予防医学を実施する。 等により、検診機能の一層の充実を図った。本年度の受診者は344人で、昨年

度に比べ8.5％増加した。

（平成20年度の実施状況概略）【2-3】 Ⅳ
患者本位の医療の実践に向け ・病院再整備計画に基づき、７月に新病棟（増築棟）での診療を開始した。救
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て、病院再整備計画の推進に努 急部は、従来に比べ面積を４倍に大幅に拡充され、大規模災害時の救急医療へ
める。 も対応できるよう、医療ガスアウトレットを設置した。手術部については、従

来までの手術室を９室から12室に拡充し、さらに、術中ＭＲＩの設置など、先
端医療に対応した各手術専用の手術室を配置するとともに、手術用器材の自動
搬送システムを導入した。

（平成21年度の実施状況）【2-3】
・病棟に診療科の枠を越えて設置した呼 ・平成17年度に設置した呼吸器病センター・循環器病センター及び昨年度に整
吸器センター 循環器センターを中心に 備した新病棟において、患者との信頼関係に基づいた医療を実施した。また、、 、

、 （ ）、 （ ）、患者本位の医療を行うとともに、病棟再 病院再整備計画に基づき ＩＣＵの増床 ４床から６床 ＨＣＵ設置 14床
整備によって、救急部、ＩＣＵ（intens ＮＩＣＵ設置（６床）を行った。
ive care unit 、ＨＣＵ（high care u）
nit 、手術部等の整備を図る。）

（平成20年度の実施状況概略）【2-4】 Ⅳ
多様化する患者ニーズに応え ・脳卒中相談室では、従来から原則月１回（第４土曜）脳卒中全般にわたる幅

るため、組織体制の整備・充実 広い相談に応じている。遺伝カウンセリング室では、遺伝相談を行っており、
を図る。 平成20年度のカウンセリング実施件数は、30件に上っている。栄養管理につい

ては、事務組織の栄養管理ユニットを医療従事の一環として病院組織の栄養管
理部に組織替えし、栄養管理部長及び２人の副部長（教員・管理栄養士）を配
置し、組織の充実化を図った。

（平成21年度の実施状況）【2-4】
・脳卒中相談室 遺伝カウンセリング室 ・脳卒中相談室では、原則月１回（第４土曜）脳卒中全般にわたる幅広い相談、 、
栄養相談室、地域医療連携センター等の に応じた。また、地域医療連携センターでは、社会福祉士（医療ソーシャルワ
機能強化を図る。 ーカーや精神保健福祉士 ・看護師・事務職員が相互協力し、地域の行政・保）

健・医療・福祉機関等と密接に、効率的で効果的な連携（蔵王協議会、がん診
療連携協議会、在宅療養支援会議等）を継続して行い、機能強化を図った。

（平成20年度の実施状況概略）【2-5】 Ⅳ
包括的医療の対応と地域医療 ・地域医療連携センターでは、地域医療機関との連携強化のための検討会の開

との連携を図る。 催や、連携に関する調査・検討を行っている。
（医事相談2,178件、医療福祉相談・退院支援2,869件）

また、ソーシャルワーカー２人を含む６人の人員を配置し、地域の保健医療
福祉関連機関との連携や患者・家族への支援を行っている。

（平成21年度の実施状況）【2-5】
・経営企画部や医療情報部が連携して行 ・経営企画部及び医療情報部の連携により、附属病院運営状況の検討及び経営
う、きめ細やかな包括的医療への対応や 分析を行い、職員への情報提供により、診療活動の指針としている。また、地
地域医療連携センターを中心に行う地域 域医療連携センターにおいては、地域医療機関との連携やソーシャルワーカー
医療との連携を継続する。 による患者・家族への支援を行うなど、連携を継続している。

（平成20年度の実施状況概略）【3-1】 Ⅳ
急性期医療の中心的役割を担 ・山形県のメディカルコントロールの中心的役割を果たすとともに、救急救命

当する。 士の教育実習を行い地域医療に貢献している。本年度は16人の救急救命士病院
実習生を受け入れた。

（平成21年度の実施状況）【3-1】
・救急部、手術部及びがんセンター機能 ・救急部、手術部及びがんセンター機能の強化により、引き続き、山形県のメ
の強化によって、山形県のメディカルコ ディカルコントロールセンターの中心的役割を果たすとともに、救急救命士の
ントロールセンターの中心的役割を継続 教育実習を行い地域医療に貢献している。本年度は38人の救急救命士病院実習
する。 生を受け入れた。

山形大学
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（平成20年度の実施状況概略）【3-2】 Ⅳ
救命蘇生医療を推進する。 ・院内に設置したＡＥＤの講習会及びＢＬＳ心肺蘇生法セミナーを開催した。

（平成21年度の実施状況）【3-2】
・ＡＥＤ（Automated External Defibri ・10月に「現場での心停止の治療法－ＡＥＤの正しい使い方－」の公開講座を
llator）使用講習会及びＢＬＳ（Basic 実施した（参加者28人 。また、ＢＬＳ心肺蘇生法セミナーを継続して開催し）
Life Support）心肺蘇生法の教育セミナ た。
ーを継続して実施する。

（平成20年度の実施状況概略）【4-1】 Ⅳ
ＥＢＭ(evidence-based medi ・ＱＯＬが高く、ローリスクで侵襲性の低い安全な医療を積極的に導入し、成

cine)を展開する。 果を挙げている （脳神経外科の覚醒手術、第一外科・第二外科・泌尿器科な。
どにおける内視鏡手術の高度化、眼科における小切開眼科手術）
・ＩＳＯ９００１については、維持審査を受審し、医療安全体制を確立してい
る。

（平成21年度の実施状況）【4-1】
・ＱＯＬが高く、ローリスクで侵襲性の ・ＱＯＬが高く、ローリスクで侵襲性の低い安全な医療を積極的に導入し、脳
低い安全な医療を実践する。 神経外科の覚醒手術、第一外科・第二外科・泌尿器科などにおける内視鏡手術
・ＩＳＯ９００１に準拠した医療安全体 の高度化、眼科における小切開眼科手術などにおいて成果を挙げた。また、が
制を更に充実させる。 ん治療については、東北がんＥＢＭ事業（地域がん医療リーダー育成及びｅ－

ラーニングによるＥＢＭ教育）によりさらにレベルアップされた。
・ＩＳＯ９００１については、３年ごとの再認証審査を受審し、認証され、一
層の医療安全体制を確立している。

（平成20年度の実施状況概略）【5-1】 Ⅲ
重粒子線治療装置の導入と既 ・疾患別治療センターの充実のため、引き続き、高次脳機能障害科と脳神経外

存施設の機能整備及び拡充を図 科、消化器内科（第二内科）と消化器外科（第一外科）での実質的な連携を開
り、高度先進医療を実践する。 始し、平成21年度の新病棟移転時の脳卒中センター及び消化器病センターの設

置に係る計画を策定した。
・21世紀ＣＯＥプログラムで得られた成果については、糖尿病とパーキンソン
病について国際特許を申請中であり、パーキンソン病の創薬に向けて遺伝子改
変動物を作成した。
・重粒子線治療装置導入については、重粒子線治療装置設置推進室を中心に、
関連メーカー及び金融機関との情報交換会を実施した。
・がんセンターについては、昨年度、附属病院に「がん臨床センター」を設置
しており 「がん患者登録センター 「外来がん化学療法室 「がん診療連携、 」、 」、
センター」及び「がん患者相談室」を設置し、がん診療連携拠点病院としての
体制を整備している。

（平成21年度の実施状況）【5-1】
・疾患別センターの設置を推進し、これ ・脳卒中センター及び消化器病センターを設置し、これらの領域の生活習慣病
ら領域の生活習慣病の高度先進医療を実 の高度化推進医療を実施した。
践する。 ・糖尿病とパーキンソン病について国際特許を継続して申請中であり、パーキ
・21世紀ＣＯＥで得られた成果の医療へ ンソン病の創薬に向けて遺伝子改変動物を作成した。
の技術移転に向けた研究を推進する。 ・重粒子線治療装置については、重粒子線治療装置設置推進室を中心に引き続
・がん治療への優れた有用性が治療段階 き関連メーカーとの情報交換会を行い、導入に向けた取組を行った。
を終えて確立した重粒子線治療装置の速 ・医療者におけるがん診療レベルアップのためのセミナーや講習会を年16回開

。「 」 、 、やかな導入をめざした最先端医療を一般 催した がん患者相談室 では がん診療に関する相談件数 年271件のうち
患者に提供するシステムを構築する。 本院以外の患者・家族の相談件数が161件（59％）で、地域に開かれた医療を
・がんセンターの医学部附属病院での位 展開した。また、国内最高精度のがんの放射線治療装置を平成22年度に導入す
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置づけを明確化し、併せてがん拠点病院 ることとした 「強度変調放射線治療（ＩＭＲＴ）装置」と患部の位置を正確。
の体制整備を行う。 に測定する「イメージガイド」を組み合わせた設備で、東北地方では初の導入

となる。

（平成20年度の実施状況概略）【5-2】 Ⅲ
遺伝子診療、臓器移植の積極 ・遺伝子診療については、第三内科において「神経変性疾患のDNA診断」を22

的推進を図る。 回実施した。また、移植医療については、眼科において「難治性眼疾患に対す
る羊膜移植術」を２回実施した。

（平成21年度の実施状況）【5-2】
・実現可能な遺伝子診療及び臓器移植医 ・遺伝子治療については、第三内科において 「神経変性疾患のDNA診断」を、
療の計画的な検討・推進を図る。 ３回実施した。

・臓器移植については、現在までに脳死臓器移植に対応するためのマニュアル
の改訂及び生体肝移植を実施するための院内体制の整備・マニュアルの改訂を
完了しており、角膜移植を推進するための山形県アイバンク事業の支援も積極
的に行っている。具体的には、眼科において引き続き「難治性眼疾患に対する
羊膜移植」を実施した。

（平成20年度の実施状況概略）【5-3】 Ⅲ
遠隔医療による地域支援を実 ・県内の遠隔地の医療機関と遠隔医療システムを構築するとともに連絡会を設

施する。 置し、画像病理診断を継続している。病理診断の実施は、県立新庄病院（新庄
市 、米沢市立病院及び三友堂病院（米沢市）に及んでいる。）

（平成21年度の実施状況）【5-3】
・遠隔医療システムの活用による地域支 ・引き続き、県内の遠隔地の医療機関と遠隔医療システムの活用により、画像
援を継続する。 病理診断を実施した。

（平成20年度の実施状況概略）【6-1】 Ⅳ
低年次学生の早期体験学習 ・医学科では、早期医学・医療体験学習として、１年次学生全員に救急車搭乗

（early exposure）とボランテ 実習を必修としている。また、看護学科では、２年次から希望する学生が週１
ィア実習の充実を図る。 回程度の割合で小児科病棟ボランティアとして、プレールームなどで入院患者

と接触しており、26人が従事した。

（平成21年度の実施状況）【6-1】
・患者の合意をとった上で、安全な早期 ・引き続き、医学科においては、早期医学・医療体験学習として、１年次学生
体験学習とボランティア実習を継続す 全員に救急車搭乗実習を必修としている。また、看護学科においては、２年次
る。 以降の希望する学生34人が週１回程度の割合で小児科病棟ボランティアとして

プレールームなどで入院患者と接触した。

（平成20年度の実施状況概略）【6-2】 Ⅳ
クリニカルクラークシップの ・クリニカルクラークシップについては、各診療科の実習指導項目・体制等の

検証と充実を図る。 見直し充実を図り、実習の手引を更新している。また、本年度からクリニカル
クラークシップに参加する医学生を「Student Doctor」と認定し、医師を目指
す医学生としての自覚、心構え、医療行為に携わる人間としての責任感や使命
感を再認識させるとともに、社会及び患者に対し、その者の医行為を大学が保
証することとした。

（平成21年度の実施状況）【6-2】
・既に構築した実習システムに基づき、 ・クリニカルクラークシップについては、実習の手引きに基づき、引き続き充

。 、 、引き続きクリニカルクラークシップの充 実を図った また 昨年度から導入したStudent Doctor制度を継続して実施し
実を図る。 医師を目指す医学生としての自覚、心構え、医療行為に携わる人間としての責

任感や使命感を再認識させるとともに、社会及び患者に対し、その者の医行為
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を大学が保証した。

（平成20年度の実施状況概略）【6-3】 Ⅳ
モデル・コア・カリキュラム ・シラバス（クリニカルクラークシップの手引き）に実習における行動目標・

の検証と充実を図る。 獲得目標を明示するとともに、継続して臨床実習を担当する教授陣容の充実を
図っている。

（平成21年度の実施状況）【6-3】
・臨床実習を中心とした医学科のカリキ ・参加型臨床実習を発展させ、学部内で定める基準に基づき、より医行為を重
ュラムによりクリニカルクラークシップ 視した実習を導入した。また、臨床実習を許可された学生にはStudent Doctor
の充実を図る。 という称号を与え、医行為に対する責任と自覚の向上を図った。さらに、実習
・引き続き、臨床実習の到達点を明らか 中に患者情報を有効に活用できるように、環境整備を図るとともに、適切な情
にして、その到達のために必要な人材を 報の取り扱いについて指導を行った。また、重要臓器に重点を置いた臨床実習
配置した教育を行う。 の在り方・見直しについて検討を行った。

・シラバス（クリニカルクラークシップの手引き）に実習における行動目標・
獲得目標を明示するとともに、継続して臨床実習を担当する教授陣容の充実を
図った。

（平成20年度の実施状況概略）【7-1】 Ⅳ
「臨床教育研修センター」構 ・卒後臨床研修センターでは、研修プログラムを常時見直し、履修内容の強化

想を推進する。 に努めており、新たに、自由度の大きいＢプログラム「大学病院・協力病院自
由選択コース」を設けた。

なお、山形大学関連病院会や山形大学蔵王協議会と連携強化に努めた結果、
本年度のマッチング数は27人（東北地区６大学で最多）となった。

（平成21年度の実施状況）【7-1】
・卒後臨床研修センター機能を充実する ・引き続き、山形大学関連病院会や山形大学蔵王協議会と連携強化に努め、卒
（山形大学関連病院会」及び「山形大学 後臨床研修センター機能の充実を図った。その結果、本年度のマッチング数は
蔵王協議会」との連携強化 。 40人（北海道・東北地区で最多）で昨年度比13人増となった。）

（平成20年度の実施状況概略）【7-2】 Ⅲ
医療従事者の計画的な研修体 ・院内の年間教育・訓練スケジュールを年度当初に計画し、通年で全職員を対

制の整備を図り、研修機会の拡 象とした多くの講演会、新研修医・新入看護師等を対象としたオリエンテーシ
大と人材育成を図る。 ョン及び処置・検査、フィジカルアセスメントを実施しスキルアップを図って

いる。

（平成21年度の実施状況）【7-2】
・院内の研修・教育・訓練に関する年間 ・院内の年間教育・訓練スケジュールを年度当初に計画し、新研修医・新入看
計画を策定し、通年的にスキルアップを 護師を対象としたオリエンテーションやフィジカルアセスメント技術習得の研
主眼とした研修・説明会を引き続き開催 修等を実施し、スキルアップを図った。
する。

（平成20年度の実施状況概略）【8-1】 Ⅲ
高度先進医療を開発する。 ・医学系研究科に生命環境医科学専攻を独立専攻として設置して以来、医学・

工学・人文系の共同研究を推進している。
・高度先進医療の開発と実用化推進を目的として、高度先進医療推進プロジェ
クトチームを設置し業務に当たっており、現在、神経変性疾患のＤＮＡ診断、
難治性眼疾患に対する羊膜移植術の２つが承認されている。
・臨床研究については、収縮機能が保たれた心不全患者の予後予測におけるMI
BG心筋シンチグラムの有用性を初めて報告し、さらに、Tc-MIBI心筋シンチグ
ラムによる短時間で分かる心筋虚血評価法を確立した。また、喫煙で肺胞マク
ロファージに増加する転写因子MafBのdominant negative mouseを作成し、慢
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性閉塞性肺疾患の予防・治療法の開発に取り組んでいる。また、ある酵素が一
般住民の腎機能と関連することを発見し、慢性腎臓病の予防・治療への方策を
研究中である。
・医療機器の開発については、眼科で眼底診断装置の開発を地元企業と共同研
究を行い、新しい解析プログラムを開発している。

（平成21年度の実施状況）【8-1】
・医学系研究科、学内・学外研究機関と ・医学系研究科に生命環境医科学専攻を独立専攻として設置して以来、医学・
の連携・協力体制の強化・充実を図る 工学・人文系の共同研究を推進している。。
・高度先進医療を推進するチームの設置 ・高度先進医療の開発と実用化推進を目的として、高度先進医療推進プロジェ
による高度先進医療の開発と実用化を図 クトチームを設置し業務に当たっており、現在、神経性疾患のＤＮＡ診断、難
る。 治性眼疾患に対する羊膜移植術の２つが承認されている。
・先端的な基礎医学研究の成果を踏まえ ・臨床研究については、引き続き、慢性閉寒性肺疾患の予防・治療法の開発や
た医療技術へ展開する臨床研究（トラン 慢性腎臓病の予防・治療への方策などについて研究を進めている。
スレーショナル・リサーチ を推進する ・企業と連携して医療機器の新規開発を継続して進めており、眼科では、眼底） 。
・中期計画期間中を通じて医療機器の新 診断装置の開発を地元企業との共同研究により行い、新しい解析プログラムを
規開発を推進する。 開発した。

（平成20年度の実施状況概略）【8-2】 Ⅲ
治験管理センターの機能的管 ・治験受託研究の確保のため、治験の契約及び申請書式の統一化、治験責任医

理運営による新薬開発と臨床研 師への定期的な進捗状況の報告、治験手続の迅速化、治験担当医師へのインセ
究の活性化を推進し、治験受託 ンティブ向上を図った。その結果、治験実施状況は、受入件数28件であり、実
研究件数の確保と実施率の向上 施率は77.3％（昨年度71.9％）に向上した。
並びに治験に関する教育・広報 また、治験に関する教育・広報活動としては、新規研修医オリエンテーショ
活動を強化する。 ンや一般市民公開講座を開催し、広く啓蒙活動を行っている。

なお、日本臨床薬理学会認定ＣＲＣは３人となり、今後も研修会及び学会参
加を推進し、更に資格者の増加を目指すこととしている。

（平成21年度の実施状況）【8-2】
、 、・治験受託研究件数の確保と実施率の向 ・治験責任医師に対する定期的な治験進捗状況の報告や 治験手続きの迅速化

上を図る。 治験担当医師へのインセンティブ向上、医薬品等受託研究審査委員長から病院
・ＣＲＣ教育を充実する。 運営委員会への治験受入件数・実施率向上に向けたアナウンス（毎月）を行っ
・セミナー等の開催により治験に関する た。その結果、治験実施状況は、受入件数25件、受入症例数120件、実施数85
教育・広報活動を強化する。 件であり、実施率は70.8％であった。
・専任のＣＲＣを活用し、治験実施レベ ・日本臨床薬理学会認定ＣＲＣ取得を目指し、治験コーディネーター実務研修
ル向上のため資格取得者数を増加させ 及び学会等の参加を推進した。また、治験以外の臨床研究についても臨床研究
る。 セミナー等の研修参加にて臨床研究ＣＲＣ育成を視野に教育を進めた。本年度

は１人が初級者臨床研究コーディネーター養成研修（独立行政法人医薬品医療
機器総合機構主催）の講義及び実習研修生として研修に参加した。

。 、・新規研修医オリエンテーションで治験についての教育・広報を行った また
８月に「知ろう、治そう、Ｃ型肝炎」と題した市民講座を鶴岡市を会場に開催
し、一般市民への啓蒙活動を行った。
・現在、日本臨床薬理学会認定ＣＲＣ取得者は３人であり、うち１人は更に認
定更新（認定期間５年間）を得た。今後も、研修会や学会参加を推進し、更に
資格者の増加を目指すこととしている。

（平成20年度の実施状況概略）【8-3】 Ⅲ
民間機関等との産学連携強化 ・医学部長の下に医学部をあげて行うプロジェクトを推進し、競争的な資金獲

、 。 、策を構築する。 得のためのプロジェクトチームを立ち上げ 積極的な申請を行っている なお
21世紀ＣＯＥプログラムの成果を踏まえ、新たにグローバルＣＯＥプログラム
の採択を受け、疾患のリスク遺伝子の病態解明の研究を推進した。

山形大学
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（平成21年度の実施状況）【8-3】
・研究支援体制の整備充実の一環として ・引き続き、最先端研究開発支援プログラム（内閣府 、看護職キャリアシス）
設置した資金獲得企画対策室を活用し テム構築プラン（文部科学省）などの競争的な資金獲得のためのプロジェクト
て、産学連携の促進を図る。 チームを、医学部長の下に医学部をあげて立ち上げ、積極的な申請を行った。

（平成20年度の実施状況概略）【8-4】 Ⅲ
研究成果を公表する。 ・ 医学部研究業績集」を毎年度継続して発刊し、公表している。「

（平成21年度の実施状況）【8-4】
・研究業績集を継続して作成し公表す ・ 医学部研究業績集」を毎年度継続して発刊・公表しており、平成21年度版「
る。 は平成21年８月に発刊した。

（平成20年度の実施状況概略）【8-5】 Ⅲ
研究支援体制を充実させる。 ・医療情報部を中心に研究支援システム端末を病棟のカンファレンス室に展開

している。

（平成21年度の実施状況）【8-5】
・医学部がんセンターにおけるがん研究 ・引き続き、キャンサートリートメントボードを週２回定期的に開催し、支援
を支援するシステムを最大限活用し、体 体制強化に努めた。
制強化に努める。

（平成20年度の実施状況概略）【9-1】 Ⅳ
病院長のリーダーシップを強 ・病院長のリーダーシップに基づき、医療安全や感染対策等の重要な部門は病

。 、 、化する。 院長直轄としている また 病院長が委員長を務める病院運営委員会において
重要事項を決定している。

（平成21年度の実施状況）【9-1】
・引き続き、病院長のリーダーシップに ・病院長のリーダーシップに基づき、引き続き医療安全や感染対策等の重要な
基づく病院運営を継続する。 部門は病院長直轄としている。また、病院長が委員長を務める病院運営委員会

において、重要事項を決定している。

（平成20年度の実施状況概略）【9-2】 Ⅲ
健全な病院経営確保の観点か ・定期的な経営ヒアリングを開催し、経営改善や経営分析を実施し、加えてＳ

らの組織改革を進め、病院経営 ＰＤ導入による財務分析も行った。なお、ＳＰＤについては、さらに約850の
専門職員（医療事務を含む）を 医療材料の品目を追加し、診療経費の削減及び業務の効率化を図った。
養成する。 ・病院経営専門職員の養成について、本年度も学内外での研修会や勉強会に積

極的に参加し、病院経営に必要な専門研修の充実を図った。
・医療安全管理部によるカルテ検証チームにより、定期的にカルテチェックを
実施し、カルテ記載における患者説明内容のわかりやすさ及びインフォームド
コンセント記載の向上を図った。

（平成21年度の実施状況）【9-2】
・経営改善ヒアリングと検証を継続しな ・健全な病院経営確保のため、経営ヒアリング（全体会・診療科対象・診療施
がら、各部門と協力して業務の合理化を 設対象）を実施し、各部門から収入増に関する意見を吸い上げた。また、医療

（ ） 、 、模索・推進する。 材料の管理業務 ＳＰＤ の委託については 489の医療材料の品目を追加し
・病院経営に必要な専門研修の充実を図 業務の効率化を図った。
る。 ・病院経営専門職員の養成について、本年度も学内外での研修会や勉強会に積
・病歴（カルテ）検証チームによるカル 極的に参加し、病院経営に必要な専門研修の充実を図った。
テの定期的チェックを行うシステムを継 ・医療安全管理部によるカルテ検証チームにより、定期的にカルテチェックを
続する。 実施し、カルテ記載における患者説明内容の向上及びインフォームドコンセン

ト記載の向上を図った。
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（平成20年度の実施状況概略）【9-3】 Ⅲ
四半期ごとに短期的経営目標 ・経営改善目標として掲げた手術件数増・平均在院日数減について、それぞれ

の設定を行う。また、３年ごと 3,841件（+36件 ・19.3日（-1.6日）となり、目標を達成した。）
に診療科の病床数を見直し、そ ・年度当初に全体会議を行い、病院運営会議の意向を全診療科及び全診療部門
の適正化を図るシステムを構築 に伝え、年度中間に各部門の個別状況を見極めたうえ、全部門ヒアリングを行
する。 った。

（平成21年度の実施状況）【9-3】
・稼働率、在院日数、査定率、手術件数 ・在院日数、手術件数については、それぞれ18.17日（-1.13日 、4,162件（+）
等の各事項における目標値を設定し、院 321件）となり、経営改善目標を達成した。また近年の検診ニーズの変化に対
内全体で目標達成を図る （各目標値は 応すべく、各コースの検診内容を見直し、乳がん検診の精度向上、採血アラカ。
年度毎に設定する ）また、保険外診療 ルトコースの充実、各種オプション検査の追加等により、検診機能の一層の充。
の充実を図る。 実を図った。本年度の受診者は344人で、昨年度に比べ27人（8.5％）増加し
・定期的（臨時を含む）に各科等のヒア た。
リング、経営分析を行い短期的経営目標 ・経営ヒアリング（全体会・診療科対象・診療施設対象）を実施し、きめ細や
の設定及び評価等を行う。 かな経営分析による検証と評価を行った。

（平成20年度の実施状況概略）【9-4】 Ⅲ
医療提供機能の充実という観 ・引き続き、複数の診療科間の合同カンファレンスを実施するとともに、がん

点からの組織改革を実施する。 に関係する合同カンファレンスについては、その実施状況をホームページにて
公開している。

（平成21年度の実施状況）【9-4】
・継続して組織の点検評価を行い改善に ・引き続き、院内業務の点検・評価を行い改善に努めた。
努める。

（平成20年度の実施状況概略）【9-5】 Ⅳ
多元的な外部評価を導入し、 ・ＩＳＯ９００１については、引き続き、維持審査を受審した。病院機能評価

、 、 。継続的な組織の改革を実施す については 昨年度にVer.5.0の訪問審査を受審し 本年度５月に認定された
る。 なお、審査結果については、ホームページにて公開している。

（平成21年度の実施状況）【9-5】
・ＩＳＯ９００１取得に係る院内業務監 ・ＩＳＯ９００１について、３年ごとの再認証審査を受審し、認証され、審査
査を継続する。 結果についてホームページにて公開した。

（平成20年度の実施状況概略）【9-6】 Ⅲ
患者満足度調査などの診療ア ・引き続き、患者満足度調査を定期的に実施し、患者の意見を分析し業務改善

ウトカム評価を実施する。 に反映している。
また、投書箱「患者さんの声」も重要視し、院内での携帯電話の通話許可エ

リアを設けた。

（平成21年度の実施状況）【9-6】
・患者満足度調査を定期的に実施する。 ・引き続き、患者満足度調査を定期的に実施し、患者の意見を分析し業務改善

。 、 「 」 。に反映させた また 投書箱 患者さんの声 も重要視し業務改善に反映した

（平成20年度の実施状況概略）【9-7】 Ⅲ
現在の安全管理体制並びに危 ・医療安全管理部において、患者の服薬について与薬カートを整備し、薬剤師

機管理体制を見直し、その強化 と看護師によるダブルチェック体制としている。
に取り組む。 また、本年度に実施したＩＳＯ内部監査において、抗がん剤のダブルチェッ

クを前期の監査ポイントとした。

（平成21年度の実施状況）【9-7】

山形大学
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・安全管理体制及び危機管理体制の点検 ・医療安全管理部において、患者の服薬について与薬カートを整備し薬剤師と
・評価・改善を継続する。 看護師によるダブルチェックを行う等、安全管理体制及び危機管理体制の点検

・評価・改善を継続した。

（平成20年度の実施状況概略）【9-8】 Ⅲ
環境に配慮した医療サービス ・感染制御部等が中心となってラウンドを行い、管理対応の資料としてとりま

を提供する。 とめ、事務部の企画管理ユニット及び調達ユニットにおいて廃棄物の管理及び
処理を適正に行った。

（平成21年度の実施状況）【9-8】
・引き続き、環境に配慮した医療サービ ・引き続き、感染制御部等が中心となってラウンドを行うとともに、事務部の
スの提供に努める。 企画管理ユニット及び調達ユニットにおいて廃棄物の管理及び処理を適正に行

った。

（平成20年度の実施状況概略）【10-1】 Ⅳ
病院内外の案内板や掲示物を ・総合案内を設け、看護師、事務職員及びボランティアの協力を得て、患者の

見直し 総合案内を充実させる 立場に立って懇切丁寧な案内に心がけた。、 。

（平成21年度の実施状況）【10-1】
・患者の目線に立った総合案内を継続す ・総合案内を設け、看護師、事務職員及びボランティアの協力を得て、患者の
る。 立場に立って懇切丁寧な案内を継続した。

（平成20年度の実施状況概略）【10-2】 Ⅳ
患者給食の選択メニューの充 ・定期的な満足度調査を踏まえ、ワゴンサービスの実施、選択メニュー回数の

実・拡大等により食堂、売店等 増加及び配膳整備等、患者への利便を図る取組を継続した。
の利便性を向上させる。

（平成21年度の実施状況）【10-2】
・患者給食の見直しなど、患者への利便 ・定期的な満足度調査を踏まえ、ワゴンサービスの実施や配膳整備など、患者
を図る取組を継続する。 への利便を図る取組みを継続した。

（平成20年度の実施状況概略）【10-3】 Ⅳ
診断書等の発行窓口を設置す ・診断書等の発行窓口設置後も毎年患者の意見等が反映されるよう、窓口機能

る。 の点検・評価を実施した。

（平成21年度の実施状況）【10-3】
（平成20年度に実施済みのため、平成21 （達成済）
年度は年度計画なし）

（平成20年度の実施状況概略）【10-4】 Ⅳ
図書室の設置やコミュニケー ・医療情報システムの更新により、会計待ち時間の短縮などが図られた。

ションギャラリーの有効活用等
（平成21年度の実施状況）により患者接遇の改善を図る。 【10-4】

・引き続き、患者接遇の改善を進める。 ・院内図書室の充実等により患者アメニティーの改善を図ったほか、引き続き
院内でのハートフルコンサートの開催や教職員の創作活動の展示等による患者
向けサービスを行った。

（平成20年度の実施状況概略）【11-1】 Ⅲ
地域医療連携センターの機能 ・引き続き、地域医療連携センターを中心に、患者サービスの向上並びに地域

の強化並びに病病連携、病診連 医療機関との連携強化を図った。
携システムの整備・充実を図

（平成21年度の実施状況）る。 【11-1】
、 、 、・地域医療連携センターを中心に地域の ・引き続き 地域医療連携センターを中心に 地域医療機関との連携を強化し
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医療機関との連携を継続する。 患者サービスの向上を図った。

（平成20年度の実施状況概略）【11-2】 Ⅲ
在宅医療、遠隔病理診断並び ・すでに構築した県内の遠隔地の医療機関との遠隔医療システムにより、画像

に画像診断の充実を図る。 病理診断を継続して実施した。

（平成21年度の実施状況）【11-2】
・地域の医療機関への画像診断支援に継 ・すでに構築した県内の遠隔地の医療機関との遠隔治療システムにより、画像
続して取り組む。 病理診断を継続して実施した。

（平成20年度の実施状況概略）【11-3】 Ⅲ
地域医療機関とのオープンカ ・引き続き、患者個別の退院時指導を含めた地域医療（保健）機関とのオープ

ンファレンスを企画する。 ンカンファレンスを実施した。

（平成21年度の実施状況）【11-3】
・地域医療機関とのオープンカンファレ ・引き続き、患者個別の退院時指導を含めた地域医療（保健）機関とのオープ
ンス企画を継続する。 ンカンファレンスを実施した。

（平成20年度の実施状況概略）【11-4】 Ⅲ
脳卒中相談室、遺伝カウンセ ・脳卒中相談室では、原則毎月１回の脳卒中全般にわたる幅広い相談に応じて

リング室等の機能強化を図る。 きた。また、遺伝カウンセリング室においても、カウンセリングの外にカンフ
ァランス及び症例発表会を毎月１回定例で実施してきた。

（平成21年度の実施状況）【11-4】
・脳卒中相談室の開設を継続するととも ・引き続き、脳卒中相談室における相談を定期的(毎月第4土曜日)に行ったほ
に、定期的に開催する遺伝カウンセリン か、遺伝カウンセリング室においても症例勉強会を定期的に開催した。
グ室主催の症例勉強会を継続して行う。

（平成20年度の実施状況概略）【11-5】 Ⅲ
平成14年８月に山形県が策定 ・ やまがた子どもプラン実施計画」に対応し、県内の小児医療の向上に向け「

した「やまがた子どもプラン実 た研究会や講演会を継続して開催した。
施計画 （子育て支援４カ年計」

（平成21年度の実施状況）画）に対応し、母子保健医療分 【11-5】
野で積極的推進・連携を図る。 ・県内の小児医療の向上に向けた研究会 ・県内の小児医療の向上に向けた研究会や講演会を継続して開催した。また、

や講演会を継続して開催する。 新生児集中治療室（ＮＩＣＵ）を設置し、小児医療の向上を図った。

（平成20年度の実施状況概略）【12-1】 Ⅲ
地域医療人（医師、コ・メデ ・積極的に受託実習生を受け入れ、研修体制の整備充実に努めている。本年度

ィカルスタッフや救急救命士等 も看護部、リハビリテーション部、薬剤部、歯科口腔外科、栄養管理部門など
の受託研修生等）の受入れ体制 で263人を受け入れた。
の充実と整備を図る。

（平成21年度の実施状況）【12-1】
・薬剤師、診療放射線技師、臨床検査技 ・引き続き、積極的に受託実習生を受け入れ、研修体制の整備充実に努めてい
師、理学療法士、視能訓練士、栄養士、 る。本年度も看護部、リハビリテーション部、薬剤部、歯科口腔外科、栄養管
救急救命士等を受託実習生として受け入 理部などで339人を受け入れた。
れる研修体制を継続し、地域医療に貢献
する。

（平成20年度の実施状況概略）【12-2】 Ⅲ
「山形県医療グランドデザイ ・山形県及び医師会による山形県医療対策協議会の活動を通して、地域医療体

ン作成室(仮称 」を創設する。 制の充実を図っている。）
また、地域医療政策の提言等の役割を担う生命環境医科学専攻医療政策学講
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座において、地域医療を担う医療施設のマンパワー、医療機器等の医療資源及
び患者分布等の現状調査を開始した。

（平成21年度の実施状況）【12-2】
・引き続き、医学部・県・医師会による ・引き続き、山形県及び医師会による山形県医療対策協議会の活動を通して情
山形県医療対策協議会の活動を通して情 報ネットワークの充実を図った。
報ネットワークの充実を図る。 ・山形県医療グランドデザイン作成の機能を持つ生命環境医科学専攻の「医療
・山形県医療グランドデザイン作成の機 政策学講座」において、地域医療に関する現状調査として「山形県内一般病院

」 、 、 、能を持つ生命環境医科学専攻「医療政策 対面調査 を実施するとともに 中央社会保険医療協議会に参加し 医療行政
学講座」において、地域医療政策提言の 診療報酬改定に関する調査研究を開始した。
役割を継続する。

（平成20年度の実施状況概略）【13-1】 Ⅲ
病院広報誌（平成14年10月創 ・大学病院ニュースについて、引き続き、病院でのイベントや各診療科の取組

刊）の充実を図る。 等を紹介した紙面づくりとしている。
なお、各診療科の診療内容・治療成績等も掲載し、充実を図った。

（平成21年度の実施状況）【13-1】
・引き続き、病院広報誌の掲載内容等の ・引き続き、大学病院ニュースについて定期的に発行し、病院でのイベントや
充実を図る。 各診療科の取組み等を紹介した紙面づくりとした。

（平成20年度の実施状況概略）【13-2】 Ⅳ
ホームページの内容充実（英 ・引き続き、ホームページの掲載内容等の充実を図った。

） 。文ホームページを含む を図る
（平成21年度の実施状況）特に社会へ向けた診療内容につ 【13-2】

いての情報発信を充実し、患者 ・引き続き、ホームページの掲載内容等 ・引き続き、ホームページに各診療科の診療内容・治療成績、新病棟の案内な
サービスの一環とする。 の充実を図る。 どを掲載し、掲載内容の充実を図った。

（平成20年度の実施状況概略）【13-3】 Ⅲ
本院の先端医療や施設設備な ・院内の業務や設備等に関し、地域住民やマスコミに対して病院見学をはじめ

どの積極的公開と「地域住民見 記者会見等を通し、積極的に情報を公開している。本年度も新病棟の開院に際
学会」を企画し、実施する。 し、マスコミ等に公開した。

（平成21年度の実施状況）【13-3】
・地域に対する病院の業務・設備等の公 ・引き続き、院内の業務や設備等に関し、地域住民やマスコミに対して病院見
開を継続する。 学をはじめ記者会見等を通し、積極的に情報を公開している。

（平成20年度の実施状況概略）【13-4】 Ⅲ
定期的に報道機関等との対話 ・医学部及び附属病院での記者会見は、本年度も11回行い、継続して情報の正

の機会（病院長記者会見）を設 確な伝達に努めた。
け、病院情報の積極的な公開と また、医学部長は、本学部及び本院の活動についてのマスコミ各社への情報
発信を行う。 提供（インタビュー、寄稿依頼など41件）を積極的に行っている。

（平成21年度の実施状況）【13-4】
・引き続き報道機関等との対話の機会 ・月２回の学長定例記者会見で情報公開を行うとともに、医学部及び附属病院
（病院長記者会見）を設け、病院情報の での記者会見は本年度も２回行い、継続して情報の正確な伝達に努めている。
積極的な公開と発信を行う。 また、医学部長からは、本学部及び本院の活動についてのマスコミ各社への情

報提供（インタビュー、寄稿など）を積極的に行っている。

（平成20年度の実施状況概略）【13-5】 Ⅲ
公開講座や健康相談などを積 ・山形県東根市との合同イベント「悠遊健歩」を引き続き開催し、市民の健康

極的に開設し、地域住民のニー づくり運動を支援した。

山形大学
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ズに対応した病院資源やノウハ また、昨年度に開設した「がん患者相談室」において、地域住民からの相談
ウの提供を行う。 を受け付けている。

（平成21年度の実施状況）【13-5】
・公開講座や健康相談などを継続して開 ・ 現場での心停止の治療法」等の公開講座を継続して実施したほか、がん患「
設し、地域住民のニーズに対応した病院 者相談室において、引き続き、地域住民からの相談を受けている。また、山形
資源やノウハウの提供を行う。 県東根市との合同イベント「悠遊健歩」も引き続き開催し市民の健康づくり運

動を支援した。
・ 外科からみた消化器疾患」や「がんを知る」といった医療に関する専門知「
識をわかりやすく解説した連載企画を山形新聞から毎週金曜日に発信した。

（平成20年度の実施状況概略）【14-1】 Ⅲ
中期目標、中期計画、年度計 ・引き続き、大学ホームページで年度計画等に関する情報の提供を行った。

画を院内外に情報提供を行う。
（平成21年度の実施状況）【14-1】

・ホームページを活用して年度計画等に ・引き続き、大学ホームページで年度計画等に関する情報の提供を行った。
関する情報の公開を継続する。

（平成20年度の実施状況概略）【14-2】 Ⅲ
高度先進医療の取組状況や各 ・本院で実施している高度先進医療の取組や各診療科の診療内容・治療成績等

診療科の診療内容をホームペー についても、ホームページで公開し、掲載の内容の充実を図った。
ジで公開する。

（平成21年度の実施状況）【14-2】
・高度先進医療の取組状況や各診療科の ・引き続き、本院で実施している高度先進医療の取組みや各診療科の診療内容

、 、 。診療内容等のホームページによる公開を ・治療成績等についても ホームページで公開し 掲載の内容の充実を図った
継続する。

（平成20年度の実施状況概略）【15-1】 Ⅲ
、 、 、 、利用者のニーズに対応するシ ・引き続き 患者ニーズに対応するため 患者相談室 地域医療連携センター

ステムを構築する。 臓器別診療科において、患者への利便を図るよう努めた。
また、昨年度より、がん臨床センター内に「がん患者相談室」も設置してお

り、患者や家族が抱える問題への支援を行った。

（平成21年度の実施状況）【15-1】
、 、 、 、・患者相談室、地域医療連携センター、 ・引き続き 患者ニーズに対応するため 患者相談室 地域医療連携センター

臓器別診療科において、引き続き、患者 臓器別診療科において、患者への利便を高めるよう努めた。
への利便を高めるよう努める。

（平成20年度の実施状況概略）【15-2】 Ⅳ
病院機能や診療レベルの外部 ・ＩＳＯ９００１については、引き続き、維持審査を受審した。病院機能評価

、 、 。評価を積極的に実施する。 については 昨年度にVer.5.0の訪問審査を受審し 本年度５月に認定された
なお、審査結果については、ホームページにて公開している。

（平成21年度の実施状況）【15-2】
・病院機能や診療レベルの外部評価（Ｉ ・ＩＳＯ９００１について、３年ごとの再認証審査を受審し、認証され、審査
ＳＯ９００１）を継続し、その結果を公 結果についてホームページにて公開した。
開する。

（平成20年度の実施状況概略）【16-1】 Ⅲ
教員の任期制の効果的な運用 ・任期制については、医学部教員に係る任用制度実施要項に基づき、本年度、

を図る。 再任審査を実施した。
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（平成21年度の実施状況）【16-1】
・教員の任期制による人事制度を継続す ・医学部教員にかかる任用制度実施要項に基づき、教員の任期制による人事を
る。 継続して実施した。該当者にあっては、任用更新審査、中間審査を実施した。

（平成20年度の実施状況概略）【16-2】 Ⅲ
診療体制等の特性に応じた医 ・医師の適正配置については、臓器別診療体制の下での配置を継続した。

師の適正配置を図る。
（平成21年度の実施状況）【16-2】

・臓器別診療体制の下に医師の適正配置 ・医師の適正配置については、臓器別診療体制の下での配置を継続した。
を継続して推進する。

（平成20年度の実施状況概略）【16-3】 Ⅲ
職員の能力開発と評価制度の ・職員のスキルアップを図り、能力の開発を推進するために、引き続き、技術

確立を図る。 部職員研修及び新採用職員研修を実施した。
また、看護部においては、計画的に研修を実施するとともに、各種キャリア

アップ支援体制を整備している。

（平成21年度の実施状況）【16-3】
・職員のスキルアップや能力開発等のた ・職員のスキルアップを図り、能力の開発を推進するために、引き続き、技術
めの技術部職員研修や新採用職員研修を 部職員研修及び新採用職員研修を実施した。
継続・実施する。

（平成20年度の実施状況概略）【16-4】 Ⅲ
業務内容に応じた人材の重点 ・人材の重点配置については、栄養管理の一層の充実を図るため、事務組織の

配置を図る。 栄養管理ユニットを医療従事の一環として病院組織の栄養管理部に組織替え
し、栄養管理部長及び２人の副部長（教員・管理栄養士）を配置した。

また、委員会の委員長及び委員を病院長が指名する制度や診療科長を教授以
外にも拡大するなど、状況に応じた適切な人員配置を行った。

（平成21年度の実施状況）【16-4】
・それぞれの業務の特性等に応じた有為 ・引き続き、委員会の委員長及び委員を病院長が指名する制度や診療科長を教
な人材の重点配置を継続して推進する。 授以外にも拡大するなど、状況に応じた適切な人員配置を行った。

（平成20年度の実施状況概略）【17-1】 Ⅲ
姉妹校との交流の活発化を図 ・日中学術交流協定事業に基づき、毎年度２人の研究者の受入を行うこととし

る。 ており、本年度も河北医科大学及び寧夏医学院から各１人の研究者を招き、研
究交流を行った。

（平成21年度の実施状況）【17-1】
・国際交流協定大学との交流を継続して ・引き続き、日中学術交流協定事業に基づき、寧夏医学院及び哈爾浜医科大学
推進する。 から各１人の研究者を招き、研究交流を行った。

（平成20年度の実施状況概略）【17-2】 Ⅲ
国際的な共同研究 人事交流 ・国際的な共同研究による論文数は、アメリカ、イギリス、イタリア、フィン、 、

医療支援の推進と体制整備を図 ランドなどの国々と35編以上、国際学会等の発表回数も11回に上った。また、
、 、 、る。 教員等の外国人スタッフもロシア 中国 バングラディシュから６人受け入れ

交流を活性化した。

（平成21年度の実施状況）【17-2】
・引き続き、国際的な共同研究、人事交 ・国際的な共同研究による論文数は、アメリカ、オーストラリア、イタリア、
流、医療支援の推進を図る。 中国、ドイツ、ベルギーなどの国々と22編、国際学会等の発表回数も11回に及

んだ。また、教員等の外国人スタッフも中国、バングラデシュから３人受け入
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れ、交流の推進を図った。

（平成20年度の実施状況概略）【18-1】 Ⅳ
、 、 、高度先進医療を実践する診療 ・新たに増築した南病棟を７月に開院し 引き続き 病院再整備計画に基づき

体制を推進するため、附属病院 東病棟の改修工事を進めた。
施設の再整備計画の推進に努め

（平成21年度の実施状況）る。 【18-1】
・附属病院再整備計画に基づき、引き続 ・引き続き、病院再整備計画に基づき既存棟の改修工事を進め、東病棟の整備
き既存棟の改修整備を進める。 を完了して、７月から供用を開始した。また、西病棟については、本年度中に

改修工事を終え、平成22年４月から供用開始することとした。

ウェイト小計
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Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上
(3) その他の目標

③ 附属学校に関する目標

１）教育・研究活動の基本方針中
大学・学部における児童、生徒及び幼児の教育又は保育に関する研究に協力し、学生の教育実習に当たる。期

１．大学・学部と附属学校園の連携・協力を強化し、共同研究の推進を図る。目
２．学部学生の教育実習の効果的な実施と実習生の資質の向上に努める。標
３．附属学校園が目指す教育理念・目標を明確にし、その実現に向けた教育を実践する。
４．附属学校園の在り方について検討を進める。

２）学校運営の改善の方向
１．自己点検評価を定期的に行い、開かれた学校園づくりを推進する。
２．教育研究面での附属学校園間の連携強化を推進する。
３．入学者選抜に関して、客観的かつ合理的な方法を構築する。
４．安全管理体制を整備し、安全教育を推進する。

３）地域社会との連携等
１．地域貢献を積極的に行うとともに地域社会との連携を強化する。

進捗
中期計画 平成21年度計画 判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ

状況

（平成20年度の実施状況概略）（３）附属学校に関する目標を Ⅲ
・附属学校研究推進委員会の下に組織されている共同研究部会ごとに、大学教達成するための措置

1) 教育・研究活動の基本方針 員と附属学校教員が共同研究を推進し、大学・学部の研究者の理論的裏づけを
【1-1】 受けながら、その成果を「平成20年度大学と附属学校園の共同研究報告書」に

大学・学部と附属学校園との まとめた。また、共同研究部会以外の共同研究も数多く進め、授業研究、教材
共同研究部会の発展・充実を図 研究や著書の分担執筆の例等の研究成果についても同報告書に掲載した。
るとともに、研究成果を年１回 ・研究成果を各附属学校が開催する研究協議会（公開研究会）での理論研究、
報告書に取りまとめ、附属学校 公開授業等に反映させて、応用実践に活用した。特に、平成19年度のエネルギ
園での応用実践について具体化 ー・環境教育に関わる共同研究については、６月に開催された日本生活科・総
を図る。 合的学習教育学会全国大会（山形大会）で 発表するとともに、同学会に併せ

て、附属幼稚園・小学校・中学校で公開授業を行った。
また、附属特別支援学校の公開研究会で、特別支援教育で注目されているＩ

ＣＦ（国際生活機能分類）の考え方を取り入れ、個別の教育支援計画及び指導
計画に活用していく先駆的取組を行うとともに、本学教員を講師としてＩＣＦ
の基礎的理論の研修を実施した。

（平成21年度の実施状況）【1-1】
・地域教育文化学部を始めとする大学・ ・附属学校研究推進委員会により、大学と附属学校との共同研究及び共同研究
学部との共同研究部会活動の発展・充実 部会の活動とその成果を「平成21年度大学と附属学校園の共同研究報告書」に
を図るとともに、研究成果を報告書に取 まとめた。
りまとめ、応用実践等に活用できるよう ・附属学校研究推進委員会において、共同研究部会の申合せ及び部会の構成に
にする。 ついて具体的な見直し作業に着手した。また、各附属学校園において、大学の

共同研究者と連携して研究協議会を開催し、研究成果を紀要・教育実践報告書
等に公表して応用実践に活用した。

（平成20年度の実施状況概略）【2-1】 Ⅲ
大学・学部の教育実習計画 ・附属小学校において、栄養教諭の教育実習を初めて実施するとともに、附属

山形大学
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に基づき、効果的実習が行え 幼稚園において、教育実習指導力の向上とより効果的な教育実習のあり方を目
るよう協力するとともに、教 指し、教育実習計画と指導方法等を見直して実施した。附属学校園全体で、教

、 、 。育実習に関する全学組織を通 育実習日数延べ16週 実習生総数169人 介護等実習生200人の実習を実施した
じて、教育実習の方法改善に努 ・教育実習専門委員会を４回開催し、効果的実習が行えるよう企画するととも
める。 に、教育実習運営協議会を２回開催し、公立学校との連携を深め、特に、指導

後のアンケート調査に基づき、課題を整理し検討を行い、継続して改善を図っ
た。
・財団法人やまがた教育振興財団の委嘱を受け「実践的指導力を高めるための
教育実習の調査研究 に附属学校園で取組み作成した 教育実習の手引き 指」 「 」（
導者用）を、地域の協力校に配付して教育実習指導力の向上を図った。
・教育学研究科の「教育実践研究演習」を利用して、設置計画中の教職大学院
における教育実習の試行を実施した。また、平成21年度設置予定の教職大学院
の教育実習に備えて、附属小・中学校内に教職大学院研究室を整備した。

（平成21年度の実施状況）【2-1】
・各学部の教育実習計画に従い、効果的 ・学部の教育実習計画に基づき、実習生総数182人と介護等実習生161人を受け
実習の実施に努める。 入れ、効果的な実習を行った。
・教育実習に関する委員会を通じて、教 ・大学全体の新たな教育実習の改革に向けて「附属学校教育実習委員会」の平
育実習の方法改善に努める。 成22年度設置を決定した。
・教職大学院における実習（教職専門実 ・教育実践研究科（教職大学院）の教育実習を「教職専門実習Ⅰ」として同研
習ほか）を円滑に実施する。 究科のすべての大学院生を受け入れ、効率的に３週間実施した。

（平成20年度の実施状況概略）【2-2】 Ⅲ
幼児・児童・生徒の理解・ ・ 教育実習の手引き」及び「教師用教育実習の手引き」に基づき、教育実習「

支援について、教育実習生が 生の指導を行い、学生からの意見聴取やアンケートにより改善を図った。
より効果的に学べるようプロ ・附属幼稚園で各年齢ごとの幼児理解ディスカッションを実施するなど、各附
グラムの改善を図る。 属学校で子ども理解を深めるためのプログラムを充実させた。

・教育実習期間終了後も、実習の効果を高めるため、附属学校において、多く
の学生が教育ボランティアとして児童生徒の指導に関わった。

（平成21年度の実施状況）【2-2】
・各学部との緊密な連携を図りつつ、平 ・ 教育実習の手引き 「教師用教育実習の手引き」に基づき、教育実習生の「 」、
成18年度に改訂した 教育実習の手引き 指導を行い、学生からの意見聴取などにより改善を図った。附属幼稚園では、「 」
及び平成19年度に作成した「教師用教育 事前指導において、幼児理解のための具体的方策に重点を置き、各年齢ごとに
実習の手引き」に基づき、学生にとって 幼児理解のためのディスカッションを実施し、指導案を充実させた。
より効果的な実習になるよう改善を図
り、プログラムを充実する。

（平成20年度の実施状況概略）【3-1】 Ⅳ
附属小学校においては、個 ・ 自ら学びをもとめ続ける子どもの育成」を研究テーマに、日常の教育活動「

々の児童の学びの実感と集団 の反省を活かし、子どもの学びのストーリーに沿いながら研究を推進し、研究
の高まりを目指し、日常にお の成果を「授業の創造63号」及び「クレアーレ５号」にまとめた。
ける評価を特に重視して児童

（平成21年度の実施状況）の具体的な姿で効果を捉えな 【3-1】
がら、教育の一層の充実とよ ・児童の学校生活全体を日課表の中に位 ・引き続き 「自ら学びをもとめ続ける子どもの育成」を研究テーマに、日常、
り実践的な研究の推進を図る。 置付けて見直しながら、教育活動の在り の教育活動の反省を活かし、子ども一人ひとりの学びのストーリーに沿いなが

方について実践的研究を進める。 ら研究を推進し、研究の成果を「授業の創造64号」及び「クレアーレ６号」に
まとめた。

（平成20年度の実施状況概略）【3-2】 Ⅲ
附属中学校においては、教育 ・各教科において様々な学習的課題を解決する授業に取り組んだ。

目標である「豊かな知性と社会 ・第５次山形県教育振興計画における「やまがた教育Ｃ改革（コミュニケーシ
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性を持ち自主的で実践的な生徒 ョン改革 」を踏まえた研究テーマである「 つながり』を実感する授業の創） 『
の育成」に向けた学校運営を図 造」の中で、他者、社会、自然との関わりの重要性を気づかせ、自己の成長を
る。 実感する実践を行った。

・中核となる日々の授業においてはもちろん、生徒会活動において 「奉仕の、
精神」を大切にした指導を展開した。

（平成21年度の実施状況）【3-2】
・知識・技能を活用して課題を解決する ・各教科において様々な学習的課題を解決する授業に取り組んだ。
ために必要な思考力・判断力・表現力等 ・ つながり』を実感する授業の創造」の２年次の実践研究として、学習と「『
を育成するための学習活動を展開する。 のつながり、他者とのつながりを実感する授業づくりを研究テーマとし、きめ
・他者、社会、自然・環境との関わりの 細かな教育・研究を展開した。
中で、これらと共に生きる自分への自信 ・学年集会等を開催し、奉仕の心を重視した生徒会活動及び生徒指導の徹底に
を持たせ、自分の成長を実感できる活動 努めた。
を展開する。
・健やかな心身の育成のための指導の
充実を図る。

（平成20年度の実施状況概略）【3-3】 Ⅳ
附属特別支援学校において ・第５次山形県教育振興計画における「やまがた教育Ｃ改革（コミュニケーシ

は、児童生徒のニーズと主体 ョン改革 」を踏まえた「 つながり』を育む授業づくり」を研究テーマに、） 『
性とを尊重する授業づくりに 附属小・中学校に加え、初めて実施した居住地交流についても「個別の指導計
取り組み 「個別支援計画」が 画」に反映させた。また 「個別の指導計画」がより適切なものになるよう、、 、
より適切なものとなるよう工夫 「計画－支援－評価」のサイクルで２回（９月と２月）の見直しを行った。
するために、同計画の見直しを ・夏季セミナーを開催し、県内の特別支援教育の実践を紹介するポスター発表
年２回行う。 において、４件の発表を行い支援モデルを提示した。

（平成21年度の実施状況）【3-3】
・他校園との交流及び共同学習により児 ・児童一人一人の成長に合わせ、附属中学校との音楽交流等を実施し、共同学
童生徒の主体性の伸長を図り 「個別の 習を通して、主体性の伸長の支援に活かした。、
指導計画」に活かす。 ・個別指導計画の見直しを年２回実施した。
・児童生徒一人一人の成長による教育的
ニーズの変化に応じ「個別の指導計画」
の見直しを年２回行う。

（平成20年度の実施状況概略）【3-4】 Ⅳ
附属幼稚園においては 「生 ・一人ひとりの個性に応じた総合的な幼稚園教育を実現するために、以下の取、

きる力」の基礎を育むことを 組を行った。
目標として、主体的で多様な ・幼児一人ひとりへの深い理解と見取りに努め、定期的に「保育ディスカッシ
遊びを通した教育を柱に、一人 ョン」を実施し、保育者間の共通理解及び幼児理解を図り、ティーム保育を基
ひとりの個性に応じた総合的な 本とした研究実践を推進した。
幼稚園教育の実現を目指す。 ・園内の畑やプランターを活用した栽培活動や園外保育などの行事や誕生会を

、 、はじめとする異学年交流を取り入れ 柔軟かつ機能的なカリキュラムを作成し
実践に努めた。

。 、・登園・降園時に幼児の様子や生活について家庭との相互理解に努めた また
園長室において保護者との交流を13回、担任との個別面談を２回実施するとと
もに、子育て支援事例などを配付し、啓発活動を推進した。
・園行事に保護者が参加する諸行事を年間を通してバランスよく設定し、保護
者の園児理解、幼稚園理解を高めるよう努めた。
・研究協議会、公開研究会やワークショップ等において、共同研究者から指導
助言を得ながら実践を深めた。また、県教育委員会と連携して、幼稚園初任者
研修のプログラムを作成し、園を会場に研修を実施した。
・学生の保育参加者を募って幼児との交流の機会を設けたり、保護者に「保育
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サポーター」への協力を依頼するなど、幼児との交流を推進した。

（平成21年度の実施状況）【3-4】
・幼児の個性的な発達や遊びの多様性 ・定期的に「保育ディスカッション」を実施し、テーム保育を基本とした研究
と、より的確な幼児理解を図るために、 実践に努めた。
チーム保育の考え方を導入するなど、豊 ・園内を利用した自然に親しむ諸活動と諸行事で異学年交流を取り入れ、柔軟
かな教育環境の創造に努める。 なカリキュラムを編成した。
・自然環境を生かした活動や異年齢交流 ・登園・降園時に幼児の様子を観察し、家庭との相互理解に努めた。また、保
の機会を重視して柔軟なカリキュラムの 護者との交流として 「園長室あくしゅサロン」を年間13回 「園長室昔話サ、 、
編成に努める。 ロン」を年間10回実施した。
・家庭と園との連携を密にし、幼児の遊 ・父親を対象とした保育参観日を休日に行った。
びの実態や生活の模様について相互理解 ・共同研究者の協力で「野外コンサート」や「オペラ」の鑑賞会を実施した。
を図るとともに、子育て相談、家庭教育 ・学生の保育参加者を募って幼児との交流の機会を設けた また 保護者に 保。 、 「
相談などと対応しながら、子育て支援活 育サポーター」への協力をお願いし、幼児との交流を進めた。
動の工夫をする。
・保護者参加の園行事や学年行事等を企
画し、保護者の幼児理解を援助する。
・大学・学部教員の専門分野の知見を活
かした保育活動を実践する。
・学生ボランティアや保護者、地域人材
を活用するなど、開かれた幼稚園教育を
推進する。

（平成20年度の実施状況概略）【4-1】 Ⅳ
附属学校園の在り方について ・ 国立の教員養成系大学・学部の在り方に関する懇談会報告書」の趣旨を踏「

は 「国立の教員養成系大学・ まえ、大学・学部教員との教育理論及び教育の実際に関する研究並びにその実、
学部の在り方に関する懇談会報 証と教育実習を行うことを附属学校園の役割と捉え、共同研究や調査研究を進
告書」に基づき更に検討を進め めた。

、 、 、結論を得る。 ・附属学校担当理事を中心に 従来の教員養成機構 附属学校運営会議に加え
四附経営部会ＷＧ及び附属学校将来計画検討ＷＧを設置し、附属学校の存在意
義や運営組織の検討、将来計画の策定等を行い、平成21年度から４つの附属学
校園を統括する附属学校運営部の新設、校長の専任化の導入等を決定した。ま
た、附属学校園のスリム化（少人数学級の導入と教員定数削減）の方針を定め
た。

（平成21年度の実施状況）【4-1】
・教育理論及び教育の実際に関する大学 ・大学教授で構成する「附属学校運営部 （部長１人、副部長２人）を新たに」
教員との研究並びにその実証と教育実習 組織し、大学と附属学校間の連携を一層強化し一体化を推進した。また、附属
を行うことを附属学校の役割と捉え、大 学校の運営全般を所掌するため、運営部長、運営副部長、附属学校長、教頭、
学・学部と附属学校園との連携強化を進 地域教育文化学部教員等を構成員とする「附属学校運営会議」を設置した。
める。 ・附属小学校・中学校・特別支援学校において、校長の専任化を導入し校長が

附属学校の教育・研究に専念することにより教育効果を高めることができた。
なお、附属幼稚園については平成22年度から実施することとした。
・附属学校研究推進委員会において、共同研究部会の申合せ及び部会の構成に
ついて具体的な見直し作業に着手した。
・大学全体の新たな教育実習の改革に向けて「附属学校教育実習委員会」の平
成22年度設置を決定した。

（平成20年度の実施状況概略）2) 学校運営の改善の方向 Ⅳ
【1-1】 ・各附属学校において、評価項目を検討し、保護者アンケートなどを参考にし

自己点検評価を年１回以上行 ながら、教員による自己点検・評価を行い、その結果を公表した。
うとともに、外部評価の在り方 ・外部評価については、学校評議員等の学校関係者による評価を実施し、学校

山形大学



- 110 -

山形大学

を検討する。 運営改善の参考とた。また、評価を効果的なものとするため、各種学校行事や
学習参観等、学校関係者への学校公開の機会を増やすなどの工夫を行った。

（平成21年度の実施状況）【1-1】
・自己点検評価については、評価項目を ・各附属学校園において評価項目を検討し、保護者アンケート・生徒アンケー
再検討しつつ年１回以上実施する。 トなどを参考にして自己点検・評価を行った。
・学校関係者評価については 「学校評 ・外部評価は 「学校関係者評価」として学校評議員等の学校関係者による評、 、
価ガイドライン」に基づいて実施する。 価を実施し、学校運営改善に反映した。

（平成20年度の実施状況概略）【1-2】 Ⅳ
学校評議員会を年２回開催 ・各附属学校において、学校評議員会をそれぞれ２回開催し、各附属学校の課

し、意見を学校園の運営に活 題に対する意見等を学校運営に活かした。特に、附属幼稚園では、学校評議員
かす。 会での意見を踏まえ、短縮保育を極力少なくするとともに、保育時間を30分延

長するなどの改善策を実施した。

（平成21年度の実施状況）【1-2】
・学校評議員会を年２回開催し、そこで ・各附属学校園において、学校評議員会をそれぞれ２回開催し、各附属学校園
の意見を附属学校園の運営・連携に活か の課題に対する意見等を学校運営に活かした。
す。

（平成20年度の実施状況概略）【2-1】 Ⅲ
附属幼稚園・小学校・中学 ・ 四附連携委員会 （４回開催）及び「四附合同研究会 （２回開催）の機会「 」 」

校の連携による一貫性に配慮 に、教科ごとに話し合い、附属学校園間の交流学習や連携に活かすとともに、
したカリキュラムの工夫を図 附属幼稚園・小学校・中学校の一貫性に配慮したカリキュラムの在り方につい
る。 て検討を行った。

・附属幼稚園と附属小学校の交流学習を３回実施した。

（平成21年度の実施状況）【2-1】
・新学習指導要領に基づく一貫性に配慮 ・文部科学省の担当者を講師に招き、スタートカリキュラムづくりを含めた附
したカリキュラムの検討を行う。 属幼稚園・附属小学校の教育連携についての研修会を実施した。また、附属幼
・幼稚園・小学校の交流学習の一層の推 稚園・附属小学校の交流学習を２回実施した。
進を図る。 ・外国語活動の在り方について、附属小学校・附属中学校教員が合同で授業研

究会、事後研究会を実施した。また、小中合唱交流会を実施した。

（平成20年度の実施状況概略）【2-2】 Ⅳ
教員が各学校園の授業研究に ・附属学校園の教員は、他の附属学校園の公開研究会や校内授業研究会に相互

参加する等の相互交流を図る。 に参加し合い、互いの教育理論と実践や子どもの見方等について研修し、理解
を深めた。特に、附属幼稚園と附属小学校間では、相互の授業参観を数回行う
など、相互理解と連携強化を推進した。
・幼小連絡会、小中連絡会をそれぞれ３回開催し、附属幼稚園から附属小学校
への移行、附属小学校から附属中学校への移行を円滑に進めるための情報交換
や研修を行い、連携・交流を深めた。

（平成21年度の実施状況）【2-2】
・各学校園の公開研究会、校内授業研究 ・附属学校園の教員が、他の附属学校園の公開研究会（研究協議会）や校内授
会、共同研究部会に参加し合い、相互交 業研究会に相互に参加し教育理論と実践や子どもの見方等について研修し、連
流を一層促進する。 携・交流を深めた。

（平成20年度の実施状況概略）【2-3】 Ⅳ
附属特別支援学校児童・生 ・附属学校連携委員会が進めている附属学校園間の交流教育システムに基づ

徒と附属幼稚園・小学校・中 き、附属特別支援学校と附属幼稚園・小学校・中学校の間で児童生徒が相互に
学校の幼児・児童・生徒との 訪問し、障害者への理解・啓発を図るための交流教育を実施した。
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恒常的な交流と共生を図るシ ・附属特別支援学校において、附属小学校・中学校との交流・共同学習の様子
ステムを構築する。 を、公開研究会や学習発表会で参加者・保護者に公開した。

・附属中学校への訪問に際して、多目的ホールを活用した。

（平成21年度の実施状況）【2-3】
・これまでに実施してきた「交流教育」 ・附属学校間の異種学校との交流を附属学校運営部が調整役となって促進させ
の実践を系統的に整理し、附属連携委員 た。
会を中心に一層促進する。 ・附属特別支援学校と附属中学校の音楽交流授業を附属中学校多目的ホールで
・交流と共生の場として増設した附属中 実施し交流を図った。
学校多目的ホールを活用する。

（平成20年度の実施状況概略）【3-1】 Ⅳ
入学志願者の保護者に対し、 ・附属小学校では山形市内幼稚園・保育園保護者に、附属中学校では山形市内

附属学校園の目的・使命を十 小学校５・６年保護者に学校説明会の案内を配付し、開催日を入試募集要項の
分に周知するよう努める。 公示日とすることや、小・中学校とも休日に開催するなど、より多くの保護者

が参加できるよう工夫を行った。
・附属幼稚園では園舎・園庭の見学を土・日・祝日以外いつでも対応し、特別
支援学校ではフリー参加日を月１回実施した。
・一般参観可能な「学校参観日」を設け、特に、附属特別支援学校では「学校
公開週間」を設定し、福祉施設の職員や学校の教員を始めとした地域住民に対
し、学校の日常を公開した。
・募集要項に加え、ホームページに各附属学校園の教育理念や教育目標等を明
示し、周知を図った。

（平成21年度の実施状況）【3-1】
・学校説明会と学校参観日の持ち方を工 ・各附属学校園の学校説明会に附属学校運営部が参加し、附属学校全体の取組
夫するとともに ホームページを活用し について周知を図るとともに、学校参観日の在り方を検討した。、 、
附属学校園の目的・使命を周知する。 ・附属学校全体のホームページを新たに作成し、附属学校運営部を中心とした

新たな運営組織の広報を行った。また、各附属学校園のホームページとリンク
させ取組のさらなる周知を図った。

（平成20年度の実施状況概略）【3-2】 Ⅳ
幼児・児童・生徒の多様な能 ・各附属学校において、昨年度の実績を踏まえ、入試問題作成に工夫を重ねな

力、適性などを多面的に評価す がら、より良い選抜方法について検討を行った。
る選抜方法を具体化する。

（平成21年度の実施状況）【3-2】
、 、・平成17年度から新たな視点を加えて実 ・附属学校入学者選抜委員会において 附属幼稚園のクラス数及び編制の変更

施している現在の選抜方法を検証しつ 附属小学校の少人数学級の導入に対応した選抜方法を検討し実施した。
つ、その改善に努める。

（平成20年度の実施状況概略）【3-3】 Ⅳ
附属特別支援学校において ・入学生の在籍校園との引き継ぎを入学前に十分に行うとともに、秋にも在籍

は、新たな就学基準に対応した 校園を訪問し、児童生徒の成長を伝えるなど、就学前の保育・教育施設との連
選抜方法を具体化する。 携を深めた。

・新小学部１年生については、平成21年度からの附属学校組織見直しの方針に
従い、従来よりも軽度の児童３人を合格とし、学校説明会で十分説明した後、
関係各校・機関を訪問し、理解を深めた。

（平成21年度の実施状況）【3-3】
・就学後の教育をより適切なものとする ・入学生の就学前の保育・教育施設との引き継ぎを十分に行うなど、連携を密
ため、就学前の保育・教育施設との連携 接に行った。
を密接に行う。 ・学校説明会に関係者の参加を促すとともに、関係機関に出向いて就学基準と

山形大学
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・学校説明会に関係者の参加を促すとと 本校教育について説明し、適切な進路指導を図った。
もに、関係機関に出向いて就学基準と本
校教育について説明し、適切な進路指導
が図られるようにする。

（平成20年度の実施状況概略）【4-1】 Ⅳ
警備員の立哨・巡回等、各種 ・常時警備員を配置するとともに、門扉や防犯ベルなどセキュリティ対策を整

セキュリティ対策を講じること 備し、校地内及び校舎内の安全対策を実施した。
により、附属学校園の安全確保 ・附属幼稚園では、不審者情報に対応し一定期間警備員を増員するなど、速や
に努める。 かな危機管理対策を講じ、安全確保に努めた。

・附属小学校では、教員と保護者による巡回パトロールを実施し、下校時の安
全確保に努めるとともに 「子ども見守り隊」ステッカーを作成し保護者に配、
付するなど、安全意識の高揚に努めた。また、新たに刺股７器を購入し、安全
確保を図った。
・附属特別支援学校では、下校時に確実に保護者に引き継ぐとともに、公共交
通機関を利用しての下校では、教員が週１回バスに同乗し、自力通学生の安全
に努めた。

（平成21年度の実施状況）【4-1】
・警備員の校門警備・巡回等、各種セキ ・警備員を配置して巡回を行うとともに、防犯ベルなどのセキュリティ対策を
ュリティ対策を講じて、附属学校園の安 講じ、学校園内の安全対策を実施した。
全確保に努める。附属小学校では、ＰＴ ・附属小学校においては、下校時の巡回パトロールを保護者と協力して行うな
Ａの協力を得て、下校時の巡回パトロー ど、登下校時の児童の安全確保を図った。
ルを実施するなど、登下校時の更なる安
全確保を図る。

（平成20年度の実施状況概略）【4-2】 Ⅳ
学校安全マニュアルに不断の ・学校安全マニュアルの見直しを行うとともに、不審者対策・火災・地震等の

見直しを加えながら、安全管理 避難訓練を実施し、安全指導を行った。
体制を整備し、年数回の避難訓 ・附属幼稚園・小学校・中学校において、地震及び地震による火災を想定した
練等の安全教育を進める。 避難訓練を実施し、災害時の連携協力体制や安全対策を確認した。

・附属小学校において、身を守るためのＣＡＰ講習会（ＣＡＰ子どもワークシ
ョップ）を４年生を対象に実施したほか、大人ワークショップ、薬物乱用防止
教室、防煙教室を開催するなど、安全教育を進めた。
・附属特別支援学校では、警察から指導者を招聘しての不審者侵入時の対応訓
練、ＡＥＤ講習会など、安全研修を実施した。

（平成21年度の実施状況）【4-2】
、 、・学校安全マニュアルの見直しを行うと ・安全管理体制を整備するため 引き続き学校安全マニュアルの見直しを行い

ともに、年数回の避難訓練等の安全教育 避難訓練等の安全教育を実施した。
を実施する。

（平成20年度の実施状況概略）3) 地域社会との連携等 Ⅲ
【1-1】 ・山形県・山形市と地域教育文化学部共同の新大学院カリキュラム開発プロジ

地域学校園の研究やカリキュ ェクトに参画し、教育機能を中心としたカリキュラムの検討を支援した。
ラム開発等のニーズに対して応 ・各附属学校において、地域のニーズに応える先進的研究を継続し公開研究会
える 先進的な研究を継続する 等で発表するとともに、地域の学校や教育機関等での研究会・研修会における、 。

講師（指導助言）の派遣要請に積極的に応えた。

（平成21年度の実施状況）【1-1】
・地域の公立学校の研究や授業改善、カ ・研究協議会や校内研究授業に、大学からは共同研究者として、地域公立学校
リキュラム開発等のニーズに対して応え や教育委員会からは助言者として参加してもらい、授業改善等を図った。
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ることのできる先進的な研究を継続す ・各附属学校園において地域のニーズに応える先進的な研究を継続するととも
る。 に、地域の学校や教育機関等での研究会・研修会における講師（指導・助言）
・大学・学部と連携して教職大学院にお の派遣要請に積極的に応えた。
ける授業実践研究等に取り組む。 ・教職大学院の教育実習に際し、研究室を整備し、授業実践研究等に取り組ん

だ。

（平成20年度の実施状況概略）【1-2】 Ⅲ
紀要等の刊行、公開研究会の ・各附属学校において、公開研究会に県内外からの参加者を得て実践研究の成

、 、開催を通じて研究成果を地域社 果を公表するとともに 研究紀要や教育実践報告書の改善を図りながら集約し
会に公開し、地域学校教員の 地域教員の研修に寄与した。
研修に寄与するよう努める。 ・附属小学校において、Ｅメールネットワークを更に充実し、研究情報の発信

や地域学校教員からの授業相談に対応した。

（平成21年度の実施状況）【1-2】
・紀要や公開研究会要項等の更なる活用 ・各附属学校園において公開研究会を実施し研究成果を公表するとともに、紀
・工夫を図り、地域学校教員の研修に寄 要、公開研究会要項、指導案等を提供し、地域学校教員の研修に寄与した。ま
与する。 た、積極的情報交換が可能となるよう分科会を工夫して実施した。

（平成20年度の実施状況概略）【1-3】 Ⅳ
幼児・児童・生徒個々及び ・附属中学校が共同研究によりまとめた「附属学校における少人数学級に関す

集団へのきめ細かで柔軟な指 る調査研究 （平成19年度文部科学省新教育システム開発プログラム）を踏ま」
導が可能になる教育の在り方 え、少人数学級の導入を含めた附属学校将来計画を取りまとめた。
を研究するため、公立学校で進

（平成21年度の実施状況）められている少人数学級の導入 【1-3】
の具体化について検討する。 ・附属中学校における少人数教育につい ・少人数学級の導入を含めた附属学校の将来計画を踏まえ、平成22年度から幼

ての調査研究成果の検証などを基に、少 稚園・小学校の入学定員を見直すこととした。また、附属中学校については附
人数教育導入にかかる具体的計画を取り 属小学校の完成後から見直すこととした。
まとめる。

（平成20年度の実施状況概略）【1-4】 Ⅳ
・教育課程、教育内容、教材研究、支援指導法や保護者への支援等についての附属特別支援学校では、特
研修機会として、地域の教員等を対象にセミナーを４回開催し、約130人が参別支援教育のセンター的機能
加した。を強化し、研修会の開催や教
・子どもの自立を図るための支援活動として幼児・保護者を対象に「つくし教育相談活動の充実に努め、地
室」を８回実施した。域の特別支援教育の推進並び
・地域の特別支援教育向上のため、地域の幼児児童生徒の保護者等を対象に教に発展に寄与する。
育相談を実施し、地域の幼稚園・保育園・学校等への訪問や来校・電話を含め
て67件の相談に対応した。また、来校相談の保護者同士の交流を図る試みも行
った。

（平成21年度の実施状況）【1-4】
・特別支援教育推進のため、大学や関係 ・地域の教職員や保護者・教育関係諸機関等を対象としたセミナー（夏季・冬
諸機関の協力を得、地域の研修ニーズに 季の２回）を開催し、附属特別支援学校の教員のみならず、他大学附属学校や
応じて、セミナーを年２回開催する。 公立学校・関係諸機関による発表を行った。
・幼児発達相談・教育相談体制を整備 ・幼児発達相談・教育相談を実施し、電話や来校等により相談に対応した。
し、個のニーズに応じた支援、相談の充 ・子どもの自立を図るための支援活動として幼児・保護者を対象に「つくし教
実を図る。 室」を６回実施した。

（平成20年度の実施状況概略）【1-5】 Ⅳ
幼稚園では、地域のニーズ ・子育て支援事業「すこやか広場」を６月（親子50組参加 、７月（親子50組）

に応え、未就園児親子を対象 参加 、10月（親子20組参加 、11月（親子18組参加）の４回実施し、未就園） ）
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に子育て支援事業を年３回程 児親子に対して幼稚園体験と交流の場を提供するとともに、子育て相談に応じ
度行う。 る活動を行った。

（平成21年度の実施状況）【1-5】
・地域社会のニーズに応え、未就園児親 ・子育て支援事業「すこやか広場」を年４回多くの親子の参加を得て実施し、
子を対象に子育て支援事業を年３回以上 未就園児親子に対して幼稚園体験と交流の場を提供するとともに、子育て相談
実施する。 に応ずる活動を行った。また、参加者からのアンケートの結果、高い評価が得

られた。

ウェイト小計

山形大学
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教育研究等の質の向上の状況に関する特記事項Ⅱ

化を図った。○教育研究等の質の向上の状況

教育研究組織の整備 ３．学部学生や大学院学生の成績評価方法等の改善のための組織的取組状況
各学部及び各研究科では、引き続きシラバスに授業の到達目標や成績評価

(1) 平成21年10月に基盤教育院を設置し、新たな教養教育として「学士力」と 基準を明記し、厳格な成績評価を実施した。教養教育では、領域等別授業担
「人間力」を兼ね備えた質の高い人材を育成するための基盤教育プログラム 当教員会議が、それぞれの領域等における成績評価の状況を踏まえた点検活
の準備を進め、平成22年度から実施することとした。 動を通し、成績評価基準の妥当性の確保を図った。

(2) 教育実践研究科（教職大学院）及び地域教育文化研究科を設置し、高度専
４．各法人の個性・特色の明確化を図るための組織的取組状況門職業人の養成を開始した。

また、平成22年度から工学部（バイオ化学工学科及び夜間主コースの見直 (1) 平成16年度に山形県で唯一高等教育機関が設置されていない最上地域の
しによるシステム創成工学科の設置 、農学部(３学科から１学科に改組） ８市町村との間で連携に関する協定を締結し 「エリアキャンパスもがみ」） 、
及び大学院理工学研究科（工学系専攻の設置・改組）の改編を行い、教育内 を設置している。
容の充実を図ることとした。 (2) 教養教育の体験型授業「フィールドワーク共生の森もがみ」を平成20年

度より２プログラム増やし、実施後の発表会を行うなど内容面で一層の充
実を進めた。教育方法等の改善

１．教養教育の指導方法改善のための組織的取組状況 学生支援の充実
(1) これまでの「教養教育」を再構築して「基盤教育」とすることにより、専

１．学生に対する学習・履修・生活指導・メンタルケアの充実や学生支援体制の門教育との連携強化を図り、人間性を重視した新しい教養教育を平成22年度
改善のための組織的取組状況から実施することとした。また、基盤教育において、基本的リテラシーを養

成するための導入科目を設けることとし 同科目で使用する共通テキスト な (1) 「学習サポート制度 「アドバイザー制度 「ＧＰＡ制度」の３つを柱と、 「 」 」
せば成る！」を山形大学出版会から刊行した。 する「ＹＵサポーティングシステム」に基づく学生の総合的な修学支援体

(2) 基盤教育院では、基盤教育の成果に関する調査を今後行うこととした。 勢を継続した。
(3) 平成20年度に採択された 質の高い大学教育推進プログラム 教育ＧＰ (2) 各キャンパスにカウンセラーを配置して連携関係を構築し、心のケアに「 （ ）」

において、学生主体の問題解決型授業開発のための調査研究を進め、平成21 ついての全学的な支援体制の強化を図った。
年度にパイロット授業「未来学へのアプローチ（教養セミナー 」を実施し (3) 山形大学学生支援基金奨学金について、貸与条件に「生活費補填」を加）
た。 え、経済的に困窮した学生に対しても貸与できることとし、より多様な支

(4) e-learningを活用した教養教育科目を前・後期合わせて13科目開講し、Ｖ 援の実施を可能とした。
ＯＤ（Video on Demand）方式により学内のキャンパスへ配信、教育資源コ また、個人寄付の奨学金「山形大学エリアキャンパスもがみ土田秀也奨
ンテンツの共有化を推進した。 学金」を創設し、平成22年度から貸与を開始することとした。

(5) 教養教育ワークショップ、教養教育ＦＤ合宿セミナー、公開授業、公開検 (4) アドミニストレイティブ・アシスタント（ＡＡ）制度を活用し、393人の
討会などのＦＤ活動に継続的に取り組み、その成果を「教養教育授業改善の 学生を雇用して大学の企画・運営・社会連携等に参画させることにより学
研究と実践 「山形大学高等教育研究年報」に取りまとめた。 生の就業意識の向上を図った。」

(6) 平成20年３月に結成した、東日本地区の大学・短大・高専で構成されるＦ
２．キャリア教育、就職支援の充実のための組織的取組状況Ｄネットワーク“つばさ”において、統一フォーマットによる「授業改善ア

ンケート」等を実施した。 (1) 教養教育では 「実践的キャリア教育学 「21世紀の国の形と山形 「自、 」 」
分の未来を描いてみる－キャリア形成論」を引き続き開講するとともに、
新たに「ウーマン・オブ・ザ・ヤマガタ」を開講した。２．学部教育や大学院教育の指導方法改善のための組織的取組状況

(1) 各学部では、在学生、卒業生及びその保護者等に対するアンケートを実施 (2) キャリア支援事業に関しては、今年度も３つのキャンパスの共通の事業
し、教育改善への反映に向けた分析を行った。 として、１・２年次向け就職セミナー、キャリア学習講座及びビジネスマ

(2) 各研究科において、学生や修了生、就職先等に対し授業評価等のアンケー ナー講座を実施し、山形地区で490人、米沢地区で435人、鶴岡地区で59人
トを継続して実施し、その分析結果を教育改善に反映させている。地域教育 が参加した。
文化研究科では、11月に学部学生・大学院学生・別科学生と教員が直接語り また、人文学部では、キャリア教育の推進を目指し、平成22年１月に長
合う「授業改善懇談会」を開催して、アンケート結果を活用し授業改善に努 井市と連携協定を締結した。
めた。 (3) 引き続き、進路・就職ガイダンスや企業合同説明会、公務員試験対策説

(3) 理工学研究科、医学系研究科、農学研究科では、引き続き、理工学セミナ 明会等を実施し就職支援体制の一層の整備を図った。また、新しい試みと
ー、生命・環境科学交流セミナー等を開催し、各研究科間の教育交流の活性 して、文化放送キャリアパートナーズ社との連携協定を締結し、首都圏で
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就職活動を行う学生を支援するために「山形大学キャリアサポートルーム浜 ことを目的とした「科学研究費補助金に関する若手教員研究助成制度」
松町」を開設し、模擬面接、エントリーシートの添削など就職相談から交通 を実施した。
案内までキャリアカウンセラーが親身に対応した。 ④ 若手教員の研究開始時の環境整備などスタートアップに係る研究支援

(4) 学生キャリアサポーターの登録者は84人に及んでおり、学内就職支援事業 を目的とした「新任教員のスタートアップ支援制度」を実施した。
でのサポートなど活躍の場を広げるとともに、学生目線の効果的な意見によ (2) 引き続き、大学独自の制度であるＹＵ海外研究グローイングアッププロ
り、大学の支援に大きく反映できた。また、新たに学生キャリアサポーター グラムを実施し、42歳以下の若手教員４人を海外の大学・研究機関に長期
による就職支援企画として、首都圏人気企業を訪問し報告書を作成した（11 間派遣し、教育研究能力の向上を図った。
社を訪問、800部作成 。）

３．研究活動の推進のための有効な組織編成の状況
(1) 高機能樹脂事業を展開する帝人化成株式会社からの寄附を受け、寄附講３．課外活動の支援等、学生の厚生補導のための組織的取組状況

(1) 学生による大学活性化を目指して立ち上げた「山形大学・元気プロジェク 座「高分子ナノ構造制御工学講座」を開設し、技術開発に関する研究を進
ト」を引き続き実施し 「もがみ地域活性化プロジェクト」など７件を採択 めた。、
し、課外活動の活性化を促進した。 (2) 山形県からの寄附を受け、平成22年度から寄附講座「地域医療システム

(2) 小白川キャンパス及び工学部キャンパスに新サークル棟を設置した。小白 講座」を開設し、県内の医師確保と定着を図る総合的な仕組み等に関する
川キャンパスでは、部室貸与基準を定め、25サークルに貸与した。 研究等を進めることとした。

(3) バーチャル研究所として「総合スピン科学研究所」を始め８つの研究所
を設置し、それぞれの研究所に各学部の教員が参加し、引き続き研究を進研究活動の推進
めている。

１．研究活動の推進のための有効な法人内資源配分等の取組状況
４．研究支援体制の充実のための組織的取組状況(1) 引き続き 経営協議会の学外委員を評価委員に加えた全学的な組織評価 業、 （

務実績評価）を実施した。この組織評価では、部局長からのヒアリングを実 (1) 平成21年度文部科学省科学技術振興調整費による「社会的知性を備えた
施することにより、より実質的な評価の実現に努めるとともに、インセンテ 卓越した若手研究者育成プログラム」を展開し、テニュア・トラック教員
ィブ経費として4,000万円を評価結果に基づき配分することにより、教育研 を採用して、研究チームを強力なリーダーシップで牽引していく先導的思
究の質の向上及び部局運営の活性化を図った。 考を持った若手リーダーを育成した。

(2) 引き続き、医学部の「分子疫学に関する研究 、工学部の「有機ＥＬに関 (2) 山形大学研究支援者（特別研究員）制度を創設し、研究等の更なる高度」
する研究 、理学部の「核子スピンに関する研究」の３つの研究を山形大学 化を目指した。」
先進的研究拠点（ＹＵ－ＣＯＥ）として、経費の重点配分や個別契約任期付 (3) 自然科学系４学部（理学部、医学部、工学部、農学部）が「生命・環境

」 。 、き教員の配置など重点的に支援した。また、ＹＵ－ＣＯＥの更なる充実に向 科学交流セミナー を本年度も２回開催し共同研究の推進を図った また
け、学長を本部長とする「山形大学ＹＵ－ＣＯＥ推進本部」を設置し、次世 理学部と工学部で「理工学セミナー」を本年度も２回開催し学部横断プロ
代の先進的研究拠点の選定に着手した。 ジェクト共同研究の推進を図った。

(3) 独創的・萌芽的研究を推進するために導入した｢１学部・部門１プロジェ
社会連携・地域貢献、国際交流等の推進クト｣において 継続課題となっていた５プロジェクトの点検・評価を行い、 、

引き続き支援した。
１．大学等と社会の相互発展を目指し、大学等の特性を活かした社会との連携、(4) 「大型の競争的外部資金獲得のための支援制度」により、国が実施してい

地域活性化・地域貢献や地域医療等、社会への貢献のための組織的取組状況る大型の競争的資金に応募したが不採択になった研究課題に対して、研究費
を補助した。 (1) 各種機関との協定による連携の強化

① 山形交響楽協会、ＮＰＯ法人山形国際ドキュメンタリー映画祭とそれ
ぞれ相互協力協定を締結し、実習機関としての学生受入やボランティア２．若手教員、女性教員等に対する支援のための組織的取組状況

(1) 若手教員・女性教員育成のための基盤整備として 「結城プラン2009」に スタッフの派遣、附属図書館のドキュメンタリー映画ライブラリーの充、
基づき、次の支援を行った。 実と上映会の開催等を行い、地域の教育・文化の発展に貢献するため組
① 女性教員育成のための基盤づくりとして、女性教員が国内のみならず国 織的、有機的連携を強化した。

際的にも活躍できる環境整備を目的とした「女性教員の国際学会への旅費 ② 平成20年度に包括協定を締結した立命館大学と引き続き学生・職員の
支援制度」を実施した。 相互交流や成果報告会等各種事業を展開したほか、新たに工学部では県

② 科学研究費補助金に応募したが不採択となった研究課題に対して、次年 立山形工業高等学校や福島工業高等専門学校等の６高専と、農学部では
度以降の採択に向け計画書の「書き方」を中心にアドバイスする「科学研 山形県農業関係高等学校６校とそれぞれ協定を締結し、教育機関との教
究費補助金計画書に関するアドバイザー制度」を実施した。 育・研究交流等の連携協力を推進した。

③ 科学研究費補助金に応募したが不採択となった研究課題に対して、次年 ③ その他、地方公共団体との連携では、人文学部では長井市と、農学部
度以降の採択に向け、その研究経費の一部を支援し研究環境の充実を図る では山形県庄内総合支庁とそれぞれ連携協力協定を締結した。また、工
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学部・地域共同研究センターでは新庄信用金庫と産学金連携強化による新庄 また、アフリカへの拠点設置に向けて、ＪＩＣＡ東北との情報交換を行
・最上地域の活性化を目指し、最上地域では初となる連携協力協定を締結し うとともに、山形・タンザニア友好協会の協力を得て、平成22年５月にタ
た。 ンザニアでの拠点設置のための現地視察を行うことを決定した。

(2) サテライトの設置による社会との連携拠点の強化 (3) 学術交流の推進
首都圏での産学連携や広報活動を目的に、東京では３番目となる「荒川サ ① 各学部において、国際学会発表のための海外渡航の支援を行うととも

テライト」を設置して各種講座やイベント等を開催したほか、米沢市の中心 に、ＹＵ海外研究グローイングアッププログラムにより教員４人、小嶋
地に産学官金の集う地域産業の拠点として、米沢街中サテライト「ものづく 国際学術交流基金により教員１人の海外研修を支援した
り・人づくりキャンパス」を設置し、地域イノベーションの創成と街中の活 ② 理学部では共同研究に関する協定に基づき、欧州原子核研究機構(ＣＥ
性化を図るなど社会との連携拠点の整備を進めた。 ＲＮ)に助教２人を配置して国際共同研究を推進した。

(3) 理科学習の普及活動促進 ③ 各学部においても、招聘研究者による国際学術講演会や学術交流セミ
やまがた未来科学プロジェクト として 山形大学ＳＣＩＴＡセンター ナー、シンポジウム等の開催を行った。「 」 「 」

を中心に小学生から一般人までの各対象者向けに見学体験や実験授業を始め (4) 学生交流の推進
として、公開講座やサイエンスカフェ(年６回開催)等の各種事業を行った。 ① 大学間交流協定校への学生の短期派遣留学を継続し、アメリカ、エス

また、ＪＳＴの地域の科学舎推進事業に採択された「やまがた『科学の花 トニア、ラトビア、韓国、台湾の各協定校に16人を派遣した。平成22年
咲く』プロジェクト」の運営機関として参加機関のネットワーク形成や科学 度についてもアメリカ、イギリス、エストニア、中国の各協定校への派
コミュニケーターの人材養成、街角科学教室、観光地での観察会・体験会等 遣候補者７人をすでに決定している。
のイベントの開催、科学コミュニケーション機会の創出など、サイエンスカ ② 協定校からの短期留学生の受入促進のため、留学生交流支援制度（短
ーも活用しながら地域に向けた科学学習の普及活動を積極的に行った。 期受入）における単位互換型奨学金を活用した生活・修学支援を行い、

37人を採用した。
③ 英語・中国語・韓国語に加え、新たにベトナム語によるポスター、入２．産学官連携、知的財産戦略のための体制の整備・推進状況

(1) 産学連携による実践型人材育成事業 を実施している理工学研究科では 試概要パンフレットや国際交流状況についてのパンフレットを作成し、「 」 、
９人が連携企業での長期インターンシップを実施し、その成果報告会を３月 留学フェア、進学説明会及び日本語学校等において配布した。
に学内で開催し、教職員・学生に広く公開した。 ④ 東南アジアからの留学生拡大を目的として、インドネシア、タイでの

(2) 高機能樹脂事業を展開する帝人化成株式会社からの寄附を受け、工学部で 留学フェアに国際交流担当教職員が参加し、情報提供を行った。
は初の寄附講座「高分子ナノ構造制御工学講座」を開設した。 ⑤ 山形県との連携による県内企業でのインターンシップや就職相談会を

(3) 最上サテライトでは、最上総合支庁と連携して最上地域の企業と山形大学 実施するとともに、就職希望者の留学生に就職情報を提供した。
の連携づくりを目指し「最上夜学」を引き続き開催（本年度６回）した。大

その他田サテライトでは、山形県内の食品メーカーと大学の研究者がペアになって
「 」開発の経緯や背景等についての説明と試食を取り入れた 山形の食セミナー

１．上記の事項に関する他大学等との連携・協力についての状況を開催（本年度４回）したほか、大田区産業プラザで「産学連携道場」の開
催（本年度４回 、サテライト周辺での盆踊りや四季の祭りへの参加など、 (1) 東日本地域の大学・短大・高専の教育改善を目指し、本学が中心となっ）
サテライトを活用した産学官連携を積極的に推進した。 て活動を開始したＦＤネットワーク「つばさ」は、平成21年度に新たに７

(4) 産学官連携戦略展開事業による体制整備を継続して展開し、知的財産に関 校が加盟して合計42校となり、次のようなＦＤ連携事業を実施した。
する専門家による若手研究者を対象とした知財に関する啓発活動として「特 ① 統一フォーマットによる「授業評価アンケート」の実施
許寺子屋」を計13回開催したほか、新たに新品種の活用を図るため、農業分 ② ＦＤに係る合宿セミナー、ワークショップ、シンポジウム等の開催
野に特化した知的財産アシスタント１人を採用し、体制の充実を図った。 ③ 大学間連携ＳＤ研修会、学生ＦＤ会議の開催

また ライフサイエンス関係のライセンス収入も200万円の実績を上げた ④ 週刊・授業改善リレーエッセーの実施（28回掲載）、 。
なお 今年度の実績は発明届出44件 特許出願13件 商標出願１件であり ⑤ 「研究年報2009」の発行、 、 、 、

平成21年度末の保有知的財産は９件となった。 (2) 山形県内のすべての高等教育機関(12機関)と山形県とで構成する「大学
コンソーシアムやまがた」の加盟機関として教育連携、地域活動の推進、
図書館の連携、教職員の交流・連携、高大連携、広報など各種共同事業を３．国際交流、国際貢献のための組織的取組状況

(1) 大学間交流協定の締結 展開した。
ライデン大学（オランダ 、青島農業大学（中国 、サンアンドレス大学 (3) 平成８年に締結した五大学間交流協定（群馬大､愛媛大､徳島大､熊本大､） ）

（ボリビア 、マンチェスター大学人文科学部（英国）等と協定を締結し、 山形大）に基づき、学生交流(２件)や教員交流(４件)、共同研究(５件)を）
大学間交流協定は17か国・31大学１機関となった。 実施した。また、平成21年度は本学が当番校となって、学長懇談会を開催

(2) 海外サテライトの設置 し、教育の質の確保や教養教育体制等について意見交換を行った。
研究交流及び学生交流を進めるため、ハノイ農業大学への設置に引き続き (4) 平成20年度に包括的協力協定を締結した立命館大学と、次のような連携

本学２か所目となる海外サテライトを新たに中国ハルビン市内に設置した。 活動を行った。
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① 学生交流 相互訪問交流を実施(立命館大学生12人､山形大学生16人） ③ 「東北がんＥＢＭ事業」により地域がんリーダー育成及びe-ラーニング
② 職員交流 相互訪問調査等を経て両学長へ政策提言、成果報告会実施 によるがんＥＢＭ事業を行い、地域がん医療のレベルアップを図った。ま
③ 学長交流 学長と学生との懇談会を開催(12月に東京で） た、本学、東北大学、福島県立医科大学及び南東北の22の病院が連携する

「東北がんプロフェッショナル養成プラン」により 『質の高いがん医療、
専門者の養成 『がん医療水準の均てん化 『がん医療水準の向上』を図っ』 』
た。○附属病院について

④ 内視鏡と３次元画像を用いた新たな肺がんの手術法を開発した。独自の
コンピュータ処理で肺画像を詳細に分析することで、これまで困難だった１．特記事項
箇所のがんも内視鏡による切除が可能となり、患者の体にかかる負担が大【平成16～20事業年度】
きく軽減された。(1) 附属病院再整備事業の推進

平成17年度から進めている附属病院再整備事業について、平成20年７月から
(3) 新型インフルエンザへの対応新病棟での診療を開始し、先進医療を提供する体制の整備を推進した。救急部

は、従来に比べ面積を４倍に拡充するとともに、大規模災害時の救急医療へ対 新型インフルエンザに備え、５月に発熱外来を設置し、患者と医師を隔て
応できるよう、医療ガスアウトレットを設置した。また、手術部は、９室から て診察を行う陰圧ブースを設け、体制を強化した。
12室に拡充し、さらに術中ＭＲＩの設置など、先端医療に対応した各手術専用

２．共通事項に係る取組状況の手術室を配置するとともに、手術用器材の自動搬送システムを導入した。
(2) がん医療の推進 (1) 質の高い医療人育成や臨床研究の推進等、教育・研究機能の向上のため

に必要な取組（教育・研究面の観点）① がん治療については 「キャンサートリートメントボード」の本格的な運、
【平成16～20事業年度】用を開始し、平成20年度現在12のボードを運営している。毎月約30の症例に
① 教育の質の向上についてついて、医師だけなくコメディカルから医学生も含め毎月約370人が参加し

ている。 ・臨床実習については、実習時間を増やすとともに積極的診療参加型臨床実
② 地域がん医療のレベルアップを図るため 東北がんＥＢＭ事業 により 習（クリニカルクラークシップ）を導入した。、「 」 、

「 」地域がん医療リーダー育成及びe-ラーニングによるがんＥＢＭ教育を開始し ・クリニカルクラークシップに参加する医学生を スチューデントドクター
た。また、東北大学、福島県立医科大学及び南東北の22の病院が連携し、が と認定し、医師を目指す医学生としての自覚、心構え、医療に携わる人間と
ん専門医療者を養成する大学・地域一体の包括的教育プログラム「東北がん しての責任感や使命感を再認識させるとともに、社会及び患者に対し、その
プロフェッショナル養成プラン」も開始している。 者の医療行為を大学が保証する制度を開始した。

・臨床実習開始前ＣＢＴ、ＯＳＣＥ、クリニカルクラークシップの成果とし(3) 学部教育から専門医教育までの一貫した医師養成コースを新設
地域医療における医師確保及び診療科偏在を解消するため、医師の減少の著 て、医師国家試験合格率は平成19年度に全国国立大学で１位となる98.0％と

しい小児科、産婦人科、救急医学、外科の医師養成のため、３年間の学費免除 なった。
などを盛り込んだ、我が国初の学部教育から卒後臨床研修、専門医教育（後期 ・全国に先駆けて、大学病院と地域医療機関間での人材養成と地域医療の向
臨床研修）までの一貫した医師養成コースを開設した。 上を目的として設置した「山形大学蔵王協議会」を核に、卒後臨床研修体制

を整備した。
・ 卒後臨床研修センター」では、研修プログラムを常時見直し、履修内容【平成21事業年度】 「
の強化に努めており、外科系で脳外科を選択できるようにしたり、より自由(1) 附属病院再整備事業の推進

平成17年度から進めている附属病院再整備事業について、平成21年度には東 度の大きいＢプログラム「大学病院・協力病院自由選択コース」を設けた。
病棟が完成し、先進医療を提供する体制を整備した。具体的には、ＩＣＵの増 なお 「山形大学蔵王協議会」や「山形大学関連病院会」と連携強化に努め、
床（４床から６床 、ＨＣＵ設置（14床 、ＮＩＣＵ設置（６床）により、急 た結果、マッチング数は平成19年度25人、平成20年度27人（２年連続で東北） ）
性期病院としての機能を高めるとともに、小児医療の向上を図った。 地区最多）となった。

また、高次脳機能科と脳神経外科との診療連携及び消化器内科と消化器外科 ・平成16年度に現代ＧＰ「生涯医学教育拠点形成プログラム－包括的地域医
の混合病棟設置による連携を進め、脳卒中センター及び消化器病センターを設 療支援機構創設－」が採択され 「総合医学教育センター」を設置した。ま、
置した。西病棟については改修が完了し、平成22年４月から開院することとな た、同センターに専任教授を配置し、医学教育から生涯教育までの一貫した
った。 教育支援体制の充実を図り、専門医等の再教育への支援や女性医師等の復帰

支援のために「医学部リフレッシュ教育プログラム」を実施し研修生を受け(2) がん医療の推進
① 地域がん医療レベルアップのため 「がん臨床センター」でがん患者登録 入れた。、
システムを構築した。 ・看護師については、院内での研修に加え、資格取得などのキャリアアップ

② がん治療については、引き続き、キャンサートリートメントボードを定期 支援体制を整えて、５人が認定看護師の資格を取得した。
的（週２回）に開催し、現在12のボードを運営しており、医師・看護師・学 ・医学生や若手医師らの診療技能のトレーニングシステム「メディカルスキ
生・コメディカルなど毎月300～400人の参加があった。 ルアップラボラトリー」を開設して医療事故を防ぐための訓練を開始した。
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・平成17年度に、生体肝移植に係る院内体制を整備し、脳死臓器移植に対応② 研究の質の向上について
・本院の高水準・先進的医療を提供するために高度先進医療の開発と実用化を するためのマニュアルを改訂し、以下の医療を行った。
推進するため高度先進医療推進プロジェクトチームを設置しており 「神経変 1) 日本国内では第二番目となる幹細胞移植（第二内科）、
性疾患のＤＮＡ診断」及び「難治性眼疾患に対する羊膜移植術」の２件（平成 2) 山形県内初となる生体肝移植（第一外科）
20年度現在）が承認されている。 3) 角膜移植を推進するために山形県アイバンク事業を積極的に支援する
・予防医療における遺伝子診断の実用化を目指した21世紀ＣＯＥプログラム ととともに、角膜移植・羊膜移植の実施
「地域特性を生かした分子疫学研究」の成果を活かし、糖尿病とパーキンソン ・医師の処遇改善を図るため、インセンティブ付与を拡大した。また、24時
病について国際特許を申請中であり、パーキンソン病の創薬に向けて遺伝子改 間保育できる保育所を開設・運用し、女性医師や看護師が働きやすい職場環
変動物を作成した。 境の整備に努めた。
・21世紀ＣＯＥプログラムの成果を踏まえた「分子疫学の国際教育研究ネット ・病院再整備に合わせ、新たに高次脳機能障害科及び腫瘍内科の臓器別診療
ワークの構築」が、グローバルＣＯＥプログラムに採択され、分子疫学研究の 科を創設するとともに、先進医療の実践に向けて、高次脳機能障害科は脳神
拠点形成に向けた取組を開始した。また、本プログラムにおいて、優秀な人材 経外科との診療の連携体制を構築した。また、病床再配分を行い、９階病棟
を育成するために「先端分子疫学研究所」を設置した。 に消化器内科（第二内科）と消化器外科（第一外科）の混合病棟を設置し、
・眼科では、地元企業との共同研究で、光を使った断面測定法による眼底検査 協力して診療を行う体制を整えた。
装置を開発した。 ・高度医療の提供、医療安全への対応、患者サービスの向上のために、７対
・平成16年度に寄附講座「眼細胞工学講座」を設置し、第１期中を通じて研究 １看護体制に移行した。
を推進した。 ・都合の良い曜日・時間を決めて週40時間未満の勤務でよい｢短時間勤務制

度｣について、その対象を医師にも適用し、内科、麻酔科、産婦人科などの医
師14人（うち女性12人）が利用した。また、深刻化している産科医不足を背【平成21事業年度】
景として、産科医の勤労意欲を高めるための処遇改善として「分娩リスク手① 教育や臨床研究推進のための組織体制（支援環境）の整備状況

平成20年度にグローバルＣＯＥプログラムに採択された「分子疫学の国際教 当」を新設した。さらに、質の高い医療を継続して提供するために 「時間、
育研究ネットワークの構築」により、引き続き、分子疫学研究に取り組んだ。 外特別料金」の徴収を開始し、重症患者の診療に集中できるよう、医師の負

また、平成20年度に設置した「先端分子疫学研究所」により先端研究が可能 担の軽減化を図った。
② 医療事故防止や危機管理等安全管理体制の整備状況な優秀な人材の育成に取り組んだ。

・科学的根拠に基づいた医療（ＥＢＭ）を実践するために、各診療科・部門② 教育や研究の質を向上するための取組状況（教育研修プログラム（総合的・
でクリニカルパスの作成・運用、エビデンスに基づいた診療手順見直しを行全人的教育等）の整備・実施状況、高度先端医療の研究・開発状況等）

・医学部教務委員会では、卒前臨床教育内容の高度化を図るため、本学部で定 い、医療安全の推進、医療レベルの検証に活用した。
める医行為ガイドラインの見直しを図り、改善を図った。Student Doctor制度 ・インフォームド・コンセントの院内相互チェックを行い、その結果に基づ
の形成的評価や実習の改善のために、指導教員および実習中の学生を対象にア いてインフォームド・コンセントの内容の変更を診療科ごとに必要に応じて
ンケート調査を実施し 医学部学生の臨床実習の更なる改善に向け取り組んだ 行った。、 。
・卒後臨床研修センターでは、自由度の大きいＢプログラム「大学病院・協力 ・患者相談室の相談内容の取りまとめと分析を行い、医事業務の改革、医療
病院自由選択コース」を平成20年度新たに加えたことにより、引き続き、高い 安全の対応・対策を行った。また、医療事故防止対策マニュアルの改訂を行
技術水準の医療を推進した。なお、山形大学関連病院や山形大学蔵王協議会と い、相互点検機能を強化した。
連携強化に努め、卒後臨床研修センター機能の充実を図った結果、マッチング ・院内感染防御のために感染制御部を設置し、医療安全管理部と協力し対応
数は北海道・東北地区で最多の40人となった。 した。医療安全管理部では、医療事故等防止対策委員会の審査結果に基づい
・研究・開発については 企業と連携して医療機器の新規開発を推進しており て、与薬・点滴の複数段階チェックなどを実施した。、 、
眼科では、眼底診断装置の開発を地元企業との共同研究により行い、平成21年 ・ＱＯＬ(Quality of Life)が高く、ローリスクで侵襲性の低い安全な医療を
度に新しい解析プログラムを開発した。 積極的に導入して成果を上げている。

・苦情や院内暴力等の異常事態発生に備え、医療従事者の安全確保と証拠保
全のため、緊急事態発生マニュアルを作成した。(2) 質の高い医療の提供のために必要な取組（診療面の観点）
・医療安全の取組について研修するとともに、ＩＳＯマネジメントにおける【平成16～20事業年度】
ＰＤＣＡサイクルを評価・検証するために「ＰＤＣＡサイクル発表会」を開① 医療提供体制の整備状況（医療従事者の確保状況含む）

。 、 。・急性期病院としての機能を積極的に高め、かつ患者中心の質の高い医療を提 催した また 岩手・宮城内陸地震への救助活動に本院ＤＭＡＴが出動した
③ 患者サービスの改善・充実に向けた取組状況供するため病院再整備事業を推進した。また、患者に分り易い診療内容を提示

するため臓器別診療科の体制を整えるとともに、診療科の枠を超え「循環器病 ・患者アメニティーの改善のため、院内の売店及び喫茶コーナーについて、
センター 「呼吸器病センター」を設置するなど患者本位の医療の実践に努め 企業の参入など民間資金導入による24時間コンビニ、コーヒーショップの整」
た。さらに、救急部機能充実の一環として、救急科を創設し、中毒・重症やけ 備を行い稼働させた。
どを治療対象として診療の高度化を図った。 ・定期的に患者満足度調査を実施し、その結果に基づき、食事の改善など業
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② 医療事故防止や危機管理等安全管理体制の整備状況務改善に取り組み、満足度の改善を図った。
・予防医療部では、近年の検診ニーズの変化に対応すべく、各コースの検診内 医療安全管理部において患者の服薬について与薬カートを整備し薬剤師と
容を見直し、乳がん検診の精度向上、採血アラカルトコースの充実、各種オプ 看護師によるダブルチェックを行う等、安全管理体制及び危機管理体制の点
ション検査の追加等により、検診機能の一層の充実を図った。 検・評価・改善を継続した。

③ 患者サービスの改善・充実に向けた取組状況・一般市民による外来ボランティア12人、看護学科学生による小児科病棟ボラ
ンティア34人を受け入れて一層の拡大に努め、患者から好評を得た。 患者満足度調査を定期的に実施し、患者の意見を分析し業務改善に反映し
・投書箱「患者さんの声」を重要視し、クレジットカード及びデビットカード た。また、投書箱「患者さんの声」も重要視し業務改善に反映した。

④ がん・地域医療等社会的要請の強い医療の充実に向けた取組状況決済の導入、院内での携帯電話の通話許可エリアの設置、本院と患者相互の情
報共有を図る観点から、医療費を支払うすべての患者の領収書へ診療明細書を ・がん医療の充実に向けた取組は上述のとおり。
添付するなど、要望を反映した。 ・周産期医療については 「山形県高度周産期医療ネットワーク」を構築し、、

県内４病院との連携により母体・胎児及び新生児におけるリスクの高い妊娠④ がん・地域医療等社会的要請の強い医療の充実に向けた取組状況
・平成17年度に日本の国立大学医学部で初めて「がんセンター」を設置した。 に対する医療、高度な新生児医療に対応した。また、附属病院再整備事業に
また、がん患者登録システムを構築するとともに、がん化学療法センターに放 伴い、ＮＩＣＵ（６床 ・ＬＤＲ室を設置した。）
射線治療を専門とする教授を迎え、がん診療のレベルアップを図った。なお、

(3) 継続的・安定的な病院運営のための必要な取組（運営面の観点）平成18年度に厚生労働省がん診療連携拠点病院の指定を受けた。
【平成16～20事業年度】・がんセンター内に「がん臨床センター」を設置し、地域の関連病院とのネッ
① 管理運営体制の整備状況トワーク化を図り、がん診療の均てん化を目指し、がん患者登録を開始した。

また、患者や家族からのがんに関する不安や悩みを相談する窓口として 「が 附属病院長のリーダーシップを強化するため、医療安全・感染対策などの、
ん患者相談室」を開設するとともに、キャンサートリートメントボードを設置 重要な部門を病院長直轄とした。また、健全な病院経営確保のために、平成
した なお 東北がんＥＢＭ人材育成・普及事業 の採択を受け 東北大学 16年度に経営企画部を設置し、財務運営状況の分析を開始した。平成18年度。 、「 」 、 、
福島県立医科大学と22病院が連携し、東北地域におけるがん医療のハイレベル には、物流管理の効率化のために「物流センター 、高度医療機器の一元管」
均てん化を実現するため、がん専門医療者の育成を開始することとした。 理のために「ＭＥセンター」を設置した。さらに、病院運営委員会を始め附

」 、 、・地域医療連携センターでは、地域医療機関との連携の状態を調査した結果、 属病院戦略策定委員会 を毎月定例で開催し 重要事項を決定するとともに
紹介数などの長足の増加があり センター機能が充実していることが判明した 副病院長や臨床系の教授、看護部等との連携を強化した。、 。

② 外部評価の実施及び評価結果を踏まえた取組状況また 連携機関のリストアップをし クリニカルパスの整備を開始した なお、 、 。 、
地域医療機関との連携システムを一層充実するため、ソーシャルワーカーを配 平成16年度にＩＳＯ９００１を認証取得し、以後定期的な維持審査・３年

、 。 、置し陣容を強化した。さらに、病診連携等システムの新患予約システムを改善 ごとの再認証審査を受審し 病院業務の定期的見直しに役立てている また
し、患者サービスの向上を図った。 平成20年度に財団法人日本医療機能評価機構による病院機能評価（Ver.5.0）
・救急部では、山形県のメディカルコントロールの中心的役割を果たすととも の訪問審査を受審し、平成25年１月までの期間の認定を受けている。

③ 経営分析やそれに基づく戦略の策定・実施状況に、救急救命士の教育実習を行い地域医療に貢献している
・がん治療については 「キャンサートリートメントボード」の本格的な運用 経営企画部及び医療情報部では、共同で病院の財務運営状況を把握・分析、
を開始し、平成20年度現在12のボードを運営している。毎月約30の症例につい し、定期的な経営ヒアリングを開催してきめ細やかな経営分析を実施した。
て 医師だけなくコメディカルから医学生も含め毎月約370人が参加している その際に、現状分析情報、財務上の問題点とその対処法を必ず用意して診療、 。
・地域がん医療のレベルアップを図るため 「東北がんＥＢＭ事業」により、 科・診療部門に提示した。これにより診療単価の上昇、診療報酬請求増加効、
地域がん医療リーダー育成及びe-ラーニングによるがんＥＢＭ教育を開始し 果を上げた。また、ＳＰＤ（医療材料物流管理システム運営業務）導入によ
た。また、東北大学、福島県立医科大学及び南東北の22の病院が連携し、がん る財務分析も検討し、その結果、病床稼働率・平均在院日数・手術件数につ
専門医療者を養成する大学・地域一体の包括的教育プログラム「東北がんプロ いて経営改善目標として掲げた数値を達成した。

④ 地域連携強化に向けた取組状況フェッショナル養成プラン」も開始している。
・周産期医療については、県内病院との連携を強化・拡充し、平成21年度から ・地域医療人の生涯教育のセミナーや公開講座を毎年開催した。
「ネットワーク型周産期医療センター」を構築していくこととし、また、ＮＩ ・ やまがた子どもプラン実施計画」に対応し、県内の小児医療の向上に向「
ＣＵ（新生児集中治療室）を６床設置することとした。 けた研究会や講演会を継続して実施した。

・地域医療連携センターでは、地域医療機関との連携強化のための検討会の
開催や、連携の状態を調査・検討している （医事相談2,178件、医療福祉相【平成21事業年度】 。
談・退院支援2,869件）また、ソーシャルワーカー２人を含む６人の人員を配① 医療提供体制の整備状況（医療従事者の確保状況含む）

都合の良い曜日・時間を決めて週38時間45分未満の勤務でよい「短時間勤務 置し、地域の保健医療福祉関連機関との連携や患者・家族への支援を行って
制度」について、その対象を医師にも適用し、内科、皮膚科、麻酔科などの医 いる。
師14人（うち女性13人）が利用した。
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と附属学校園の共同研究報告書」にまとめた。【平成21事業年度】
・附属小学校において 「自ら学びを求め続ける子どもの育成」を研究テー① 管理運営体制の整備状況 、

病院長のリーダーシップに基づき、医療安全や感染対策等の重要な部門は病 マに、日常の教育活動の反省を活かし、子どもの学びのストーリーに沿いな
。 、 、 、 「 」 「 」院長直轄としている また 病院長が委員長を務める病院運営委員会において がら研究を推進し 研究の成果を 授業の創造63号 及び クレアーレ５号

重要事項を決定している。 にまとめた。
・附属中学校では、文部科学省の研究委託事業「附属学校における少人数教② 外部評価の実施及び評価結果を踏まえた取組状況

平成20年度に財団法人日本医療機能評価機構による病院評価機能（Ｖｅｒ． 育の教育的効果について」を受け、少人数指導を実施し、平成18年度にその
５．０）の訪問調査を受審し、平成25年１月までの機関の認証を受けている。 成果を報告書にまとめた。また、平成19年度文部科学省研究委託「新教育シ
また、ＩＳＯ９００１については、３年ごとの再認証審査を受審し、認証され ステム開発プログラム」研究成果報告書『附属学校における少人数学級に関
た。 する調査研究－学級規模と教育効果の相関に関する研究－』をまとめた。こ

の成果を踏まえつつ、附属学校では、少人数学級（指導）の導入を含めた附③ 経営分析やそれに基づく戦略の策定・実施状況
・経営ヒアリング（全体会・診療科対象・診療施設対象）を実施し、きめ細や 属学校将来計画の検討に着手した。
かな経営分析による検証と評価を行った。 ・附属特別支援学校において、他校園との交流教育、児童生徒の実態に即し
・在院日数、手術件数については、それぞれ18.17日（-1.16日 、4,162件（+ た「個別の支援計画」による教育の実践、夏季セミナーを開催し、県内の特）
321件）となり、当初の目標を達成した。 別支援教育の実践を紹介するポスター発表において支援モデルを提示するな

どの取組を行った。また、研修会・セミナー、子どもの自立を図るための支④ 収支の改善状況（収入増やコスト削減の取組状況）
自己収入が前年度比6.7％増となり、良好な経営状態を維持した。また、平 援活動「つくし教室 、教育相談に対応し、地域におけるセンター的機能を」

成18年度から導入しているＳＰＤについて、489の医療材料の品目を追加し、 強化した。
業務の効率化を図った。 ・附属幼稚園において、チームティーチングの導入、柔軟なカリキュラムの

編成、学生ボランティアや地域人材の活用などのほか、県教育委員会と連携⑤ 地域連携強化に向けた取組状況
地域医療連携センターにおいては、地域医療機関との連携強化のための検討 して幼稚園初任者研修プログラムを作成し研修を実施した。

会の開催を継続して行った。また、急性期高度医療を担う大学病院とプライマ
【平成21事業年度】リケアを担う「地域のかかりつけ医」が連携しながら患者個々の希望に添い、
○ 実験的、先導的な教育課題への取組状況症状に応じた適切な場所で、良質な医療サービスを提供するため、社会福祉士

（医療ソーシャルワーカーや精神保健福祉士 ・看護師・事務職員が相互協力 ・附属特別支援学校が中心となり、公立学校、地域保護者、他附属学校から）
し、地域の行政・保健・医療・福祉機関等と密接に、また効率的で効果的な連 の教育実践相談を積極的に実施した。また、他附属学校においても公立学校
携を継続して行い、機能強化を図った。 での研究会に積極的に講師を派遣した。

・附属特別支援学校で夏季セミナー、冬季セミナーを開催し地域に対して研
究成果を発信した。○附属学校について

○ 地域における指導的あるいはモデル的学校となるような、教育課題の研究
(1) 学校教育について 開発の成果公表等への取組状況

附属特別支援学校において、地域教育文化学部教員との共同研究の成果２【平成16～20事業年度】
件を「特別支援教育学会」で発表した。また、附属幼稚園においても地域教○ 実験的、先導的な教育課題への取組状況

・児童生徒の総合的学力の向上を目指し、幼・小・中一貫カリキュラム、養護 育文化学部教員との共同研究の成果を「幼稚園教育研究集会鹿児島大会」で
学校を含めた交流学習や体験を重視した活動カリキュラムの開発に取り組み、 発表した。
平成18年度には一部の教科（算数と理科）の小中一貫教材配列表を作成した。

(2) 大学・学部との連携・四附連携委員会 年４回開催 及び四附合同研究会 年２回開催 の機会に（ ） （ ） 、
【平成16～20事業年度】幼・小・中の一貫性に配慮したカリキュラムの在り方について検討を深めた。
○ 大学・学部の間における附属学校の運営等に関する協議機関等の設置状況・平成19年度のエネルギー・環境教育に関わる共同研究については、６月に開

催された日本生活科・総合的学習教育学会全国大会（山形大会）で発表すると 附属学校担当理事を中心に、従来の教員養成機構、附属学校運営会議に加
ともに、同学会に併せて、附属幼稚園・小学校・中学校で公開授業を行った。 え、四附経営部会ＷＧ及び附属学校将来計画検討ＷＧを設置し、附属学校の
・附属特別支援学校の公開研究会で 特別支援教育で注目されているＩＣＦ 国 存在意義や運営組織の検討、将来計画の策定等を行い、平成21年度から４つ、 （

、 。際生活機能分類）の考え方を取り入れ、個別の教育支援計画及び指導計画に活 の附属学校園を統括する附属学校運営部の新設 校長の専任化等を決定した
用していく先駆的取組を行うとともに、本学教員を講師としてＩＣＦの基礎的 また、附属学校のスリム化（少人数学級の導入と教員定数削減）の方針を
理論の研修を実施した。 定めた。

○ 地域における指導的あるいはモデル的学校となるような、教育課題の研究開 ○ 大学・学部の教員が一定期間附属学校で授業を担当したり、行事に参加し
発の成果公表等への取組状況 たりするようなシステムの構築状況
・大学教員と附属学校教員が共同研究を推進し、その成果を「平成20年度大学 ・附属学校将来計画検討ＷＧにおいて、大学・学部と附属学校園との連携に
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【平成21事業年度】ついて検討を行い、平成21年度に附属学校研究推進委員会の見直しを行って体
○ 大学・学部との間における附属学校の運営等に関する協議機関等の設置状制をさらに強化する方針を定めた。

況・大学・学部の教員が附属学校園の研究に共同研究者として参画し、各附属学
校の研究テーマの設定・研究デザインを検討し決定する共同研究推進体制を、 ・附属学校における教育、研究及び管理運営に関する校務を総括するととも
引き続き進めた。 に、大学と附属学校との連絡調整に当たるため附属学校運営部長１人を、ま

た、運営部長を補佐するため運営副部長２人（実習担当、研究担当）を配置
し、本学の専任の教授の中から選出することとした。① 大学・学部における研究への協力について

、 、 、 、○ 大学・学部の教育に関する研究に組織的に協力する体制の確立及び協力の実 ・附属学校の運営全般を所掌するため 運営部長 運営副部長 附属学校長
教頭、地域教育文化学部教員等を構成員とする「附属学校運営会議」を設置践状況

・附属学校将来計画検討ＷＧにおいて、大学・学部と附属学校との連携につい した。
て検討を行い、平成21年度に附属学校研究推進委員会の見直しを行い体制をさ ・附属小学校・中学校・特別支援学校において、校長の専任化を導入し校長
らに強化する方針を定めた。 が附属学校の教育・研究に専念することにより教育効果を高めることができ
・各附属学校において、学部の国際比較研究調査への協力、学部・大学院学生 た。なお、附属幼稚園については平成22年度から実施することとした。

○ 大学・学部の教員が一定期間附属学校で授業を担当したり、行事に参加しの論文作成のための調査・協力など、大学・学部の教育に関する研究への協力
たりするようなシステムの構築状況を引き続き行った。

各学部等の教員を研究のために附属学校で受け入れる移動研究の制度があ○ 大学・学部と附属学校が連携して、附属学校を活用する具体的な研究計画の
る。また、大学の教員による特別授業を開催した。立案・実践状況

① 大学・学部における研究への協力について附属学校研究推進委員会の下に組織されている21の共同研究部会ごとに、大
○ 大学・学部の教育に関する研究に組織的に協力する体制の確立及び協力の学教員と附属学校園の教員が連携して共同研究を推進し毎年「大学と附属学校
実践状況園の共同研究報告書」にまとめた。また、その研究成果は、各附属学校園が開

催する研究協議会（公開研究会）での理論研究・公開授業等に反映させて、応 大学・学部との共同研究を推進する「附属学校研究推進委員会」と実際に
用実践に活用した。 共同研究を実施する「共同研究部会」の見直しに着手した。

○ 大学・学部と附属学校が連携して、附属学校を活用する具体的な研究計画
② 教育実習について の立案・実践状況

「外国語活動・英語教育共同研究部会」に人文学部と基盤教育院から各１○ 大学・学部の教育実習計画における、附属学校の活用状況
・教育学部の教育実習計画に基づき、観察実習、基礎実習及び普通実習Ⅰ・Ⅱ 人の教員が参加し、共同研究を行った。また、その研究成果を研究報告書に
などを計画どおりに実施した。 まとめ発行した。

② 教育実習について・平成18年度から、地域教育文化学部学生に対する教育実習に加え、他学部学
○ 大学・学部の教育実習計画における、附属学校の活用状況生の受入れも開始した。

・平成17年度に 「教育実習の手引き」や「教育実習日誌」の全学的統一を図 中学校の教員免許を取得する者について、平成23年度より全学生の母校実、
るとともに、教育実習の手引きの「指導案編」を作成し、円滑な教育実習の方 習をとりやめ、附属中学校及び山形市近隣の中学校において実習することに
法改善に努めた。 した。

○ 大学・学部の教育実習の実施協力を行うための適切な組織体制の整備状況・教育実習運営協議会を毎年２回開催し 公立学校との連携を深めるとともに、 、
実習生受入れ校に指導後アンケートを実施し、実習の評価と課題を整理し改善 大学全体の教育実習の教育・実施を所掌する委員会として「附属学校教育
に反映させた。 実習委員会」を設置した。
・附属小学校において、栄養教諭の教育実習を初めて実施した。

(3) 附属学校の役割・機能の見直し・附属学校園全体で、教育実習日数延べ16週、教育実習生総数169人、介護等
【平成16～20事業年度】実習生200人の実習を実施した。
○ 附属学校の使命・役割を踏まえた附属学校の在り方に関する検討状況・財団法人やまがた教育振興財団の委嘱を受け「実践的指導力を高めるための

教育実習の調査研究 に各附属学校園で取り組み作成した 教育実習の手引き ・これまでの教育学部を平成17年度から新学部「地域教育文化学部」に改組」 「 」
（指導者用）を、地域の協力校に配付して教育実習指導力の向上を図った。 したことに伴い、附属学校を「教育学部附属」から「大学附属」とし 「山、
・教育学研究科の「教育実践研究演習」を利用して、設置計画中の教職大学院 形大学附属学校運営会議」の設置など新たな全学的運営組織を構築した。
における教育実習の試行を実施した。また、平成21年度設置予定の教職大学院 ・常時警備員を配置するとともに、門扉や防犯ベルなどセキュリティ対策を
の教育実習に備えて、附属小・中学校内に教職大学院研究室を整備した。 整備し校地内及び校舎内の安全対策を継続した。また、登下校時の児童生徒

の安全確保のため、教職員と保護者との連携による巡回パトロールを継続実○ 大学・学部の教育実習の実施協力を行うための適切な組織体制の整備状況
附属学校将来計画検討ＷＧにおいて、教育実習をさらに充実し、附属学校の 施した。

活用をさらに進めるため、附属学校運営会議の下に新たに「教育実習委員会」 ・附属幼稚園では、不審者情報に対応し一定期間警備員を増員するなど速や
を平成21年度中に設置することを決定した。 かな危機管理対策を講じ、安全確保に努めた。
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・附属中学校と附属養護学校の体育館耐震工事を行い、平成18年度には附属中
学校校舎改修工事を実施した。

【平成21事業年度】
○ 附属学校の使命・役割を踏まえた附属学校の在り方についての検討状況

・附属学校運営部長１人、運営副部長２人（実習担当、研究担当）を配置する
とともに、附属学校運営会議を設置し、附属学校全体を運営する体制を確立し
た。
・附属学校の運営全般を所掌するため、運営部長、運営副部長、附属学校長、
教頭、地域教育文化学部教員等を構成員とする「附属学校運営会議」を設置し
た。
・附属小学校・中学校・特別支援学校において、校長の専任化を導入し校長が
附属学校の教育・研究に専念することにより教育効果を高めることができた。
なお、附属幼稚園については平成22年度から実施することとした。
・附属学校での異種学校間の連携を強化するため、計画的に連携強化を推進す
る体制を試行中である。
・附属学校の統一教育目標及び統一研究テーマを設定した。
・附属学校からの情報提供の強化を図るため、統一ホームページを開設した。
・附属幼稚園・小学校・中学校のより円滑な接続による「一貫性の高い、きめ
細かな教育」を展開するため、平成22年度から、附属幼稚園・小学校の入学定
員を見直すこととした。また、附属中学校については附属小学校の完成後から
見直すこととした。
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Ⅲ 予算（人件費見積もりを含む 、収支計画及び資金計画。）

※ 財務諸表及び決算報告書を参照

Ⅳ 短期借入金の限度額

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

該当なし１ 短期借入金の限度額 １ 短期借入金の限度額
３１億円 ３１億円

２ 想定される理由 ２ 想定される理由
運営費交付金の受入れ遅延及び事故の発生等 運営費交付金の受入れ遅延及び事故の発生等

により緊急に必要となる対策費として借り入れ により緊急に必要となる対策費として借り入れ
することも想定される。 することも想定される。

Ⅴ 重要財産を譲渡し、又は担保に供する計画

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

・平清水寄宿寮の土地の一部（山形県山形市大字 ・医学部附属病院施設・設備整備に必要となる経 ・医学部附属病院病棟・基幹環境整備及び設備整備に必要となる
平清水字フカウ９９番ほか、６００．００㎡）を 費の長期借入れに伴い、本学病院の敷地及び建物 経費の長期借入に伴い 本学病院の敷地152,704.62㎡及び建物50,、
譲渡する。 について担保に供する。 313.3㎡について、独立行政法人国立大学財務・経営センターへ

担保に供した。
・医学部附属病院施設・設備整備に必要となる経
費の長期借入れに伴い、本学病院の敷地及び建物
について担保に供する。

Ⅵ 剰余金の使途

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

決算において剰余金が発生した場合は、教育研 決算において剰余金が発生した場合は、教育研 教育研究の質の向上を図るため、施設改修工事及び学内共同利
究の質の向上及び組織運営の改善に充てる 究の質の向上及び組織運営の改善に充てる。 用のための教育研究用設備導入や大学運営改善のためのシステム。

更新等に充てた。
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Ⅶ そ の 他 １ 施設・設備に関する計画

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

施設・設備の内容 予定額（百万円） 財 源 施設・設備の内容 予定額（百万円） 財 源 施設・設備の内容 予定額（百万円） 財 源

総額 施設整備費補助金 総額 施設整備費補助金 総額 施設整備費補助金

， ） （ ， ）・小規模改修 ８２３ （３９０） ・校舎改修 ４，６０５ １ ８８６ ・校舎改修 ６，７４３ ３ ９７６（
・生体磁気計測装 長期借入金 ・医学部附属病院 長期借入金 ・医学部附属病院 長期借入金

（ ， ） （ ， ）置 （４３３） 施設整備 ２ ６５４ 施設整備 ２ ７０２

・小規模改修 国立大学財務・経営セン ・小規模改修 国立大学財務・経営セン

・核医学検査診断 ター施設費交付金 ・核医学検査診断 ター施設費交付金

（ ） （ ）システム ６５ システム ６５

・先端研究施設

(注1) 金額については見込であり、中期目標を達成 (注) 金額は見込みであり、上記のほか、業務の実施
するために必要な業務の実施状況等を勘案した施 状況等を勘案した施設・設備の整備や、老朽度合
設・設備の整備や老朽度合等を勘案した施設・設 い等を勘案した施設・設備の改修等が追加される
備の改修等が追加されることもある。 こともあり得る。

(注2) 小規模改修について１７年度以降は１６年度
同額として試算している。

なお、各事業年度の施設整備費補助金、船舶
建造費補助金、国立大学財務・経営センター施設
費交付金、長期借入金については、事業の進展等
により所要額の変動が予想されるため、具体的な
額については、各事業年度の予算編成過程等にお
いて決定される。

○ 計画の実施状況等

・平成２１年度補正予算の施設整備費補助金により、附属病院設備及び最先端設備を設置し、米沢地区の先端研究施設整備が着工した。
（２，０９４百万円）

・病院整備に伴う核医学検査診断システム設置による増額及び基幹・環境整備の執行残による減額を行った。
（施設整備費補助金４百万円減額、長期借入金４８百万円増額）
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Ⅶ そ の 他 ２ 人事に関する計画

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

○人事に関する方針について
（教員） ・教員については、各学問領域の特徴に配慮するとと ・教員については、平成18年度から実施している個別

・教育研究の活性化等の観点から、人事交流を積 もに、各部局の特性、理念及び目標に応じて、これま 契約任期付教員制度（平成20年度から競争的外部資金
極的に図り、任期制を導入するなど、効率的かつ でに構築した個別契約任期付教員制度、ポイント制な 等によるプロジェクト教員の採用制度を整備し、適用
効果的な運用を図る。 どの制度を活用し、優秀な人材を確保する。 範囲を拡大）や、平成20年度から導入している教員ポ

（事務） また、既に任期制を導入している部局に対しては、 イント制を活用し、多様な雇用形態・給与形態への対
１．業務の見直しを推進し、事務の効率化と合理 より一層効果的な運用を図るとともに、個別契約によ 応及び柔軟な人員配置が可能な人事制度の運用に努め

化を図り、法人化後の大学運営に適切に対応で り任期を定めて雇用する教員の適用範囲を拡大し、そ ることにより、各部局の特性、理念及び目標に応じた
きる事務体制の整備を図る。 の採用を促すことにより教育研究の一層の活性化を図 優秀な人材の確保及び戦略的な人員配置を図った。

２．効率的かつ機能的な職員の配置を行うととも る。 また、平成16年度から任期制を採用している医学部
、 、に、事務職員の資質向上を図る。 ・事務職員については、国立大学法人としての組織的 では これまで実施した中間審査や再任審査を踏まえ

基盤の充実強化を図るため、専門職能集団としての機 引き続き任期制の円滑な運用を図った。
（参考） 能を発揮できる適材適所の人員配置を行い、外国語、 なお、個別契約任期付教員制度による平成21年度の

中期目標期間中の人件費総額見込み 情報処理、医療等専門的能力が必要となる職種につい 採用者は、グローバルＣＯＥプログラム等の競争的外
９７，１７５百万円 ては、選考により人材確保を図る。 部資金による事業実施のためのプロジェクト教員をは

（退職手当は除く） また、ジョブローテーション制度に基づき、総合性 じめとする41人であり、前年度より23人増加した。
と専門性を持つ職員を育成するとともに、若手職員を ・事務職員については、東北地区国立大学法人等職員
多様な分野に配置することにより個々の適正を把握 採用試験合格者から、一般事務、図書及び技術系の職
し、かつ、大学職員として必要な知識・経験を習得さ 員を10人採用した。
せる。 また、新たに、本学の卒業者を対象に外国語能力、

併せて、職員個々の専門的な知識、技能、資質等を 情報処理能力及び医療等に関する専門的知識を有する
充分発揮させるよう本人の希望をも考慮した配置に努 者や、特に優れた活動歴を有する者を選考により採用
め 勤労意欲の向上を図り 計画的な人事管理を行う する独自の制度を設け、６人を採用した。、 、 。

さらに、同制度の一環として、東北地区に限らず、 また、ジョブローテーション制度による総合性と専
首都圏の国公私立大学や山形県等の地方公共団体教育 門性を持つ職員の育成を念頭に置き、併せて本人から
関係機関、民間機関も対象に積極的な人事交流を実施 の意向聴取、ヒアリングによる各学部からの意見聴取
する。 等を行い、円滑な組織運営に向けた計画的な人事管理

を行った。
（参考１）平成２１年度の常勤職員数 人事交流については、引き続き、岩手大学、東北大

１，４７６人 学、山形県や文部科学省所管独立行政法人等との交流
また、任期付職員数の見込みを を行った。

４６６人とする。
（参考２）平成２１年度の人件費総額見込み

１７，０９７百万円
（退職手当は除く）
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未○ 別表１ （学部の学科、研究科の専攻等）の定員
充足の状況について

学部の学科、研究科の専攻等名 収容定員 収容数 定員充足率

(a) (b) (b)/(a)×100
(人) (人） ％)(

人文学部 １，２４０ １，３６４ １１０．０
人間文化学科 ４００ ４６７ １１６．７
法経政策学科 ８００ ８５６ １０７．０
総合政策科学科 ４１
学部共通(３年次編入学) ４０

地域教育文化学部 ９６０ １，０２６ １０６．８
地域教育学科 ３２０ ３３７ １０５．３
文化創造学科 ３００ ３４３ １１４．３
生活総合学科 ３４０ ３４６ １０１．７

教育学部 １９
学校教育教員養成課程 １１
生涯教育課程 ２
人間環境教育課程 ６

理学部 ７４０ ８０９ １０９．３
数理科学科 １８０ １９７ １０９．４
物理学科 １４０ １７０ １２１．４
物質生命化学科 １８０ １９０ １０５．５
生物学科 １２０ １２５ １０４．１
地球環境学科 １２０ １２７ １０５．８

医学部 ８９０ ９０３ １０１．４
医学科 ６３０ ６４４ １０２．２
看護学科 ２６０ ２５９ ９９．６

工学部 ２，６４０ ３，１０５ １１７．６
機能高分子工学科Aコース ４６０ ５２４ １１３．９

同 Bコース １０ １３ １３０．０
物質化学工学科Aコース ４６０ ５１７ １１２．３

同 Bコース １０５ １２０ １１４．２
機械システム工学科Aコース ４８０ ５８７ １２２．２

同 Bコース １０５ １２７ １２０．９
電気電子工学科Aコース ３２０ ４１０ １２８．１

同 Bコース ５６ ８０ １４２．８
情報科学科Aコース ３２０ ３６８ １１５．０

同 Bコース ５３ ５７ １０７．５
応用生命システム工学科Aコース ２４０ ２６９ １１２．０
応用生命システム工学科Bコース ３１ ３３ １０６．４

学部の学科、研究科の専攻等名 収容定員 収容数 定員充足率

農学部 ６２０ ７０７ １１４．０
生物生産学科 ２２０ ２４３ １１０．４
生物資源学科 ２００ ２４３ １２１．５
生物環境学科 ２００ ２２１ １１０．５

学士課程 計 ７，０９０ ７，９３３ １１１．８

社会文化システム研究科 ２４ ３３ １３７．５
文化システム専攻 １２ ２０ １６６．６
社会システム専攻 １２ １３ １０８．３

地域教育文化研究科 １４ １８ １２８．５
臨床心理学専攻 ６ ７ １１６．６
文化創造専攻 ８ １１ １３７．５

教育学研究科 ３９ ５４ １３８．４
学校教育専攻 ６ １８ ３００．０
教科教育専攻 ３３ ３６ １０９．０

医学系研究科 ５２ ５７ １０９．６
看護学専攻 ３２ ３７ １１５．６
生命環境医科学専攻 ２０ ２０ １００．０

理工学研究科 ６３４ ７５２ １１８．６
数理科学専攻 ２８ ２２ ７８．５
物理学専攻 ２２ ２５ １１３．６
物質生命化学専攻 ２２ ２７ １２２．７
生物学専攻 ２２ ２２ １００．０
地球環境学専攻 ２０ １４ ７０．０
機能高分子工学専攻 ６４ ９１ １４２．１
有機デバイス工学専攻 ２６ ３７ １４２．３
物質化学工学専攻 ９０ １１３ １２５．５
機械システム工学専攻 ９０ ８６ ９５．５
電気電子工学専攻 ６２ ８１ １３０．６
情報科学専攻 ６２ ６７ １０８．０
応用生命システム工学専攻 ４６ ４８ １０４．３
ものづくり技術経営学専攻 ２２ ４０ １８１．８
生体センシング機能工学専攻 ５８ ７９ １３６．２

農学研究科 ９６ ９６ １００．０
生物生産学専攻 ３２ ４４ １３７．５
生物資源学専攻 ３６ ３２ ８８．８
生物環境学専攻 ２８ ２０ ７１．４

修士課程 計 ８５９ １，０１０ １１７．５

山形大学
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学部の学科、研究科の専攻等名 収容定員 収容数 定員充足率

医学系研究科 １３１ １４２ １０８．３
医学専攻 １０４ １１７ １１２．５
看護学専攻 ９ １１ １２２．２
生命環境医科学専攻 １８ １４ ７７．７

理工学研究科 ９９ １２０ １２１．２
地球共生圏科学専攻 ２１ ２７ １２８．５
有機デバイス工学専攻 ６ ７ １１６．６
物質生産工学専攻 ２１ ３８ １８０．９
システム情報工学専攻 １８ ２６ １４４．４
ものづくり技術経営学専攻 ６ １２ ２００．０
生体センシング機能工学専攻 ２７ １０ ３７．０

博士課程 計 ２３０ ２６２ １１３．９

教育実践研究科 ２０ ２１ １０５．０
教職実践専攻 ２０ ２１ １０５．０

専門職学位課程 計 ２０ ２１ １０５．０

養護教諭特別別科 ４０ ４２ １０５．０

附属小学校 ７６８ ７３５ ９５．７
同 (普通) ７２０ ６８７ ９５．４
同 (複式) ４８ ４８ １００．０

附属中学校(普通) ４８０ ４７２ ９８．３

附属特別支援学校 ６０ ４８ ８０．０
同 (小学部) １８ １３ ７２．２
同 (中学部) １８ １３ ７２．２
同 (高等部) ２４ ２２ ９１．６

附属幼稚園 １６０ １２９ ８０．６
同 （３歳児保育） ２０ ３０ １５０．０
同 （４歳児保育） ７０ ４４ ６２．８
同 （５歳児保育） ７０ ５５ ７８．５

○ 計画の実施状況等

１ 定員超過
本学の課程別の定員充足率は、学士課程111.8％、修士課程117.5％、博士

課程113.9％、専門職学位課程105.0％であり、全体として適切な教育活動を
行っている。

２ 定員充足率90％未満の専攻
修士課程（博士前期課程）の理工学研究科数理科学専攻、理工学研究科地

球環境学専攻、農学研究科生物資源学専攻、農学研究科生物環境学専攻及び
博士課程（博士後期課程）の医学系研究科生命環境医科学専攻、理工学研究
科生体センシング機能工学専攻については、就職状況の影響等により定員を

、 、 、 、充たしていない状況にあるが 引き続き 入試広報の改善 秋季入学の実施
組織の見直し等により、定員充足に努めている。
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○ 別表２（学部、研究科等の定員超過の状況について）

（平成２０年度）

国費
留学生数

（Ｄ）

外国政府
派遣留学
生数（Ｅ)

大学間交流
協定等に基
づく留学生
等数（Ｆ）

（人） （人） （人） （人） （人） （人） （人） （人） （人） （人） （％）

1,240 1,358 26 1 6 21 59 46 1,284 103.5

地域教育文化学部 960 1,012 11 1 4 9 998 104.0

740 822 8 6 19 40 31 766 103.5

870 879 1 19 22 20 840 96.6

2,680 3,143 47 1 28 51 189 159 2,904 108.4

620 716 6 1 11 35 31 673 108.5

（人） （人） （人） （人） （人） （人） （人） （人） （人） （人） （％）

24 36 9 3 2 3 2 29 120.8

180 205 8 1 27 42 33 144 80.0

727 889 42 10 1 1 22 67 57 798 109.8

96 86 2 2 5 4 4 75 78.1

○計画の実施状況等

左記の外国人留学生のうち
休学
者数
（Ｇ）

留年
者数
（Ｈ）

左記の留年者数の
うち、修業年限を
超える在籍期間が
２年以内の者の数

（Ｉ）

定員超過率
（Ｋ）

（Ｊ）／（Ａ）×100

外国人
留学生数

（Ｃ）

人文学部

収容定員
（Ａ）

収容数
（Ｂ）

学部・研究科等名

（学部等）

左記の収容数のうち

超過率算定
の対象となる
在学者数

（Ｊ）
【（Ｂ）-（Ｄ,E,F,Ｇ,Iの合計）】

理学部

工学部

医学部

農学研究科

医学系研究科

理工学研究科

農学部

（研究科等）

社会文化システム研究科
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（平成２１年度）

国費
留学生数

（Ｄ）

外国政府
派遣留学
生数（Ｅ)

大学間交流
協定等に基
づく留学生
等数（Ｆ）

（人） （人） （人） （人） （人） （人） （人） （人） （人） （人） （％）

1,240 1,364 29 12 20 65 50 1,282 103.4

地域教育文化学部 960 1,026 16 1 12 14 18 18 981 102.2

740 809 10 9 15 47 34 751 101.5

890 903 2 1 19 26 24 859 96.5

2,640 3,105 46 1 31 1 50 184 146 2,876 108.9

620 707 6 16 30 27 664 107.1

（人） （人） （人） （人） （人） （人） （人） （人） （人） （人） （％）

24 33 10 2 3 7 6 22 91.7

14 18 1 18 128.6

183 199 5 1 30 42 27 141 77.0

733 872 43 9 2 23 64 55 783 106.8

96 96 8 4 4 2 2 86 89.6

20 21 21 105.0

○計画の実施状況等

教育実践研究科

農学研究科

医学系研究科

理工学研究科

農学部

（研究科等）

社会文化システム研究科

地域教育文化研究科

工学部

収容定員
（Ａ）

収容数
（Ｂ）

学部・研究科等名

（学部等）

人文学部

理学部

医学部

定員超過率
（Ｋ）

（Ｊ）／（Ａ）×100

外国人
留学生数

（Ｃ）

超過率算定
の対象となる
在学者数

（Ｊ）
【（Ｂ）-（Ｄ,E,F,Ｇ,Iの合計）】

左記の収容数のうち

左記の外国人留学生のうち
休学
者数
（Ｇ）

留年
者数
（Ｈ）

左記の留年者数の
うち、修業年限を
超える在籍期間が
２年以内の者の数

（Ｉ）
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